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Ⅰ　パブリック・コメントにおける意見について

1 パブリック・コメントの実施期間

2 意見提出者数および提出方法

　意見提出者　  　52名

ホームページ 22件

持参 6件

ファックス 21件

郵送 1件

地域説明会 会場 2件

   　　 合　 計 52件

3 意見数および意見の計画への反映等

【新宿区基本計画（P11～42）】

　意見数　　　　249件

1

2

3

4

5

6

7

　意見の計画への反映等

A 21件

B 45件

C 12件

D 16件

E 112件

F 14件

G 29件

     合　 計 249件

1　パブリック・コメント等の実施結果　概要

　 平成29年8月25日（金）から9月25日（月）

件数

35件

70件

　計画全般に関する意見

　「基本政策Ⅰ 暮らしやすさ1番の新宿」に関する意見

該当№

№    1～ 35

№  36～105

意見項目の内訳

意見の趣旨を計画に反映する

意見の趣旨は、素案の方向性と同じ

意見の趣旨に沿って計画を推進する

今後の取組の参考とする

意見として伺う

質問に回答する

その他

№106～153

№154～219

№220～231

№232～240

№241～2499件

48件

66件

12件

9件

　「基本政策Ⅳ 健全な区財政の確立」に関する意見

　「基本政策Ⅴ 好感度1番の区役所」に関する意見

　その他の意見

　「基本政策Ⅱ 新宿の高度防災都市化と安全安心の強化」に関する意見

　「基本政策Ⅲ 賑わい都市・新宿の創造」に関する意見
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【新宿区第一次実行計画（P49～86）】

　意見数　　　　240件

1

2

3

4

5

6

7

　意見の計画への反映等

A 12件

B 11件

C 15件

D 27件

E 141件

F 31件

G 3件

     合　 計 240件

意見項目の内訳 件数 該当№

　計画全般に関する意見 12件 №    1～ 12

　「基本政策Ⅲ 賑わい都市・新宿の創造」に関する意見 55件 №161～215

　「基本政策Ⅳ 健全な区財政の確立」に関する意見 18件 №216～233

　「基本政策Ⅰ 暮らしやすさ1番の新宿」に関する意見 127件 №  13～139

　「基本政策Ⅱ 新宿の高度防災都市化と安全安心の強化」に関する意見 21件 №140～160

意見の趣旨を計画に反映する

意見の趣旨は、素案の方向性と同じ

意見の趣旨に沿って計画を推進する

今後の取組の参考とする

意見として伺う

　「基本政策Ⅴ 好感度1番の区役所」に関する意見 6件 №234～239

　その他の意見 1件 №240

質問に回答する

その他
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Ⅱ　地域説明会における意見について

1 地域説明会の実施期間等

　平成29年8月25日（金）から9月8日（金）

　地域センター（全10所）で実施

2 出席者数

　出席者　423名

3 意見数および意見の計画への反映等

【新宿区基本計画（P43～48）】

　意見数  　33件

1

2

3

4

5

6

7

　意見の計画への反映等

A 0件

B 0件

C 2件

D 8件

E 8件

F 15件

G 0件

     合　 計 33件

平成２９年 ９月　８日(金)　午後７時～

若松地域センター

戸塚地域センター

榎町地域センター

落合第一地域センター

角筈地域センター

牛込簞笥地域センター

落合第二地域センター

柏木地域センター

大久保地域センター

四谷地域センター

平成２９年 ９月　４日(月)　午後７時～

平成２９年 ９月　６日(水)　午後７時～

質問に回答する

その他

意見の趣旨を計画に反映する

意見の趣旨は、素案の方向性と同じ

意見の趣旨に沿って計画を推進する

今後の取組の参考とする

意見として伺う

　「基本政策Ⅴ 好感度1番の区役所」に関する意見 4件 №  20～ 23

　その他の意見 10件 №  24～ 33

　「基本政策Ⅲ 賑わい都市・新宿の創造」に関する意見 3件 №  16～ 18

　「基本政策Ⅳ 健全な区財政の確立」に関する意見 1件 №  19～ 19

　「基本政策Ⅰ 暮らしやすさ1番の新宿」に関する意見 8件 №    5～ 12

　「基本政策Ⅱ 新宿の高度防災都市化と安全安心の強化」に関する意見 3件 №  13～ 15

意見項目の内訳 件数 該当№

　計画全般に関する意見 4件 №    1～  4

開催日時 会場

平成２９年 ８月２５日(金)　午後７時～

平成２９年 ８月２６日(土)　午後３時～

平成２９年 ８月２８日(月)　午後７時～

平成２９年 ８月２９日(火)　午後７時～

平成２９年 ８月３０日(水)　午後７時～

平成２９年 ８月３１日(木)　午後７時～

平成２９年 ９月　１日(金)　午後７時～
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【新宿区第一次実行計画（P87～106）】

　意見数   115件

1

2

3

4

5

6

　意見の計画への反映等

A 0件

B 5件

C 13件

D 38件

E 19件

F 40件

G 0件

     合　 計 115件

　計画全般に関する意見 5件 №    1～   5

　「基本政策Ⅰ 暮らしやすさ1番の新宿」に関する意見 37件 №    6～  42

意見項目の内訳 件数 該当№

№103～ 113

　「基本政策Ⅴ 好感度1番の区役所」に関する意見 2件 №114～ 115

　「基本政策Ⅱ 新宿の高度防災都市化と安全安心の強化」に関する意見 26件 №  43～  68

　「基本政策Ⅲ 賑わい都市・新宿の創造」に関する意見 34件 №  69～ 102

意見の趣旨に沿って計画を推進する

今後の取組の参考とする

意見として伺う

質問に回答する

その他

意見の趣旨を計画に反映する

意見の趣旨は、素案の方向性と同じ

　「基本政策Ⅳ 健全な区財政の確立」に関する意見 11件
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２ 新宿区基本計画・新宿区第一次実行計画 

施策体系表 

 

新宿区基本計画で示す５つの基本政策及び個別施策と、新宿区第一次実行計画の計画事業を 

 まとめた体系表です。 

  パブリック・コメントと地域説明会でいただいた新宿区基本計画（素案）及び新宿区第一次実

行計画（素案）に関するすべてのご意見は、基本政策、個別施策、第一次実行計画の計画事業へ

の分類を行い、整理しています。 

 本冊子の「パブリック・コメントにおける意見要旨と区の考え方」「地域説明会における意見

要旨と回答要旨」には、基本政策、個別施策、計画事業の番号のみを掲載しています。いただい

たご意見が、施策体系のどの分野に該当しているかは、この体系表でご確認ください。 



新宿区基本計画・新宿区第一次実行計画　施策体系表

① 健康ポイント事業

② 健康な食生活へのサポート

③ ウォーキングの推進

2

① 糖尿病予防対策の推進

4

5

6

7

8

9

10

① 地域密着型サービスの整備

② 特別養護老人ホームの整備

③ ショートステイの整備

12

13

14

15

16

17

18

19

20

① 出産・子育て応援事業

②
（再掲）99②　絵本でふれあう子育て
支援事業

22

① 児童相談所の整備

② 児童相談体制の充実・強化

① 学校支援体制の充実

② 学校評価の充実

③ 創意工夫ある教育活動の推進

① 特別支援教育の推進

② 中学校への特別支援教室の開設

③ 日本語サポート指導

④ 児童・生徒の不登校対策

⑤
専門人材を活用した教育相談体制の
充実

26

27

28

5
未来を担う子どもたちの生きる力を伸ばす教
育の充実

障害者グループホームの設置促進

地域における子育て支援サービスの推進

障害を理由とする差別の解消の推進

基本政策 個別施策

生涯にわたり心身ともに健康で暮らせる健康
寿命の延伸に向けた取組の充実

1

障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の
整備

3

4 安心できる子育て環境の整備

2
住み慣れた地域で暮らし続けられる地域包
括ケアシステムの推進

Ⅰ
暮らしやすさ
1番の新宿

計画事業 枝事業

3 生活習慣病の予防

　（がん対策の推進）

女性の健康支援

1 気軽に健康づくりに取り組める環境整備

25
一人ひとりの子どもが豊かに学べる教育の
推進

区立障害者福祉施設の機能の充実

着実な保育所待機児童対策等の推進

放課後の居場所の充実

公私立幼稚園における幼児教育等の推進

子どもから若者までの切れ目のない支援の充実

発達に心配のある児童への支援の充実

21 妊娠期からの子育て支援

24 学校の教育力強化への支援

学校図書館の充実

高齢期の健康づくりと介護予防の推進

乳幼児から始める歯と口の健康づくり

こころの健康づくり

高齢者総合相談センターの機能の充実

在宅医療・介護連携ネットワークの推進

「地域の活力」を生かした高齢者を支えるしくみづくり

認知症高齢者への支援体制の充実

（再掲）2　高齢期の健康づくりと介護予防の推進

（再掲）46　高齢者や障害者等の住まい安定確保

「地域支え合い活動」の推進

11 介護保険サービスの基盤整備

子どもの貧困の連鎖を防止するための取組

23 児童相談所移管準備

時代の変化に応じた学校づくりの推進
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新宿区基本計画・新宿区第一次実行計画　施策体系表

基本政策 個別施策 計画事業 枝事業

29

30

31

① 英語キャンプの実施

② 伝統文化理解教育の推進

③ 障害者理解教育の推進

④ スポーツギネス新宿の推進

（創意工夫によるオリンピック・パラリンピック教育の推進）

① ＩＣＴを活用した英語教育の推進

②
コミュニケーション能力を高め国際理解
を深める英語教育の推進

③ 英検チャレンジ

① 部活動を支える環境の整備

① 拠点相談事業

② 自立支援ホーム

③ 地域生活の安定促進（訪問サポート）

① 就労支援の充実

②
自立した地域生活を過ごすための支援
の推進

37

①
男女共同参画の推進と多様な生き方
を認め合う社会づくり

② 区政における女性の参画の促進

39

40

41

42

43

44

45

46

① 建築物等耐震化支援事業

② 擁壁・がけの安全化の総合的な支援

①
木造住宅密集地域の整備促進（若葉・
須賀町地区）

②
不燃化推進特定整備事業（西新宿五
丁目地区）

③
木造住宅密集地域における不燃化建
替え促進

④ 新たな防火規制による不燃化の促進

①
市街地再開発事業助成
（四谷駅前地区）

②
市街地再開発事業助成
（西新宿五丁目中央南地区）

③
防災街区整備事業助成
（西新宿五丁目北地区）

④ 市街地再開発の事業化支援

5

6 セーフティネットの整備充実

女性や若者が活躍できる地域づくりの推進7

地域での生活を支える取組の推進9

8
地域の課題を共有し、ともに考え、地域の実
情に合ったまちづくりの推進

32

36

（再掲）19　子どもから若者までの切れ目のない支援の充実

生活保護受給者の自立支援の推進

生活困窮者の自立支援の推進

ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和）の推進

若者の区政参加の促進

ＩＣＴを活用した教育の充実

地域協働学校（コミュニティ・スクール）の充実

チームとしての学校の整備

学校施設の改善

（再掲）31地域協働学校（コミュニティ・ス
クール）の充実

未来を担う子どもたちの生きる力を伸ばす教
育の充実

高齢者や障害者等の住まい安定確保

（再掲）25⑤専門人材を活用した教育相談
体制の充実

33 国際理解教育及び英語教育の推進

34

成年後見制度の利用促進

Ⅰ

Ⅱ
新宿の高度防
災都市化と安
全安心の強化

災害に強い、逃げな
いですむ安全なま
ちづくり

町会・自治会活性化への支援

だれもが地域でいきいきと暮らせるための就労支援の推進

東京2020オリンピック・パラリンピックを契
機とした教育の推進

35 ホームレスの自立支援の推進

38 男女共同参画の推進

配偶者等からの暴力の防止

①
建築物等の耐震化
の推進

暮らしやすさ
1番の新宿

47 建築物等の耐震性強化

48 木造住宅密集地域の防災性強化

49 再開発による市街地の整備

多様な主体との協働の推進

（再掲）41　若者の区政参加の促進

（再掲）111　オープンデータ活用のための仕組みづくり

市街地整備による
防災・住環境等の
向上

②
木造住宅密集地域
解消の取組の推進

③

1

（再掲）（中小企業の人材確保と就労支援）
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新宿区基本計画・新宿区第一次実行計画　施策体系表

基本政策 個別施策 計画事業 枝事業

50

51

① 道路の治水対策

② 道路・公園擁壁の安全対策

③
道路・公園におけるバッテリー内蔵型
LED灯の整備

53

54

55

56

57

58

59

60

61

②
感染症の予防と拡
大防止

62

63

64

65

① 新宿駅直近地区のまちづくり

② 新宿駅東西自由通路の整備

③ 新宿駅東口広場等の緊急整備

④ 新宿通りモール化

⑤ 靖国通り地下通路延伸に向けた支援

①
地域活性化プロジェクトの推進
（賑わいづくりと新たな文化の創造・発
信）

②
クリーン作戦プロジェクトの推進
（安全・安心対策と環境美化）

③
まちづくりプロジェクトの推進
（健全で魅力あふれるまちづくり）

68

69

70

① 道路の改良

② 高齢者にやさしい道づくり

③ バリアフリーの道づくり

Ⅲ
賑わい都市・
新宿の創造

4

（再掲）72　人にやさしい道路の整備

路上喫煙対策の推進

地区計画等のまちづくりルールの策定

景観に配慮したまちづくりの推進

多様な主体との連携による多世代への防災意識の普及啓発

道路・公園の防災性の向上

1

細街路の拡幅整備

アスベスト対策

災害用備蓄物資の充実

（再掲）76　安全で快適な鉄道駅の整備促進

3
暮らしやすい安全で
安心なまちの実現

回遊性と利便性の向上による魅力的で歩い
て楽しいまちづくり

2

2
福祉避難所の充実と体制強化

災害医療体制の充実

女性の視点を踏まえた配慮を要する方への避難所運営体制の充実

まちをつなぐ橋の整備

マンション防災対策の充実

①
犯罪のない安心な
まちづくり

1
災害に強い、逃げな
いですむ安全なま
ちづくり

Ⅱ
新宿の高度防
災都市化と安
全安心の強化

④
災害に強い都市基
盤の整備

道路の無電柱化整備

52

マンションの適正な維持管理及び再生への支援

新宿駅周辺地区の整備推進

67 歌舞伎町地区のまちづくり推進

（再掲）96　観光案内標識の整備促進

客引き行為防止等の防犯活動強化

66

（再掲）92　新宿フリーＷｉ-Ｆｉの整備等

新型インフルエンザ等対策の推進

地域特性を活かした都市空間づくり

災害に強い体制づくり

3

誰もが自由に歩ける、利用しやすく、わかりや
すいまちづくり

安全安心推進活動の強化

ユニバーサルデザインまちづくりの推進

③
良好な生活環境づ
くりの推進

誰もが安心して楽しめるエンターテイメントシ
ティの実現

8



新宿区基本計画・新宿区第一次実行計画　施策体系表

基本政策 個別施策 計画事業 枝事業

① 補助第７２号線の整備

② 百人町三・四丁目地区の道路整備

① 道路の改良

② 高齢者にやさしい道づくり

③ バリアフリーの道づくり

① 環境に配慮した道づくり

② 街路灯の省エネルギー対策

74 自転車通行空間の整備

① 駐輪場等の整備

②
放置自転車の撤去及び自転車適正利
用の啓発

③ 自動二輪車の駐車対策

④ 自転車シェアリングの推進

76

① 新宿らしい都市緑化の推進

② 樹木、樹林等の保存支援

③ 次世代につなぐ街路樹の更新

78

79

80 公園施設の計画的更新

81

① 区民省エネルギー意識の啓発

② 事業者省エネルギー行動の促進

③ 区が取り組む地球温暖化対策の推進

① 環境に配慮した道づくり

② 街路灯の省エネルギー対策

83

① ごみの発生抑制の推進

② 資源回収の推進

③ 事業系ごみの減量推進

① しんじゅく逸品の普及

② 新宿ものづくりの振興

① 新宿ビジネスプランコンテスト

② 新製品・新サービス開発支援助成

③ 新宿ビジネス交流会

87

① 商店会情報誌の発行

② 大学等との連携による商店街支援

89

① 新宿フィールドミュージアムの充実

② 和を伝えるプログラム

91

88

10 活力ある産業が芽吹くまちの実現

（中小企業の人材確保と就労支援）

84

（新宿クリエイターズ・フェスタなどの取組）

漱石山房記念館を中心とした情報発信

（再掲）95　多彩な観光資源を活かした区内回遊の促進

地球温暖化対策の推進

魅力ある商店街の活性化に向けた支援

9

12

Ⅲ
賑わい都市・
新宿の創造

11

環境学習・環境教育の推進

86 中小企業新事業創出支援

まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅
力による賑わいの創造

資源循環型社会の構築

新宿らしいみどりづくり

新宿中央公園の魅力向上

みんなで考える身近な公園の整備

清潔できれいなトイレづくり

82

73 道路の環境対策

道路環境の整備5

地球温暖化対策の推進8

自転車等の適正利用の推進6 交通環境の整備

豊かなみどりの創造と魅力ある公園等の整備7

77

75

（再掲）73　道路の環境対策

安全で快適な鉄道駅の整備促進

71

ごみ発生抑制を基本とするごみの減量と
リサイクルの推進

（文化体験プログラムの展開）

にぎわいにあふれ環境にもやさしい商店街支援

文化国際交流拠点機能等の整備

90 新宿の魅力としての文化の創造と発信

85 観光と一体となった産業振興

商店街の魅力づくりの推進

人にやさしい道路の整備

都市計画道路等の整備

72

9



新宿区基本計画・新宿区第一次実行計画　施策体系表

基本政策 個別施策 計画事業 枝事業

92

93

94

95

96

98

① 子ども読書活動の推進

② 絵本でふれあう子育て支援事業

100

① スポーツコミュニティの推進

② 総合運動場の整備

③
（仮称）新宿区スポーツ施設整備基金
を活用したスポーツ施設の整備

102

15 103

16 104

105

106

107

　（負担の公平性の確保の取組や受益者負担のあり方の検討）

　（定員の適正化などの取組）

108

109

110

111

112

113

114

115

① 児童相談所の整備

② 児童相談体制の充実・強化

3 地方分権の推進

図書館サービスの充実（区民にやさしい知の拠点）

スポーツ環境の整備

多彩な観光資源を活かした区内回遊の促進

国際観光都市・新宿としての魅力の向上

観光案内標識の整備促進

魅力ある観光情報の発信

97 新宿ブランドの創出に向けた取組の推進

（再掲）85①　しんじゅく逸品の普及

平和都市の推進

職員の能力開発、意識改革の推進2

　（コンビニ交付サービスの導入・運用）

オープンデータ活用のための仕組みづくり

　（公有地の有効活用）

生涯にわたり学習・スポーツ活動などを楽し
む環境の充実

多文化共生のまちづくりの推進

13

多文化共生のまちづくりの推進

（再掲）90②　和を伝えるプログラム

新宿観光案内所のサービス拡充

新宿フリーＷｉ-Ｆｉの整備等

中長期修繕計画に基づく施設の維持保全

Ⅴ

Ⅲ
賑わい都市・
新宿の創造

Ⅳ
健全な区財政
の確立

好感度1番の
区役所

1 効果的・効率的な行財政運営

（再掲）75④　自転車シェアリングの推進

（再掲）95　多彩な観光資源を活かした区
内回遊の促進

（再掲）93　魅力ある観光情報の発信

（再掲）23　児童相談所移管準備

　（休日窓口の開設）

99 子ども読書活動の推進

東京2020オリンピック・パラリンピック開催に向けた気運醸成（普及啓発）

2 公共施設マネジメントの強化

公民連携（民間活用）の推進

　（窓口の混雑緩和と利便性向上の取組）

高齢者活動・交流施設の機能拡充

クレジットカード納付の導入

新中央図書館等の建設

行政評価制度の推進

全庁情報システムの統合推進

　（ＩＣＴの計画的な更新等に係る取組）

公共施設等総合管理計画に基づく区有施設のマネジメント

1 行政サービスの向上

101

　（新宿区公共施設等総合管理計画）

区民の視点に立ち自治の実現に努める職員の育成

新宿自治創造研究所の運営による政策形成能力の向上

14

平和啓発事業の推進

特別区のあり方の見直しと自治権の拡充

10
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３ 新宿区基本計画（素案）に関する 

パブリック・コメントにおける意見要旨と区の考え方 

 

 平成 29年 8月 25日（金）から 9月 25日（月）にかけて実施した、新宿区基本計画（素案）

に関するパブリック・コメントにおける、意見要旨及び区の考え方をまとめたものです。 

 

〇意見数 ２４９件 

 

 

《記載内容は、以下の項目を設け整理しています。》 

 

項  目 説   明 

【基本政策】 

【個別施策】 

ご意見をいただいた内容が、施策体系のどの分野に該当しているかを示

しています。（番号のみを掲載していますので、該当する基本政策・個別

施策は、施策体系表（P6～10）でご確認ください。） 

【意見要旨】 
基本的には、原文を記載していますが、誤字脱字の修正及び文章の要約

を行っています。 

【区の考え方】 

いただいたご意見について、素案の施策の方向性に関するものについ

ては、区の考え方を示しています。（計画への反映等については、A～G

で示しています。A～Gの分類については、実施結果概要（P1～4）をご

確認ください。） 

また、区に対する質問については、回答を記述しています。 



№
基本
政策

個別
施策 意見要旨

1

計
画
全
般

-

　「障害者」との表記が多くのページに見られる。「障が
い者」の表記が良いと思いますが、ご検討願いたい。

E

　ご意見として伺います。
　区では、「障害者」の表記のあり方について、これまで
も障害者団体等と意見交換などを行ってきており、その結
果を踏まえ、漢字による表記としています。
　また、区の条例規則や障害福祉分野の計画においても
「障害者」という表記を使用しています。そのため、本計
画でも「障害者」と表記しています。

2

計
画
全
般

-

　個別政策内の記述内容、表現には、独特な表現（「つな
げていく」「切れ目なく」「きめ細やかな」「育む」「切
り拓く」「意識啓発」等）が見られる。特殊な言い方であ
り、全体を通した文章表現の統一性に留意して欲しい。
　また、「心」を「こころ」の様に漢字使用されている。
どこまでの範疇、分野の言葉を、ひらがな使用とされてい
るか、統一性が保たれているか見直しをお願いしたい。

E

　ご意見として伺います。
　個別施策の内容に応じて適切な表現となるよう工夫して
います。

3

計
画
全
般

-

　各主体の主な役割は、参加ではなく、参画に統一記載と
の審議会結論と思う。参加となっている箇所もある。

F

　ご質問にお答えします。
　平成28年度の基本構想審議会では、「参加」と「参
画」のどちらで表記を統一するか議論がありました。審議
会では「男女共同参画」について「参画」とし、その他を
「参加」とすることといたしました。
　区では、この答申を踏まえて「男女共同参画」「女性の
参画」と表記し、その他については「参加」としていま
す。

4

計
画
全
般

-

　H29.2.13の基本構想審議会答申の基本計画と今般の素
案に差異が見られる。H29.2.13の答申のものは、第8回
の審議会でパブコメでの意見対応と第1回～8回までの審
議会委員からの意見を踏まえ、審議会の合意の下に公表さ
れたものと認識しており、当答申案と今般の素案相違があ
るのは、違和感がある。（但し、答申案より読みやすく、
工夫されていると認識する。）しかしながら、下記の点の
検討願う。
　・今回素案は、審議委員の了解が得られているのか。
　・第8回審議会での答申を経て、更に内容修正するの
は、審議会の合意を経た答申案の審議委員の意に反するの
ではないか。
　・行政の区民からの委任を逸脱し、自治基本条例に反す
る事務行為と考える。

E

　ご意見として伺います。
　基本計画策定の流れとしては、平成28年度に基本構想
審議会から答申「新宿区基本計画に盛り込むべき施策のあ
り方について」をいただき、平成29年度に答申を踏まえ
て区が策定することとしています。
　区が行った策定作業では、文言整理や時点修正を行うと
ともに、個別計画や指標、用語集の追加を行いました。
　答申の内容を十分に尊重して策定作業を進めております
ので、審議会委員の意に反するものではないと考えていま
す。
　なお、計画素案については、基本構想審議会の委員にお
送りしています。

5

計
画
全
般

-

　骨子案のパブコメに対し、A判定になったものが、パブ
コメ投稿者の意図とは違う形で答申案、当素案に記述され
ている。A判定されたもの全てが、意図通り素案に記述さ
れているか見直しをお願いする。
　なぜならば、パブコメ意見の対応意思決定権者は、「新
宿区パブリックコメント制度に関する規制実施要領」6条
には「施策等の内容を修正する意見決定が区長である事」
を規定している。区長の権限で修正される箇所は、その職
制に対応する権限代行者により、責任をもって修正すべき
と考えるとともに、期待する。
　また、パブコメ対応の意見をコンサルの委託内容に含ま
れている事も側聞する。
　実務上は、その様な事が行われていないか、確認する。

E

　ご意見として伺います。
　平成28年度に行った基本計画（骨子案）のパブリッ
ク・コメントにおいて、「Ａ：意見の趣旨を答申に反映す
る」として、ご意見を反映したものがあります。できるだ
けご意見の趣旨に沿うようにしてはおりますが、ご意見の
一部しか反映できないものや、一言一句反映することが難
しい場合もございますのでご理解ください。
　計画策定にあたり民間事業者に業務委託を行っておりま
すが、パブリック・コメントでいただいたご意見の分類整
理などの補助的な業務であり、ご意見に対する区の考え方
については、区が行うこととなっています。

6

計
画
全
般

-

　総合政策部策定の「基本計画・第一次実行計画」と都市
計画部策定の「まちづくり長期計画（都市マス編、戦略プ
ラン編）」に対して、それぞれ担当部に寄せられるパブコ
メを総合政策部と都市計画部で互いに情報共有と連携を
図って頂き、「総合計画」として相互調整の図られた最終
成果の策定を、宜しくお願いする。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　「新宿区基本計画・第一次実行計画(素案)」及び「新宿
区まちづくり長期計画（素案）」に関するパブリック・コ
メントについては、寄せられた意見について、計画のどの
部分に対していただいた意見かを確認したうえで、対応を
検討します。担当部同士で情報交換し、対応についても調
整を図りながら計画の最終案の策定をすすめていきます。

区の考え方

12  



№
基本
政策

個別
施策 意見要旨 区の考え方

7

計
画
全
般

-

　個別計画は、個別政策の運営がどの様に展開されていく
か、区の施策を理解する上で重要と考える。今般の基本計
画に当個別計画を記載された事に感謝する。さらに、以下
の点お願いする。
　1)法定の個別計画ばかりでなく、「方針、指針、ガイ
ドライン、行動計画」等も記載をお願いする。
　2)個別施策のⅡ-3（P52）、Ⅲ-12（P85）、Ⅲ-13
（P88）、Ⅲ-15（P92）、Ⅲ-16（P94）等に個別計
画が記載がない。これら個別施策を展開していく上で方
針、指針が示さなければ、運営進行の評価ができないの
で、記載をお願いする。
　3)個別計画に相当するもの記載のない個別施策では、
その個別計画の作成を望む。とくに、観光、無電柱化優先
整備区道計画、細街路拡幅事業の整備計画　等について作
成をお願いする。
　4)以下のものは、個別計画の類（たぐい）に入らない
のか。計画の終了した計画もあると思うが、網羅的な記載
をお願いする。
国民保護計画（H28.4）、事業継続計画（地震編）、魅
力ある身近な公園づくり基本方針、ユニバーサルデザイン
まちづくりガイドライン、スポーツ環境整備方針、いじめ
防止等のための基本方針、区立図書館基本方針
（H27）、みどりの基本計画、駐車場整備計画、○○小
学校避難所運営管理計画、総合戦略、人口ビジョン、景観
まちづくり計画、新宿の新たなまちづくりー2040年代の
新宿の拠点づくり　等々
　5）また、個別施策とそれを支える個別計画類の一覧表
の作成を巻末に提示願いたい。

E

　ご意見として伺います。
　計画では、法定の個別計画に限らず、方針、指針、ガイ
ドラインなどもできるだけ記載するようにしています。
　また、個別施策の中には、個別計画の無いものもありま
すが、計画事業や経常事業において着実に施策を推進して
まいります。
　なお、個別計画の作成や、網羅的な記載、一覧の記載に
ついては、ご意見として伺います。

8

計
画
全
般

-

　第8回審議会の意見集を見ると、個別政策の「政策の方
向性」の中の「アンダーラインの表題」事項について、審
議がなされていない事項がある。審議会での審議が十分な
されたと考えられない答申案を基にした、当素案を受け入
れる事が可能と思えない。審議なき事項についての見解を
お願いする。

E

　ご意見として伺います。
　平成28年度の基本構想審議会の審議の中で、委員から
「政策の方向性」の「アンダーライン（表題）」について
ご意見がありました。いただいたご意見に対する考え方に
ついては、資料として同審議会でお示ししています。この
ため、審議会での審議はなされているものと考えていま
す。

9

計
画
全
般

-

　行政運営の執行は、「国、都、隣接区」との連携無しに
果たし得ないと考える。したがって、各個別政策の各主体
の主な役割のうち区の役割では、国、都、隣接区との連携
の視点に立った記載が、まだ抜け落ちていますので、見直
して欲しい。 A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　適宜、国や都、隣接区との連携について加筆いたしま
す。（個別施策Ⅱ‐１①②③、Ⅱ‐１④、Ⅲ‐５の「各主
体の主な役割を修正します。）

10

計
画
全
般

-

　東京都区市町村別人口の予測（H29.3）」が公表さ
れ、これによると新宿区の将来人口はH37(2025年）が
人口ピークの予測となっている。計画期間内に人口ピーク
を迎え、持続可能な備えの施策が必要と思うが、本計画に
これが盛り込まれているのか。
　また、区では8月に新たな人口予測を出されると側聞す
るが、当素案を見直されるかどうか確認する。

F

　ご質問に回答します。
　計画に、2015年国勢調査の結果に基づく最新の人口推
計を記載します。
　人口推計では、新宿区の人口は平成47（2035）年ま
で増加し、平成57（2045）年まで横ばいが続いた後、
減少に転じるとしています。
　以前の推計と比較して大きく傾向が変化していないこと
から、人口推計による計画の見直しは行っていません。

11

計
画
全
般

-

　本基本計画報告書の巻末資料に、個別政策の第一次実行
計画の各計画事業の一覧表を挿入して欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　計画事業の一覧については、第一次実行計画の巻頭に
「施策体系表（計画事業）」として掲載します。基本計画
は１０年間の計画であるため、基本政策と個別施策の一覧
を掲載するとともに、個別施策ごとにめざすまちの姿や方
向性を示すこととなります。

12

計
画
全
般

-

　小池百合子さん等と連携した政策

E

　ご意見として伺います。
　国や都などの関係機関と連携して施策を推進していきま
す。

13  
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13

計
画
全
般

-

　基本政策については、こうあらねばならない（Must）
と、こうすべき（Shoud）、こうしたい（Wish）が、同
列で扱われ、わかりにくい政策となっている。特に基本政
策Ⅰ、Ⅳ、Ⅴはどの区が取り上げてもおかしくないので、
新宿ならではの特徴が感じられない。新宿の将来像をき
ちっと描き、そこから発想する必要があるのではないか。
基本政策Ⅱ、Ⅲは、それぞれ負の遺産、正の遺正を源とし
ているが、施策の一貫性を感じられないため、バラバラな
印象である。内容だけで議論せず、外部の知恵も入れる必
要があると思う。

E

　ご意見として伺います。
　区では、基本構想で掲げる、めざすまちの姿「「新宿
力」で創造するやすらぎと賑わいのまち」の実現に向け
て、５つの基本政策を推進しいます。
　５つの基本政策では、まずは誰もが心身ともに健康でい
きいきと暮らせるよう生活を支援する「基本政策Ⅰ　暮ら
しやすさ１番の新宿」を掲げています。
　そして、災害に強いまちづくりと、防犯などの安全安心
が重要であることから「基本政策Ⅱ　新宿の高度防災都市
化と安全安心の強化」を掲げています。
さらに、多様性に富んだ新宿区の都市機能や都市環境を活
かしたまちづくりを推進し、産業・観光・文化・スポーツ
の振興などに取り組む「基本政策Ⅲ　賑わい都市・新宿の
創造」を掲げています。
　そして、これら基本政策を下支えする「基本政策Ⅳ　健
全な区財政の確立」と「基本政策Ⅴ　好感度１番の区役
所」を位置付けています。
　基本政策には新宿区の地域特徴を活かした政策ととも
に、区民生活を支えるために行政として当然に取り組むべ
き政策も位置づけられています。
　なお、外部の知恵も入れる必要があるとのご意見です
が、基本計画の策定にあたっては、区民、学識経験者、区
議会議員で構成される基本構想審議会から答申をいただい
ています。

14

計
画
全
般

-

　（素案）P2　3新たな総合計画の策定のところに(※現
在の基本構想を継承します。)とある。平成37（2025）
年までには、基本構想を見直すつもりはあるか。そのと
き、新宿区基本構想審議会や新宿区基本構想審議会起草部
会を開くおつもりはあるか。 F

　ご質問に回答します。
　現在の基本構想は、おおむね平成３７年を見据えたもの
となっています。このため、新たな基本構想を策定する場
合には、新宿区基本構想審議会を設置して審議することと
なります。審議会設置の時期や、起草部会の開催などにつ
いては、今後検討すべき事項と考えています。

15

計
画
全
般

-

　（素案）の「個別施策」の中に、「5.関連する個別計
画」を掲載してくださり感謝する。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　掲載してある「個別計画」は、当該「個別施策」全般に
関わる計画であり、具体的な事業として実施していくため
に必要な個別の計画として、主なものを適宜お示ししてい
ます。

16

計
画
全
般

-

　巻末の資料編に「1　成果指標」を掲載してくださり感
謝する。（素案）にあるとおり本計画には、平成29年度
の実績値や調査結果により更新して欲しい。期待してい
る。 C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　掲載してある「成果指標」の「現状（平成２９年度）」
に関しては、計画書として発行するまでに実績が出せるも
のについては、最新の数値等に改めて参ります。

17

計
画
全
般

-

　巻末の資料編に「1　成果指標」を掲載したこと、そし
てデータ出典まで銘記したことは大いに評価できる。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　「成果指標」の年度ごとの実績値を確実に測ることが出
来るよう、「データ出典」を明らかにしています。

18

計
画
全
般

-

　巻末の資料編に「2　用語集」を設け、専門用語につい
て解説してくださり感謝する。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。

19

計
画
全
般

-

　本計画の資料編でかまわないので、次のようなものを是
非掲載した方がよい。「総合計画ができるまで」として、
（1） 総合計画策定の経緯、（2） 新宿区基本構想審議
会委員名簿と新宿区基本構想審議会起草委員会名簿、
（3） 今回（素案）の地域説明会(区内10か所）の実施の
内容(日時地域会場)そこには骨子案の地域説明会(区内10
か所)の実施内容（開催日時会場など）があるとなおよ
い。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　（1） 総合計画策定の経緯、（2） 基本構想審議会委
員名簿と基本構想審議会起草部会委員名簿、（3） 基本
計画骨子案の地域説明会と基本計画・第一次実行計画素案
の地域説明会(しんじゅくトーク）の実施内容(日時・会
場)　については、資料編に掲載いたします。

20

計
画
全
般

-

　P 4　5計画内容のあらまし　基本政策Ⅰ　暮らしやす
さ1番の新宿　個別施策2　の説明はP 15にある説明のと
おり、次のようにして欲しい。
　「心身ともに健やかに△いきいきとくらせるまち」をめ
ざす。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「心身ともに健やかに、いきいきとくらせるまち」のよ
うに統一します。

14  
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基本
政策

個別
施策 意見要旨 区の考え方

21

計
画
全
般

-

　（素案）　P 4　5　計画内容のあらまし　基本政策Ⅰ
暮らしやすさ1番の新宿　個別施策2の説明はP15　にあ
る説明のとおり、しかも次の行が8文字分空いているのだ
から、次のようにして欲しい。
　「だれもが互いを尊重し△支えあうまち」「支援が必要
なっても生涯安心してくらせるまち」をめざします。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「だれもが互いを尊重し（空白をつめる）支えあうま
ち」「支援が必要になっても生涯安心してくらせるまち」
のように統一します。

22

計
画
全
般

-

　（素案）P 6　5　計画内容のあらまし　基本政策Ⅱの
個別施策1　災害に強い逃げないですむ安全なまちづくり
の④災害に強い都市基盤の整備のところにP47という表
示をして欲しい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。

23

計
画
全
般

-

　（素案）P 6　5　計画内容のあらまし　基本政策Ⅱの
個別施策3　暮らしやすい安全で安心なまちの実現の②感
染病の予防と拡散防止*食の安全対策を含む　のところに
P55という表示をして欲しい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。

24

計
画
全
般

-

　（素案）P 6　5　計画内容のあらまし　基本政策Ⅱの
個別施策3　暮らしやすい安全で安心なまちの実現の③良
好な生活環境づくりの推進のところにP59という表示を
して欲しい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。

25

計
画
全
般

-

　（素案）P 7　5　計画内容のあらまし　基本政策Ⅱの
個別施策4の下にある説明をP 69の1.　めざすまちの
姿・状態のところにある「誰もが分かりやすく」を個別施
策4　誰もが自由に歩ける、利用しやすく、わかりやすい
まちづくりの表示にあわせて「誰もがわかりやすく」にし
た方がよい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「誰もが分かりやすく」を「誰もがわかりやすく」のよ
うに統一します。

26

計
画
全
般

-

　（素案）P8　5　計画内容のあらまし　基本政策Ⅱの
個別施策11の下にある説明とP83の1.　めざすまちの
姿・状態のところにある「暮らしやすさとにぎわいの調
和」を基本政策Ⅲ賑わい都市・新宿の創造の表示にあわせ
て「暮らしやすさと賑わいの調和」にした方がよい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「暮らしやすさとにぎわいの調和」を「暮らしやすさと
賑わいの調和」のように統一します。

27

計
画
全
般

-

　基本政策Ⅰ～Ⅴは項目1つ1つはそれなりの意味がある
が、そこに流れる一貫した目標がわからない。とりわけ
「賑わい都市」という言葉が目につくが、賑わいだけを求
めていく時代は過去のものであるという住民感覚を忘れて
はならない。賑わいと安らぎというバランスのとれた都市
づくりを目指すことを明確にすべきであると思う。

E

　ご意見として伺います。
　区では、基本構想で掲げる、めざすまちの姿「「新宿
力」で創造するやすらぎと賑わいのまち」の実現に向け
て、５つの基本政策を推進していきます。
　５つの基本政策では、まずは誰もが心身ともに健康でい
きいきと暮らせるよう生活を支援する「基本政策Ⅰ　暮ら
しやすさ１番の新宿」を掲げています。
　そして、災害に強いまちづくりと、防犯などの安全安心
が重要であることから「基本政策Ⅱ　新宿の高度防災都市
化と安全安心の強化」を掲げています。
　さらに、多様性に富んだ新宿区の都市機能や都市環境を
活かしたまちづくりを推進し、産業・観光・文化・スポー
ツの振興、みどり、環境施策などに取り組む「基本政策Ⅲ
賑わい都市・新宿の創造」を掲げています。
　そして、これら基本政策を下支えする「基本政策Ⅳ　健
全な区財政の確立」と「基本政策Ⅴ　好感度１番の区役
所」を位置付けています。
　「賑わい」だけでなく「安全安心」や「生活支援」な
ど、バランスのとれた政策に取り組みます。

28

計
画
全
般

-

　Ⅱ-3①、Ⅲ-12、13、15、16には関連する個別計画
無い。

F

　ご質問にお答えします。
　個別施策によっては、個別計画や方針、指針、ガイドラ
インの無いものもあります。
　個別計画の無い個別施策であっても、計画事業や経常事
業において着実に施策を推進してまいります。

29

計
画
全
般

-

　・新宿区の計画であるか、国、都、その他の計画である
かが解らない。
　・新宿区はたとえば施設の名称を「新宿区立新宿スポー
ツセンター」を正式としているのだから、計画名称の先頭
に「新宿区」があるのが自然と思われる。
　・ユニバーサルデザインまちづくりガイドライン
　・歌舞伎町まちづくり誘導方針
　・歌舞伎町街並みデザインガイドライン
　・橋りょう長寿命化修繕計画
　・空家等対策計画
　・清潔できれいなトイレづくりのための指針
　・魅力ある身近な公園づくり基本方針
　・新宿の新たなまちづくり
　・新宿駅周辺地域まちづくりガイドライン

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　「個別計画」の記載については、計画の正式名称に「新
宿区」と表記があるものについては、省略せず表記いたし
ます。

15  
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政策

個別
施策 意見要旨 区の考え方

30

計
画
全
般

-

　2017年度策定予定の計画がある。基本計画がこれらの
計画を拘束する恐れがある。拘束されないのであれば、基
本計画の根拠、目的が問われる。（10年計画間の同期を
取らないのであれば、許容されるが。）
　・空家等対策計画　・新宿区データヘルス計画
　・新宿区障害児福祉計画　・環境基本計画　・一般

E

　ご意見として伺います。

31

計
画
全
般

-

　・総合計画、基本構想の名称は混乱するので、総合、構
想は削除する。
　・指針、方針、プラン、ガイドラインは計画より下位と
する。
　・基本計画（素案）を上位として、下位及び関連する個
別計画は全て計画とする。

E

　ご意見として伺います。

32

計
画
全
般

-

　・基本計画（素案）では、新宿区まちづくり長期計画は
関連する個別計画扱いとする必要がある。
　新宿区Websiteでも‘基本計画と実行計画’と‘都市マ
スタープラン編とまちづくり戦略編’と2つの担当課に分
けている：

E

　ご意見として伺います。

33

計
画
全
般

-

　理念
　現基本構想『新宿力』で創造する、やすらぎとにぎわい
のまちをめざして」を引き継ぐとなっているが、抽象的な
目標ではなく、直面している課題に対する方向性を示して
ほしい。
　（1） 少子高齢化、まもなく始まる人口減少に対する
理念、基本方針
　（2） 格差縮小に向けた理念、基本方針

B

　ご意見は、素案の内容に含まれています。
　基本計画では、高齢者福祉として「個別施策Ⅰ-２　住
み慣れた地域で暮らし続けられる地域包括ケアシステムの
推進」、子育て支援として「個別施策Ⅰ-４　安心できる
子育て環境の整備」と「個別施策Ⅰ-５　未来を担う子ど
もたちの生きる力を伸ばす教育の充実」を位置付けてお
り、少子高齢化や人口減少に対応したものとなっていま
す。
　また、生活困窮者支援や就労支援など生活を支える施策
として「個別施策Ⅰ-６　セーフティネットの整備充実」
や「個別施策Ⅰ-９　地域での生活を支える取組の推進」
などを位置付けており、格差縮小に対応したものとなって
います。

34

計
画
全
般

-

　計画の有効性：
　計画を進めることにより、人口減少は食い止められる
か。従来の経済成長の施策を進めることにより、人口減少
を数年先に延ばすことは可能かもしれないが、まもなく人
口減少は始まる。
　格差縮小の基本計画
　従来の経済成長政策は経済成長により格差は減少すると
主張してきたが、トップの一部が経済成長を享受し、中間
層は減少し、下層は停滞している。要するに、格差が拡大
している。
　経済格差を減らす施策を、10年後に予想される人口減
少が始まる前までに検討し策定することを基本計画に盛る
ことを求める。

B

　ご意見は、素案の内容に含まれています。
　基本計画では、高齢者福祉として「個別施策Ⅰ-２　住
み慣れた地域で暮らし続けられる地域包括ケアシステムの
推進」、子育て支援として「個別施策Ⅰ-４　安心できる
子育て環境の整備」と「個別施策Ⅰ-５　未来を担う子ど
もたちの生きる力を伸ばす教育の充実」を位置付けてお
り、少子高齢化や人口減少に対応したものとなっていま
す。
　また、生活困窮者支援や就労支援など生活を支える施策
として「個別施策Ⅰ-６　セーフティネットの整備充実」
や「個別施策Ⅰ-９　地域での生活を支える取組の推進」
などを位置付けており、格差縮小に対応したものとなって
います。

35

計
画
全
般

-

　「『やすらぎ』と『にぎわい』が共存し、調和したま
ち・新宿の未来を、次世代を担う子どもたちの将来を見据
え、創造していきます。」とあるが『にぎわい』が優位の
計画である。『やすらぎ』が優位である部分があれば、示
してほしい。
　基本計画（素案）で出現数
　・「やすらぎ」６箇所（内、具体策１箇所：神田川沿い
等のやすらぎの場の整備）
　・「賑わい」129か所（多くて数えるのが大変。数え
ミスがある？）
　基本計画（素案）に「賑わい」が多く出現するのは、社
会が高齢化することに対する、初老期の足掻きかもしれな
い。
　少子高齢化が進み、人口減少する社会では、経済成長
（現在の価値観）、若さを求めることは無理で、老齢期の
新しい価値観・基準が必要である。満足し、諦め、『やす
らぎ』に至る。
　基本計画に『やすらぎ』を『にぎわい』と同程度書き込
むことを求める。それとも、それは10年後の基本計画？

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　「基本政策Ⅰ　暮らしやすさ１番の新宿」では、誰もが
心身ともに健康で暮らせる施策に取り組みます。
　また、「基本政策Ⅲ　賑わい都市・新宿の創造」では、
ユニバーサルデザインや、みどりの創出、環境保全など、
心安らぐ生活環境づくりに取り組みます。
　「賑わい」と併せて「やすらぎ」に関する施策も位置付
けられています。

36 Ⅰ 1

　「学校食育計画」と括弧書きされているが、6文字造語
ではないか。学校における食育推進計画と記載された方
が、良いと思う。また、この方が、個別計画に記載されて
いる「新宿区食育推進計画」との関連がある計画である事
が分かり、理解しやすと思う。

E

　ご意見として伺います。
　「学校食育計画」は、平成23年度策定の「新宿区食育
推進計画（平成24年度～平成29年度）」に基づき、区独
自に作成した言葉です。固有名詞であることから、括弧書
きとしています。
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37 Ⅰ 1

　（素案）P11　2.　現状と課題の<健康づくりの推進>の
ところにある「性別やライフステージ」は「性別やライフ
ステージ※」にした方がよい。 G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「ライフステージ」については、用語集に説明があるこ
とから「※」印を表示することとします。

38 Ⅰ 1

　（素案)P11　2.　現状と課題の<女性の健康支援>のと
ころにある「ライフステージごとに」は「ライフステージ
※ごとに」にした方がよい。 G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「ライフステージ」については、用語集に説明があるこ
とから「※」印を表示することとします。

39 Ⅰ 1

　P12　3.施策の方向性の<ライフステージに応じた健康
づくりの推進>のところにある２ヵ所の「ライフステージ
に応じた」は「ライフステージ※に応じた」にした方がよ
い。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「ライフステージ」については、用語集に説明があるこ
とから「※」印を表示することとします。

40 Ⅰ 1

　（素案）P13　3.施策の方向性の<歯科保健対策>のとこ
ろにある「ライフステージを通じた」は「ライフステージ
※を通じた」にした方がよい。 G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「ライフステージ」については、用語集に説明があるこ
とから「※」印を表示することとします。

41 Ⅰ 1

　Ｐ14：新宿区高齢者保健福祉計画・新宿区介護保険事
業計画
　スペースの都合は思われるが、2つの計画を1行にして
いる。（2行に分ける。）

G

　ご意見を踏まえて修正します。

42 Ⅰ 1

　生活習慣病対策の推進→「・保健師、栄養士など専門家
の力を生かし、健康維持・重症予防を推進します。」「・
男の料理教室や糖尿病などの治療に役立つ料理教室などを
実施し、区民の食の改善を推進します。」を加えて欲し
い。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　生活習慣病対策を推進するための具体的な取組について
は、個別計画である平成30年3月策定予定の「新宿区健
康づくり行動計画」において推進していきます。

43 Ⅰ 1

　「Ⅰ－１ 生涯にわたり心身ともに健康で暮らせる健康
寿命の延伸に向けた取組の充実」(P.11～)について
　生活習慣病の発症予防と重症化予防とは別に「がん対策
の推進」の項を設け、「・がん検診の受診率を大幅に引き
上げる。そのため経済的支援を強める。また、がん患者の
生活支援を行います。」を加えて欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　がん対策については、基本計画をもとに、「新宿区がん
対策推進計画」を策定し、がん検診の受診率向上やがん患
者の生活支援に向けた施策に取り組んでいきます。
　また、がん検診費用については、区民が引き続き検診費
用の１割程度の自己負担でがん検診を受診できるよう支援
していきます。また、生活保護や非課税世帯の方へは、検
診費用免除の制度も継続していきます。
　がん患者への支援については、引き続き「がん療養相談
窓口」や保健センター等において、医療や介護の相談支援
を行っていきます。

44 Ⅰ 1

　「Ⅰ－１ 生涯にわたり心身ともに健康で暮らせる健康
寿命の延伸に向けた取組の充実」(P.11～)について
　こころの健康支援→「・区民が気軽に相談できる相談事
業を実施します。」を加えて欲しい。

B

　ご意見は、素案P.13の施策の方向性に記載されていま
す。

45 Ⅰ 2

　「だれもが互いを尊重し　支え合うまち」の途中ブラン
クは、何か。

F

　ご質問に回答します。
　文章としては「だれもが互いを尊重し、支え合うまち」
ですが、ここではスローガン的に用いているため、読点で
はなくスペースを使用しています。

46 Ⅰ 2

　地域ケア会議を「地域包括ケアシステムの実現に向けた
会議」とするか、別途注釈を付ける事を希望する。地域ケ
ア会議は、造語、あるいは行政内部の用語でないか。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　地域ケア会議は、平成27年度から介護保険法に位置付
けられた会議ですが、区民にとってわかりにくい点がある
ことから、基本計画及び実行計画に、下記の注釈を入れて
対応します。

【注釈(案)】
　地域ケア会議は、地域包括ケアシステムの実現に向けた
会議であり、個別のケースを扱う「個別型」、地域課題を
検討する「日常生活圏域型」、行政計画等へとつなげる検
討を行う「地域ケア推進会議」の３類型があります。

47 Ⅰ 2

　「住み慣れた地域で暮らし続けられる地域包括ケア」と
記されている。
　「地域包括ケア」は、高齢者が人生の最期まで住み慣れ
た地域で自分らしい暮らしを続けるために必要な支援体制
の事であり、表記の表現は二重に説明されている。地域包
括ケアの注記を行うか、記述の再考をお願いしたい。行政
内部の用語である。

E

　ご意見として伺います。
　ここでの「住み慣れた地域で暮らし続けられる」は、そ
れに続く「地域包括ケア」の説明として記載しています。
なお、地域包括ケアの注記は、巻末の用語集に掲載されて
います。
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48 Ⅰ 2

　Ｐ16：健康づくりと介護予防の推進の2項目の「・」
をトル

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「健康づくり・介護予防」を「健康づくりや介護予防」
に修正します。

49 Ⅰ 2

　地球規模、国、都道府県、市区町村など多層な地域があ
り、新宿区が主として考えなければならないことは、新宿
区内部の多層な地域である。
　新宿区まちづくり長期計画では、特別出張所の所轄区域
を基本として、区全体を10の地域に区分している。新宿
区の眼が届き、区が主体となって考える地域はこの程度の
区分かもしれない。この区分は健康な大人にとっては妥当
な規模かもしれないが、幼児、要介護高齢者には大き過ぎ
る地域である。
　すなわち、地域は多層的に構成しなければならない。新
宿区の人口34万人とすれば、特別出張所の所管区域は平
均3万人。これは小さめの基礎自治体の人口で、行政の眼
は個人個人まで届かない。特別出張所の所管区域を10地
域の区分した位、町内会レベルの3000人が最下層の地域
として適当と私は考えている。
　新宿区の民生委員が300人超でも孤独死が避けられな
いことを考えれば、地域包括ケア（個別政策Ⅰ-2）は、
現在（特別出張所）の所管区域）の1/10程度の広さで計
画しなければ、地域包括ケアは無理だと思われる。

E

　ご意見として伺います。
　地域包括ケアの推進にあたっては、「日常生活圏域」と
いう考え方を用いています。「日常生活圏域」とは、必要
なサービスを身近な地域で受けられる体制の整備を進める
単位で、国では「概ね30分以内にサービスが提供される
範囲」としています。
　区では、高齢者人口や民生委員・児童委員、町会・自治
会、地区協議会などの地域における活動の単位を考慮し
て、特別出張所管轄10区域を「日常生活圏域」と位置付
け、地域包括ケアを推進していきます。

50 Ⅰ 2

　特養は要介護者の公営住宅の1つと考えることが出来
る。新宿区内の特養定員は8つの特養合計で615人、区外
は502人である。それに対して、区営住宅は全体で
1059戸、その内、高齢者向けが354戸である。
　特養が区営住宅に対して優れている点は、介護を必要と
する、あらゆる所得階層の人が利用出来る点である。特養
のユニット型個室の居住面積基準は13.2㎡から10.65㎡
に引き下げられ、そのユニット居住費（家賃）は約6万円
であるが、所得と預貯金残高に応じて、4万円または2万
5千円に減額される。
　ユニット個室では2万5千円の負担が必要なので、生活
保護を受けている人は実質入ることが出来ない。人生最後
の段階なのだから、新宿区が2万5千円を負担して、生活
保護を受けている人も利用出来る様すべきである。

E

　ご意見として伺います。
　特別養護老人ホームには多床室のホームと個室のホーム
があり、申込者は、個々の施設の状況や経費などを判断し
て希望の施設を申し込んでおいでです。なお、現在でも、
生活保護受給者がユニット型個室を利用するにあたり負担
軽減する制度があります。

51 Ⅰ 2

　保育園の待機児ゼロを目指して、保育園の定員を増やす
計画が進められている。東京都は2015年の特養定員4万
2千人に対して2025年には6万人に増やすことを目標と
する東京都高齢者保健福祉計画2015-2017を策定し
た。同時期に新宿区高齢者保健福祉計画2015-2017も
策定されたが、特護（定員130人）が2015年6月に開設
の記述があるだけで、2025年を見据えた計画が示されて
いない。
　東京都の福祉計画に倣えば、新宿区も2025年には
1600人程度に増やす、その為には2年間隔で100人規模
の特養を建設する必要があると思われるが、新宿区の見通
しと、10年計画を示して欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　都心においては、特別養護老人ホームの建設に適した規
模の土地が少ないため、整備が可能な公有地がある場合に
活用を検討しています。現在は、富久町国有地において、
定員44名の特別養護老人ホームを、平成31年7月の開設
予定で整備を進めています。これからも、未使用になった
公有地の活用を主体に検討し、整備を進めてまいります。

52 Ⅰ 2

　「Ⅰ－２ 住み慣れた地域で暮らし続けられる地域包括
ケアシステムの構築」（p.15～）について
　目指すべき「地域包括ケアシステム」がどのようなもの
か具体的に示したうえで、その推進すべき内容が示される
べきである。 B

　ご意見は、素案の内容に含まれています。
　15ページの「1　めざすまちの姿・状態」の全体が、
地域包括ケアシステムが実現された状態であると考えてい
ます。
　なお、基本計画と並行して策定中の「高齢者保健福祉計
画・第7期介護保険事業計画（平成30年度～平成32年
度）」（素案）では、重点施策等の冒頭に、区が目指す姿
を事例として掲載していますので、そちらも併せてご覧く
ださい。

53 Ⅰ 2

　「Ⅰ－２ 住み慣れた地域で暮らし続けられる地域包括
ケアシステムの構築」（p.15～）について
　地域包括ケアシステムの推進に向けて「自助力の向上」
や　「協働」ということばで自助・共助が強調されるあま
り、区の責任が不明確である。よってこの項に「・住み慣
れた地域で安心して暮らし続けられるよう、介護度や経済
状況にかかわらず、高齢者が必要とする支援を受けられる
公的サービスの構築など体制を強化します。」を加えて欲
しい。

E

　ご意見として伺います。
　今後の少子高齢化のさらなる進展や財政状況を鑑みる
と、今後、共助・公助の大幅な拡充を期待することは難し
くなってきており、自助・互助の果たすべき役割は重要に
なっていきます。区は、自助力の向上や、互助が行われる
ような支援を行うとともに、必要な時には共助や公助によ
る支援が行われるような体制を整備していきます。
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54 Ⅰ 2

　「Ⅰ－２ 住み慣れた地域で暮らし続けられる地域包括
ケアシステムの構築」（p.15～）について
　高齢者を地域で支えるしくみづくりについて、素案では
支援の内容が具体的でないので、「・高齢者の居場所づく
りに対する区の支援を強化します。」などを加えて欲し
い。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　ご意見いただいた、「高齢者の居場所づくりに対する区
の支援」については、本文中の「高齢者の生活を支援する
体制を整備していきます。」に含まれています。

55 Ⅰ 2

　「Ⅰ－２ 住み慣れた地域で暮らし続けられる地域包括
ケアシステムの構築」（p.15～）について
　高齢者を地域で支えるしくみづくりについて、素案では
支援の内容が具体的でないので、「・住み続けられるよう
家賃補助の充実や区営住宅の増設を行い、公的保証人制度
を作ります。」などを加えて欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　高齢者や障害者世帯等の民間賃貸住宅への円滑な入居を
支援するため、家賃等債務保証料助成制度や住み替え居住
継続支援制度による助成事業を継続します。新たに家賃助
成制度を創設する予定はありません。
　セーフティーネットとしての区営住宅は、人口に比して
十分な量が確保されていると考えています。今後は、更新
期を迎えた区営住宅の建替えの際に、行政需要や所有形態
のあり方も含め、検討していきます。
　連帯保証人が見つからず、入居が困難な方への支援とし
て、行政が直接保証人となるのでなく、民間保証会社との
連携で家賃等債務保証制度の助成等を既に行っており、今
後はさらに拡充していきます。

56 Ⅰ 2

「Ⅰ－２ 住み慣れた地域で暮らし続けられる地域包括ケ
アシステムの構築」（p.15～）について
　健康づくりと介護予防の推進では、専門家の力を活用す
ることが大事なので、「・保健師や栄養士、理学療法士や
作業療法士等による専門的アドバイスを受けられる環境を
整備します。」などを加えて欲しい。

B

　ご意見は、素案の内容に含まれています。
　健康づくり・介護予防を推進するうえで、専門職の適切
な支援は有効と考えています。ご意見については、施策の
方向性として掲げている「健康づくり・介護予防の推進に
継続して取り組めるよう、個人及び地域での主体的な活動
の支援」において取り組んでいきます。具体的な施策につ
いては、平成30年3月策定予定の「新宿区高齢者保健福
祉計画」において記載していく予定です。

57 Ⅰ 2

　「Ⅰ－２ 住み慣れた地域で暮らし続けられる地域包括
ケアシステムの構築」（p.15～）について
　施策の方向性に「介護保険サービスの基盤整備」はあり
ますが、サービスが整備されても利用できなければ意味が
ないので、「介護サービスの利用に関する経済的支援」の
項を加え、「・保険料と利用料の負担軽減のため、支援策
を実施します。」として欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　低所得者対策としては、保険料基準額に対する割合を国
の基準より低く抑える等の対応を、従来から行っていま
す。

58 Ⅰ 3

　「Ⅰ－３ 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の
整備」(P.19～)について
　障害者の地域生活支援体制の促進→「・障害者が６５歳
を超えても、必要な介護と障害者福祉のサービスが十分に
利用できるよう、各課の連携の強化と負担軽減の対策を行
います。」を加えて欲しい。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　障害者が65歳を超えても、必要なサービスが提供でき
るように、これまでも各課と連例を図ってきましたが、今
後も連携を強化していきます。
　負担軽減については、国や東京都の動向を注視していき
ます。

59 Ⅰ 3

　「Ⅰ－３ 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の
整備」(P.19～)について
　障害を理由とする差別の解消の推進→「・精神障害者へ
の福祉手当の支給など、障害の種類による制度上の差別を
解消します。」を加えて欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　心身障害者福祉手当制度は、東京都の条例と整合を図り
実施しています。障害者への経済的支援は、一義的には国
あるいは都の役割において広域的に行われるものと考えて
おり、引き続き、東京都に対して財源措置等について要望
していきます。

60 Ⅰ 3

　「Ⅰ－３ 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の
整備」(P.19～)について
　「障害者の社会参加の推進」の項を設け、「・障害の種
別や年齢、所得にかかわらず、障害者の社会参加を保障す
るため支援を強化します。」として欲しい。

B

　ご意見は、素案の内容に含まれています。
　障害者の社会参加の促進については、障害者基本法、障
害者差別解消法の理念に基づき、全ての障害者が積極的な
社会参加ができることを目指しています。

61 Ⅰ 3

　「Ⅰ－３ 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の
整備」(P.19～)について
　新たな項目として、「手話言語法の新宿区の条例を作
り、障害者施策の推進を図ります。」「生活介護施設を新
規に開設します。」「人にやさしいまちづくりを推進する
ために障害者当事者の参加をすすめます。」を加えて欲し
い。

E

　ご意見として伺います。
　手話を言語として普及、研究することのできる環境を作
るためには、自治体間で格差が生じないよう国として法整
備を行うことが重要と考えます。今後の国の動向に注視し
ていきます。
　今のところ、生活介護施設の新規開設の予定はありませ
ん。
　「誰もが移動しやすく、利用しやすく、わかりやすい
街」の実現のため、「ユニバーサルデザインの視点に立っ
たまちづくりを進めています。

62 Ⅰ 4

　（素案）P24　4.　各主体の主な役割（例示）の○区
（行政）：のところにある「子育てサービスの充実」を
「子育て支援サービスの充実や活動の場の提供とその調
整」に変更してください。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　Ｐ24の「各主体の主な役割（例示）」では、「子育て
支援サービスの充実」と「地域の子育て支援活動への支
援」をあげており、ご意見の趣旨は素案の内容に含まれて
います。
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63 Ⅰ 4

　「Ⅰ－４ 安心できる子育て環境の整備」(P.21～)につ
いて
　多様な子育て支援ニーズへの対応→「・すべての子育て
家庭が地域の中で安心して子育てできるよう、子ども家庭
支援センターや児童館、認可保育園・こども園・幼稚園の
充実を図ります。」とし、最低でも児童館の位置付けを明
記して欲しい。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　P22の「施策の方向性」では、多様な子育てニーズに
対応できるサービスの充実を図り、必要なサービスを選択
し、気軽に利用できるしくみを実現していくとしており、
ご指摘の各拠点で行う各種サービスの充実もこの中に含ま
れています。
　また、幼稚園は就学前の幼児教育施設として、地域にお
ける幼児教育、子育て支援環境の充実を図っていきます。

64 Ⅰ 4

　「Ⅰ－４ 安心できる子育て環境の整備」(P.21～)につ
いて
　保育園等の待機児童の解消→「・園庭のある認可保育園
を増設し、希望する子どもが全て入園できるようにしま
す。認可保育園に入れず、やむを得ず認可外保育に預けて
いる子どもの保育料を認可園と同基準になるよう助成しま
す。」を加えて欲しい。

C

　　ご意見の趣旨に沿って計画を推進します。
　区は、人口推計や地域ごとの待機児童の状況などを踏ま
えて保育施設を整備し、定員拡大を図っています。また、
園庭の無い保育施設については、子どもたちが健やかに育
つ環境を確保するため、近隣の保育施設の園庭等を使用で
きるよう、連携を図っています。今後も良好な保育環境の
確保に努めていきます。
　さらに、平成29年度から認可保育園等の0歳児～2歳児
クラスへの入園が不承諾となったお子さんが入園を待機す
る間、認可外保育施設（認可外保育施設指導監督基準を満
たし、その旨の証明を東京都から発行されている施設に限
る。）を利用する際の保育料の一部助成を実施しており、
その中には認可保育園等の保育料と同基準になっている方
もいます。今後も、制度の周知に努めていきます。

65 Ⅰ 4

　「Ⅰ－４ 安心できる子育て環境の整備」(P.21～)につ
いて
　保育園等の待機児童の解消→「・区立幼稚園での預かり
保育を全園で実施し、そのための正規教諭を加配し更に時
間延長を行います。」を加えて欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　区立幼稚園の預かり保育は、地域バランスに配慮して現
在の4園で実施しており、実施には幼稚園教諭の資格を持
つ専任の非常勤職員を配置しています。
　預かり保育の需要に対しては、公私立幼稚園が緊密な連
携のもとに対応していくことが重要です。区立幼稚園の預
かり保育については、今後の利用状況を見極めながら、内
容の充実を図っていきます。

66 Ⅰ 4

　「Ⅰ－４ 安心できる子育て環境の整備」(P.21～)につ
いて
　「学童クラブの充実」の項を追加し、「・定員を大幅に
超えている学童クラブや４年生以上の待機児童を解消する
ため、必要な地域には学童クラブを増設します。」を加え
て欲しい。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　「施策の方向性」では、学童クラブの充実を図るとして
います。多様化する家庭環境や子どもの成長段階に合わせ
て放課後の居場所を選択できるよう、総合的に進めていき
ます。

67 Ⅰ 4

　「Ⅰ－４ 安心できる子育て環境の整備」(P.21～)につ
いて
　貧困世帯への支援→「・区として貧困世帯への経済的支
援、特にひとり親世帯への就業支援、子どもの就学援助を
強化します。各種手当や助成は、月々（当月分又は翌月
分）支給し、生活の安定を図ります。」を加えて欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　貧困世帯への支援については、これまでも行っている就
学援助等の給付のみならず、総合的な支援が必要です。具
体の支援施策については、実行計画・経常事業の中で取り
組んでいきます。

68 Ⅰ 4

　子育ては母親中心で家族全員で育てるのが大原則です。
その為には3世代の中で育つのが理想です。公の支援施設
は将来を見越し（少子高齢化）、施設に頼らず、相談体制
を充実して解決して欲しい。 D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　子ども総合センターと4か所の子ども家庭支援センター
に相談員や心理職を配置し、子育ての悩みや不安に関する
相談に対応しています。今後も、相談体制を充実させると
ともに、個々の家庭の状況に応じたきめ細かな支援を行っ
ていきます。

69 Ⅰ 4

　【子育て世代が移住したい街に】
　新宿区には、「子どもを持つ家庭が住みやすい街」「父
母が安心して就労できる環境が整っている街」「移住した
い街」を目指していただきたいです。それはひいては財政
の豊かさ→住みやすい街、という正の連鎖を生むはずであ
る。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　P21の「めざすまちの姿・状態」では子どもを安心し
て生み、育てられる環境の実現をめざすとしています。

70 Ⅰ 5

　「区立幼稚園のあり方の見直し方針」が記載されていま
すので、P28の個別計画にも、法定の個別計画ばかりで
なく、この様な「方針、指針、ガイドライン、行動計画」
等も記載願う。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。

71 Ⅰ 5

　（素案）P105　個別施策Ⅰ-5未来を担う子どもたち
の生きる力を伸ばす教育の充実の指標名「学校と地域が連
携した教育の取組」の指標の選定理由のところにある「地
域協働学校として、」はP26の3.施策の方向性のように
「地域協働学校（コミュニティ・スクール※）として、」
にした方がよい。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　計画素案P105の「Ⅰ－５　未来を担う子どもたちの生
きる力を伸ばす教育の充実」の指標の選定理由のところに
ある「地域協働学校として、」を「地域協働学校（コミュ
ニティ・スクール※）として、」に修正します。
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72 Ⅰ 5

　「Ⅰ－５ 未来を担う子どもたちの生きる力を伸ばす教
育の充実」(P.25～)について
　社会問題ともなっている教員の多忙解消は具体策が必要
である。素案では、現状と課題に教員の多忙問題が触れら
れていないので、教育委員会が行った教員の勤務実態調査
を行った結果も踏まえて、課題として明記する必要があ
る。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　今回行った勤務実態調査によって、教育委員会としても
教員の多忙解消は大きな課題と捉えています。実際の取組
については、教育委員会内の様々な事業の中で多忙解消に
向けた取組内容を検討する必要があると考えています。ま
た、勤務実態調査の結果から長時間労働の要因を検証し、
学校と協議をしながら、教育委員会としてできることを検
討していきます。

73 Ⅰ 5

　「Ⅰ－５ 未来を担う子どもたちの生きる力を伸ばす教
育の充実」(P.25～)について
　学校の教育力の向上→「・全学年での３５人学級を早期
に実施し、さらに３０人以下学級実現を推進します。・ス
クールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを全校
に常勤で配置します。・教員の多忙解消のため、全校に副
校長補助を配置する等人的配置を充実します。・全ての教
科において、子ども一人ひとりに確かな学力を保障しま
す。・人権教育を推進します。」を加えて欲しい。 E

　ご意見として伺います。
　学校の教育力の強化に際しては、算数等の少人数指導な
どのこれまでの取組みに加え、ＩＣＴの活用や外部人材の
活用など、総合的な取組みが重要です。35人学級の拡大
については、今後も、国や都の動向を注視していきます。
　また、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワー
カーについては、一層の活用を図り、教育相談体制のを充
実を図ります。
　教員の多忙解消については、勤務実態調査の結果から長
時間労働の要因を検証し、学校と協議をしながら、教育委
員会としてできることを検討していきます。
　子ども一人ひとりへの確かな学力の保障及び人権教育の
推進については、ご意見の趣旨は、「３．施策の方向性」
の「子ども一人ひとりの「生きる力」を育む質の高い学校
教育の実現」に含まれています。

74 Ⅰ 5

　「Ⅰ－５ 未来を担う子どもたちの生きる力を伸ばす教
育の充実」(P.25～)について
　学校環境の整備・充実→「・建替えが必要な老朽校舎に
ついては、児童・生徒の環境を充分配慮しつつ計画的に建
替えを実施します。」を加えて欲しい。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　老朽化が進行している校舎については、予防保全のため
の施設整備が必要です。校舎の長寿命化を図るため、中長
期修繕計画に基づき適切な修繕を行っていきます。

75 Ⅰ 5

　「Ⅰ－５ 未来を担う子どもたちの生きる力を伸ばす教
育の充実」(P.25～)について
　「経済的支援」の項を追加し、「・就学援助の支給につ
いては、前倒し支給か現物支給を行い教育に支障がないよ
う改善します。実態に合わせ就学援助額の引上げや支給項
目を追加します。」として欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　貧困世帯への支援等については、「Ⅰ－４ 安心できる
子育て環境の整備」で記述しているため、教育内容の充実
を図るための本項に、「経済的支援」の項を追加すること
は考えていません。

76 Ⅰ 5

　学校教育も各子供に合わせた教育が必要ですが難しいと
思う。伸びる子は最終的には立派な子に育つ。大切なのは
家庭での子供のケアだと思う。大人になったら海外に飛び
出していける元気な子育て環境づくりをして欲しいと思
う。日本の外国語教育は、第一外国を英語或いは中国語が
良いと思う。

E

　ご意見として伺います。
　学習指導要領では、外国語科及び外国語活動については
英語を原則としていることから、区では英語を指導してい
ます。また、第一次実行計画（素案）に掲げる計画事業で
は、「国際理解教育及び英語教育の推進」において、英語
教育の推進を図っています。
　中国語の指導については、現在のところ考えていませ
ん。

77 Ⅰ 6

　「Ⅰ－６ セーフティネットの整備充実」(P.29～)につ
いて、誰もが等しく生まれながらに幸せに生きる権利があ
ることを保障するものの１つとしてセーフティネットを取
り扱うべき。一般的にセーフティネットとは、病気、事
故、失業、災害、犯罪など人生における不測の事態に陥っ
たときに、安全と安心を確保するためあらかじめ国や自治
体、個人が備えている様々な対策のことで、個別施策の標
題をセーフティネットとするのなら、区が行っている様々
なセーフティネット施策を網羅すべきで、生活保護制度や
生活困窮者自立支援法だけに狭めるべきではない。例え
ば、医療の窓口負担の減免、離職者支援制度、就学援助、
社会福祉協議会の貸付資金制度などたくさんの制度がある
が、周知されず必要な人が利用できていないことが問題に
なっている。現状と課題にその事を明記すべき。生活保護
制度については、憲法２５条が定める「健康で文化的な最
低限度の生活を営む権利を有する」制度であることを明確
にすべき。

E

　ご意見として伺います。
　病気や医療については「個別施策Ⅰ-1　生涯にわたり
心身ともに健康で暮らせる健康寿命の延伸に向けた取組の
充実」、就労支援については「個別施策Ⅰ-9　地域での
生活を支える取組の推進」で取り組むこととしています。
　なお、医療や就学、貸付資金制度などについては、さら
なる制度周知に取り組んでいきます。
　ご指摘の様々分野に関しても、新宿区基本計画（素案）
及び新宿区第一次実行計画（素案）の各施策において取り
組むこととしております。

78 Ⅰ 7

　区政における女性の参画の促進の現状と課題が記載され
ている。
　「次世代育成支援対策推進法」に基づく特定事業主行動
計画に係る現状と課題と理解するが、法律の背景の前提が
記載されていないので、前段に「区職員の育休取得率」の
件が記載されているので、何故区職員の件がまず特筆され
ているのか、「区政における女性の参画の促進」の表題
と、違和感がある。したがって、背景や「次世代育成支援
対策推進法」の立法趣旨を記載され、分かり易く記述願
う。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　「区政における女性の参画の促進」の現状と課題に、女
性の区政への参画や、次世代育成支援対策推進法などの施
策の背景を記述して修正します。
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79 Ⅰ 7

　第2回審議会及び意見集には、「区政における女性の参
画の促進」について討議、意見がなかった。内容の再考を
願う。

E

　ご意見として伺います。
　計画素案は、基本構想審議会の答申を踏まえて作成して
います。

80 Ⅰ 7

　区政における女性の参画の促進の施策の方向性の内容に
施策背景趣旨を記載するとともに、第2回審議会資料に様
に、以下のものについて記した上で、記述内容の再考をお
願いする。
　・新宿区職員の仕事と子育て両立支援アクションプラン
（27年度～31年度）』
　・第1期女性職員活躍のための特定事業主行動計画
（28・29年度）
　また、上記プラン、行動計画をP34の個別計画にも記
載して欲しい。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　「区政における女性の参画の促進」の現状と課題に、女
性の区政への参画や、次世代育成支援対策推進法などの施
策の背景を記述して修正します。

81 Ⅰ 7

　特定事業主の注記をお願いする。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　用語集に「特定事業主」の説明として「「次世代育成支
援対策推進法」及び「女性の職業活動における活躍の推進
に関する法律」において、事業主に行動計画の策定を義務
付けており、事業主のうち、公務部門（国及び地方公共団
体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるも
の）を特定事業主、民間部門を一般事業主と規定してい
る。」である旨を追記します。

82 Ⅰ 7

　（素案）P106個別施策Ⅰ-7女性や若者が活躍できる
地域づくりの推進の指標の選定理由のところにある「ワー
ク・ライフ・バランス」に※印がない。極力、「区民に
とって分かりやすい」方がよい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「ワーク・ライフ・バランス」については、用語集に説
明があることから「※」印を表示することとします。

83 Ⅰ 7

　「Ⅰ－７ 女性や若者が活躍できる地域づくりの推進」
の表題については、現行計画の表題「一人ひとりが個人と
して互いに尊重しあうまち」にすべきと考える。女性や若
者に限定してしまうと網羅できない人権尊重の課題がある
からである。

B

　ご意見の趣旨は計画素案に含まれています。
　「基本政策Ⅰ　暮らしやすさ1番の新宿」では、高齢
者、障害者、子ども、若者、男女のそれぞれが役割を持っ
て、尊重される社会を目指しています。
個別施策の表題はそのままとします。

84 Ⅰ 7

　「Ⅰ－７ 女性や若者が活躍できる地域づくりの推進」
(P.31～)について
　男女共同参画の推進のために設置されたウィズ新宿を、
施策の方向性でも位置付けるべきで、「ウィズ新宿を活用
した啓発事業等の推進」のように具体的に明記して欲し
い。

E

　ご意見として伺います。
　ウィズ新宿の活用に限らず、様々な手法を用いて、男女
共同参画の推進を行っていきます。

85 Ⅰ 7

　「Ⅰ－７ 女性や若者が活躍できる地域づくりの推進」
(P.31～)について
　男女共同参画とは別にＬＧＢＴなど性的少数者への相互
理解と権利擁護の項を作ること。そこに性の多様性につい
て書かれた項目を移し、「・学校教育等で相互理解のため
の啓発を行います。・制度的な不利益を解消していきま
す。」という項目を加えて欲しい。 D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　「施策の方向性」では、「性には多様性があることを認
め合い、理解不足や偏見による差別を解消させるよう人権
教育や啓発活動の促進に努めるとともに、当事者が安心し
て悩みごとを相談できる体制の充実を図っていきます。」
としており、性の多様性への理解・啓発を推進し、当事者
やご家族等の関係者が安心して相談できる体制を充実させ
ていきます。
　また、基本計画「Ⅰ－５ 未来を担う子どもたちの生き
る力を伸ばす教育の充実」(P.25～)においては、人権を
尊重する心を育むことを示しており、性の多様性に対する
意識啓発についても人権教育を通して行っていきます。

86 Ⅰ 7

　「Ⅰ－７ 女性や若者が活躍できる地域づくりの推進」
(P.31～)について
　「若者に対する支援の推進」の項を設け、「・給付型の
奨学金を拡充します。・ポケット労働法の配布や労働関連
法を学ぶ講座を行い支援します。・学生及び単身青年向け
の家賃補助の拡充、新婚・ファミリー世帯へ家賃補助を実
施します。」として欲しい。 E

　ご意見として伺います。
　高等学校等の進学・在学者対象を対象とした奨学金（貸
与型・無利子）については、国や都の支援金・給付金制度
の拡充により、高等学校等の修学に係る負担の軽減を図ら
れているため、給付型奨学金に移行する予定はありませ
ん。
　また、ポケット労働法の配布は「はたちのつどい」で
行っています。区では就労支援事業の一環として、新宿労
働基準監督署と連携して若者向け労働問題セミナーを実施
するなど啓発を行っており、今後も引き続き取り組んでま
いります。

87 Ⅰ 7

　「Ⅰ－７ 女性や若者が活躍できる地域づくりの推進」
(P.31～)について
　「若者に対する支援の推進」の項を設け、「・若者総合
相談窓口を創設し、就労も含めたあらゆる相談に応じる体
制を確立します。」として欲しい。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　区では、福祉・保健・医療・教育・就労等に係る担当部
署で構成する「子ども・若者総合相談窓口」を設けてお
り、各窓口が特性・専門性をいかして相談を受けていると
ともに、必要に応じて他の専門機関へつなぐなど幅広い分
野にまたがる相談に対応しています。
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88 Ⅰ 7

　男女共同参画の推進を行政が扱う必要はないと思う。自
然体に任せたら如何か。この推進は多くの女性にとって無
用なものである。頑張れる女性は頑張ればよいと思う。一
度、男性に女子の上司についてのアンケートを採ったら如
何か。 E

　ご意見として、伺います。
　性別にかかわりなく家庭や地域社会、職場で等しく参画
できるようになることは、個人が個性や能力を発揮でき、
自分らしい生き方や、仕事と生活の調和がとれた生活を実
現できることにつながります。しかし、いまだ根強く残る
固定的な性別役割分担意識や、女性の活躍機会が少ない分
野があるなど、解消していくべき課題があることから、行
政が取り組むことは必要です。

89 Ⅰ 8

　挿入記事（？）として「自治基本条例」が記載されてい
る。
　第8回審議会の議事録要旨を再読しましたが、会長が
「バランス」との事で、P38に挿入文としての記載と
なったのだが、P1のフローに「自治基本条例」と記載す
るだけを、何故に拒否されるのか理解できない。再考願
う。

E

　ご意見として伺います。
　基本計画の骨子案と素案のＰ１に表示しているフロー図
は、計画の体系を示したものです。
　新宿区自治基本条例は新宿区の自治の基本ルールを定め
たものであり、計画と位置づけが異なることからフロー図
に記載できるものでないと考えています。
　なお、自治基本条例については、「個別施策Ⅰ-８　地
域の課題を共有し、ともに考え、地域の実情に合ったまち
づくりの推進」で説明をしています。

90 Ⅰ 8

　【基本構想】の大きな柱となっている「区民が主役の自
治」という考え方を、基本計画の基本政策でも位置付ける
べきである。基本政策のトップに「区民が主役の自治のま
ち新宿」を加え、その個別施策として「『自治基本条例』
の推進」（素案にはない）や、素案の個別施策８「地域の
課題を共有し、ともに考え、地域の実情に合ったまちづく
りの推進」と、「地方分権の推進」（素案には基本政策Ⅴ
の個別施策３にある）を「地方分権・自治権拡充の推進」
と修正してここに加えるべきである。
　更に、第一次実行計画に「自治基本条例の趣旨に則った
住民参加条例の制定」「区のあらゆる施策について政策形
成段階からの区民参画の保障」「自治基本条例に基づく住
民投票条例の制定」「自治基本条例に基づく地域自治組織
の設置に向けて具体的検討」「町会、地区協議会への支援
の強化」を加え、地区協議会のあり方については区民が主
体的に議論することを区が支援する必要があると考える。
　基本構想の基本目標には人権尊重の考え方が明記されて
いない。素案の基本政策Ⅰ「暮らしやすさ１番のまち新
宿」を、「だれもが人として尊重される暮らしやすさ１番
のまち新宿」と修正し、個別施策に「だれもが年齢、性
別、民族や障害などに関わりなく人権が尊重される社会を
つくります」という趣旨の項目を掲げるべきである。第一
次実行計画にもそのことを実現するための具体的施策を打
ち出すことが必要である。

E

　ご意見として伺います。
　「個別施策Ⅰ－８　地域の課題を共有し、ともに考え、
地域の実情に合ったまちづくりの推進」では、区民が自治
の主役として考え行動しながら地域課題を解決していく施
策となっています。
　「個別施策Ⅴ－３　地方分権の推進」では、基礎自治体
としての権限と税財源の拡充について、区が取り組む施策
になっています。
　このように個別施策は分かりやすく整理しています。

　区民参画については、会議体への参加や、パブリック・
コメントなど様々な機会を通じて行っていきます。
　なお、住民参加条例、住民投票条例については、別途検
討すべき事項であると考えます。

　「基本政策Ⅰ　暮らしやすさ１番の新宿」では、高齢
者、障害者、子ども、女性、若者など、区民一人ひとりが
尊重され、誰もが自分らしく安心して心豊かに暮らすこと
のできる地域社会の実現をめざしており、それぞれの個別
施策において「人権」に関する視点が含まれています。

91 Ⅰ 8

　Ⅰ－８の表題を現行計画のまちづくりの基本目標Ⅰと同
様「区民が自治の主役として、考え、行動していけるま
ち」に変更すべきである。 B

　ご意見の趣旨は、計画素案に含まれています。
　「個別施策Ⅰ-8　地域の課題を共有しともに考え地域
の実情に合ったまちづくりの推進」では、区民が自治の主
役として自ら考え行動する施策となっています。

92 Ⅰ 8

　「Ⅰ－８ 地域の課題を共有し、ともに考え、地域の実
情に合ったまちづくりの推進」(P.35～)について
　自治のまちの推進→自治基本条例の認知度を高めるだけ
でなく、「・自治基本条例の基本理念を区政の隅々で推進
します。・自治基本条例に基づく住民投票条例を早急に制
定します。・コミュニティの活性化と地域自治を推進する
まちづくりを行います。・特別区の財政自主権の強化と自
治権の拡充をすすめます。」という項目を加えて欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　自治基本条例に基づき区政を運営してまいります。
なお、住民投票条例については、別途検討すべき事項であ
ると考えます。
また、自治権と税財源の拡充については、「個別施策Ⅴ－
３　地方分権の推進」で取り組みます。

93 Ⅰ 8

　地域の中でお互いの顔が見える関係が築かれ、子供から
高齢者まで多様な世代が交流・連携・協力し合う・・は、
特に若い子育て世代では、学校・幼稚園・保育所等のママ
友が絆としては強いと思いますが、他の方は忙しく顔がな
かなか見えない。町会活動を拠点に、隣組の復活に期待す
る。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　若い世代が町会・自治会に加入し、町会・自治会の活動
に参加してもらえるよう、加入促進のための支援施策をさ
らに推進していきます。

94 Ⅰ 8

　地区協議会は、新宿区の主導の基に、地域団体を結集し
たネットワーク組織として、地域の課題解決したり、ボラ
ンティア活動をしている。活動には限界はあるものの地域
課題の解決に相当の役割を果たしてきていると思うが、そ
の活動について何の総括もなしに突然に制度変更されるこ
とは納得できない。基本計画（素案）でも「地区協議会」
は位置づけられており、引き続き現行の助成制度を維持す
ることを切に望むので、再考して欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　区は、これまでの地区協議会の活動について、あいさつ
運動や地域のパトロール活動、清掃クリーン活動など、町
会の区域を超えた課題に対して、ご尽力されてきたことに
大変感謝するとともに、一定の役割を果たしてきたと評価
しています。今後は、地区協議会を含めた地域における多
くのコミュニティ団体が地域に根差した活動を行うための
支援が必要と考えています。このため、平成30年度から
は、地区協議会をはじめ、町会・自治会やＮＰＯなど、区
民が主体となる、さまざまな地域活動団体が行う取組に対
して支援を行い、地域の活性化や絆づくりを推進していき
ます。
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95 Ⅰ 9

　（素案）P41　4.　各主体の主な役割（例示）の○区
（行政）：のところにある「若者の就労支援」を「若者の
就労、自立等への支援とそのための情報提供」に変更して
欲しい。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　「若者の就労支援」を「若者の就労、自立等への支援」
と修正します。

96 Ⅰ 9

　（素案）P41　4.　各主体の主な役割（例示）の○区
（行政）：のところに「良質な住宅供給の誘導」を追加し
て欲しい。 E

　ご意見として伺います。
　高齢者や障害のある人など様々な状況にある人が、それ
ぞれのニーズに則した住宅に住むことができるよう、取り
組みを進める考えです。そのため、「高齢者や障害者等の
入居支援」に文言を修正します。

97 Ⅰ 9

　（素案）P41　4.　各主体の主な役割（例示）の○区
（行政）：のところに「住宅の供給」を「多様な住宅の供
給」とした方がよい。

E

　ご意見として伺います。
　高齢者や障害のある人など様々な状況にある人が、それ
ぞれのニーズに則した住宅に住むことができるよう、取り
組みを進める考えです。そのため、「公共住宅の活用」に
文言を修正します。

98 Ⅰ 9

　（素案）P41　5.　関連する個別計画のところに成年
後見制度の利用促進を取り扱った個別計画には「高齢者保
健福祉計画」があるのだから追加してはどうか。 A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　素案P41の「関連する個別計画」に「新宿区高齢者保
健福祉計画」、「新宿区障害者計画」、「新宿区障害児福
祉計画」及び「新宿区障害福祉計画」を追加します。

99 Ⅰ 9

　（素案）P41　5.　関連する個別計画のところに障害
者に対する総合的な就労支援として、就労移行支援・就労
継続支援（A型・B型）を取り扱った個別計画には「新宿
区障害者計画」があるのだから追加してはどうか。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　素案P41の「関連する個別計画」に「新宿区障害者計
画」、「新宿区障害児福祉計画」及び「新宿区障害福祉計
画」を追加します。

100 Ⅰ 9

　住宅は生活の基本であり、人間に相応しい住居と環境は
全ての国民の基本的権利である。
　民間借家に居住する「低額所得世帯」の状況（国交省資
料の孫引き）
収入分位、　世帯合計　　最低居住面積未満　高家賃負担
その他の世帯
25％以下、　727万　　　100万　　　　　　204万
423万
25～50％　　431万　　　40.3万　　　　　　25.3
万　　　365.4万
　＊高家賃負担（国交省定義）：年収200万円以下の世
帯の内、民間借家世帯の平均家賃負担率（37.7％）以上
の世帯
　新宿区は全国的に高賃金で高家賃と思われるので、国交
省から新宿区のデータを貰い、収入分位のそれぞれの世帯
数を計算して、公開して欲しい。
　新宿区の公営住宅政策（入居対象者の収入区分、家賃負
担率等）を明示して欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　収入分位については、新宿区の世帯の年間収入階級、世
帯人員について、総務省統計局の住宅・土地統計調査で公
表されているため、区で公開する考えはありません。
　公営住宅の入居対象者の収入区分は、公営住宅法等の法
令により規定されています。また、区営住宅の家賃（使用
料）は、使用者の所得を認定し、収入区分に基づいて決定
しています。家賃負担率等については、個人情報にあたる
ため、明示する考えはありません。
　なお、区営住宅入居者の収入月額所得は都市計画部デー
タブックに記載しています。

101 Ⅰ 9

　「新宿区高齢者の住まい安定確保連絡会」があるので、
居住支援協議会を作らないのが新宿区の方針であるが、重
ねて、居住支援協議会を作ることを要望する。当面、「新
宿区高齢者の住まい安定確保連絡会」の傍聴、公開を要求
する。

E

　ご意見として伺います。
　平成２７年度に住宅・建築・福祉に携わる関係団体と区
が意見交換を行い、総合的な施策を検討する場として「新
宿区高齢者の住まい安定確保連絡会」を設置し、高齢者、
障害者の住まいの安定確保を図り、団体や事業者等と連携
しながら住宅確保要配慮者に対応しています。
　今後は、同連絡会の活用とともに、改正住宅セーフティ
ネット法の施行を踏まえ、居住支援協議会のあり方につい
て検討してまいります。

102 Ⅰ 9

　次の2つの施策を求める：
　①独居高齢者に対する賃貸物件のオーナーの貸し渋りを
無くす施策
　・年金生活者の収入は安定している（失業の心配はな
い）。
　・介護サービスを利用している高齢者は孤独死は少な
い。（多くの人も自宅（病院の方が圧倒的に多いが）で亡
くなっている。）
　・高齢者は静かである。
なので貸し渋りする理由が私には解からない。
　②負担能力にあった家賃で、居住最低面積以上の賃貸住
宅を提供する施策（それが出来ない住宅確保要配慮者に家
賃補助または公営住宅の提供）

E

　ご意見として伺います。
　高齢者等の住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な
入居を支援するため、住宅相談員による住み替え相談行っ
ています。また、家賃等債務保証料助成により、民間賃貸
住宅への円滑な入居を支援しています。
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103 Ⅰ 9

　2014年の区所有の住宅コスト（施設白書）を平均し
て、1戸あたり1か月に直すと、
　・区営住宅：約5万9千円
　・区営住宅、特定住宅：約6万7千円
　・区事業住宅は約16万円
　質問：区営、区民、特定住宅に比べて、区事業住宅のコ
ストは2～3倍となっているのは何故か。
　施設白書によれば、区所有の住宅にかかった費用は全体
で4億5863万円
　利用者の負担、家賃は全体で2億3437万円で、かかっ
た費用の51％
　公営住宅は住宅を確保するのが困難な人の為の住宅だ
が、それでも公営住宅にかかっている費用の半分を入居者
が負担し、残り半分を区が負担している。
　新宿区は住宅事業で利益を求めないので、家賃＝住宅コ
ストとすることが可能である。民間家賃の相場は10万円
以上と思われる。区所有の住宅はとてもコストパフォーマ
ンスが良いにも拘わらず、区所有の住宅の整備を止めたの
は何故か。それとも、施設白書の住宅コストに間違いがあ
る、あるいは私の計算にミスがあるのか。施設白書には、
2014年の区所有の住宅のコストしかないので、各年度の
区所有と借り上げ住宅のコストを示すことを求める。

F

　ご質問に回答します。
　施設白書で示している公営住宅等の年間トータルコスト
は平成26年度にかかった維持修繕費用です。事業住宅に
係るコストは平成26年度に「空調設備等改修工事」など
の大規模な修繕を実施したことによるものです。
　区立住宅の家賃（使用料）は、定額としている特定住宅
を除き、法令に基づき、使用者の所得等により決定する応
能応益家賃です。一方で、住宅コストは、区立住宅を供給
するための維持管理費等です。「家賃＝住宅コスト」とす
ることはできません。
　なお、区営住宅については、総戸数及び世帯数に対する
充足率では23区中高水準にあることから、住戸数は現状
を維持しつつ、既存ストックの有効活用を行っていきま
す。
　施設白書は、区が所有する施設の状況や運営コスト等の
実態把握と分析・評価等をまとめたものです。各年度の区
所有と借上げ住宅のコストを示すことについては、ご意見
として伺います。

104 Ⅰ 9

　「Ⅰ－９ 地域での生活を支える取組の推進」(P.39～)
について
　成年後見制度の利用促進→「・元気なうちから成年後見
制度について知る機会を設け、利用の促進につなげま
す。・権利擁護の支援を人員を増やし強化します。」を加
えて欲しい。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　基本計画（素案）Ⅰ-9-3施策の方向性「成年後見制度
の利用促進」の中で「成年後見制度の利用を必要とする方
が確実に利用できるよう制度の利用促進を図っていきま
す。」と示しています。今後も、成年後見制度の普及啓発
や相談機能の充実等を行い、制度の利用促進を図っていき
ます。

105 Ⅰ 9

　「Ⅰ－９ 地域での生活を支える取組の推進」(P.39～)
について
　誰もが住み続けられる住宅・住環境→「・住宅のセーフ
ティネットとして、居住支援だけでなく、現在の家賃補助
制度を拡充し、更に高齢者や障害者等にも広げます。区営
住宅を増設し、都営住宅の地元割当の定期的な実施、新規
建設を都に要望します。・空き室になっている特定住宅は
子育て世帯やひとり親世帯などのために活用します。」を
加えて欲しい。

E

　ご意見として伺います。

106 Ⅱ

1
①
②
③

　まちづくり戦略プラン重点課題1に記載されているキー
ワードが本基本計画に記載されていないものが多くある。
　行政運営の指針を定める基本計画にあって、まちづくり
戦略プラン重点課題や防災まちづくり方針を推進してい
く、行政執行の運営方針を記載するべきと考える。

E

　ご意見として伺います。
　基本計画と、まちづくり長期計画（都市マスタープラ
ン、まちづくり戦略プラン）のそれぞれの役割に応じて計
画を策定しています。
　そして、基本計画と都市マスタープランを一体化し、総
合計画として策定します。

107 Ⅱ

1
①
②
③

　「新たな防火規則」は注記して欲しい。

A

 　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　 用語集に「新たな防火規制」の説明として「東京都建
築安全条例第７条の３の規定に基づく防火規制。建物の不
燃化を促進し⽊造住宅密集地域の再生産を防⽌するために
災害時の危険性の⾼い地域等について指定し、建物の耐火
性能を強化する規制」である旨を追記します。

108 Ⅱ

1
①
②
③

　古い石積みは、ブロック塀の事か。

F

　ご質問に回答します。
　ブロック塀は、古い石積みではありません。古い石積み
とは、大谷石や玉石積み等を指します。

109 Ⅱ

1
①
②
③

　（素案）P45　4.　各主体の主な役割（例示）の○電
気・ガス・水道・通信事業者：のところにある「ライフラ
イン」は「ライフライン※」にした方がよい。 G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「ライフライン」については、用語集に説明があること
から「※」印を表示することとします。

110 Ⅱ

1
①
②
③

　「Ⅱ－１ 災害に強い、逃げないですむ安全なまちづく
り」(P.43～)について
　建築物等の耐震化→ 「・首都圏での大地震が切迫して
いる下、旧耐震の建物の耐震化及び不燃化はスピード感を
持って行います。そのためにも、区の耐震支援事業の区分
を解消することや建替えによる耐震化にも補助を適用しま
す。また、手続きにかかる時間を短縮するなどの改善を更
に実施し、倒壊ゼロのまちにします。耐震基準の見直しを
検討します。」「擁壁・がけ対策は、対象の拡大と補助額
の拡大など支援を強化します。」「・液状化対策を進めま
す。」を加えること。

E

　ご意見として伺います。
　Ｐ４４では、建物の耐震化や不燃化に取り組むとしてい
ます。
  区では、耐震化支援事業について、きめ細かく多様な支
援メニューを整備しています。補助区分の解消や建替えに
よる耐震化補助の適用、手続に係る時間の短縮について
は、ご意見として伺います。
　また、耐震基準の見直しについては、熊本地震を受け
て、国が有識者委員会を設置し、建築物被害の原因等を分
析した結果、現行の耐震基準の有効性が確認されました。
このため、区は、現行の耐震基準に基づき、スピード感を
もって、建築物の耐震化に取り組んでいきます。
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111 Ⅱ

1
①
②
③

　「Ⅱ－１ 災害に強い、逃げないですむ安全なまちづく
り」(P.43～)について
　再開発による市街地の整備→「・超高層建築物は長周期
地震動に弱いことを考慮し、再開発のあり方を検証しま
す。現在ある高層マンション等では、家具等の転倒・移動
による被害を最小限にくい止める対策や長周期地震動対策
に関する詳細診断、耐震化計画の策定・推進、エレベー
ターやライフラインが寸断された場合の対策を管理組合な
どとも共同し支援します。」を加えること。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　既存の高層マンションについては、管理組合等と連携し
て防災対策を進めていきます。

112 Ⅱ
1
④

　神田川、妙正寺川の河川改修や下水幹線の整備は、都事
業と思いますが、区が整備する様な記載の仕方の工夫願い
ます。他整備（都市計画道路、公共輸送機関等）に関して
も記述の記載を願う。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　河川改修や下水幹線の整備は東京都の事業ですが、区と
しても道路の透水性舗装等の雨水流出抑制施設を整備して
います。このように区と東京都で連携して総合的な治水対
策を促進しています。

113 Ⅱ
1
④

　各主体の主な役割に都も入れて欲しい。（他も見直して
下さい。）

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　適宜、国や都、隣接区との連携について加筆いたしま
す。（個別施策Ⅱ‐１①②③、Ⅱ‐１④、Ⅲ‐５の「各主
体の主な役割を修正します。）
　

114 Ⅱ
1
④

　（素案）P107個別施策Ⅱ-1災害に強い、逃げないで
すむ安全なまちづくり④災害に強い都市基盤の整備の指標
名「細街路の拡幅整備」は「細街路※の拡幅整備」にした
方がよい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「細街路」については、用語集に説明があることから
「※」印を表示することとします。

115 Ⅱ
1
④

　（素案）P48　4.　各主体の主な役割（例示）の○電
気・ガス・水道・通信事業者：のところにある「ライフラ
イン」は「ライフライン※」にした方がよい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「ライフライン」については、用語集に説明があること
から「※」印を表示することとします。

116 Ⅱ
1
④

　オリンピックに向けて、羽田空港の機能強化、より多く
の航空機が離発着出来る様に、南風時の午後3時間、都心
上空を低空で着陸進入する計画が進められている。
　航空機の墜落は世界で毎年何回も起き、原子力発電所事
故は今までに世界で3回起き、北朝鮮によるミサイル発射
は繰り返されているので、
　・航空機事故、原子力発電所事故、武力攻撃事態等（ミ
サイル）の対応を追加し、それに応じて、
　5.　関連する個別計画に
　・新宿区国民保護計画を追加することを求める。

E

　ご意見として伺います。
　本個別施策では「④災害に強い都市基盤の整備」につい
て説明しています。具体的には、道路や橋りょうなどハー
ド面の整備について掲載していることから、ミサイル等の
武力攻撃事態は関連しないため掲載はいたしません。な
お、武力攻撃事態や緊急対処事態については、国民保護計
画に基づき、国、都、関係機関等と連携し、適切に対応し
ていきます。
　なお、羽田空港の機能強化による新飛行経路について
は、区は国に対し、安全対策と騒音対策の徹底と、区民へ
の丁寧な説明を強く要望しています。

117 Ⅱ
1
④

　「Ⅱ－１④災害に強い都市基盤の整備」(P.47～)につ
いては、以下の項目を加える事を提案する。
　・特に、一次避難所となっている学校体育館への空調、
二次避難所となっている地域交流館などの風呂は災害時に
も役立つ設備です。維持・整備していきます。

E

　ご意見として伺います。
　災害時においては、一次避難所・二次避難所となってい
る区施設などの資源を最大限活用していきます。
　一次避難所となっている学校体育館は、発災時に避難施
設としての機能をもつことから、有事にも十分な対応が行
えるよう施設の維持修繕を実施しています。空調の設置に
ついては、構造上、設置が難しいケースもあるため、それ
ぞれの施設の状況に応じて、避難施設として適切な設備等
を検討していきます。

118 Ⅱ
1
④

　「Ⅱ－１④災害に強い都市基盤の整備」(P.47～)につ
いては、以下の項目を加える事を提案する。
　・広域避難場所となっている公園に更に公衆トイレ、直
結管トイレを充実させます。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　現在、公園トイレや公衆トイレの改修等に合せて、災害
時に使用できるトイレの設置を進めています。また、避難
場所となっている公園についても、今後、災害対応機能の
強化を図っていきます。

119 Ⅱ
1
④

　「Ⅱ－１④災害に強い都市基盤の整備」(P.47～)につ
いては、以下の項目を加える事を提案する。
　・細街路の拡幅整備を推進のため、未耐震建物の建替え
への補助を行います。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
木造住宅密集地域の一部では、木造住宅の不燃化建替え及
び除却工事に対して補助を行うことにより、建替えを促進
しています。
　耐震化支援事業は、きめ細かく多様な支援メニューを整
備しており、新たな建築物への建替えへの補助は行ってい
ません。

120 Ⅱ
1
④

　「Ⅱ－１④災害に強い都市基盤の整備」(P.47～)につ
いては、以下の項目を加える事を提案する。
　・道路の無電柱化は、道路の拡幅や再開発等の機会だけ
でなく、計画的に実施します。

B

　ご意見は、素案に記述されています。
　道路の無電柱化は、「整備の必要性や効果を総合的に評
価し、幹線道路から優先的に整備を進めます。」と記載の
とおり、計画的に実施していきます。

121 Ⅱ
1
④

　「Ⅱ－１④災害に強い都市基盤の整備」(P.47～)につ
いては、以下の項目を加える事を提案する。
　・道路・公園の擁壁だけでなく、公共施設に接している
崖・擁壁については区が補助を拡充し補修・改修を行いま
す。

E

　ご意見として伺います。
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122 Ⅱ
1
④

「Ⅱ－１④災害に強い都市基盤の整備」(P.47～)につい
ては、以下の項目を加える事を提案する。
・台風、雷、竜巻、集中豪雨などへの対策を進めます。
・総合的な治水対策を促進します。河川の時間降雨１００
㎜対応の早期実現をめざし１５０㎜対応を進めます。保水
力強化のため、緑被率の拡大、浸透性舗装の拡大、一時貯
留槽の設置促進、止水板の普及などを行います。地下鉄・
地下道の対策も強化します。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　総合的な治水対策を促進することが、素案に記載されて
います。
　透水性舗装等の雨水流出抑制施設を整備する等ハード面
での対策を進めるとともに、気象庁及び日本気象協会との
ホットラインにより詳細な気象情報を収集することや、洪
水・浸水の恐れのあるときは、気象状況に応じた水防態勢
を取るなど、ソフト面の対応も強化しています。また、災
害対策本部運営訓練などを通じて迅速かつ的確な判断がで
きる対応力の強化にも取り組んでいます。水害対策は、平
成26年6月改定「東京都豪雨対策基本方針」による役割
分担のもと、東京都と連携して実施しています。

123 Ⅱ
1
④

　「Ⅱ－１④災害に強い都市基盤の整備」(P.47～)につ
いては、以下の項目を加える事を提案する。
　・太陽光・風力などによる自然エネルギーの普及を促進
します。

B

　ご意見は、素案の内容に含まれています。
　個別施策Ⅲ-８「地球温暖化対策の推進」において、ご
意見の趣旨は反映されています。

124 Ⅱ
1
④

「Ⅱ－１④災害に強い都市基盤の整備」(P.47～)につい
ては、以下の項目を加える事を提案する。
・災害などの停電時にも活用できる街路灯の確保、モバイ
ル型非常用電源を確保していきます。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　区では、災害時の電源確保のために、各学校避難所に発
電機を配備しています。電源確保については、個別施策
「Ⅱ-2災害に強い体制づくり」の避難所運営体制の充実
の中で検討していきます。また、携帯電話等のモバイル電
源の確保については、ＮＴＴ等の通信事業者とも協議を
行っていきます。
　なお、バッテリー内蔵型LED灯を、第一次実行計画に
おいて整備していきます。

125 Ⅱ
1
④

　「Ⅱ－１④災害に強い都市基盤の整備」(P.47～)につ
いては、以下の項目を加える事を提案する。
　・ライフラインである電気・ガス・水道・通信設備・鉄
道について、耐震化・不燃化など災害に備えた対策を講じ
るよう要望します。

E

　ご意見として伺います。
　ライフライン事業者は、それぞれ耐震化、不燃化等の対
策に取り組んでおり、区では定期的に情報交換を行い現状
を確認しているところです。

126 Ⅱ
1
④

　基本計画素案P47では、「比較的狭い区道での地上機
器の設置場所・・」と記されているが、「比較的狭い区道
での無電柱化は、地上機器の設置場所・・・が課題となり
ます。」と分かりやすく表記して欲しい。
　また、「道路・公園擁壁」の表記は、丁寧な表記に修正
して欲しい。（P48も同様です。）

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　比較的狭い区道での無電柱化は、地上機器の設置場所や
歩行者動線を確保することが課題です。
　なお、「道路・公園擁壁」の表記については、ご意見と
して伺います。

127 Ⅱ
1
④

　基本計画素案P48の無電柱化について、現状と課題に
記されている様に、無電柱化の整備路線の選定に係る個別
計画を策定すべきであり、施策方針にもこの旨を記載して
欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　無電柱化については。今後無電柱化推進計画を策定して
計画的に進めていきます。

128 Ⅱ 2

　（素案）P50　3.施策の方向性のマンション対策のと
ころにある「ライフライン」は「ライフライン※」にした
方がよい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「ライフライン」については、用語集に説明があること
から「※」印を表示することとします。

129 Ⅱ 2

　（素案）P51　4.　各主体の主な役割（例示）の○電
気・ガス・水道・通信事業者：のところにある「ライフラ
イン」は「ライフライン※」にした方がよい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「ライフライン」については、用語集に説明があること
から「※」印を表示することとします。

130 Ⅱ 2

　（素案）P51　5.　関連する個別計画のところに新宿
区第一次実行計画（素案）P57　59マンション防災対策
の充実にある「マンション防災対策ガイドライン」と「マ
ンション防災マニュアル」を掲載する検討をして欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　個別計画の記載については、本個別施策の分野全般に関
わるような計画を、「主な個別計画」として掲載してお
り、全ての計画（ガイドライン、プラン、ビジョン、指
針、マニュアル等を含む）を対象とするものではありませ
ん。

131 Ⅱ 2

　（素案）P51　5.関連する個別計画のところに、新宿
区第一次実行計画（素案）P143経常事業新宿駅周辺都市
安全確保計画の推進（No369）にある「新宿駅周辺都市
安全確保計画」を掲載する検討をして欲しい。 E

　ご意見として伺います。
　個別計画の記載については、本個別施策の分野全般に関
わるような計画を、「主な個別計画」として掲載してお
り、全ての計画（ガイドライン、プラン、ビジョン、指
針、マニュアル等を含む）を対象とするものではありませ
ん。

132 Ⅱ 2

　Ⅲ-13　国際観光都市・新宿としての魅力の向上
　公衆LAN無線
　観光客の為だけでなく、新宿区内全域に無料公衆無線
LANを整備して欲しいと言う要望に対して、区民の要望
は多いと思われる。少し前に行なわれた防災行政無線のデ
ジタル化には７億2000万円を使っている。防災行政無線
の屋外スピーカの近傍ではうるさく、少し離れると内容が
聞き取れないシステムで役立たない。暴風雨の時は直近で
も聞き取れず、防災ラジオの貸出しや広報車を巡回させて
いる。最近では、携帯のエリアメールを併用する様になっ
ている。
　災害対策の面からの費用対効果が優れているので、有線
のケーブルテレビか無線のLANを区内全域に無料提供す
ることを求める。

E

　ご意見として伺います。
　大規模災害時の人的・物的な被害拡大防止のためには、
正確な災害情報の収集と地域住民への迅速かつ的確な情報
伝達が最も重要です。そのため、区では、一度に不特定多
数の住民に対して、同じ内容の情報を短時間で提供できる
防災行政無線を整備しています。当該無線は、電力や通信
インフラがダメージを受け、テレビやメール等が使用でき
ない場合でも、確実に伝達できるものです。
　発災時に区では、防災行政無線をはじめ、ホームペー
ジ、ツイッター、フェイスブック、エリアメール、広報車
等々、様々なツールを活用して、区民への情報提供を行っ
ていきます。なお、ご提案のケーブルテレビでの情報提供
については、既に民間事業者によるサービスが開始されて
います。
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133 Ⅱ 2

　「Ⅱ－２ 災害に強い体制づくり」(P.49～) について
は、施策の方向性に以下の項目を加えることを提案する。
防災意識と地域の防災力の向上→「・地域防災計画に基づ
く体制づくりを進めます。・あらゆる機会を通じて防災に
関する啓発を進めます。」「・地域・職場・学校などそれ
ぞれの場面で実践的な避難及び防災訓練を実施していきま
す。」

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　各主体の主な役割（例示）に記載しています。

134 Ⅱ 2

　「Ⅱ－２ 災害に強い体制づくり」(P.49～) について
は、施策の方向性に以下の項目を加えることを提案する。
災害情報の伝達体制の強化→「・視覚、聴覚などの障害者
への情報伝達体制を確立します。」 E

　ご意見として伺います。
　視覚、聴覚などの障害者に対する情報伝達については、
区公式ホームページやSNSの原稿作成時に利用しやすさ
に配慮し情報発信を行います。また、避難所に筆談器を配
備、地域ごとに手話通訳者を配置するなどの対応を進めて
いるところです。その他の伝達手段につきましても検討し
ていきます。

135 Ⅱ 2

　「Ⅱ－２ 災害に強い体制づくり」(P.49～) について
は、施策の方向性に以下の項目を加えることを提案する。
「災害時要援護者(要配慮者)の安全確保」の項は「災害時
要援護者(要配慮者)の安全対策」に変更→「・災害時要援
護者（要配慮者）の安否確認体制など支援計画の策定を進
めます。災害時要援護者の名簿登録を推進し、個別支援計
画を作成します。」

E

　ご意見として伺います。
　災害時要援護者の名簿登録については、これまでと同
様、経常事業として関係機関を通じて登録勧奨を行いま
す。
　個別支援計画については、第一次実行計画で要配慮者災
害用セルフプランのひな形を作成・公開し、普及に取り組
みます。

136 Ⅱ 2

　基本計画素案P49～51において、「参加」ではなく、
参画では？（P51には参加の表記が多い。）

F

　ご質問にお答えします。
　平成28年度の基本構想審議会では、「参加」と「参
画」のどちらで表記を統一するか議論がありました。審議
会では「男女共同参画」について「参画」とし、その他を
「参加」とすることといたしました。
　区では、この答申を踏まえて「男女共同参画」「女性の
参画」と表記し、その他については「参加」としていま
す。

137 Ⅱ 2

　基本計画素案P50に外国人（P50）の表記あり。他
ページ（P63、91)にもある。

E

　ご意見として伺います。
　国籍法において、「日本国民でないもの」を「外国人」
と定義していることから「外国人」の表記を使用していま
す。

138 Ⅱ
3
①

　（素案）P５３　2.　現状の課題の　詐欺・消費者対策
のところにある「人生のライフステージ」は「人生のライ
フステージ※」にした方がよい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「ライフステージ」については、用語集に説明があるこ
とから「※」印を表示することとします。

139 Ⅱ
3
①

　（素案）P54　3.施策の方向性の　詐欺・消費者対策
のところにある「人生のライフステージ」は「人生のライ
フステージ※」にした方がよい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「ライフステージ」については、用語集に説明があるこ
とから「※」印を表示することとします。

140 Ⅱ
3
①

　「Ⅱ－３ 暮らしやすい安全で安心なまちの実現」
(P.53～) の各項に以下の項目を加えることを提案する。
犯罪のない安心なまちづくり
　・地域の安心・安全→「危険ドラッグ等薬物対策を強化
します。特に小中学生にその危険性を知らせる道徳公開講
座を教育委員会と連携してすすめます。」

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　平成27年4月に制定した「新宿区危険ドラッグその他
の危険薬物撲滅条例」に基づき、東京都薬物乱用防止推進
新宿地区協議会との連携による薬物乱用防止キャンペーン
を実施しています。また、全ての区立学校で、発達段階に
応じて、薬物の害等について学習しているほか、全区立
小・中学校で薬物乱用防止教室を実施しており、今後もこ
の取組みを進めていきます。

141 Ⅱ
3
①

　「Ⅱ－３ 暮らしやすい安全で安心なまちの実現」
(P.53～) の各項に以下の項目を加えることを提案する。
犯罪のない安心なまちづくり
　・詐欺・消費者対策→「・消費者保護条例を制定し、悪
質商法などから消費者を守ります」

E

　ご意見として伺います。
　条例の制定は考えていませんが、現在、消費生活相談や
「悪質商法被害防止ネットワーク」による活動を通して、
悪質商法から消費者を守る取組を進めています。また、消
費生活地域協議会を設置し、消費者安全の確保に取り組ん
でいます。

142 Ⅱ
3
①

　基本計画素案P54の「高齢者や障害者など、特に悪質
商法の標的にされている人々への啓発や情報提供、相談等
の対応や、地域の見守り機能や相談機能の強化を図り、潜
在化複雑化している消費者問題への関係機関・団体との連
携協働のもと的確に対応していきます。」の文章、分かり
にくい。簡潔に記載するなどの工夫と再考を願う。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　「高齢者や障害者など、特に悪質商法の標的にされてい
る人々への啓発や情報提供を進めるとともに、地域の見守
り機能や相談機能の強化を図ります。また、潜在化、複雑
化している消費者問題に、関係機関・団体と連携・協働し
て的確に対応していきます。」と修正します。

143 Ⅱ
3
②

　「Ⅱ－３ ②感染症の予防と拡大防止」(P.55) に以下の
項目を加えることを提案する。
　「・その他の感染症対策→「・結核対策を推進しま
す。」　「・おたふくやロタウイルスなど各種予防接種助
成を強化します。」
　・食の安全対策→「・食の安心・安全については、区民
が不安を感じている残留農薬、遺伝子組換え、添加物、放
射性物質などに対する食品監視を強化するため、食品衛生
監視員を増員します。」

E

　ご意見として伺います。
　結核対策は区でも重視しており、「その他の感染症対
策」として、早期発見のため日本語学校結核健診を実施す
るなど、まん延防止を推進しています。
　おたふくかぜワクチン、ロタウィルスワクチンの予防接
種については、国の定期接種化に向けての動向を注視して
いるところです。
　食の安心・安全については、現行体制の中で、食の安全
を確保してまいります。
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144 Ⅱ
3
②

　基本計画素案P55の「区内に特定感染症指定医療機関
＊(国立国際医療研究センター病院)や多くの大学病院があ
り、感染症法に基づく届出数の多い保健所として、新たな
感染症に対する健康危機管理対応も含め、多様な感染症に
総合的に対応できる体制を整備する必要があります。」の
文章、分かりにくい。
　・特定感染症指定医療機関は、「保健所」のことか。専
門的にはそうなのかも知れないが、「保健機関」との表現
が良いのではないか。

F

　ご質問に回答します。
　感染症法では、指定される感染症の患者等が発生した場
合、医師は「最寄りの保健所長を経由して都道府県知事に
届けなければならない」としています。
　区内の特定感染症指定医療機関である国立国際医療研究
センター病院や、大学病院で患者等が発生した場合は「最
寄りの保健所」である新宿区保健所に感染症に基づく発生
届を提出することになっています。
　区では多くの発生届を受理する保健所として、新たな感
染症に対する健康危機管理対応も含め、多様な感染症に総
合的に対応できる体制を整備する必要があると考えていま
す。

145 Ⅱ
3
②

　基本計画素案P56のＢＣＰに注記して欲しい。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　用語集に「新宿区新型インフルエンザ等対策地域医療包
括BCP」の説明として、「新型インフルエンザ等の発生
に備え、区内の医療機関等が相互に連携し、役割を分担し
て感染拡大を可能な限り抑制し、感染症患者が速やかに必
要な医療を受けられる体制を整備することを目的とした、
事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）」で
あることを追記します。

146 Ⅱ
3
③

　空き家対策は、この地域の大きな問題。そして、民泊、
次々建つワンルームマンション、より良い環境づくりが基
本計画のポイントである。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　空家等は、第一義的には当該空家等の所有者が適正に維
持管理する必要があります。管理不全な状態にある空家等
については、所有者に対し改善指導を行っています。平成
29年度に空家等対策計画を策定し、総合的かつ計画的に
空家等対策を推進します。
　民泊については、平成29年6月、国の住宅宿泊事業法
（民泊新法）が公布され、公布日から1年以内に施行され
ます。区では、法の施行に合わせて、新宿区民泊問題対応
検討会議で取りまとめた「新宿区ルール」についてパブ
リック・コメントを行い、事業者が適正な運営を行うよう
条例の制定に向けた取組を進めています。今後も、区民の
生活環境の悪化を防止するため、適切に対応していきま
す。

147 Ⅱ
3
③

　基本計画（素案）には、Ⅱ-3　③良好な生活環境づく
りの推進、2.　現状と課題／民泊問題への対応
・住宅宿泊事業法を踏まえ、地域の実情に合った適正な
ルールづくりを行っていく必要があります。
だけである。住宅を宿泊施設として利用する民泊に反対す
る。理由は3つ：
　理由①現在の住環境が維持できない。
　理由②家賃相場が上がる。
　理由③新宿区には民泊を管理、取り締まる体制、能力が
ない。
　用途地域指定で、住居専用地域では旅館業ができない。
新宿区が民泊に用途規制の例外的許可を与えることに反対
する。現在、ホテル、旅館が禁止されている住居専用地域
での民泊は禁止とすることを地域説明会で私は主張した
が、区長は法律上それはできないと言う。その禁止を住宅
宿泊事業法ではどの様に迂回したのかの説明を求める。

E

　ご意見として伺います。
　平成29年6月、住宅宿泊事業法が公布され、公布日か
ら1年以内に施行される予定です。
　法第18条では、生活環境の悪化を防止するため必要が
あるときは、条例で必要な限度において区域を定めて、住
宅宿泊事業を実施する期間を制限することができると規定
しています。
　ただし、国は法の趣旨から禁止は想定していないと説明
しています。
　区では、法令を踏まえて条例制定に向け取り組んでお
り、新宿区ルールとして、住居専用地域では、月曜日から
木曜日は住宅宿泊事業を行うことはできない旨、条例案に
盛り込むことを検討しています。いずれにしましても、適
切に対応していきます。

148 Ⅱ
3
③

　オリンピックに向けて、羽田空港の機能強化、より多く
の航空機が離発着できる様に、南風時の午後3時間、都心
上空を低空で着陸進入する計画が進められているので、航
空機の騒音予測を新宿区にお願いしたが、それは東京都の
仕事と言われた。東京都も住民に説明するのは国の仕事と
言い、国／航空局はどの程度の航空機騒音が何回聞こえる
かの騒音予測は一部の国だけは採用しているので、既に示
している、住宅の防音対策が必要な地域かを判断するのに
必要な騒音予測以外はしないと言っている。この状況で
は、東京都も国も騒音予測をしないので、
・航空機騒音予測
を追加することを求める。

E

　ご意見として伺います。
　羽田空港の機能強化にかかる騒音対策については、引き
続き、国に対し、区から強く要望していきます。

149 Ⅱ
3
③

　「Ⅱ－3 ③良好な生活環境づくりの推進」(P.59)に以
下の項目を加えることを提案する。

・空家等対策→「・空家対策として、利活用推進の視点か
ら空家バンク等の対策を強めます。」

E

　ご意見として伺います。
　平成29年度に策定する空家等対策計画では、管理不全
な空家やごみ屋敷等の解消及び、空家等の適正管理の促
進・発生の抑制を方針として対策を推進します。
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150 Ⅱ
3
③

　「Ⅱ－3 ③良好な生活環境づくりの推進」(P.59)に以
下の項目を加えることを提案する。

・路上喫煙対策→「外国人などの来街者へ禁煙・喫煙の可
否について丁寧な周知を行います。」
・公害の監視・規制・指導→カラス・ハクビシン対策にね
ずみも加える。 B

　ご意見は、素案の内容に含まれています。
　外国人の方についての路上喫煙禁止の周知は、ホーム
ページ、外国語版生活情報誌、ポスターなどで行っていま
す。この中で、ポスターについては4か国語（英語、中国
語、韓国語、日本語）それぞれで表記しており、これらを
活用して更なる周知に努めていきます。
　鳥獣保護法の対象となる鳥獣のうち「有害鳥獣」からの
環境被害を防除するため、カラス・ハクビシン対策を、公
害の監視・規制・指導の中で行っています。同法の対象外
であるねずみは、保健衛生の観点から経常事業「ねずみ駆
除相談・ハチ衛生害虫相談」で対応しています。

151 Ⅱ
3
③

　「Ⅱ－3 ③良好な生活環境づくりの推進」(P.59)に以
下の項目を加えることを提案する。

・民泊問題への対応→「民泊に対し近隣住環境を保全する
対策を強化します。」 E

　ご意見として伺います。
　平成29年6月、住宅宿泊事業法が公布され、公布日か
ら1年以内に施行される予定です。
　区では、法の施行に合わせて、新宿区民泊問題対応検討
会議で取りまとめた「新宿区ルール」についてパブリッ
ク・コメントを行い、事業者が適正な運営を行うよう条例
の制定に向けた取組を進めています。今後も、区民の生活
環境の悪化を防止するため、適切に対応していきます。

152 Ⅱ
3
③

　基本計画素案P60の「住宅民泊事業法」は民泊新法、
住宅民泊事業法のいずれが正式か。民泊新法との括弧書き
を付記する事を要望する。

E

　ご意見として伺います。
　「住宅宿泊事業法」が正式名称です。

153 Ⅱ
3
③

　基本計画素案P60に「空家等対策の推進に関する特別
措置法や空き家等の適正管理に関する条例に基づき問題解
消」と記されている。根拠法が記載されているのは、ここ
だけである。であれば、他の施策の方向性の根拠法を本文
中に、全て記載すべきと思う。ここだけ、特記されいる理
由は。

E

　ご意見として伺います。
　平成29年度に空家等対策計画を策定します。これは
「空家等対策の推進に関する特別措置法」（平成27年2
月施行）に基づき策定しますが、区が従前より取り組んで
きた「新宿区空き家等の適正管理に関する条例」（平成
25年10月施行）における取組も包含したものとなること
から、関連法令等を示しています。策定した計画に基づ
き、区における空家等の対策を総合的かつ計画的に推進し
ていきます。

154 Ⅲ 1

　基本政策 Ⅲ 賑わい都市・新宿の創造(P.63)について
「Ⅲ－1」と「Ⅲ－2」は限定された地域のことなので、
基本計画からは削除し、入れるのであれば都市マスタープ
ラン地域別まちづくり方針に書き込む方が妥当である。

E

　ご意見として伺います。
　個別施策Ⅲ－1は、新宿駅だけでなく、区内の主要駅周
辺における歩行者の回遊性、利便性向上を軸としたまちづ
くりを進めることを示しています。
　個別施策Ⅲ－2は、歌舞伎町を誰もが安心して楽しめる
まちに再生する取組「歌舞伎町ルネッサンス」を推進する
ため、3つのプロジェクト（クリーン作戦、地域活性化、
まちづくり）を区、地元・事業者、歌舞伎町タウン・マ
ネージメント（ＴＭＯ）、関係行政機関等が官民一体と
なって、総合的な施策を展開しています。
　これらの取組は、新宿区全体のまちづくりに波及するも
のであり、継続的に実施することが重要であることから、
施策の方向性を示した基本計画に掲載しています。
　「都市マスタープラン」の「地域別まちづくり方針」で
は、歩きたくなるまちづくりや歌舞伎町ルネッサンスの推
進など、ご指摘の内容は既に盛り込まれています。
　

155 Ⅲ 1

　「Ⅲ－1 回遊性と利便性の向上による魅力的で歩いて
楽しいまちづくり」(P.63～)については、駅名を出すな
ら新宿駅周辺の整備以外についても明記すべきである。駅
を中心とするなら各駅ごとに魅力あるまちをめざすべきで
ある。また、オールジャパンの新宿駅の「周辺建物等とも
連携した駅前広場や自由通路、駐車場等の公共空間を整
備」は、鉄道事業者、国、東京都、他関係者があくまでも
主体で行い、区民の税金を使うべきではないと考える。

E

　ご意見として伺います。
　新宿駅の「周辺建物等とも連携した駅前広場等の公共空
間の整備」は、新宿区全体のまちの魅力やポテンシャルを
さらに向上させる取組です。これらの整備は、まちづくり
事業として、国や東京都をはじめ、関係事業者などと連携
しながら、それぞれの役割に応じた適切な負担のもと、整
備を進める必要があるものと考えています。

156 Ⅲ 1

　基本計画素案Ｐ63では、　「複数の鉄道路線が乗り入
れるターミナル駅等では、」と記載されている。表題が新
宿駅周辺となっているが、「複数の鉄道路線が乗り入れる
ターミナル駅等」とは、どこの駅を指すのか。西武新宿駅
のことか。京王、小田急の駅出入り口やＪＲとの乗り換え
口のことか。駅前のことか。駅構内のことを指すのか。

F

　ご質問に回答します。
　「複数の鉄道路線が乗り入れるターミナル駅等」は、7
路線（JR線、小田急線、京王線、東京メトロ丸の内線、
都営新宿線、都営大江戸線、西武新宿線）が乗り入れる新
宿駅を中心に、駅構内、駅出入口、各路線の乗換え通路や
駅前空間などを指しています。

157 Ⅲ 1

　基本計画素案Ｐ63では、　「車中心のまちから人中心
のまちへの転換が求められています。」と記載されてい
る。「ターミナル駅」での出だしの文章から、「車中心
の・・・」の結びとして鉄道へのモーダルシフトのことを
言いたいのでしょうが、文章の再考を願う。

E

　ご意見として伺います。
　歩行者の回遊性や利便性の向上を軸とした都市基盤整備
を進め、車中心のまちから人中心のまちへと転換を図るこ
ととしています。

158 Ⅲ 1

　基本計画素案Ｐ63の施策の方向性に下記事項を加えて
欲しい。
　・バスタとの関連整備 D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　駅周辺地区の整備推進では、「交通ターミナル整備を促
進します」としていますが、これは新宿駅全体を示してお
り、その中にバスタ新宿も含まれています。
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159 Ⅲ 1

　基本計画素案Ｐ63の施策の方向性に下記事項を加えて
欲しい。
　・観光バス対策

E

　ご意見として伺います。
　外国人観光客等によるにぎわいの創出を図るために平成
29年3月にオープンした歌舞伎町観光バス駐車場につい
ては、周辺道路における観光バスの路上駐車による渋滞が
生じていたことなどから、安全性の面から緊急的に対応す
べきものとして整備したものです。今後は、国、都に対し
て観光バス駐車場の確保を要請していきます。

160 Ⅲ 2

　（素案）P66　5関連する個別計画のところにある「新
宿区自転車等の利用と駐車対策に関する総合計画」を「新
宿区自転車等の利用と駐輪対策に関する総合計画」にして
欲しい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「新宿区自転車等の利用と駐輪対策に関する総合計画」
にします。

161 Ⅲ 2

　Ⅲ-2　誰もが安心して楽しめるエンターテイメントシ
ティの実現を基本計画（素案）から削除することを求め
る。Ⅲ-2から「歌舞伎町」を削除することを求める。
　この計画は基本計画ではなく、まちづくり戦略プラン編
に書かれるものである。
　また、歌舞伎町が国際観光都市の魅力を代表する様で
は、新宿区の観光の質が問われる。

E

　ご意見として伺います。
　区は歌舞伎町を誰もが安心して楽しめるまちに再生する
取組「歌舞伎町ルネッサンス」を推進するため、３つのプ
ロジェクト（クリーン作戦、地域活性化、まちづくり）を
区、地元・事業者、歌舞伎町タウン・マネージメント（Ｔ
ＭＯ）、関係行政機関等が官民一体となって、総合的な施
策を展開しています。
　これらは、全国の繁華街対策の先駆的な取組であり、継
続的に実施することが重要であることから、施策の方向性
を示した基本計画に位置付けています。
　「都市マスタープラン」の「地域別まちづくり方針」で
は、歩きたくなるまちづくりや歌舞伎町ルネッサンスの推
進など、ご指摘の内容は既に盛り込まれています。

162 Ⅲ 2

　「Ⅲ－2 誰もが安心して楽しめるエンターテイメント
シティの実現」(P.65～)については、書かれている内容
が歌舞伎町のことだけになっていますが、本来は歌舞伎町
に限らずもっと広範囲でエンターテイメントシティのまち
づくりについて考える必要があると思う。歌舞伎町のまち
づくりに限定するのであれば、その事がわかる表題に変更
すべきである。

E

　ご意見として伺います。
　歌舞伎町は世界有数の繁華街であり、誰もが安心して楽
しめるエンターテイメントシティとして発展し続けること
が求められます。このため、現在の表記が適切と考えてい
ます。

163 Ⅲ 2
　基本計画素案P64の交通モードに注記を願う。

G
　ご意見を踏まえて修正します。
　「交通モード」を「交通手段」に修正します。

164 Ⅲ 2

　基本計画素案P65のタウンマネジメント、エリアマネ
ジメント、まちなかプロジェクトに注記を願う。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　用語集に以下の用語を追加・修正します。

・歌舞伎町ルネッサンス推進協議会
　歌舞伎町を誰もが安心して楽しめるまちへと再生する取
組として、①「クリーン作戦プロジェクト」（犯罪インフ
ラの除去と環境浄化・美化）、②「地域活性化プロジェク
ト」（新たな文化の創造と発信）、③「まちづくりプロ
ジェクト」（健全で魅力あふれるまちづくり）の３つのプ
ロジェクトを中心に活動する、地元商店街振興組合、町
会、有識者、国、都、区などからなる協議会
・歌舞伎町タウン・マネージメント
　歌舞伎町ルネッサンスの取組を関係者が連携して推進し
ていくため、地元、事業者、関係行政機関等を構成員とし
て設立した団体
・エリアマネジメント
　地域の良好な環境の維持や賑わいの創出などを図るため
の、住民、団体等による主体的な地域経営の取組。

165 Ⅲ 2

　基本計画素案P65の「まちづくり誘導方針」との記載
は、「歌舞伎町まちづくり誘導方針」の事であれば、その
様に丁寧に記載して欲しい。 G

　ご意見を踏まえて修正します。
　基本計画素案P65及びＰ66記載の「まちづくり誘導方
針」を、「歌舞伎町まちづくり誘導方針」に変更し、表現
の統一を図ります。

166 Ⅲ 2

　基本計画素案P66では、「路上の清掃については、地
元やボランティアなどによる清掃活動を実施していま
す。」と記載されている。「実施します。」では。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。

167 Ⅲ 3

　「Ⅲ－3 地域特性を活かした都市空間づくり」(P.67
～) の施策の方向性に新たな項目として「住民主導・住民
参画によるまちづくりの推進」を加え、「・まちなみや地
形、みどりと水辺などの自然環境と調和したまちを実現し
ます。」とするよう提案する。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　今後も、地元の皆様と意見交換をしながら、まちづくり
に取り組んでいきます。
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168 Ⅲ 4

　「Ⅲ－4 誰もが自由に歩ける、利用しやすく、わかり
やすいまちづくり」(P.69～) は、表題のことばとして据
わりが悪いように思う。素案の内容を見ると「ユニバーサ
ルデザインまちづくりの推進」の項目のみなので、Ⅲ－4
の表題も項目名と同じ方がむしろ分かりやすいと考える。
更に、観光案内標識に関しては「・観光案内標識や避難標
識板などの看板を集約して、最新の表記で分かりやすく整
備し、利便性と回遊性の向上を図ります。」と修正すべき
である。 E

　ご意見として伺います。
　個別施策「Ⅲ－４ 誰もが自由に歩ける、利用しやす
く、わかりやすいまちづくり」については、実行計画で
は、人にやさしい道路整備や、観光案内標識の整備促進な
ども再掲で位置づけています。個別施策名のとおり、誰も
が自由に歩ける利用しやすくわかりやすいまちづくりに取
り組みます。
　観光案内標識や避難所標識板などの屋外標識板の一元化
については、、景観の観点から有効である一方で、様々な
情報を一つの標識板に掲載することにより、真に必要な情
報が薄れ、分かりにくくなることが想定されるため。集約
は難しいと考えます。今後も観光案内標識については、東
京都の観光案内サイン標準化指針や国際規格等をもとに統
一した表記とし、見やすく分かりやすい標識の整備を実施
するとともに、避難所標識板については現行どおり維持管
理していきたいと考えています。

169 Ⅲ 5

　Ⅲ-5　道路環境の整備　関連
　新宿区は街路灯のLED化も進めているが、眩しく、貧
相で、ゴーストタウンの感じを受ける。ある照明設計を専
門とする人の10年前の記事に、
　夜、パリのシャンゼリゼ通りを歩いて感じるのは、通り
を行き来する人々の顔色が良く見えることです。街路灯に
はメタルハライドランプが使用されているそうです。
　パリの地下鉄も社内の照明がやや温かみのある光色で顔
色が良く見える蛍光灯が使われています。聞くところによ
るとパリはこのような公共的な場所における照明につい
て、安全の明かりとは別に、特に女性が綺麗に見えるあか
りを考えている様です。このような照明の考え方は、どち
らかと言えば市民からの要望の様です。
　私は照明の専門家の意見を聞き、LED化を進めること
を要望する。

E

　ご意見として伺います。
　街路灯のLED化は、必要な明るさの確保など設置基準
にあわせて整備を進めています。また、眩しさについて
は、灯具の向きの調整やカバーを設置する等の調整をして
います。ご指摘の温かみのある光色の街路灯については、
メーカー等の技術開発を踏まえながら検討していきます。

170 Ⅲ 5

「Ⅲ－５ 道路環境の整備」(P.71～) については、施策の
方向性に以下の項目を加えることを提案する。

・都市計画道路等の整備→「・道路の拡幅整備等は周辺住
民の合意を得て行います。」

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　なお、区が実施している都市計画道路等の整備は、周辺
住民の意見を聞きながら整備を進めています。

171 Ⅲ 5

　「Ⅲ－5 道路環境の整備」(P.71～) については、施策
の方向性に以下の項目を加えることを提案する。

・人にやさしい道路の整備→「・歩車分離式信号を増や
し、交通事故を減らします。」「・道路に手すりやベンチ
を設置していきます。」

E

　ご意見として伺います。
　なお、人にやさしい道路の整備では、高齢者にやさしい
道づくりに取り組むなど、安全で快適な歩行空間の確保す
るとともに、生活する人が安心して暮らしやすい道路空間
の整備を進めます。

172 Ⅲ 5

　「Ⅲ－5 道路環境の整備」(P.71～) については、施策
の方向性に以下の項目を加えることを提案する。

・道路の環境対策→「・りっぱな街路樹を維持・拡充し、
落ち葉対策も強化します。」

E

  ご意見として伺います。
　なお、街路樹の維持管理の際に落葉対策にも取り組んで
います。今後も引続き落葉対策を実施していきます。

173 Ⅲ 5

　「賑わい都市・新宿の創造」を実現するには、乳母車・
車いす・歩行器などの交通弱者も安心して歩ける歩道を整
備してこそ、そこに賑わいが創造されるのである。
　「歩く人にやさしい歩行空間の充実を目指す」という理
念に基づいて、高田馬場駅周辺の早稲田通り、新大久保駅
周辺の大久保通り、伊勢丹周辺の明治通りの歩道を拡げ
る、「歩行者にやさしいまち」の実現を目指してほしいと
思う。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　区では、誰もが使いやすいバリアフリーの道路整備やユ
ニバーサルデザインのまちづくりを「基本政策Ⅲ賑わい都
市・新宿の創造」に位置付けて、事業を推進しています。
　ご指摘の早稲田通り、大久保通り、明治通りは都道のた
め歩道の拡幅等は東京都の管轄となりますが、ご要望につ
いては東京都に伝え、歩く人にやさしい歩行空間が充実で
きるよう働きかけていきます。

174 Ⅲ 5

　基本計画素案P72では、「国や都と連携し、沿道のま
ちづくりと一体となった道路の整備」とあるが、区内の国
道で沿道と一体となって整備を行う道路があるか。区内の
国道20号は、都市計画整備済み道路と思うが。

F

　ご質問に回答します。
　生活道路への通過交通の流入などについて、流入抑制等
の道路整備が考えられます。

175 Ⅲ 6

　（素案）P74　5関連する個別計画のところにある「新
宿区自転車等の利用と駐車対策に関する総合計画」を「新
宿区自転車等の利用と駐輪対策に関する総合計画」にして
欲しい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「新宿区自転車等の利用と駐輪対策に関する総合計画」
にします。

176 Ⅲ 6

　（素案）P74　3施策の方向性のみんなで進める交通安
全のところに交通安全教育を推進します。とあるが、携帯
電話（スマートフォン）等の使用を要因とする交通事故に
ついても取り組んで欲しい。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　交通安全教育のなかで取り組んでいきます。
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177 Ⅲ 6

　自転車のシェアリング事業と駐輪場
　自転車シェアリング　Ⅲ-6　交通環境の整備／自転車
等の適正利用と利便性の向上
　私は自転車のシェアリングには懐疑的／反対である。そ
の理由の1つが、自転車のシェアリング事業を進められ、
駐輪場の一部がシェアリング自転車の専用駐輪場／サイク
ルポートになり、使えなくなったことにある。
・区役所本庁舎西側入口はシェアリング自転車の専用駐輪
場になっている。
・コンビニ等の駐輪場でもサイクルポートが設置され、そ
の他の駐輪スペースが狭くなっている。
　もう1つの理由が費用対効果が悪い。
　新宿区は、今年の予算に約1億円、来年から3年間で約
1億円、合わせて2億円のお金を使い、1200台のシェア
リング自転車とその駐輪場／サイクルポート100箇所を
新宿区は整備する。シェアリング自転車1台当たり約17
万円のコストになる。利用料金が高いので、シェアリング
は住民の多くは利用しないと思われる。よって、シェアリ
ング事業から速やかに撤退することを求める。

F

　ご質問に回答します。
　自転車シェアリングは、都市交通整備の方針において、
区民の新たな移動手段の確保や観光の活性化、まちの回遊
性の向上を図るため、推進することとしています。加え
て、環境に配慮したまちづくりの方針において、環境負荷
低減を目的に推進することとしています。
　費用につきましては、導入当初は多くの負担が発生しま
すが、サイクルポートやシェアサイクルが増えることで区
民の方々の利便性は向上し、まちの活性化にもつながりま
す。利便性の向上、観光やまちの活性化、環境への配慮等
につきましては、費用に換算することは困難ですが、投じ
た経費以上の効果が今後得られると期待しています。

178 Ⅲ 6

　今年の予算では自転車対策に約6億8千万円。（駐輪場
等の維持管理に約2億７1千万円、放置自転車等の撤去に
約1億8千万円、自転車シェアリング事業9982万9千
円）
　私は区内の移動はほぼ自転車を使う。新宿駅西口周辺で
も大体2時間無料／6時間利用で100円のコイン式の一時
利用の駐輪場を使う事ができる様になった。まだ、新宿駅
直近では一時利用の駐輪場が少ないので、もっと増やして
欲しいと思うが、概ね満足している。
　今年からは、計画事業の自転車走行空間の整備6751万
円が始まり、来年からは、2つの計画事業で約11億円
・自転車走行空間の整備4億9050万円
・自転車等の適正利用の推進5億9375万円4千円
を3年間に使う実行計画（素案）が示されている。その結
果、さらに自転車が使いやすくなるものを期待している。
　現在、新宿駅周辺では歩道を占有して駐輪場としている
が、目白駅と初台駅にある様な地下駐輪場を整備して欲し
い。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　一時利用可能な駐輪施設設置については、新宿駅直近に
限らず、多くのご要望が区に寄せられています。そのた
め、区では、一時利用可能な駐輪施設の整備を民間事業者
を活用し、効率的に進めています。こうした取組により、
自転車利用環境が一層向上するものと考えています。
　また、地下駐輪場については、多額の経費を必要とする
ことから、新宿駅周辺の開発動向を見ながら、その中で設
置を検討していきたいと考えています。

179 Ⅲ 6

　「Ⅲ－6 交通環境の整備」(P.73～) については、以下
の事を提案する。
　新たに「交通弱者への支援」の項を加え、「・交通弱者
の移動を支援するコミュニティバスを走らせます。」「・
駅などの施設にエレベーター及びエスカレーターを設置し
バリアフリー化を早急に進めます。」として欲しい。 E

　ご意見として伺います。
　区内では概ね10分程度歩けば最寄駅の駅やバス停に到
着できることから、著しく交通の利便性が低い地域はない
と考えています。このことから、新たにコミュニティバス
を走らせることは考えていませんが、今後、バスの需要が
増大した場合は、バス事業者へ運行ルートの検討などを働
きかけていきたいと考えています。
　なお、鉄道駅におけるエレベーター設置等のバリアフ
リー化については、鉄道事業者と協議しながら整備を促進
していきます。

180 Ⅲ 6

　「Ⅲ－6 交通環境の整備」(P.73～) については、以下
の事を提案する。

　自転車等の適正利用と利便性の向上→「・歩道空間を安
全にするため、可能な限り車道に安全な自転車専用レーン
を確保します。」「・駅周辺には定期利用と一時利用の両
方の駐輪場を整備し、商店街や公園などにも一時利用の駐
輪場を各地に設置し、放置自転車を発生させないようにし
ます。」を加えて欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　自転車専用レーンについては、交通管理者などの関係機
関と協議しながら進めます。
　一時利用できる駐輪施設設置の要望は高まっており、区
では、一時利用可能な駐輪施設の整備を進めています。区
内の駅周辺では、高度な土地利用が進められており、駐輪
場の適地がなく、やむなく道路上に設置している駐輪施設
が数多くあります。このような中で、駐輪場の定期利用に
ついては、利用状況を踏まえながら検討していきます。
　また、自転車でお店や事業所に訪れる顧客等の駐輪場所
は、事業者自ら確保することを原則としています。

181 Ⅲ 6

　「Ⅲ－6 交通環境の整備」(P.73～) については、以下
の事を提案する。
　公共交通機関の充実→「・開かずの踏切を解消しま
す。」を加えて欲しい。

B

　ご意見は、素案の内容に含まれています。
　公共交通事業者等による都市計画事業として記載してい
ます。

182 Ⅲ 6

　基本計画素案P73～74の自転車等の適正利用と利便性
について、以下願う。
・路面表示は、自転車ナビマークの路面表示の事か、路肩
を自転車通行帯とする緑色路面表示か明らかにして欲し
い。路肩の自転車通行帯緑色路面表示は、景観上反対であ
る。
・現状と課題に記載されている様に、自転車ネットワーク
化を図るとの記載だけでなく、その計画の策定を行い、
「見える化」を願う。

E

　ご意見として伺います。
　ここで記載している路面表示は、自転車ナビマークのこ
とです。
　今後、自転車ネットワークについて、計画の策定も含め
検討していきます。
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183 Ⅲ 6
　基本計画素案P73～74の駐車場整備事業の推進におい
て、駐車場整備計画の策定を願う。 E

　ご意見として伺います。
　区では駐車場整備計画を策定しています。

184 Ⅲ 7

　「Ⅲ－7 豊かなみどりの創造と魅力ある公園等の整
備」(P.75～) では、公園だけではなく、まち全体でみど
りを増やし緑被率を高めていく取組が重要と考え、施策の
方向性に以下の項目を加えることを提案する。
・新宿らしいみどりづくり→「・樹木や樹林などの貴重な
緑を保全するとともに、地域緑化を推進し緑被率を高めま
す。」「・区立公園を増やし、都市で貴重な緑を確保しま
す。」「・保護樹木を増やし、支援を強化します。」

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　緑被率の向上等に向けた施策については、「みどりの基
本計画」で定めており、頂いたご意見の方向性に沿った取
組を今後も実施していきます。

185 Ⅲ 7

　基本計画素案Ｐ75では、豊かなみどりの創造と魅力あ
る公園等の整備が個別政策の目標となっているが、内容が
公園の整備に偏っているので、みどりの創造の施策につい
て、都市マスでの記載程度記載して欲しい。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　基本計画（素案）は、施策の方向性を示すものであり、
都市計画に関する方針は、都市マスタープランにおいて示
しています。なお、具体の手法については、個別計画であ
る「みどりの基本計画」などにより示していきます。

186 Ⅲ 7

　基本計画素案Ｐ75のみどりの施策について、都市マス
の方で記載されているが、基本計画での当個別政策と都市
マスのみどりの施策は重なり合う、どの様なすみ分けで、
行政運営と執行がされるか分からない。
行政運営の方針と都市計画の上でのみどり創造の施策は、
違うのか。
　この点は、基本計画で記載する道路、防災の施策と都市
マスで記載するそれと違うのか。

F

　ご質問に回答します。
　基本計画（素案）では、施策の方向性を、都市マスター
プランでは、都市計画に関する方針を示していますが、方
向性に違いはありません。
　なお、具体の手法については、個別計画である「みどり
の基本計画」などにより示します。

187 Ⅲ 8

　P.77　Ⅲ-8地球温暖化対策の推進　2.現状と課題　地
球温暖化対策の推進　上から3つ目の「・」に下記文章を
挿入して欲しい。
　さらに、区民の削減努力としては既存の住まい（ストッ
ク）に対する断熱性向上が有効となる。断熱サッシ等窓部
での一定の普及が見られるものの、建物（の外皮）の多く
を占める外壁や屋根に対する高断熱化による省エネ対策は
「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成
二十七年七月八日法律第五十三号）」の施行を契機に今後
取り組むべき課題となっている。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　住宅の断熱性の向上は、家庭の省エネルギー化を図る上
で、効果的な手段だと考えています。基本計画では省エネ
ルギーの推進について記載しており、具体となる断熱化に
ついては個別計画である環境基本計画で記載しています。

188 Ⅲ 8

　P.77　Ⅲ-8地球温暖化対策の推進　3.施策の方向性
地球温暖化対策の推進　上から2つ目の「・」を下記文章
に差替えて欲しい。
　区は、区民に向けて、環境学習などを通じ、環境に配慮
したライフスタイルへの変換を促すこととし、省エネル
ギー機器等の導入に対する支援を継続して実施するととも
に、新たにエネルギー使用の削減に有効な建物の外断熱改
修等への支援にも積極的に取り組みます。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　住宅の断熱性の向上は、家庭の省エネルギー化を図る上
で、効果的な手段だと考えています。基本計画では省エネ
ルギーの推進について記載しており、具体となる断熱化に
ついては個別計画である環境基本計画で記載しています。

189 Ⅲ 8

　環境教育：環境危機をあおってはいけない。
　15万年前から現在までの地球の気温をみると5℃位の
変化があり、現在は高温期に近いので、私は地球の寒冷化
を心配している。
　新宿では、夏の冷房では温度を数度下げるだけだが、冬
の暖房は十数度温度を上げる必要があるので、地球温暖化
は省エネ効果がある。ロシア等の北国では一層、地球温暖
化は省エネ効果がある。
　不要不急の観光旅行はエネルギーの浪費である。老人の
様になるべく動かないで、消費者しない生活をすることを
環境教育の基本とすべきである。
　地球温暖化予測の気象モデル、100年後の予測が怪し
げなものであること、科学というもの自体が怪しげなもの
であることを理解した上で、省エネ対策を進めることが肝
要である。

E

　ご意見として伺います。
　国際社会全体で地球温暖化対策に取り組んでおり、区と
しても温室効果ガスの排出削減に取り組んでいきます。

190 Ⅲ 8

　「Ⅲ－8 地球温暖化対策の推進」(P.77～) に関して、
環境保護の課題の中でも地球温暖化対策に特化した項目に
なっているが、私たちは東京電力福島第一原発事故で経験
したように、ひとたび原発事故が起きれば広範囲に甚大な
被害を引き起こし、放射能汚染の影響は将来にわたって大
きな環境破壊を引き起こすことがわかっている。ともする
と、原発は地球温暖化に寄与するかのような議論がありま
すが、原発を廃止し地球温暖化も防いでいくための対策が
必要と考える。よって、「・原発に頼らない社会をつくる
ため、再生可能エネルギー活用の普及を推進し、温室効果
ガスの排出削減を強化していきます。」という項目を加え
ることを提案する。

E

　ご意見として伺います。
　原発については、最大限の安全確保を前提にエネルギー
需給体制について充分な国民的議論が必要と考えていま
す。区では、できる限りの省エネルギーの推進と再生可能
エネルギーの活用を図っていきます。

34  



№
基本
政策

個別
施策 意見要旨 区の考え方

191 Ⅲ 9

　「Ⅲ－9 資源循環型社会の構築」(P.79～)について、
ごみ問題は減量・資源化以前にマナーの問題などが地域の
課題となっている現状があり、ルールの周知徹底に一層の
工夫と努力が求められていると思う。よって、「・ごみ減
量、資源化促進のための啓発を多言語で推進します。」
「・流動人口の多い新宿区としてゴミの出し方、資源化の
方法などを日々周知徹底に取り組みます。」「・食品ロス
をなくす取組を行います。」という項目を加えることを提
案する。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　区もルールの周知徹底は重要であると考えており、日常
の清掃事業の中でも不適切な排出などの対策の一環として
周辺住民へのチラシ等の配布などを通じて周知啓発に努め
ています。
　多様な普及啓発や、食品ロス削減などの具体策について
は、個別計画である一般廃棄物処理基本計画に盛り込み、
今後も取り組んでいきます。

192 Ⅲ 9

　基本計画素案Ｐ79の現状と課題の記載内容は、H29.8
に一般廃棄物処理基本計画が公表されているとは言え、
もっと真摯に記載して。H29.8に一般廃棄物処理基本計
画素案では、総合計画が上位計画と記載されていましたの
で、誠意ある記述を求める。

A

　ご意見を踏まえて計画素案を修正します。
　現状と課題の表記については、丁寧な記述とします。

193 Ⅲ 9

　基本計画素案Ｐ79について、8割が共同住宅に暮らす
事を考えると、資源集団回収の集団数の増加施策が考えら
れると思う。 B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　すでに新たに建設される建物については、建築計画の段
階で区の窓口に事業者が相談等に訪れた際に、集団回収の
制度を周知するよう努めています。今後も関係部署と連携
しながら団体数の増加を図っていきます。

194 Ⅲ 9

　基本計画素案P79について、びん、缶、ペットボトル
等の回収拠点から集積所へのごみの出し方がH27.4.1か
ら変更となっている。資源ゴミの出し方の利便性を求める
一方、これにより、資源回収量の減少（広報「すてない
で」NO65）やレジ袋の散乱の負の影響が出ている。
　効率的な資源回収方法の検討を願う。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　資源の出し方を変更したことで区全体では不燃ごみの収
集量が20％減少しました。これは不燃ごみに含まれてい
たびん・缶等を容易に資源として排出できるようになった
たため回収できたことによるものと考えています。
　資源の回収量は減少していますが、これはごみの総量が
減少するなかで、容器等の排出量も減少傾向にあるためで
あり、回収方法の変更とは直接は関係しないととらえてい
ます。
　今回の変更で一定の効果が認められたことから、当面、
収集方法を変更することは考えていませんが、今後も効果
的・効率的な回収方法について一層の検討を加えていきま
す。

195 Ⅲ 9

　基本計画素案P79の施策の方向性の文章が、抽象的す
ぎるので、レジ袋の有料化やマイバックの件について、直
接的な分かりやすい表現で施策の記述を願う。 B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　ごみ発生抑制によるスリムな社会の実現を目指す取組と
して、マイバッグなどの具体策については、個別計画であ
る一般廃棄物処理基本計画において推進していきます。

196 Ⅲ 10

　「Ⅲ－10 活力ある産業が芽吹くまちの実現」(P.81～)
では、産業を支えている多くの中小零細業者に対する支援
を強化してこその産業振興であり、創業など新たな事業者
への支援と同時にこれまで頑張ってきた既存の事業者が事
業継続できるための支援が必要である。よって、新たに
「中小企業支援」の項を追加し、「・中小企業で働く人々
や後継者の育成を支援します。」「・業態変更を支援しま
す。」とすることを提案する。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　新宿区は、全体の8割以上が中小・零細企業であり、支
援の対象はご意見のとおり中小零細事業者が中心です。ま
た、施策の方向性として、事業継続や事業承継の支援、業
態変更など事業革新への支援、人材確保支援など、ご意見
の趣旨と同様の取組を進めていく考えです。事業革新や新
たな価値創造に向けた経営基盤の強化や人材育成の取組を
支援するとともに、連携・交流の場を提供し、企業相互の
ネットワーク形成を図ることで、新たな事業展開につなげ
る中で、区内企業の後継者育成や業態変更を支援していき
ます。

197 Ⅲ 10

　地域内での産業の多様化は街の破壊に通じる。制約が必
要である。大学もこれ以上増やす必要はない。

E

　ご意見として伺います。
　産業の多様性は、新宿区の強みのひとつであると捉えて
おり、今後も創業支援や事業革新支援などを通して新宿区
の産業の活性化に取り組んでいきます。また、まちづくり
において大学との連携は重要であると考えています。

198 Ⅲ 11

　Ⅲ-11　魅力ある商店街の活性化に向けた支援　は止め
るべきである。
　区内にある100以上あると言われる商店街の内、70～
80箇所を見て廻り、その多くに個性的で古風で洒落た、
日本の街並みに合わない街灯が設置されていたが、商店街
としては機能していないことを感じた。毎日の食料品の買
い物は大手スーパー、生協、コンビニがほとんどで、個人
商店は数が少なく、商品の種類、管理の面からは私は敬遠
している状態が続いている。
　高齢者が買い物不便、難民になる地域があり、公衆浴場
がない地域が存在するので、その対策は町会単位（？）で
考えることで、市場規模、売上が小さいので商店街全体を
活性化するのは無理である。
　線的は商店街ではなく、面的な地域を住みやすくする町
会サイズ（住民　3000人程度？）のエリア戦略、地域包
括ケアを考える必要がある。
　商店街支援と言うが、商店街オーナーの賃料維持施策で
はなのか。

E

　ご意見として伺います。
　商店街は地域における消費活動を支える場であり、地域
コミュニティ及び安全安心の担い手の1つとして捉えてい
ます。このため、引き続き、魅力と活力ある商店街となる
よう支援を進めていきます。
　なお、高齢者が要支援・要介護状態等に陥ることにより
買い物が不便になる等の状況が生まれることはあると考え
ています。買い物以外の需要も含め、高齢者にどのような
生活支援が必要なのかについては、区民や関係機関で構成
する「新宿区生活支援体制整備協議会」において、検討を
進めています。
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199 Ⅲ 11

　商店街灯の助成は止めるべきである。
　少し前のデータだが、商店街路灯の実績報告書
（2014/11/17～2016/3/2/）によれば、各商店街は
好きなデザインの街路灯を立てている。最も高価な街路灯
は1基当たり285万円かかり、その助成金は216万円
（75.6％）である。
　街路灯には有線放送のスピーカが内蔵しているものがあ
り、都条例の規制に違反した間隔でスピーカが設置され、
運用がされ、騒音公害である。また、フラッグ広告は商店
街の広告としては不適切なもの、不快なもの（個人的な印
象？）もある。

E

　ご意見として伺います。
　商店街路灯は、商店街のにぎわい創出に資するととも
に、安全安心の側面から街を照らす大切な機能も担ってい
ます。このため、引き続き、商店街路灯の建替えやLED
ランプ交換に対する支援を進めていきます。

200 Ⅲ 11

　「Ⅲ－11 魅力ある商店街の活性化に向けた支援」
(P.83～)では、商店会への支援と同時に個店への支援が
不可欠だが、その事を更に具体的に示すため、「・個店が
輝くよう、リニューアル助成やアドバイザー派遣の強化で
支援を行います。」「・人々が安心して集えるよう駐輪場
の設置や住宅街と商店を結ぶコミュニティバスを走らせま
す。」「・区内商店を紹介する『新宿ルーペ』を充実する
ため支援を強化します。」「・商店会への加入促進を更に
強力に支援します。」という項目を加えることを提案す
る。

E

　ご意見として伺います。
　商店街の事業については、各商店街独自に企画する事業
に対し、補助を行っています。今後も、各商店街のニーズ
を踏まえながら、商店街の活性化に向けて支援していきま
す。
　商店街等への駐輪場の設置については、商店会や店舗
に、敷地内への自転車の駐輪をお願いしており、商業施設
等には、駐輪場の設置をお願いしています。
　また、区内では概ね10分程度歩けば最寄駅の駅やバス
停に到着できるため、新たにコミュニティバスを運行する
ことは考えていませんが、今後バスの需要が増大した場合
は、バス事業者へ運行ルートの検討などを働きかけていき
たいと考えています。

201 Ⅲ 11

　人口減少社会においては、メリハリのある市街地の形成
が必要である。落合地区であれば、大江戸線の開通によ
り、交通の結節点ができ、その周辺に業務・商業施設や各
種交流施設ができた。結節点と周辺地間に役割分担による
新たなまちづくりが可能になった。時間をかけて街の更
新・再生を進めましょう。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　今後も、地元の皆様と意見交換をしながら、まちづくり
に取り組むとともに、魅力ある商店街づくりに取り組んで
いきます。

202 Ⅲ 12

　「Ⅲ－12 まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅
力による賑わいの創造」(P.85～)には、以下の項目を加
えることを提案する。
　文化歴史資源の活用と情報発信→「・文化歴史資源を巡
るまち歩きを推進するため、『文化人マップ』の種類を増
やし、ガイドの育成・活用をさらに進めて、新宿の土地の
記憶、文化を広めます。」

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　貴重な文化・歴史資源を継承・発展・発信することによ
り区民のまちへの愛着と誇りを育み、多くの人が繰り返し
訪れたくなるまちづくりを進めていきますので、ガイドの
育成・活用について今後の取組の参考とします。

203 Ⅲ 12

　「Ⅲ－12 まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅
力による賑わいの創造」(P.85～)には、以下の項目を加
えることを提案する。
　文化の創造と発信→「・博物館、記念館などを盛り上
げ、多くの方が来館されるよう魅力あふれる施設づくりを
進めます。」

B

　ご意見の趣旨は、素案の内容に含まれています。
　施策の方向性の文化歴史資源の活用と情報発信に記載の
「既存の文化歴史施設を地域の歴史や文化の情報発信の拠
点として、区民をはじめ来街者や文学・歴史ファン等の
様々な人々が集い、交流する機会を提供します。」にご意
見の趣旨は含まれています。
　

204 Ⅲ 13

　基本計画の前提
　計画の背後には、経済成長を続ける必要があるという考
え方があり、訪日客を増やす為の観光推進が必要と区長も
明言している。経済成長をする為に環境劣化を受入れるこ
とを求めている。
　経済成長施策
　新宿区の経済規模、それに占める観光の割合、観光推進
計画の施策に要する予算、その経済効果の見積試算を求め
る。

E

　ご意見として伺います。
　新宿区の持続的な発展のためには、国際観光都市として
の強みを活かし、訪日客を増加させ、地域経済を活性化す
ることは重要であると考えています。一方、環境保全や生
活環境の向上にも努めていきます。
　直近の平成26年経済センサス基礎調査確報集計では、
未回答の事業所があるため実態との乖離はありますが、区
内の事業所における売上（収入）金額合計は、約11兆
7,973億円となっています。一方、東京都観光客数等実
態調査では、平成28年の訪日客の都内観光消費額は、約
1兆880億円と推計されていますが、消費地の区別がない
ため、区内の消費額の推計は困難な状況です。
　なお、「Ⅲ-13　国際観光都市・新宿としての魅力の向
上」に係る第一次実行計画の事業費は、素案の段階で
334,821千円となっており、各事業を着実に推進するこ
とで、国際観光都市としての魅力とブランド力のさらなる
向上に取り組んでいきます。

205 Ⅲ 13

　「Ⅲ－13国際観光都市・新宿としての魅力の向上」で
は、増え続ける外国人観光客が地域住民の生活環境に与え
る影響についても対応する必要があると考える。また、観
光案内所は利用が激増している状況を考えれば、機能の拡
充だけではなく、観光案内所の設置を増やすことが必要で
ある。

E

　ご意見として伺います。
　外国人観光客が地域住民の生活環境に与える影響につい
ては、状況を的確に把握し、庁内関係各課が連携して適切
な対応を検討いたします。
　また、観光案内所については、人が集まる駅周辺など機
能を発揮できる適切な設置場所がないなどの課題があるこ
とから、地域や観光関連団体等と連携しながら観光案内機
能の強化を図ります。
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206 Ⅲ 13

　基本計画素案P87について、国際観光都市を目指すの
であれば、それを達成するための計画があってしかるべき
である。
　早期の作成を要望し、進捗管理を行うべきと考える。

E

　ご意見として伺います。
　基本計画素案に掲げる個別施策Ⅲ-13「国際観光都市・
新宿としての魅力の向上」を実現するための事業を、第一
次実行計画（素案）Ｐ88からＰ91に掲載しています。各
事業を計画的に推進するとともに、適切に進捗管理を行う
ことで、国際観光都市としての魅力とブランド力のさらな
る向上に取り組んでいきます。

207 Ⅲ 14

　（素案)P89　1.　めざすまちの姿・状態のところにあ
る「ライフステージ等に」は「ライフステージ※等に」に
した方がよい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「ライフステージ」については、用語集に説明があるこ
とから「※」印を表示することとします。

208 Ⅲ 14

　（素案）　P90　3.　施策の方向性のスポーツ環境の
整備のところにある「ライフステージ等に」は「ライフス
テージ※等に」にした方がよい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「ライフステージ」については、用語集に説明があるこ
とから「※」印を表示することとします。

209 Ⅲ 14

　（素案）P90　5関連する個別計画のところに、上で
「中央図書館の再構築の検討」と掲載しているのだから
「・新宿中央図書館基本計画」を追加した方がよい。

E

　ご意見として伺います。
　個別計画の記載については、本個別施策の分野全般に関
わるような計画を、適宜「主な個別計画」として掲載して
おり、全ての計画（ガイドライン、プラン、ビジョン、指
針、マニュアル等を含む）を対象とするものではありませ
ん。

210 Ⅲ 14

　新宿区は街路灯だけでなく、公共施設の照明もLED化
を進めているが、眩しさ対策に関する文書を情報公開請求
したが、関連する文書は存在しなかった。
　新宿スポーツセンターのプールでは、天井にあった水銀
灯から壁の低い位置にLED照明を取り付けたこと、濡れ
た床面の鏡面反射もあり、LED照明の眩しさが一層ひど
く感じられる空間になっている。照明が眼に入ると残像が
残る状態である。眩しさの為と思われるが、管理者は夜間
も設置したLED照明を1つ置きに点灯している。LED照
明が直接眼に入らない様な取付の配慮、工夫が必要であ
る。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　区は環境への負荷を軽減するために照明器具のLED化
を進めていますが、設置に際しては取り付けの配慮・工夫
をしていきます。

211 Ⅲ 14

　中央図書館について、新宿区行政にとって施策を進める
上で基本計画、実行計画に書き込むことは非常に重要なこ
とである。第一次実行計画（素案）では、計画事業「新中
央図書館等の建設」となり、15年程前の中央図書館長の
願いが実現した。
　新しい図書館は魅力的だが、15年前の話では35億円位
かかる。私は福祉施設の建設を優先すべきと考えている。
「戸山いつきの社」の小規模多機能と通所デイは戸山ハイ
ツの4号棟の１階部分を改修している。現在の中央図書館
も戸山中学校の校舎を利用している。
　早稲田大学の図書館は専門的で、規模も大きく、貴重な
文献が管理され、火災のリスクを考えて入室管理がされて
いる。それに対して、区立図書館は区民の為の地域図書館
で、ほとんどの本は消耗品として扱われる。したがって、
早稲田大学は新宿区の中央図書館との連携を考えているの
ではなく、理工学部の隣にある戸山中学の跡地を利用する
ことに関心があるだけと推定される。
　新宿区にとっても土地は貴重で、新宿区に必要な施設を
建設することを希望する。早稲田大学との合築には図書館
機能の強化、増強はないので、合築には反対である。大人
が利用しやすい図書館システムを作る為と、図書館の暴走
を抑える為に、図書館管理を教育委員会から区長部局へ移
管することを求める。

E

　ご意見として伺います。
　新中央図書館の建設に当たっては、東京2020オリン
ピック・パラリンピック競技大会の開催と、その後の社会
経済状況も見据え、早稲田大学から提案のあった研究教育
施設との合築等についても、引き続き検討を進めていきま
す。
　また、新たな教育委員会制度のもと、総合教育会議等の
機会を通じて、区長部局と教育委員会との一層の連携を
図っていきます。なお、区立図書館は区立学校との連携等
も重要であることから、現在、区長部局に移管する予定は
ありません。

212 Ⅲ 14

　「Ⅲ－14 生涯にわたり学習・スポーツ活動などを楽し
む環境の充実」(P.89～)では、生涯学習とスポーツにつ
いて示す個別施策なのに、生涯学習館についての記述が一
切ない。生涯学習館を生涯学習の拠点として位置付けるべ
きである。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　個別施策Ⅲ-14「生涯にわたり学習・スポーツ活動など
を楽しむ環境の充実」の中に、「生涯学習の推進」につい
ての現状と課題、施策の方向性について記載を設けます。

213 Ⅲ 14

　「Ⅲ－14 生涯にわたり学習・スポーツ活動などを楽し
む環境の充実」(P.89～)では、「図書館サービスの充
実」はサービスだけでなくハード面の充実も必要なので、
「図書館の充実」に変更し、「・中央図書館を再構築し、
機能を強化します。」「・地域図書館の充実を行いま
す。」として欲しい。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　素案では幅広い利用者ニーズに応えるよう図書館サービ
スを図るとしており、中央図書館と地域図書館でサービス
の充実に取り組みます。
　なお、新中央図書館の建設については、実行計画に位置
付けられています。
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214 Ⅲ 14

　「Ⅲ－14 生涯にわたり学習・スポーツ活動などを楽し
む環境の充実」(P.89～)では、「スポーツ環境の整備」
の項には生涯学習の事も含まれているので、「生涯学習・
スポーツ環境の充実」に変更し、「・区民一人ひとりが気
軽に多様な学習やスポーツができるよう、生涯学習館や社
会教育会館、地域センター、スポーツセンターなどの施設
を整備充実します。」「・スポーツ及び文化等の指導者の
育成、活用を促進します。」「・障害があっても、高齢に
なっても利用できるよう施設を整備充実します。」「・小
中学校での各種スポーツの指導を充実します。」「中学校
の部活動に、専門の指導員を常時配置し、教師負担の軽減
と指導の充実を支援します。」「・誰もが気軽に学習やス
ポーツができるよう、利用料は極力引き下げ、とりわけ障
害者・高齢者には減免制度を拡大します。」「・社会教育
活動の拠点としての生涯学習館で、区としても講座などを
実施し利用を促進します。」「・野球やサッカーができる
グランドを増設します。」として欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　スポーツ環境を整備し、ライフステージ等に応じた場や
機会を提供し、誰もが気軽にスポーツや学習に取り組み、
楽しめる環境づくりを進めていくこととしています。
　なお、　個別施策Ⅲ-14「生涯にわたり学習・スポーツ
活動などを楽しむ環境の充実」の中に、「生涯学習の推
進」についての現状と課題、施策の方向性について記載を
設けます。
　小・中学校の授業で行う運動については、児童・生徒の
発達段階に合わせて、スポーツを簡易化した運動を取り扱
うよう、国から示されています。その中で、指導の充実が
図られるよう、参考資料の提供や研修会の実施を行ってい
ます。
　また、教育委員会では、生徒の部活動を支えるととも
に、教員の負担軽減を図るため、区立中学校に123ある
部活動のうち、各校から指導員の派遣要請のあった54の
すべての部活動について、新宿未来創造財団の人材バンク
登録者等の外部指導員を配置しています。今後、スポーツ
庁や東京都教育委員会が策定するガイドライン等を踏ま
え、部活動を支える環境の整備について検討を進めていき
ます。

215 Ⅲ 14

　「Ⅲ－14 生涯にわたり学習・スポーツ活動などを楽し
む環境の充実」(P.89～)について
　戸山公園箱根山地区多目的運動広場については、「これ
まで通り区民が優先的に利用できる運動場として整備する
よう、都に積極的に要請し実現していきます。」として欲
しい。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　区はこれまでの都に対して、区民が優先的に利用でき、
多種目・多目的に使用できる総合的な多目的運動場として
の整備について協議しています。今後も、その方向性で協
議を進めていきます。

216 Ⅲ 14

　基本計画素案P89の施策の中に図書館サービスの充実
以外の「生涯にわたる学習」の施策を示して欲しい。
　未来創造財団等での生涯学習の充実等の施策も考慮願
う。新宿区は、生涯学習に熱意が感じられない。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　個別施策Ⅲ-14「生涯にわたり学習・スポーツ活動など
を楽しむ環境の充実」の中に、「生涯学習の推進」につい
ての現状と課題、施策の方向性について記載を設けます。

217 Ⅲ 15

　（素案)P114個別施策Ⅲ-15多文化共生のまちづくり
の推進において個別施策と指標名、指標の定義、指標の選
定理由の4か所のところにある「多文化共生」に※印がな
い。極力、「区民にとって分かりやすい」方がよい。

G

　ご意見を踏まえて修正します。
　「多文化共生」については、用語集に説明があることか
ら「※」印を表示することとします。

218 Ⅲ 15

　「Ⅲ－15 多文化共生のまちづくりの推進」(P.91～)で
は、多様性を認め合うダイバーシティの考え方が重要であ
り、共に地域で暮らす仲間として区政参加を促進していく
ことが必要と考え、「・人口の１割以上を占める外国人が
区民として区政に参画するため、各種審議会における外国
人の参加を促進します。」「・外国人を含む区民が区の施
策に参画できるような住民参加条例をつくります。」「・
外国にルーツをもつ子どもを支援する体制を強化しま
す。」「・ヘイトスピーチ規制条例を制定します。」を加
えることを提案する。

E

　ご意見として伺います。
　外国人の区政参画は、新宿区多文化共生まちづくり会議
の運営において促進しています。
　外国にルーツを持つ子どものサポートは、日本語学習へ
の支援事業や、学校現場における日本語サポート指導、進
学支援等、きめ細かな対応を行っています。
　ヘイトスピーチ規制条例の制定については、現時点では
行う予定はありませんが、基本的施策についての国の方針
や、大阪市・川崎市などの他自治体の取組みについて引き
続き動向を注視し、情報収集を行ってまいります。

219 Ⅲ 16

　「Ⅲ－16 平和都市の推進」(P.93～)では、平和都市宣
言の趣旨に則り、新たな国際情勢も踏まえて、「・国連加
盟122カ国が核兵器禁止条約を批准したことを受け、平
和首長会議が提起した、『核兵器禁止条約の早期締結を求
める署名』をすすめます。」「・(仮称)平和推進条例」を
つくります。」「・平和教育を推進します。」を加えるこ
とを提案する。 E

　ご意見として伺います。
　「新宿区平和都市宣言」は、すべての国の核兵器の廃絶
と世界の恒久平和の実現を希求したものであり、今後も引
き続きこの主旨に基づいて、平和都市の推進に向けた事業
を進めていきます。「核兵器禁止条約の早期締結を求める
署名」については、区事業としてではなく、区も加盟する
平和首長会議全体の取組として扱い、進めています。ま
た、「（仮称）平和推進条例」を策定する予定はありませ
んが、今後も、区民の皆さんの平和意識を高めるため、平
和教育の推進も含めた平和啓発事業に取り組んでいきたい
と考えています。

220 Ⅳ 1

　区行政の効率の悪さ、改善が必要、ICTの徹底的活用が
必須
　業務プロセスの分析からやる必要あり。紙の作業が多
い。

E

　ご意見として伺います。
　区が実施する施策及び事業の適切な進行管理を図るた
め、行政評価を実施しています。
　評価を事務事業の見直しや予算編成作業に連動させるな
どＰＤＣＡサイクルのもと効果的、効率的な区政運営に取
り組んでいます。
　また、区におけるＩＣＴの導入・活用に際しては、情報
化統括管理者である副区長のもと、情報化戦略本部会議を
組織し、区民や地域のニーズの把握、現行業務の再検証及
び改善、新たに必要となるシステムや経費等を十分に精査
し、サービス向上、費用対効果を含めた総合的な評価を行
い、業務の合理化・高度化を図っています。
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221 Ⅳ 1

　（素案）P96　5.関連する個別計画のところに、上で
「職員の定員適正化に取り組む」と掲載しているのだから
「・定員適正化計画」を追加した方がよい。

E

　ご意見として伺います。
　個別計画の記載については、本個別施策の分野全般に関
わるような計画を、適宜「主な個別計画」として掲載して
おり、全ての計画（ガイドライン、プラン、ビジョン、指
針、マニュアル等を含む）を対象とするものではありませ
ん。

222 Ⅳ 1

　新宿区は2015年10月1日～2016年3月31日までの
半年間、新宿スポーツセンターを休館して、新宿スポーツ
センターの改修工事を行なった。
　工事の発注方法が悪く、その結果、工事の質も低下し
た。
・吊り天井が撤去され反響がひどくなった。このプールで
の競技会の開催は困難で、オリンピック等の練習場として
も使えない。大震災の避難場所に備えて、何らかの対策が
必要である。
・高い天井の位置（吊り天井高さ７ｍ）からプールサイド
の壁（高さ4m～6m）に光源を移動し（利用者に近づ
け）たので、光源は眩しくなった。それまでの水銀灯など
と比べて新しいLED光源は眩しい。プールサイドの壁に
照明があるので、水泳中（息継ぎ時）に光源が直接目に入
り残像が残る様になった。
　施設課は限られた人数で、多くの工事を抱え、その業務
に追われている。分離発注の原則、公共事業体としての
チェック項目の増大などで忙しく、快適な環境、空間の創
造に対して注意を向ける余裕がない様に見受けられる。図
面偏重の工事仕様書を文書を主にした仕様書にする、設計
委託の利用を進める等の、工事の特殊性を理解した、工事
発注方法の改革が必要である。
　区の発注業務は単なる買い物である。健全な区財政の確
立には、区職員は勉強しなければならないが、時間がな
い。個別施策Ⅴ－２職員の能力開発、意識改革の推進が必
要である。

E

　ご意見として伺います。
　区は環境への負荷を軽減するために照明器具のLED化
を進めていますが、設置に際しては取り付けの配慮・工夫
を行っていきます。
　効果的・効率的な区政運営を行うためには、職員一人一
人が持てる能力を最大限に発揮し、区財政の状況や政策課
題を見極めながら財政運営に取り組む必要があります。今
後ともこうした能力や意識を涵養するために、引き続き
様々な能力開発、意識改革のための研修等を実施していき
ます。

223 Ⅳ 1

　基本政策 Ⅳ 健全な区財政の確立（p.95～）について
　「Ⅳ－１ 効果的・効率的な行財政運営」(P.95)の「目
指すまちの姿・状態」にある民間活力の活用は、これまで
も充分すぎるほど実行されてきた結果、サービスの質やコ
ンプライアンスという点で様々な問題点も明らかになって
きており、検証と見直しこそ必要である。よって、それに
関する施策の方向性は削除を求める。また、施策の方向性
は指定管理者制度等による民間活力の活用の項を「・公共
サービスの質の低下につながる安易な民間活力の導入は行
いません。」に入れ替えて欲しい。

E

　ご意見として伺います。
　区では、民間の創意工夫やノウハウ、柔軟性をいかし
て、より効果的・効率的に公共サービスを提供するため、
指定管理者制度の導入などにより、民間活力の活用を進め
ています。なお、指定管理者制度導入施設については、毎
年度、事業報告書や事業評価により、公共サービスの提供
や管理運営の状況を確認しながら、適切に指導・監督して
います。
　今後も、効果的・効率的な行財政運営を推進するため、
民間活力の活用を進めていきます。

224 Ⅳ 1

　基本政策 Ⅳ 健全な区財政の確立（p.95～）について
　「Ⅳ－１ 効果的・効率的な行財政運営」(P.95)
　効果的・効率的な区政運営に向けた取組の項の全施策を
「・区財政の健全化のため、都区財政調整制度（法人住民
税の一部国税化を止めさせ）の改革、都市計画税など税の
自主財源化を区民とともに進めます。」に入れ替えて欲し
い。

E

  ご意見として伺います。
　法人住民税の一部国税化は、区として特別区長会を通
じ、国に対し早期に見直すこと、また、地方財政に影響を
与える税制改正を行う場合、国の責任において確実な代替
財源を確保すること等を、要望として内閣府等に強く申し
入れを行っています。
　また、都市計画税は、本来、基礎自治体の行う都市計画
事業に充当するための市町村目的税です。特別区の区域に
おいては、都が賦課徴収し、その一定割合を都市計画交付
金として交付していますが、その規模が事業実績に基づい
た割合となっていない等の課題も多いことから、特別区長
会は、都に対し交付金総額の拡大を図るなど抜本的な見直
しを行うことを要望しています。

225 Ⅳ 1

　基本政策 Ⅳ 健全な区財政の確立（p.95～）について
　「Ⅳ－１ 効果的・効率的な行財政運営」(P.95)
　効果的・効率的な区政運営に向けた取組の項の全施策を
「・区民に更なる負担を押し付ける受益者負担や徴税の強
化は行いません。」に入れ替えて欲しい。 E

  ご意見として伺います。
　公共サービスの提供に必要な経費は、区民の納める税金
等によって、区民全体で負担しています。公共施設やサー
ビスを利用して利益を受ける区民（受益者）と利用しない
区民との負担の公平性を確保するためには、施設やサービ
スの利用に対し応分の負担を求める必要があります。
　このような考え方に基づき、受益者負担の適正化を図っ
ていきます。

226 Ⅳ 1

　基本政策 Ⅳ 健全な区財政の確立（p.95～）について
　「Ⅳ－１ 効果的・効率的な行財政運営」(P.95～)
透明性の高い区政運営の項を「・区政の透明性を確保し、
情報を区民と共有するため区の情報公開を推進します。」
に入れ替えて欲しい。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　素案の施策の方向性では、区民が知りたい情報をより早
く提供できるよう、効果的な区政情報の提供や公開に取り
組むこととしています。

227 Ⅳ 1

　基本計画素案P96の効果的・効率的な区政運営に向け
た取組に「効果的な広報の検討」を加えて欲しい。

B

　ご意見は、素案の内容に含まれています。
　「個別施策Ⅳ-1　効果的・効率的な行財政運営」で
は、区民が知りたい情報をより早く提供できるよう、効果
的な区政情報の提供や公開に取り組むとしています。
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228 Ⅳ 1

　基本計画素案P96について、情報化戦略以外、行財政
改革計画を策定すべきである。

E

　ご意見として伺います。
　基本計画は、施策の方向性を示した行財政運営の指針で
あり、行財政改革計画の性質も合わせ持つものです。行財
政改革の内容としては、基本政策Ⅳ「健全な区財政の確
立」、基本政策Ⅴ「好感度1番の区役所」において示して
います。また、その具体的な取組については、第一次実行
計画に示しています。したがって、基本計画及び第一次実
行計画とは別に、行財政改革計画を策定する考えはありま
せん。

229 Ⅳ 2

　P.97　Ⅳ-2公共施設マネジメントの強化　3.施策の方
向性　資産（建築物）の長寿命化　　上から2つ目の
「・」に下記文章を挿入して欲しい。
　また、長寿命化を図る改修工法は、毎年の維持管理コス
トや修繕サイクルの延長など長期の維持管理費の総計が縮
減される方法を優先的に選択していきます。

B

　ご意見の趣旨は、素案の内容に含まれています。
　公共施設の長寿命化に適切に取り組みます。

230 Ⅳ 2

　新宿基本計画97P「個別施策Ⅳ-2公共施設マネジメン
トの強化」「3.施策の方向性　資産（建築物）の長寿命
化」で改修・改築設計時に建築物の長寿命化を具体的に検
討ができるよう下記の文章の追加を提案する。

・公共施設の新築・改築および改修時には、より長寿命に
効果がある工法（外断熱工法など）を十分に検討したうえ
で施工していきます。

E

　ご意見として伺います。
　区施設の半数以上が築年数30年以上と老朽化した施設
が増加していく中、継続的な区民サービスを提供できるよ
う、建物の長寿命化対策が必要不可欠です。
　今後、予防保全工事に多額の経費がかかることが見込ま
れることから、区の財政状況を踏まえ、工事費の縮減や平
準化を推進する必要があります。
　また、予防保全工事を計画していく中で、工法等につい
てもさまざまな手法を検討していきます。

231 Ⅳ 2

　「Ⅳ－2 公共施設マネジメントの強化」(P.97)につい
ては、全国的な人口減少と財政難を理由に国・総務省が押
し付け新宿区も策定した「公共施設等総合管理計画」で区
有施設の総延べ床面積２２％削減を打ち出しましたが、人
口増と健全財政の新宿区の現状に見合った公共施設のマネ
ジメントに切り替える必要があり、「公共施設等総合管理
計画」は廃止することを求める。

E

　ご意見として伺います。
　公共施設マネジメントに適切に取り組みます。

232 Ⅴ 1

　・基本である区と区民の関係の再構築が必須である。
（正確な実態も十分にわからない）
　区情報のアウトバンドの区民への到達率が不明、区長選
の投票率の低下（25％）、町会加入率の低下（40％
代）、町会単位のデータが本庁ですぐに出てこない。

C

　ご意見をまえて計画を推進します。
　区では、区民の区政参加の促進や意見を把握するため、
審議会等への区民委員の登用、協働事業、区民討議会、パ
ブリック・コメント制度や区民意見システムなど、様々な
取組を行っています。また、区政の情報発信については、
区広報紙やホームページなどのほか、ツイッター等のＳＮ
Ｓを活用するなど、引続き推進していきます。

233 Ⅴ 1

　区民への情報提供サービスをワンストップでやれるよう
にする。
　区が先行して、お金関連の情報など一元的に区民へ提供
するシステムに変更する

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　区政情報は、広報しんじゅく、SNS、区ホームページ
で情報発信しています。現在でもホームページでは「くら
しのできごと」「手続き」などのカテゴリーごとに掲載し
ているほか、スマートフォン・タブレット端末用アプリで
はイベント情報や「子ども」「健康」など希望する分野の
情報を登録者へ通知しています。
　今後も、知りたい情報がその場ですぐに手に届く環境、
情報発信手段を研究していきます。
　また、マイナンバー制度の施行により、マイナポータル
やマイナンバーカードを活用することで、行政サービスの
検索、電子申請、自己情報の表示、プッシュ型のお知ら
せ・アンケートなど、様々なサービスがワンストップで利
用可能となります。
　区では、これらの仕組みを積極的に有効活用し、区民の
皆様の利便性向上に繋げていきます。

234 Ⅴ 1

　基本政策 Ⅴ 好感度１番の区役所（p.98～）について
「Ⅴ－１ 行政サービスの向上」(P.98)の１つとして掲げ
てあるマイナンバーは、個人情報保護の観点や費用対効果
の面からも問題が多すぎるため、マイナンバーに関する記
述は削除を求める。また、窓口対応について素案では時間
延長や効率だけを述べていますが、区民が求めているのは
「区民に寄り添った窓口対応」であり、その事を明確にす
べきである。

E

　ご意見として伺います。
　窓口サービスについては、接遇研修等により案内等の質
の向上を図るとともに、区民の多様なライフスタイルに対
応したサービスの充実をめざしています。

235 Ⅴ 1

　基本計画素案P98について、公表するオープンデータ
の計画はあるか。現在HPのオープンデータの内容は、陳
腐である。
　公表するオープンデータを系統立てて計画される事を要
望する。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　平成28年12月の「官民データ活用推進基本法」の成立
を受け、「官民データ活用推進計画」の策定が、都道府県
では義務付けられ、区市町村では努力義務とされました。
　一方、新宿区においては、平成28年7月に「新宿区
オープンデータの推進に関する指針」を定め、オープン
データ推進に関する具体的な取組の方向性として、積極的
にオープンデータ化を推進する情報を系統立てて定義し、
順次、オープンデータとして情報を公開しています。
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236 Ⅴ 2

　新宿区職員の区内在住の割合は10％程度との説明が地
区説明会であった。区内在住の割合を高める方法として、
職員住宅を建設する方法は区職員と接する機会が少なくな
るので、避け、家賃補助により区内に分散して混在するの
が良い。
　新宿区の住居手当は32歳以上の職員（子育て世代）で
は、月額家賃27000円以上負担する者に対して8300円
で、国の支給限度27000円よりのかなり低い。財政負担
の上からは住居手当も通勤費も出所は同じで、合算した
63300円を上限することができる。
　さらに職員が区外に住むことにより、通勤に伴う疲労も
少なくなり、仕事の効率も上がり、新宿区単独での実施が
無理、23区勤務条件同一であれば、新宿区として提案す
ることを願う。

E

　ご意見として伺います。
　職員に対する住居手当のあり方は、特別区人事委員会勧
告に基づく23区共通の勤務条件として妥当・公平な制度
になっていると考えており、また住居手当は公務員給与決
定に当たっての民間との給与較差の比較種目となっている
ことから、区として見直し提案をする考えはありません。
　なお、区では職員住宅を整備する予定はありませんが、
「職員防災住宅」を区内に4か所に設置・管理しており、
入居職員全員を災害対策要員としているところです。

237 Ⅴ 2

　「Ⅴ－2 職員の能力開発、意識改革の推進」(P.99)
施策の方向性の部分でも、最初の施策「区民の目線から区
民の課題と需要を把握し、区民の実情にあった政策を…」
と変更する。
　「・区の事業を指定管理に委託したり、民間へ移行して
きたことで職員のスキルを上げる機会が奪われているた
め、事業を実施している現場での実地研修を一定期間行う
べきです。本来はそれぞれの事業について、区直営の現場
を確保します。・人事考課制度は廃止します。」を追加す
る。

E

　ご意見として伺います。
　区民とともに地域の課題を共有し、解決策を立案・実行
できる職員を育成しているとしています。
　また、指定管理制度の導入や、民間委託化については、
「個別施策Ⅳ-1 効果的・効率的な行財政運営」の取組の
中で、適切に行うことになります。
　人事考課は、地方公務員法第6条、第23条及び第23条
の2による人事評価制度として実施しており、廃止は考え
ていません。なお、人事評価等の実施は、平成28年度の
地方公務員法により任命権者に義務付けられています。

238 Ⅴ 3

　・区単位の行政の独立した（区ごとの）施策の効率が限
界に近づいており、23特別区を10程度の区へ広域化する
検討を行う。（目標として記入する。）
　（区域を超える動きが多く、新宿区として独立の状況の
把握が困難）

E

ご意見として伺います。

239 Ⅴ 3

　「Ⅴ－3 地方分権の推進」(P.100)について、素案では
漠然とした表現になっているので、「・都区財政調整制度
の改革や法人住民税の一部国税化を止めさせることを都や
国に求め、都市計画税など税の自主財源化を区民とともに
進めます。」など、具体的に示すよう求める。

E

  ご意見として伺います。
　法人住民税の一部国税化は、区として特別区長会を通
じ、国に対し早期に見直すこと、また、地方財政に影響を
与える税制改正を行う場合、国の責任において確実な代替
財源を確保すること等を、要望として内閣府等に強く申し
入れを行っています。
　また、都市計画税は、本来、基礎自治体の行う都市計画
事業に充当するための市町村目的税です。特別区の区域に
おいては、都が賦課徴収し、その一定割合を都市計画交付
金として交付していますが、その規模が事業実績に基づい
た割合となっていない等の課題も多いことから、特別区長
会は、都に対し交付金総額の拡大を図るなど抜本的な見直
しを行うことを要望しています。

240 Ⅴ 3

　「Ⅴ－3 地方分権の推進」(P.100)について、素案では
漠然とした表現になっているので、「・国や東京都に対し
て、基礎自治体の主権を確立するため、区民の立場に立っ
て働きかけます。」など、具体的に示すよう求める。 B

　ご意見は、素案の内容に含まれています。
　「個別施策Ⅴ-3　地方分権の推進」では、地域の実情
にあったサービスが一層展開できるよう、区民に最も身近
な基礎自治体として、権能の拡充を推進していくとしてい
ます。区として主張すべきことは国や東京都に主張し、自
治権の拡充に取り組んでいくこととなります。

241
そ
の
他
-

　「子どもの安全」を第一に指導をしていただいている
が、地域の学童主催？のドッジボール大会のルールでは顔
面に当ててもＯＫである。
　子どもによっては頭や顔にあたってとても嫌な思いをし
たので参加をやめた方もいる。性善説でも事故につながっ
たらアウトでしょ、ルールってそのためにあるのでは。怪
我が重症化しやすい場所だから頭部より上はＮＧなので
は。そんなことも考えられない方々が学童の指導員なの
か。この事実はご存知でしたか。

E

　ご意見として伺います。
　日常遊びの中でも、ボール遊びをする際には、頭や顔を
ねらわないように指導しています。
　また、子どもの安全を第一に考え、ドッジボールでは柔
らかいボールを使用しています。
　今後も事故の無いよう、指導に努めていきます。

242
そ
の

他 - 　悪人になれ等言わない対応 E 　ご意見として伺います。

243
そ
の
他
-

　参加者の中に若いお母さんがいらした事、又、その方々
が、子育てにおける意見（学童クラブ、児童館等につい
て）をしっかり述べ、それに対し吉住区長がていねいに一
つ一つ答えていたことが印象的であった。帰りにそのお母
さんとちょっと話をしたら、「他の場所では土曜日の午後
2時からだったので、他のお母さん方も誘ってお話が聞け
ました。」次世代を担う子育中の方と、このような形で直
接お話ができる機会を増やしていっていただけたら・・と
思った。
　まちづくり協議会のメンバーでもあるが、なかなか若い
人は忙しく意見を伺えずにいるが、子育中のお母さん方
が、もっと、我が街を好きになってほしい思いを伝えてほ
しいと思う。

C

　ご意見の趣旨に沿って計画を推進します。
　区では、区民とともに地域の課題を共有し、地域の実情
に合ったまちづくりの推進をめざしています。そのことか
ら、より多くの区民の声を政策立案に活かすため、様々な
手法によりご意見を伺う機会を設けています。特に若い世
代の区政への関心を高めるため、第一次実行計画では、
「個別施策７　女性や若者が活躍できる地域づくりの推
進」の「計画事業４１　若者の区政参加の促進」におい
て、若者会議の開催や、若者意識調査を実施し、若者の意
見を幅広く伺う機会を設けて参ります。また、子育てしや
すいまちの実現に向けて、「個別施策４　安心できる子育
て環境の整備」のなかで、幅広い施策による次世代育成支
援を推進していきます。
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№
基本
政策

個別
施策 意見要旨 区の考え方

244
そ
の
他
-

　住民一人一人の意見を今後十二分に反映させるために
は、今までのような説明会のあり方、持ち方を含め根本的
に見直しをしなければならない。もの言わぬ住民が多すぎ
る現状を見直すとともに、共に区政を担う区長以下職員も
議論、討議に耐えるだけの研鑽を積むことも肝要であると
思う。ものごとの「意思決定過程」を明確にし、積み重ね
ていくことが、計画の遂行にとって必須のものであること
を実践されたい。（区民ともどもに）

D

　今後の取組の参考とします。

245
そ
の
他
-

　新しい時代へ向かって、すべての施策を実りあるものに
するためには、人づくりの環境が欠かせない。自ら考え、
発言し、行動するためには、他者の意見に十分耳を傾け、
議論を行ない、違いは違いとして明確にし、合意を求めて
いくよう住民、区議員等関係者の自己改革が求められてい
ると思う。

D

　今後の取組の参考とします。
なお、人づくりの環境について、職員は「個別施策Ⅴ-２
職員の能力開発、意識改革の推進」で取り組んでいきま
す。

246
そ
の
他
-

　全ての個別計画に関して、新宿区Web site :イベントカ
レンダーと各種審議会にリンクを張り、
・レベル区分：法定計画（国、都）、区条例計画、区内部
検討
・審議体制：構成員名簿
・公開／非公開
・議事録、メモ
・地域説明会、パブコメの実施日程と予定
を示すことを求める。

F

　ご質問に回答します。
　区のホームページには、審議会の情報をまとめたページ
がありますが、イベントカレンダーに審議会の開催情報を
確実に掲載し、審議会のページへのリンクができるよう、
全庁への周知を徹底します。

247
そ
の
他
-

　新宿区は約50の関連する個別計画の10年計画期間を揃
えて、同期を取りながら進めようとしているが、
・基本構想審議会は事務作業が追いつかず日程的に破綻し
た。
・環境基本計画の策定日程は基本計画に先んじて行なわれ
るべきであるが、遅れている。
・住宅マスタープランは地域説明会無しで、パブコメだけ
である。
よって、全ての10年計画の同期を取ることを止めること
を求める。

E

　ご意見として伺います。

248
そ
の
他
-

　新宿区の最上位の基本計画の答申は実質的に作る学識経
験者7名の内、1名だけが新宿区在住である。新宿区の基
本計画を作る議論で、新宿区在住かどうかは大きな影響を
与える可能性がある。審議会の学識経験者の多くが新宿区
に在住していないことは、新宿区のことが、新宿区以外の
論理で決められた恐れがある。
　学識経験者に区内在住の条件を付けたら、一定の割合で
と言う弱い制約でも、人選が困難になることを新宿区は恐
れているのかもしれない。新宿区に住んでいる人の中から
議員を選出しているのだから、学識経験者も同様の条件を
つけることは可能である。
　新宿区は今後とも学識経験者に区内在住の条件を付け
ず、委員の委嘱を続けたいと考えている。今後、「新宿区
公共施設等総合管理計画策定にかかる有識者会議」のよう
なことは出来なくなることを新宿区は恐れているかもしれ
ない。

E

　ご意見として伺います。
　学識経験者からは専門性の高い知見からご意見をいただ
くのであり、新宿区在住を条件としておりません。

249
そ
の
他
-

　私の近隣に１０棟以上の室内に急な階段を有する３階建
てミニハウスが建った。この様な家が建つのは、地価の高
騰が原因と言われる。広い土地に住宅が建てられるよう土
地の価格を規制して欲しい。路線価格の規制も大切であ
る。家を建てれば住宅ローンで一生追いかけられ、これが
老後問題として大きく財政に影響してくる筈である。

E

　ご意見として伺います。
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４ 新宿区基本計画（素案）に関する 

地域説明会における意見・質問要旨と回答要旨 

 

 平成29年 8月 25日（金）から9月 8日（金）にかけて、次のとおり、区内10か所の地域セ

ンターで開催した、新宿区基本計画（素案）に関する地域説明会における、質疑応答の要旨をまと

めたものです。 

 なお、地域説明会は、「区長と話そう～しんじゅくトーク」のテーマとして、開催しました。 

 

 

《記載内容は、以下の項目を設け整理しています。》 

項  目 説   明 

【基本政策】 
【個別施策】 

ご意見をいただいた内容が、施策体系のどの分野に該当しているかを
示しています。（番号のみを掲載していますので、該当する基本政策・
個別施策は、施策体系表（P6～10）でご確認ください。） 

【意見・質問要旨】 
基本的には、発言のまま記載しましたが、内容が重複する部分などは

要約している場合があります。 

【回答要旨】 

基本的には、発言のまま記載しました。 
必要に応じて、回答した内容について、【補足】として、追記してい

ます。（計画への反映等については、A～Gで示しています。A～Gの分
類については、実施結果概要（P1～4）をご確認ください。） 

 



№

基
本
政
策

個
別
施
策

意見・質問要旨

1

計
画
全
般

-

　基本計画について、２９年２月１３日に基本構想審議会
から答申を受けた内容と、今回の素案は内容が違う。基本
構想審議会から受けた答申は、骨子案のパブリック・コメ
ントや審議会の意見が反映され答申されたものだが、素案
で内容が変わっているのはなぜか。

F

　平成２９年２月に基本構想審議会から「基本計画に盛り
込むべき施策のあり方」について答申を受けました。その
後、区として、素案を作成しました。その過程で、内容が
修正等されたものもあります。
【補足】
　平成２９年度は、基本構想審議会から受けた答申を最大
限尊重し基本計画の策定を進め、文言整理や時点修正を行
うとともに、個別計画や指標、用語集の追加を行いまし
た。また、基本計画の施策を具現化する第一次実行計画の
策定も進めています。

2

計
画
全
般

-

　基本計画の個別施策ごとに個別計画が書いてあるが、書
かれていない個別施策が5つぐらいある。事業展開してい
く上において、個別計画を別途策定して欲しい。 F

　個別施策に個別計画の掲載がないものについては、別途
回答します。
【補足】基本計画には、当該個別施策に関連する主な個別
計画等を掲載しています。

3

計
画
全
般

-

　前期の計画がどの程度進捗しているか、具体的な例があ
れば説明して欲しい。

F

　現在行っている前期の計画の達成率はかなり高いものに
なっていると思います。例えば、平成３０年の４月１日に
ゼロをめざしている待機児解消対策については、１６０人
を超えていましたが、２７名まで減少してきました。特別
養護老人ホームについては、１，０００人を超える待機者
がいましたが、３年の中で新しい施設を設置することで減
少してきました。緑被率に関しましては、残念ながら前回
の調査ではやや減少していましたが、今後も従来の緑被率
に戻るよう努力していきます。

4

計
画
全
般

-

　計画は区の各主管課の知恵を寄せ集めて作り上げたの
か、それとも業者に委託しているのか、現実離れしている
と思う。計画を達成するためにいくらの予算がかかるの
か。

F

　基本計画は、基本構想審議会から昨年度答申をいただき
まして、それをもとに新宿区で素案を作成し、本日お示し
してます。それを実際に実現するための事業をまとめたも
のが第一次実行計画です。基本計画は１０年間の計画で、
その１０年間を第一次実行計画３年、第二次実行計画３
年、第三次実行計画４年の期間で計画を推進していく予定
です。
　今回、第一次実行計画（素案）をお示しいたしまして、
事業費は３年間の合計で約４１８億円となっています。

5 Ⅰ 1

　地域の公衆浴場がなくなっており、これからどんどんな
くなっていく可能性もある。お年寄りの方も結構住んでい
て、お風呂がない方も結構いるので、公設民営で公衆浴場
をつくっていただけたら新大久保のほうまで行く必要もな
くなって、苦労することもないと思う。

E

　公衆浴場としっかり連携しながら、なるべく今あるもの
を残していきます。
　公設民営のものについては、新宿区内は比較的、面積と
人口の割には公衆浴場は残っているほうなのですが、やは
り財政に余裕のある自治体のように自分たちでお金を投資
して経営することは難しいと思っています。

6 Ⅰ 3

　私は一部障害があって、よく新宿区役所に行くのだが、
耐震設計のときにスロープが１件増えるのかなと思った
ら、全く同じように復元されてしまったので、地下から入
るしかない。障害がある人もない人も、ともに暮らせる新
宿のまちというスローガンが、いつも白々しく聞こえて仕
方がないと思っている。

D

　バリアフリーについては、既存の建物をバリアフリー化
するということは限界がありますが、極力多くの方に利用
しやすい状況はつくり出していきたいと考えていますの
で、今後も何かの改修がある際には、どんな工夫ができる
かしっかり考えて、その上で施工していきたいと考えてい
ます。

7 Ⅰ 8

　基本計画素案P３５「自治のまちの推進」に関する記述
の一番最後に「自治基本条例の認知度を高めていく取組が
必要です」と書いてあるが、計画事業としての記述がな
い。自治基本条例の２５条にも４年を超えない範囲で検証
をすることになっているが、その検証はどのように進めて
いくのか。また、まだつくられていない住民投票条例、地
域自治組織についてもお考えをお聞かせいただきたい。

F

　町会や地区協議会とは異なる地域自治組織を立ち上げる
ということになると、大きな議論になってくると思いま
す。現在は、その結論を出せるほど成熟した意見が出そ
ろっていない段階であり、今決めていくことは困難ではな
いかと思っています。
　住民投票条例についても、どのようなことを住民投票に
よって決するのか、いろいろな議論が出てくると思いま
す。まだ意見の集約ができる段階ではないと考えています
ので、現状で、住民投票条例を提案していく予定はありま
せん。
【補足】
　自治基本条例については計画事業でなく経常事業で取組
みます。また、条例の検証方法については今後検討してい
きます。

8 Ⅰ 8

　地区協議会に対する新宿区の支援制度の変更について、
基本構想では非常に重視している記載があるが、この基本
計画の素案には、財政的な支援の見直しをするというよう
なニュアンスのところに一度言葉が出てくるだけで、第一
次実行計画では一言も「地区協議会」という言葉がない。
財政的な補助制度が変更され、人的支援としての事務局機
能もなくなれば、地区協議会の存続は非常に難しいのでは
ないかと心配している。今後の地区協議会の位置づけ、区
との関係をどうお考えになっているかご説明をお願いした
いと思う。昨年二度、要望書を出しましたので、今までの
要望書を見ていただいて、後日正式に文書でご回答を出し
ていただけましたら大変ありがたい。

F

　回答が遅れている文書でのご意見に対しまして、早急に
回答が出せるようにさせていただきたいと思います。
　地域によって活動されているテーマは違うのですが、地
区協議会それぞれの中でかなりの実績を上げていただいて
います。
　また、区内には様々な地域団体がありますので、できる
限り広く支援の手をのばしていくためのコミュニティ推進
員という存在にしていかなくてはならないと考えていま
す。地区協議会１０地区ございますが、各地区の皆様とも
様々な協議をさせていただきながら、最終的な仕組みにし
ていきたいと思っています。

回答要旨
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9 Ⅰ 8

　答申の「参画」を、素案では全部「参加」に変えている
が、行政との関連は「参加と協働」になっているが、「協
働」とくると、ここの２つは「参画」にしたほうがまとも
ではないかという意見である。

D

　「参加」と「参画」の違いというのは確かに語感の違い
というのはございますが、どちらがふさわしいのかも含め
まして、ご指摘をいただいたということを踏まえて検討し
た上で、最終案をつくらせていただければと思います。
【補足】
　平成28年度の基本構想審議会では、「参加」と「参
画」のどちらで表記を統一するか議論がありました。審議
会では「男女共同参画」について「参画」とし、その他を
「参加」とすることといたしました。区では、この答申を
踏まえて「男女共同参画」「女性の参画」と表記し、その
他については「参加」としています。

10 Ⅰ 8

　自治基本条例の位置づけは最高規範性としてうたってい
るのだから、あらゆる計画もその中の文言の範疇に入ると
思うので、計画の体系図で新宿区総合計画の上に、自治基
本条例という文言を表現するのが、条例の区民認知のため
にも適当と思う。
　自治基本条例の２５条では４年以内に検証するとなって
いるので、第１回の検証会議というものは行われたが、文
言整理など新たに条文についても、証左すべき問題ではな
いか。

E

　自治基本条例を上に冠するかどうかについては、計画と
条例というの少し概念が異なっています。また、条例の周
知については毎年の自治フォーラム等々を通じまして、今
後も取り組んでいきたいと思います。
　自治基本条例を検証することについて、条文の見直し等
についてですが、実際にはその議決権は議会のほうにござ
います。法律的には条例というものは議会の議決を経なく
てはなりませんので、私ども執行側のほうが行政として決
めるということもできない性質のものでございます。どう
いう議論の仕方がいいのかということも含めて、住民との
お話し合いの中で意見をいただいたことを、お伝えさせて
いただきたいと思います。

11 Ⅰ 8

　地区協議会が10年たって、来年から新しい助成制度と
いうことで、１つの民間団体になるという話なのだが、そ
の理由づけとして、自治基本条例で定める地域自治組織に
地区協議会がならなかったから、そうなったという話が
あった。自治組織って、要するにどういう組織なのかとい
うところがちゃんと描かれていたら教えていただきたい。

F

　地域自治組織という地方自治法に定められている組織と
いうのが市町村合併によって複数の自治体が１つになった
場合に、もともとの自治体の区域に対して地域自治組織と
して設定してきたという全国の事例があります。新宿とい
う限定された区域の中で、既に１０カ所の地域に分け、そ
こで地区協議会や地域センターの管理運営委員会、あるい
は町会連合会があり、この地域を包括する団体がたくさん
ある状況です。それら全てが平等に支援を受けながら一緒
に頑張れる、それぞれの役割、特色、長所などをいかに伸
ばしていくかというのがこれからの地域自治で私たちがめ
ざすべきと考えています。
　また、補助金のあり方の検討は地域自治組織に定められ
ていないからということではなく、以前から外部評価委員
や監査委員から、他の団体との差について指摘があり、今
回見直しの作業に入ったということです。

12 Ⅰ 8

　地区協議会に対する助成のあり方が変更されるが、今ま
での、全ての地区協議会の活動を総括した上で出されてい
るものなのか。従来どおりにやってほしいという意見もた
くさん出ている。
　平成30年度以降、財源を持たない地区協議会は、事業
が立ち行かなくなる可能性もあるなか、補助を一部削減す
る意図をお聞きしたい。

F

　地区協議会のこれまでの活動に関しては、非常に感謝を
しております。地域横断型・専門的な活動になってきてい
る地域もあり、地区協議会だけで実施していく仕事なの
か、判別しにくいものも出てきていると感じています。来
年度以降の新制度に基づいた事業計画というものも立てて
いる地区協議会も幾つか出てきているので、今後も丁寧か
つ慎重に、各地区協議会の皆様と話し合いをさせていただ
きながら、よりよい制度構築をめざしていきたいと考えて
います。

13 Ⅱ

1
①
②
③

　西新宿五丁目南地区の協議会に関わっているのだが、ま
ちづくりをしていく上で、区の担当の方と話していても、
新宿区全体の考えが私どもに響いてこないような気がして
いる。「住民の方がどうしたいかです」というのが一番大
事なのは理解できるが、私たちが区に対して何を協力でき
るかということを把握して、相互により良いまちづくりを
したいと思っているが、そのあたりの姿勢を教えていただ
きたい。

F

　西新宿五丁目に関しては、住宅の密集地域であるという
認識を持っています。まちづくりの方針としては、地震や
火災など災害対策の観点からいくか、あるいはさらに住み
やすい環境を整備するために高度化して有効に土地を活用
するいう観点でやっていくのか、その辺の考え方は色々あ
ると思います。
　区としては、様々な手法がある中で、どれを選んでいた
だくのかというようなスタンスをとらざるを得ないと思っ
ています。今後も、皆様方が自分たちはこうしたい、ある
いは自分たちはどうすべきなのかということについて悩み
があれば、ほかの地区での取組みや手法などについて、丁
寧に説明していきたいと考えています。

14 Ⅱ
1
④

　西新宿八丁目は、税務署通りと青梅街道の間を、すごく
狭い細街路になっている。青梅街道を南にしたエリアは消
防車が入ってくる道がなく、地震や災害があって火が出た
ら、本当に燃えてしまう地域である。
　ボヤがあって、区のほうで２年間、それから今年から都
から援助をいただいて、まちづくり相談員が、その計画を
まとめている。
　曙橋のテレビ局の跡地のマンションを見学した。下に訪
問医療、訪問介護のステーションが入っていて住みながら
医療も介護も受けられる、そのようなまちづくりを高齢者
は望んでいるし、若い人たちは、そこで子育てもできるこ
とを望んでいる。そういう総合的なまちづくりができたら
いい。

C

　西新宿八丁目におきましては首都圏不燃建築公社が担当
していくという段階に入っております。区も連携させてい
ただきながら、次のステップにいくことになろうかと思い
ます。
　保育所や特別養護老人ホームなどの設置については、実
行計画や介護保険事業計画などにより、基本的には進んで
きております。なかなか土地の面積によって期待したほど
の規模にできなかったり、いろいろなこともありますの
で、どうやって補完するのかということも含めながら、今
後の計画をより実のあるものにしていきたいと思います。

45 



№

基
本
政
策

個
別
施
策

意見・質問要旨 回答要旨

15 Ⅱ
3
①

　区長というお仕事は今聞くと大変で、改善する点は山の
ようにあって、色々なことで日々お忙しくしていらっしゃ
ると思うが、何か問題点とか、新宿区はこうしたいという
ものをお聞かせいただければと思う。

F

　区長に就任するに当たって一番やりたかったことの一つ
が、治安対策です。ちょうど私が区長選に出るか出ないか
というような時期に、いわゆる危険ドラッグの使用が問題
となっており、着任後それを根絶するための条例をつくら
せていただきました。その効果もあり、現在店舗はなくな
りました。また、昨年から客引き対策に本腰を入れまし
た。大久保で生まれ育った私にとって歌舞伎町は小学校の
学区域だったのですが、私が着任するころは、とても人が
住むような状況ではなくなってきてしまったというところ
があります。犯罪をゼロにするというのはなかなか難しい
ですが、このまちに来た人が不快な思いをしない、あるい
は犯罪に巻き込まれない、そういう環境をこのまちで実現
したいと思っています。

16 Ⅲ 6

　職安通り、税務署通りから青梅街道に道路がつながって
いると思うのですけれども、コミュニティバスができれ
ば、また、お風呂屋さんがつくれないようでしたら、コ
ミュニティバスを利用してお風呂屋さんに行けるとか、そ
ういうことも１つの案だと思うのだが、その辺の考えを聞
かせていただきたい。

E

　バスの事業者に対して、路線の改善点についてお伝えで
きますので、引き続きご意見をいただきたいと思います。

17 Ⅲ 9

　カラスよけネットの出しっぱなしにしているのをあちこ
ちで見かけるのだが、ネットは区のものであり貸与したも
のが適切な利用ではない場合回収すること、公道の占有に
当たり道路占有許可の申請が出されていないことの2つの
理由で、私は直ちに撤去が可能と思われる。
　各戸収集は、それだけでは収集コストはふえるかもしれ
ませんが、家庭ごみを有料化すれば、ごみの減量が進み、
全体としては区民と行政の負担は減る可能性もある。カラ
スよけネットの取り扱いとごみの各戸収集に対する区長の
お考えをお聞かせ願いたい。

D

　カラスよけのネットについて、得られている効果と、管
理の仕方がよくないという課題についてのバランスをよく
踏まえて、区内全域のあり方を検討していきます。
　各戸収集を行うということは、新宿の道路事情などか
ら、近い将来ということでは非常に難しいという認識に
立っておりますが、マンション建設の際には、部屋数に見
合った集積所をつくることを指導させていただいていま
す。

18 Ⅲ 14

　答申では、「生涯学習と人材交流ネットワーク」という
項目が入っていたが、人材の育成が私は重要だと思ってい
て、そこの人材育成のところがなぜ省かれたのかというと
ころの説明をお願いしたい。

F

　生涯学習・地域人材交流ネットワークにつきましては、
一定程度の活用が進んできていることから、ご指摘のとお
り、基本計画素案では記載していません。また、合わせ
て、第三次実行計画では計画事業として生涯学習・地域人
材交流ネットワークを位置づけておりましたが、第一次実
行計画では経常事業化させていただきましたが、今後と
も、生涯を通じて学習、スポーツが学べる場の提供、環境
整備は引き続き行っていきたいと考えています。

19 Ⅳ 1

　新宿区の入札と発注方法についてですが、新宿スポーツ
センターの改修工事のうち、特定天井改修工事と機械設備
工事において応札が１社であった。東京都は１社入札なら
入札をやり直すと言っている。新宿区は１社入札でいいと
思っているのか伺う。
　また、工事の発注の方法が悪く、その結果工事の質が低
下しているように思う。スポーツセンターの吊り天井が撤
去されて反響がひどくなった。また、天井にあった照明の
光源が移動した上に、今まで水銀灯だったものを新しいＬ
ＥＤ光源に変えたため、水泳中、息を継ぐときに光源が目
に入ってまぶしく、残像が残るようになった。

F

　東京都で１社入札は認めないという方針を打ち出してお
りますが、今後、その経過を見ていかなくてはならないと
思っております。東京都がタイムリミットのある仕事に１
社入札を認めないという方針を貫いた場合に、どういうこ
とが起こるのか、社会にどういう影響を与えるのかも踏ま
えた上で、新宿の今後のあり方については考えさせていた
だきたいと思います。
　工事の質の低下については、ＬＥＤは目に厳しいのでは
ないかという意見も中にはあります。一方でＬＥＤに切り
かえることによって、従来得られていた明るさに対して、
使っている電力が１０分の１に減っています。その点につ
きましても利便性、利点というのもありますので、使う場
所とその効果が一番良い組合せを考えたいと思います。

20 Ⅴ 2

　職員の能力開発や意識改革を基本計画に入れているが
が、職員の方々がモチベーションを高く持っていきいきと
仕事をされることが、好感度につながってくると思うの
で、区長として、新宿区の職員にどういった志を持って業
務に組んでもらいたいと思っているのか伺う。

F

　仕事で悩んで、最終的にメンタルの病気になってしまう
職員が少なからず発生しています。深刻化しないように、
管理職を初め、職員同士の横のつながりでバランスを崩し
た人になるべく早く気づけるように努力をしていきたいと
思っています。
　同時に、労務管理の面では、一定数以上の休暇を取れる
ようどう工夫をしていくかを考えています。また、仕事の
達成感を感じることでバランスが保たれる部分もあるの
で、達成感をどこに見いだせるかについて人材育成セン
ターでの研修などで伝えていきたいと考えています。私
も、なるべく職員と直接話をする機会を持つとともに、職
員が抱えている悩みを取り除いていく工夫をしていきたい
と思います。

21 Ⅴ 2

　未曾有の想定外の事態や、これからのグローバル化した
社会に対応するためには、現行の区の組織を横につないで
連携するという、区自体の機動力の向上や、コーディネー
ション力が要求されると思うので、今後を含めてどうぞ頑
張って欲しい。 D

　横軸が大切だということで、区役所は縦割りの組織だと
いうのが、どうしてもイメージとしてございます。区で
は、色々な部署を回る人、専門的にずっと同じ部署にいる
人など、様々な人材を育成しています。幅広い知識や、そ
れぞれの部署に対する土地勘を持てるようになるための、
人事配置や人材育成センターでの研修などを通じ、さまざ
まな仕事のスキルを身につけていけるよう取り組んでいま
す。
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22 Ⅴ 2

　広聴という区役所の中にある組織の問題について申し上
げる。大久保特別出張所長には、尽力いただいているが、
特別出張所の所長というのは、とても忙しい。来年度は退
職者が普通よりも多く出ると伺っているので、もう少し耳
と足を、より地域に近いところに持っていってはどうかな
というふうに思っている。多忙な所長の受け皿やアウト
リーチをするための受け皿をつくってあげたらどうかなと
思う。来年度もしそういうことができるなら、考えていた
だきたい。

D

　出来事が発生した際には、相手が言わんとしていること
の趣旨をまず理解するということ、やはりコミュニケー
ション能力がなくてはいけないと思います。職員も色々な
ことを経験しながら一人前になっていって、皆様のお役に
立てるような人材になっていくと思いますので、今後もど
うか長い目で育てていただければありがたいと思います。
人材育成に関しては、計画的・長期的な展望を持って、ま
ちを熟知した職員がきちんとまちの中で役割を果たしてい
く、そういういい循環をつくっていきたいと思います。

23 Ⅴ 3

　特定指定道路とそうでないところで、耐震化に差があ
る。以前、問合せのため区役所に行った時には私たちの管
轄ではないと回答があり、都に行った際にも対応してもら
えなかった。
　区と都と国との間で、どのように連携していこうと考え
ているのか。もう少し上手く連携できるのではないか。

E

　国や都との関係について、国や都が前向きなことについ
てはスムーズに話が進みますが、そうでないことは連携が
うまくいかないことがあります。しかし、具体的な事例や
データを積み上げ、これまでも国や都を説得しながら1つ
ずつ進んできました。
　今後も、財源も含めて、どのような支援が得られるの
か、国や都に対して粘り強く話をしていきたいと考えてい
ます。

24
そ
の
他

-

　パブリック・コメントによる意見募集の締め切りが早過
ぎるので延長して欲しい。

E

　８月２５日から９月２５日までの１カ月間で、進めさせ
ていただいています。
　こちら紙ベースで提出いただいても構いませんし、ホー
ムページから直接意見を寄せていただくこともできます。

25
そ
の
他

-

　現在新宿区では、いくつもの計画を策定しているが、地
域説明会とパブリック・コメントが両方実施されるものは
いいが、何も実施されない計画が幾つもあり、議論が深ま
らない。区民が区長と同じように区政全体のことを考えて
自分の意見を主張する必要があると考えるが、区長は区全
体の立場から考えるために日々どのような努力をされてい
るかお聞きしたい。
　１０年間の基本計画に同期して各計画を策定している
が、時期をずらして策定の議論をすれば、いくつもの計画
の素案を同時に議論するというようなことは避けられると
思う。

E

　議論の時間が足りなかった点についてはおわびを申し上
げたいと思います。説明会が多数開催されると、住民の皆
さんも時間をつくるのが困難になってきます。そういう意
味では、パブリック・コメントは、意見を落ち着いて言え
る機会でもあるので、併用しながら、区民が納得する方法
を考えていきたいと思います。
　また、区民の生活や区政のあり方について知るため、区
民と話しをする機会を持つとももに、区政全般に係る研究
を重ねたり、区内の視察をしていますが、区内全域を知り
尽くしているわけではないため、今後もより一層の努力を
していきたいと考えています。
　また、複数の計画を同時に策定すると、議論が深まらな
いとの指摘ですが、区にとって最上位計画の基本計画のも
とに、さまざまな分野ごとの政策を立てていくため、個別
計画を策定することとなっています。そこで、昨年度に事
前の調査やアンケートを実施しました。関係者や当事者の
意見を聞くことが必要な計画は、別な形で実施しました。
当事者だけではなくて、広く区民の意見を反映できる手法
について、研究していきたいと思います。

26
そ
の
他

-

　投票が出来る１８歳にになる前の段階で選挙に関心を
持ってもらえるような活動は何かしているのか。また、投
票率を上げる努力をしていただきたい。２つほど提案があ
り、１つ目は、投票するともらえる投票済証を持ってきた
人には割引をするカフェがあったり、お子さんも連れて一
緒に投票に行きやすいように、投票済証に子どもが興味を
持つような絵を印刷するのはいかがか。２つ目は、防災無
線で「きょうは投票日です」のような呼びかけはできない
のか。

D

　今、小中学校で、選挙を体感してもらう授業をしていた
だいています。中学校では、生徒会選挙のときに実際に選
挙で使用している投票箱を貸出し、18歳になったら自分
の考えに基づいて投票するということを意識してもらうよ
うにしています。小学校では、６年生の最後の給食の献立
を投票で決める体験してもらう授業をさせていただいてい
ます。
　投票済証につきましては、どのように工夫出来るかとい
うことを考えてみたいと思います。
　また、防災行政無線については、防災情報の放送である
ことを踏まえ、東日本大震災以降少し控えているところで
す。
　広報車等については、活用しているものの、苦情が増え
ているため、音量を抑えています。投票日がきちんと伝わ
るように回数や音量を工夫する方法もあると思いますの
で、そうしたお話しを含めて、選挙管理委員会に意見とし
てお伝えします。

27
そ
の
他

-

　中山区長の時代にあったのだが、議会で各地を回る。今
回も、区内各地の現地視察を順番に行ってはいかがか。

C

　区の各地を回るということにつきましては、私も常々心
がけて各地域を回らせていただいています。また、土木と
建築の専門職としての副区長も昨年任命いたしまして、熱
心に現場を見て回っています。都内のさまざまな開発の事
例、国土交通省での経験などもございますので、その辺の
手法も踏まえて、この地域ではどういうことができるか、
この地区には何が足りないか、そのようなことを認識しな
がら見聞を深め、今後も積極的に行っていきたいと思いま
す。
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№

基
本
政
策

個
別
施
策

意見・質問要旨 回答要旨

28
そ
の
他

-

　特別徴収か普通徴収かを誰が決定するのか厚労省に尋ね
たところ、そこはグレーゾーンだそうである。介護保険で
介護保険料が特別徴収されるというのは、区の介護保険料
は議会を通して料金まで決めるのだから、地域の自主性と
法律的な問題とがバッティングしてしまうということがあ
るのではないかと思う。ＬＧＢＴの方々の問題や民泊の問
題など、当然現行の法律とぶつかるということは起きてく
るだろうと。ぜひ行政ＡＤＲのようなところをつくって、
早目早目に始めていただいたらいいと思う。

D

　特別徴収と普通徴収の件でございますが、私は特別徴収
が妥当であろうと考えておりますので、現在一般的に行わ
れていることとの乖離はないと考えております。民泊につ
いては、かなり新宿の意向が組み込まれた法律になりまし
た。行政のＡＤＲにつきましては、今のところそういう動
きが国のほうで見られておりませんので、今後必要を感じ
た場合には、要望を伝えていきたいと思います。

【補足】
　介護保険では被保険者の希望で徴収方法を変更すること
は認められていません。

29
そ
の
他

-

　過去に、心理士や指導員から否定をされたり、厳しい言
葉を浴びせられることで身体に影響があった。心臓が悪く
いろいろな面でサポートが必要なため、人を否定しないよ
うな、老若男女問わず安心できるような制度をつくってほ
しいと思う。また、年齢制限のないイベントの開催も希望
する。
　区政情報課の方には、人の気持ちを配慮の上対応しても
らえるように伝えていただきたいと思う。

E

　心理士や区政情報課など、区にかかわる人の接遇に対し
ましては今後も細心の注意を払うように伝えていきたいと
思います。
　また、イベントの年齢制限につきましては、イベントの
特性上年齢制限が必要な場合があるかもしれません。場合
によっては参加できるようなもの、見学は可能なものな
ど、様々なイベントがあると思いますので、その都度相談
をして下さい。きちんと丁寧にお答えができるように各部
署には伝えておきたいと思います。

30
そ
の
他

-

　パブリック・コメントというのはどういう意味なのか、
説明していただきたい。
　また、様々なところで提出されていると思いますが、例
えばコメントの提出が少ないとか、その課題があれば聞き
したい。

F

　パブリック・コメントは、どのようなご意見をいただく
のも自由で、基本的には「公としてはこうやったほうがい
いんじゃないか」「一般論としてこうじゃないか」「確か
に総論としてはこうだけれども個別の案件としてはこうい
うことがあるんじゃないか」などのご意見をいただき、そ
れについて区が、「こういうご意見いただきましたが、こ
ういうことです。こういうことを改善します」などと回答
をする仕組みとして今、運用しています。誰か個人の願望
ではなく、公の意見として頂戴をして、公の答えとして返
している形です。
　困り事については、多くのご意見を頂いています。類似
した意見があった場合には、「こういう意見が何件ありま
した」とか「それについてのお答えはこうです」というま
とめ方をしてお答えをして、公表しています。
　個人的な意見であれば、区民意見システム等の仕組みが
ありますので、その中でお返しをしています。その違いを
ご理解いただくのが難しい場面もありますので、なるべく
事前に、パブリック・コメントの趣旨ををお伝えできるよ
うに努力をしていきたいと思います。

31
そ
の
他

-

　ロイヤルパークス北新宿の件で、私道でのタクシー乗降
や宅配デリバリーは禁止としているが、なかなか守ってく
れない。また、ロイヤルパークスの住民が置く場所でない
ところへゴミを置いたり、住民の方の犬が結構近所迷惑を
かけていることがあり、できるだけガードマンや管理人を
増やして、そういう住民を口頭で注意をしてほしいと大和
ハウスにお願いしているが、できないということであっ
た。私道が大分傷んでおり、区にも２回ほど修理をお願い
しているが、今、住民の負担で下水管の工事や道路の舗装
をしている。ワンルームのマンション条例では、１０時か
ら６時までは静かにしなさいとあるが、ガードマンや管理
人に関しては全然規定がないので、新しく新宿で規定をつ
くってい欲しい。

D

　私道部分を一般車両が通行することについての交通規制
に関しましては、ルールがあって、それが無視されている
ということであれば、交通管理者（警察）のほうに伝えて
おきたいと思います。不法投棄や犬が近隣にご迷惑をかけ
ている事実に関しては、チェックをさせていただきたいと
思います。条例がつくれるかどうかということにつきまし
ては、法的な権限の中で、どのようなことができるかは検
討のひとつかなと思っております。新宿区内には、たくさ
んマンションがありますので、事実などを確認をした上
で、新宿全体として、どういうルールがふさわしいのか考
えてみたいと思います。

【補足】
　なお、ワンルームマンション条例では迷惑行為の禁止に
関する事項の定めはありますが、時間帯は規定しておら
ず、また総戸数に応じて管理人の駐在に関する規定はあり
ます。ロイヤルパークス北新宿では管理人は常駐です。

32
そ
の
他

-

　西武新宿線中井駅北口近隣の広場について、防犯カメラ
や信号機をいつ設置していただけるのか教えて欲しい。

F

　信号につきましては、区に権限がないため、警視庁の対
応になります。警視庁も年間限られた台数しか信号機のつ
けかえ、あるいは新設をしていないというのが実情なの
で、その中で優先順位をどの程度まで引き上げられるかと
いうことになります。今後も、警視庁に粘り強く伝えてい
きたいと思います。

33
そ
の
他

-

　区長トークはすべての地区でこのような形式でやってい
るのか。皆さん書類を落としているので、この人数ならば
机を出してもいいのではないかと思った。スライドを見て
いるときに、冊子と照らし合わせたら、もう少し深い質問
ができたのではないかなと思う。

E

　予約制ではないので、会場によって人数が読めないとこ
ろがあり、こうした形式をとらせていただいています。そ
の点については、例年の参加者数のことも加味しながら、
会場によって少し検討させていただければありがたいと
思っています。
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５ 新宿区第一次実行計画（素案）に関する 

パブリック・コメントにおける意見要旨と区の考え方 

 

 平成 29年 8月 25日（金）から9月 25日（月）にかけて実施した、新宿区第一次実行計画

（素案）に関するパブリック・コメントにおける、意見要旨及び区の考え方をまとめたものです。 

 

〇意見数 ２４０件 

 

《記載内容は、以下の項目を設け整理しています。》 

 

項  目 説   明 

【基本政策】 

【個別施策】 

【計画事業】 

ご意見をいただいた内容が、施策体系のどの分野に該当しているかを

示しています。（番号のみを掲載していますので、該当する基本政策・

個別施策・計画事業は、施策体系表（P6～10）でご確認ください。） 

【意見要旨】 
基本的には、原文を記載していますが、誤字脱字の修正及び文章の要

約を行っています。 

【区の考え方】 

いただいたご意見について、素案の施策の方向性に関するものについ

ては、区の考え方を示しています。（計画への反映等については、A～G

で示しています。A～G の分類については、実施結果概要（P1～4）を

ご確認ください。） 

また、区に対する質問については、回答を記述しています。 



№
基
本
政
策

個
別
施
策

計
画
事
業

意見要旨

1

計
画
全
般

- -

　新規事業37のうち、20の計画事業
（10,13,23,27,30,34,38-②,54,67-③,72-③,80,89,
98,100,106,107,108,110,111,112）に事業費の計
上が見られない。

F

　ご質問に回答します。
　事業費が計上されていない事業については、現在積算中
のため素案の段階では事業費が未計上のものもあります。
また、民間の活力の活用により区としての事業費を計上し
ないものや、調整や検討となっているものなどがありま
す。
　なお、ご指摘の事業のうち新規事業は、計画事業番号
10、23、34、80、107、110、111、112の8事業
です。

2

計
画
全
般

- -

　事業計上されている新規事業の予算規模は、418億の
3.3%である。基本計画、まちづくり長期計画の審議で議
論された重要施策が、この規模で展開されていくとは到底
思えない。今後の見直しをお願いしたい。 E

　ご意見として伺います。
　新規事業の中には、現在積算中のため素案の段階では事
業費が未計上のものもあります。
　適切な経費の見積りを行い、重点的・計画的に事業を推
進していきます。

3

計
画
全
般

- -

　H30～H32年の3か年の第一次実行計画が示されてい
る。H19年策定総合計画では、4か年の第一次実行計画が
提示された。両者の計画期間の差は何か。また今回の計画
期間を3年とされた理由は何か。

F

　ご質問に回答します。
　第一次実行計画については、東京2020オリンピック・
パラリンピックの開催とその後を見据えるとともに、少子
高齢化などの課題に対応する期間として、平成30
（2018）年度から平成32（2020）年度の3年間を計画
期間としています。

4

計
画
全
般

- -

　H30～H32年の3ヶ年の第一次実行計画の総事業費
は、418億。これに対しH21.1ローリング見直し後の第
一次実行計画のH20～H22年3か年の事業費は、640億
円（15,387+21,103+27,544百万円）である。今回の
第一次実行計画の総事業費は、少なくないか。圧縮された
理由は何か。

F

　ご質問に回答します。
　財政収支見通しでは、実行計画の事業費が以前と比べて
低くなっています。これは、平成29年度までに完了した
事業があることや、経常事業化した事業があること、新実
行計画の積算中のため今後計上する経費があるためです。
　適切な経費の見積りを行い、重点的・計画的に事業を推
進していきます。

5

計
画
全
般

- -

　各計画事業の表に外部評価書の様に個別計画名を記し、
個票の統一を図ると共に、当計画事業の根拠が分かる様に
してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　第一次実行計画では、各個別計画と整合を図りながら、
計画的かつ優先的に取り組んでいく事業を計画事業に位置
付けて年度別の事業費を計上しています。
　第一実行計画には、各計画事業に関連する個別計画は掲
載しませんが、行政評価を実施する中で、事業の根拠とな
る関係法令や個別計画、目標の達成状況、事業経費の実績
等を示したうえで適切な評価を行い、結果を公表していき
ます。

6

計
画
全
般

- -

　計画事業費の構成比が10.1％である。新宿区第一次実
行計画ローリング（H21～23）H21.1では、
H20,H21,H22で12.0％、16.6％、20.9％である。

・計画事業が重点施策として予算付けされると思うが、低
くないか。重点配分されていると思わないので、再考して
ほしい。
・重点的な予算付けができない、他の理由、例えば義務的
経費が多くなっている等の理由を示してほしい。

F

　ご質問に回答します。
　財政収支見通しでは、実行計画の事業費の構成比が以前
と比べて低くなっています。これは、平成29年度までに
完了した事業があることや、経常事業化した事業があるこ
と、新実行計画の積算中のため今後計上する経費があるた
めです。また、以前と比較して、義務的経費（特に扶助
費）が多くなっていることも、実行計画の事業費の構成比
が低くなっている要因でもあると考えます。

7

計
画
全
般

- -

　表中に「特別会計計上分」と記されている。

・「特別会計」を脚注に説明してほしい。何の特別会計あ
るいは基金を使用されているか記してほしい。
・P7の脚注の国や都からの補助金、基金は、どの歳入項
目に入っているか、脚注に示してほしい。 E

　ご意見として伺います。
　財政収支見通しは、計画事業期間中の財政収支を推計す
ることで、計画事業と区財政の関係を明らかにすることな
どを目的に掲載したものです。
　また、計画事業費総括表は、計画事業費総額及び充当さ
れる一般財源総額を明らかにすることを主な目的として掲
載するものです。
　このため、特別会計の内訳、特定財源の内訳について
は、毎年作成する「予算の概要」に掲載します。

8

計
画
全
般

- -

　別途「財政の概要」等を参照しなくても理解できる様
に、「推計の内容」に係る各項目の脚注説明でなく、義務
的経費、扶助費、投資的経費等の説明を本書にも是非入れ
てほしい。

E

　ご意見として伺います。
　財政収支見通しは、計画事業期間中の財政収支を推計す
ることで、計画事業と区財政の関係を明らかにすることな
どを目的に掲載したものです。どのように推計したかを簡
略に説明するために、推計の方法に内容を絞り、掲載をし
ています。

区の考え方
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№
基
本
政
策

個
別
施
策

計
画
事
業

意見要旨 区の考え方

9

計
画
全
般

- -

　P129以降に「経常事業」が記載されている。予算の款
項目節は多岐にわたるが、P4に表す事は可能か。別表を
添付してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　経常事業については、計画事業とあわせて体系的に整理
することで、区が実施する施策や事業の全体像を明らかに
するために、事業の一覧と概要を掲載しています。個々の
経常事業の経費については、毎年度の予算編成の過程で算
定しています。また、財政収支見通しは性質別に増減見込
みを推計しています。

10

計
画
全
般

- -

　新規計画事業の目標値は、どの様な過程、審議を経て策
定されたのか記してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　計画事業の指標は、毎年の行政評価により達成度を適正
に評価できるよう、これまでの外部評価の指摘も踏まえ、
事業の活動とその結果を測る「活動指標」、または事業を
展開した結果、区民の生活、意識、行動等がどう変化した
かを測る「成果指標」を設定することを原則としていま
す。指標及び目標値の設定に当たっては、行政評価の所管
部署が計画事業の所管部署と調整を図りながら、今後見込
まれる事業の実績や伸び率などを踏まえて設定していま
す。

11

計
画
全
般

- -

　新宿区基本計画（骨子案)P2に”新たな総合計画”は
（4）区民等と行政、それぞれが果たすべき役割が見える
計画とする。（素案も同じ）それについて区民の方から、
それをつなげる制度設計が見えませんという意見に対し
て、（冊子）新宿区基本計画（骨子案）に対する「パブ
リック・コメントでの意見要旨と考え方」にある考え方
（P10連番38）はそれぞれの役割をつなげる方法として
は、官民一体となった協議会や、区民や事業者などへの事
業助成などあり、具体的には個別計画や実行計画等で取り
組むこととなります。」とある。では官民一体となった協
議会や区民や事業者などへの事業助成とは具体的に新宿区
第一次実行計画（素案）の計画事業番号を掲げて説明して
ほしい。

F

　ご質問に回答します。
　区政の推進にあたっては、区民・事業者・区（行政）の
連携・協働が不可欠です。事業の実施にあたっては、様々
な方法で、事業者の方々や区民の皆様の協力を得ながら、
取組を進めています。
　例えば、計画事業「54 多様な主体との連携による多世
代への防災意識の普及啓発」における「防災イベントの実
施」については、協働事業としてＮＰＯ法人と連携し、企
画から運営まで、その専門性を活かしながら事業者ととも
に実施しています。また、計画事業「68　地区計画等の
まちづくりルールの策定」においては、地域住民との協働
によりまちづくり活動を行うとともに、地区計画やまちづ
くり構想、ガイドライン等のまちづくりルールを定めてい
ます。官民一体となった協議会としては、計画事業「67
① 地域活性化プロジェクトの推進（賑わいづくりと新た
な文化の創造・発信）」における「歌舞伎町ルネッサンス
推進協議会」や、計画事業「84① ごみの発生抑制の推
進」における、「3Ｒ推進協議会」などがあります。

12

計
画
全
般

- -

　・計画事業と経常事業は一体的に議論し、考える必要が
ある。
　・経常事業の予算が示されていない。
　実行計画には115計画事業が示されている。計画事業
を考えれば、新宿区の事業を理解できると思っていたが、
予算的にはもっと大きい経常事業があることを知った。
　経常事業に関しては実行計画（素案）の「（5）区の施
策・事業の全体像」に561(＝676－115)の経常事業の
名称が示されているが、予算、金額は書かれていない／過
去の実績を示すべきである。

E

　ご意見として伺います。
　第一次実行計画は、計画的かつ優先的に取り組んでいく
事業を計画事業に位置付けて年度別の事業費を計上してい
ます。加えて、区の施策・事業の全体像を明らかにするた
め、経常的に実施する経常事業も併せて一体的に示した一
覧表を掲載しています。
　計画事業、経常事業は共に、予算編成の過程において総
合的な視点により精査を行っています。第一次実行計画に
は、経常事業の予算額及び過去の実績額については掲載し
ませんが、予算・決算として公表していきます。

13 Ⅰ 1 1

　第一次実行計画（素案）P.15　「１生涯にわたり心身
ともに健康で…」1の計画事業概要に「そのためスポーツ
施設利用料・照明代等を近隣区並みに軽減します。また高
齢者・障害者の施設利用料を軽減し健康づくりを応援しま
す。」を加えること。1②目標に「・食育サポートのため
の人材育成　100人」を追加してほしい。 E

　ご意見として伺います。
　区有施設の利用料等については全庁的な受益者負担の考
え方に基づき設定されています。軽減等についても全庁的
な整合を図りながら検討していきます。
　また、地域における食育を推進するため、区では食育ボ
ランティアの登録・育成を行っています。食育に関する具
体的な取組や目標については、平成30年3月策定予定の
「新宿区食育推進計画」において記載していく予定です。

14 Ⅰ 1 1

　第一次実行計画（素案）p.16　「ウォーキングマップ
の作成」を「普及・改善」に変更してほしい（今年度作成
済み）。

E

　ご意見として伺います。
　ウォーキングマップは、平成29年度に作成したもの
を、計画期間内に必要な修正をするなどして作成を継続
し、普及していく予定です。

15 Ⅰ 1 2

　新宿区基本計画（素案）P12の3.施策の方向性<ライフ
ステージに応じた健康づくりの推進>のところにある、高
齢期のフレイル（筋力や心身の活力が低下した状態）対策
等を推進とある。では新宿区第一次実行計画（素案）の計
画事業番号を掲げて、説明してほしい。

F

　ご質問に回答します。
　高齢期のフレイル対策については、計画事業「2　高齢
期の健康づくりと介護予防の推進」において具体的に展開
していきます。

51 



№
基
本
政
策

個
別
施
策

計
画
事
業

意見要旨 区の考え方

16 Ⅰ 1 2

　第一次実行計画（素案）p.16　2の計画事業概要に「地
域全体で健康づくりや介護予防に取り組むことができる」
の後に「よう場を確保し」を挿入してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　今後地域全体で、健康づくりや介護予防に取り組むため
には、区民の方の主体的取組が重要であると認識していま
す。そのため、できるだけ地域の身近な場所で健康づくり
や介護予防の取組を実践することができるよう支援してい
きます。

17 Ⅰ 1 3

　第一次実行計画（素案）p.17　3に枝事業②として、
「禁煙教育の推進」として「受動喫煙の被害、喫煙による
影響などをあらゆる機会をとらえて啓発します。小中学校
には出前講座などを実施します。」を加えてほしい。 B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　区では、禁煙支援の実施や喫煙による健康影響に関する
正しい知識の普及啓発が重要であると認識しており、平成
30年3月策定予定の「新宿区健康づくり行動計画」に、
区の取組の方向性として明記する予定です。

18 Ⅰ 1 3

　第一次実行計画（素案）P17　「3生活習慣病の予防」
③として、「がん対策の推進　ガン検診の受診率向上のた
め、検診費用の助成を拡充します。またがん患者の支援の
ため、年齢・余命に関係なく入院及び生活の援助を行いま
す。」を加えてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　がん検診費用については、区民が引き続き検診費用の１
割程度の自己負担でがん検診を受診できるよう支援してい
きます。また、生活保護や非課税世帯の方へは、費用免除
の制度も継続していきます。受診率の向上については、個
別の受診勧奨・再勧奨などの取組を強化していきます。
　また、がん患者への支援については、引き続き「がん療
養相談窓口」や保健センター等において、医療や介護の相
談支援を行っていきます。

19 Ⅰ 1
そ
の
他

　がん対策の推進の事が記されている。「本個別施策に該
当する計画事業」に対し「挿入文」のあるものと、単に計
画事業名と番号のみを記載したページから見られる。同じ
様な記載方法に統一できないか。 E

　ご意見として伺います。
　「がん対策の推進」など、区が経常的に実施する事業や
取組のうち、個別施策を支える主な事業や取組について
は、施策体系に位置付けるとともに内容を記載していま
す。

20 Ⅰ 1
そ
の
他

　心臓病の人を大切にする対応

E

　ご意見として伺います。
　生活習慣病対策の中で、心臓病の基礎疾患となる糖尿病
や高血圧等の発症予防・重症化予防について取り組んでい
きます。具体的には、平成30年3月策定予定の「新宿区
健康づくり行動計画」において推進していく予定です。
　心臓機能障害で身体障害者手帳を交付されている方は、
各種福祉サービスを受けることができます。また、援助を
必要とする障害のある方が携帯し、いざという時に必要な
支援や配慮を周囲の方にお願いするための「ヘルプカー
ド」を配布しています。

21 Ⅰ 1
そ
の
他

　高い国民健康保険料を払っているのになぜ高額な医療費
を払わなければならないのか。なぜ命に直結する社会保障
費を削って、軍事費を増やすのか。せめて、国民健康保険
料を下げてほしい。安心して病院にも行ける、お金の心配
をしないで治療をうけられる。これが行政の責任ではない
か。

E

　ご意見として伺います。
　国民健康保険は、医療費を、公費と被保険者が支払う保
険料及び患者負担で支える仕組みとなっています。
　保険料については、高齢化等により医療費が上昇するな
かで、引き下げは困難な状況です。
　また、国民健康保険の加入者は、基本的に医療費の3割
を支払うだけで、保険診療を受ける事ができます。
　さらに、月ごとの自己負担限度額を超えた場合に、その
超えた分をあとから支給する高額療養費制度により、患者
負担が過度にならない制度となっています。

22 Ⅰ 1
そ
の
他

　（素案）P129経常事業食育の推進（No21）のところ
にある「新宿区食育推進計画」と新宿区基本計画（素案）
P13　3.施策の方向性の食育の推進のところにある「学校
食育計画」の関係を説明してほしい。

F

　ご質問に回答します。
　区における食育を推進するため、食育基本法に基づき
「新宿区食育推進計画」を策定しています。教育委員会で
は、「新宿区食育推進計画」を受け、区内の幼稚園・子ど
も園、小・中・特別支援学校に通う子どもたちの「食育」
の目標を発達段階に応じて示した「学校食育計画」を策定
し、その計画に基づき、各学校・園において取組を実施し
ています。
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23 Ⅰ 1
そ
の
他

　新宿区基本計画（素案）P12の3.施策の方向性<健康づ
くりの推進>では、男女それぞれの特性を踏まえ、ライフ
ステージに応じた健康づくりが行えるよう、対策等を推進
していきます。とある。また、（冊子）新宿区基本計画
（骨子案）に対する「パブリック・コメントでの意見要旨
と考え方」にある考え方（P12連番53）は「具体的な内
容については、個別計画や実行計画で示すべき事項と考え
ます。」とある。では新宿区第一次実行計画（素案）の計
画事業番号を掲げて、説明してほしい。

F

　ご質問に回答します。
　ライフステージに応じた健康づくりについては、平成
30年3月策定予定の「新宿区健康づくり行動計画」にお
いて具体的な取組を記載します。

24 Ⅰ 1
そ
の
他

　新宿区基本計画（素案）P13の3.施策の方向性<歯科保
健対策〉と（冊子）新宿区基本計画（骨子案）に対する
「パブリック・コメントでの意見要旨と考え方」にある考
え方（P12連番58）は「若年期からの歯周病対策を充実
させ、歯の喪失を防ぐための8020運動を推進することと
しています。」とある。では新宿区第一次実行計画（素
案）の計画事業番号または経常事業の記載の番号を掲げ
て、説明してほしい。ただし、「具体的な内容について
は、来年度の実行計画策定の際に、検討すべき事項と考え
ます。」とある。では新宿区第一次実行計画（素案）策定
の際に、検討してみたかどうか、説明してほしい。

F

　ご質問に回答します。
　若年期からの歯周病対策を充実させ、8020運動を推進
することについては、第一次実行計画(素案）「（5）区の
施策・事業の全体像（計画事業と経常事業）」のP129・
P130に記載されている経常事業№22・№23・№24に
おいてすでに実施しています。その中の歯科健康診査は、
20歳以上のすべての区民を対象としており、受診と適切
な口腔ケアの方法の普及啓発などにより、若年期からの歯
周病対策を実施しています。
　なお、平成30年3月策定予定の「新宿区健康づくり行
動計画」において、具体的な取組を推進していく予定で
す。
　また、第一次実行計画（素案）では、計画事業「6　乳
幼児から始める歯と口の健康づくり」（P18）におい
て、乳幼児期・学齢期を対象としたむし歯や歯周病対策を
検討しています。

25 Ⅰ 2 7

　（素案）P19　2住み慣れた地域で暮らし続けられる地
域包括ケアシステムの推進として7高齢者総合センターの
機能の充実の計画事業概要のところにある「地域包括ケア
システム」がどんなものか、具体的に示されなければその
施策の方向性が理解できないと考えるので、コラム的でも
かまわないので掲載してはどうか。

B

　ご意見は、素案の内容に含まれています。
　第一次実行計画(素案）「（5）区の施策・事業の全体像
（計画事業と経常事業）」（P130～132）の個別施策
「2　住み慣れた地域で暮らし続けられる地域包括ケアシ
ステムの推進」に記載の計画事業と経常事業全体が、区が
目指す地域包括ケアシステムであると考えています。
　なお、平成30年3月策定予定の「新宿区高齢者保健福
祉計画・第7期介護保険事業計画（平成30年度～平成32
年度）」では、重点施策等の冒頭に、区が目指す姿を事例
として掲載していますので、そちらも併せてご覧くださ
い。

26 Ⅰ 2 9

　（素案）P20　9「地域の活力」を生かした高齢者を支
えるしくみづくりの年度別計画にある「・75歳以上高齢
者の安否確認の実施」は29年度に実施して31年度に実施
する予定と考えてよいか。説明してほしい。 F

　ご質問に回答します。
　「75歳以上高齢者の安否確認」は28年度に実施しまし
た。次回は31年度に実施する予定です。

27 Ⅰ 2 9

　（素案）P20　9「地域の活力」を生かした高齢者を支
えるしくみづくりの29年度末の現況（予定）のところに
P113（4）計画事業の主な指標と同じように「・ボラン
ティア年間活動者数延べ5,500人」を追加してほしい。 A

　ご意見を踏まえて修正します。
　第一次実行計画（素案）の「計画事業の内容」（P15
～104）に記載の「29年度末の現況（予定）」及び
「32年度末の目標」と「計画事業の主な指標」（P113
～125）の表記が異なる箇所は、ご指摘を踏まえ修正し
ます。

28 Ⅰ 2 10

　第一次実行計画（素案）P.20　「地域支え合い活動」
の推進については、国が支え合いの名の下に公的責任を後
退させる狙いがあり、そうした国の政策を推進することな
ら削除すべきである。また、「〈仮称〉新宿区立薬王寺地
域ささえあい館」は地域住民の反対にもかかわらず薬王寺
ことぶき館のお風呂をなくして地域ささえあい館に転換す
るもので、問題である。この間、そもそもこの施設の名称
も何度も変更され、ことぶき館もようやく定着したところ
でまた新たに施設の名称を変更することにも違和感があ
る。

E

　ご意見として伺います。
　区の高齢者人口は、特に75歳以上の人口の割合が将来
的に大きく上昇すると予測され、単身高齢者についても、
さらなる増加が見込まれています。高齢者を取り巻く環境
は今後急速に変化するため、地域による高齢者の見守りが
一層重要となります。このため、地域の中で高齢者の自立
を支援し、多世代が互いに支え合う「地域支え合い活動」
を推進するとともに、活動の拠点として、平成30年2月
に「薬王寺地域ささえあい館」を開設します。
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29 Ⅰ 2 11

　第一次実行計画（素案）p.21　「地域密着型サービス
の整備」、「特別養護老人ホームの整備」、「ショートス
テイの整備」については、既に決まっている計画の他にも
必要なサービス量を確保できるよう区として数値目標を掲
げること。“民設民営による整備促進“を”公設を含め整
備促進”に変更、整備目標数を増やしてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　特別養護老人ホーム、ショートステイの整備について
は、区内に特別養護老人ホーム等の建設に適した規模の土
地が少ない状況の中、整備が可能な公有地がある場合には
活用を検討し、整備可能な土地として活用することになっ
た時点でお知らせしていきます。なお、市谷薬王寺町及び
払方町の国有地において、施設整備に向けた事業者選定を
予定しています。市谷薬王寺町では特別養護老人ホームと
ショートステイ、払方町では認知症高齢者グループホーム
と小規模多機能型居宅介護を障害者グループホームとの併
設で、運営事業者の公募をする予定です。また、整備主体
については、区が補助金により民間の施設整備を促進する
ことで、優れたサービスが提供できると考えています。

30 Ⅰ 2 11

　今後3年間で特養ホームが一施設しか増えない。どうか
年金で入れる施設を創ってほしい。また認知症は自分では
気付かない。それを周辺でみつめる、見まもる地域力の育
成が必要になってくると思う。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　特別養護老人ホームについては、公有地などの建設に適
した土地を活用し、整備を進めていますが、平成31年7
月開設予定の富久町国有地での整備のほか、市谷薬王寺町
国有地に特別養護老人ホームの整備を対象とした事業者公
募を行う予定です。また、区が入所調整している特別養護
老人ホームには、多床室のホームと個室のホームがあり、
経費も異なります。そのため、申し込まれる方には、個々
の状況にあった施設をご検討いただいています。また、認
知症に対するご意見の趣旨は、計画素案Ⅰ-2-12「認知
症高齢者への支援体制の充実」に記載されています。高齢
者が認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続
けることができるよう、認知症サポーター養成講座の実施
等を通じた、地域における積極的な普及啓発に取り組んで
いきます。

31 Ⅰ 2 11

　特別養護老人ホームの更なる建設をしてほしい。

A

　ご意見の趣旨を計画に反映します。
　特別養護老人ホームの整備について、現在は富久町国有
地を活用し、平成31年7月の開設に向けて整備を進めて
います。また、特別養護老人ホームには多くの待機者がい
る現状等を受け、新たに市谷薬王寺町国有地での整備に向
けて、平成30年9月頃に事業者公募を行う予定です。今
後も高齢社会の進展を踏まえ、引き続き、整備が可能な公
有地の活用について検討していきます。

32 Ⅰ 2
そ
の
他

　夏のエアコンの援助と、シルバーパスの使用者が広く誰
にでも利用できるよう課税によって多額の支払い人がいる
が、中間にたとえば3,000円の人、5,000円の人など配
慮をしてほしい。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　夏のエアコン援助については、生活保護受給者への支援
として、夏季の特別な需要に対応するため、夏季加算の新
設を東京都を通じて国に要望しています。シルバーパスに
ついては、東京都の制度であり、いただいたご意見は東京
都の所管部署に伝えます。

33 Ⅰ 2
そ
の
他

　介護保険のことですが、要介護1と2が国から外され
た。私は要支援1であるが、今まで払った介護保険料はど
うなるのか。

F

　ご質問にお答えします。
　特別養護老人ホームの入所対象者は、平成27年度より
これまでの要介護1以上から原則要介護3以上の方に変更
になりましたが、在宅のサービスには要支援１の方も利用
できるサービスが各種あります。介護保険は、40歳以上
の皆様が保険料を納め、介護が必要なったときに利用でき
る制度です。納めていただいた保険料は、国や自治体の公
費ともに、介護保険を健全に運営するための大切な財源と
なります。

34 Ⅰ 2
そ
の
他

　もうすぐシルバーパスが受給されるが、現在は1,000
円と20,510円の2段階である。課税金額によって決まる
様だが、負担額が多く、利用しにくい。3,000円という
金額もあると少し楽になり、利用する人が増えると思う。
3,000円も設定してほしい。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　シルバーパスについては、東京都の制度であり、いただ
いたご意見は東京都の所管部署に伝えます。
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35 Ⅰ 2
そ
の
他

　第一次実行計画（素案）P.20　新たに「高齢者が安心
して暮らせる住まいの確保」を計画事業に加え、計画事業
概要に、「安心して住み続けられる住宅を確保するため、
区営住宅の増設や特定住宅の活用、高齢者への家賃補助、
公的保証人制度の創設などを行います。」を追加し、具体
的な事業を明記してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　セーフティーネットとしての区営住宅は、人口に比して
十分な量が確保されていると考えています。今後は、更新
期を迎えた区営住宅の建替えの際に、行政需要や所有形態
のあり方も含め、検討していきます。
特定住宅は、中堅所得者層の子育てファミリー世帯を支援
することを目的として、15年間に限り供給している住宅
です。そのため、特定住宅を高齢者などに提供することに
ついては考えていません。
　高齢者や障害者世帯等の民間賃貸住宅への円滑な入居を
支援するため、家賃等債務保証料助成制度や住み替え居住
継続支援制度による助成事業を実施しているため、新たに
家賃助成制度を創設する予定はありません。
　連帯保証人が見つからず、入居が困難な方への支援とし
て、行政が直接保証人となるのでなく、民間保証会社との
連携で家賃等債務保証制度の助成等を行っています。

36 Ⅰ 2
そ
の
他

　地域交流館の活用コンセプト見直し
　子育て世代が集える場所、地域活動の打合せ施設として
早急な見直しが必要。シニアの活躍促進にも。

E

　ご意見として伺います。
　P100の計画事業「110 高齢者活動・交流施設の機能
拡充」において、「地域支え合い活動」を推進するため、
活動の拠点となる高齢者活動・交流施設の機能拡充等を図
るとしています。「新宿区立薬王寺地域ささえあい館」で
の活動を踏まえて、地域交流館、シニア活動館及び高齢者
いこいの家「清風園」を対象に、機能拡充等を検討してい
きます。

37 Ⅰ 3 13

　年度計画では平成32年度までの3年間の事業費は計上
されていない。区の方針の「民設・民営方式による整備」
は、多くの民間の事業者が資金や人材の確保が難しく厳し
い経営環境にあることを考えると早期の実現は困難と言わ
ざるを得ない。
　そこでこの事業への民間事業者の参入を促すには、やは
り区が主導する支援が必要である。たとえば建設用地や建
設資金を区で担う公設・民営方式の導入による整備を検討
してほしい。
　「入所施設から地域へ」は国の施策である。しかし地域
の受け皿のひとつとなるグループホームの整備は進んでい
ない。また、現在は親と住んでいる障害者(とくに重度・
重複の障害者)は、親が高齢化すると以前は遠方の入所施
設を選択せざるを得なかったのが、近頃では地域移行の流
れに沿ってグループホームを希望し待機しているケースが
増えている。
　障害者グループホームの設置促進について、区の方針は
「民間任せ」に過ぎる。もっと積極的に取り組んでほし
い。そうでないと障害者が新宿に暮し続けられる環境はな
かなか実現されない。この3年間に整備に向けた事業費を
計上してほしい。

E

　ご意見として伺います。
  区では、都の制度に整備費用補助を上乗せするなど、民
間による設置促進を支援していきます。
　また、活用できる区有地や国、都所有地があるときはグ
ループホーム設置を視野に入れて検討し、社会福祉法人等
に対して必要な情報を提供するなど、設置を支援していき
ます。
　活用を検討中の払方町の国有地については、障害者グ
ループホームを認知症高齢者グループホーム等と併設する
方向で事業者を公募する予定です。
　事業費については、施設の規模により、整備費用補助が
異なるため、計画が具体化してから計上します。

38 Ⅰ 3 13

　障害者グループホームの設置促進について、民設民営方
式の整備に補助を行い、促進を図るとしていますが、財政
的に豊かな法人でなくては事業を行うことができず、新設
が大変困難になっている。室内用リフトや入浴機器、エレ
ベーターの設置も不可欠で、広いスペースが必要なため、
ここ10年新規のグループホームの設置ができていない。
　国や都も施設入所者の地域移行を推進しようとしている
現状では、新たな入所施設の建設も難しいが、多くのニー
ズがあるため、地域でのグループホームの必要性はより大
きなものとなっている。
　区は、区立指定管理方式での障害者グループホームの設
置も視野に入れて積極的にグループホームの設置促進を
図ってほしい。
　特に医療的ケアのある重度身体障害者のためのグループ
ホーム設置について、平成29年からの都の障害者施策推
進区市町村包括補助事業の医療連携型グループホーム事業
による支援等も積極的に活用して、区主導でグループホー
ムの設置促進を図ってほしい。

E

　ご意見として伺います。
  障害者総合支援法第5条第15項に定める身体障害者グ
ループホームについても、区では、都の制度に整備費用補
助を上乗せするなど、民間による設置促進を支援していき
ます。
　また、活用できる区有地や国、都所有地があるときはグ
ループホーム設置を視野に入れて検討し、社会福祉法人等
に対して必要な情報を提供するなど、設置を支援していき
ます。
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39 Ⅰ 3 13

　（素案）P114（4）計画事業の主な指標　13障害者グ
ループホームの設置促進の29年度末の現況（予定）のと
ころにある「設置促進」は（素案)P23と同じように「グ
ループホーム（知的）8所　グループホーム（精神）10
所」に変更してほしい。 A

　ご意見を踏まえて修正します。
　第一次実行計画（素案）の「計画事業の内容」（P15
～104）に記載の「29年度末の現況（予定）」及び
「32年度末の目標」と「計画事業の主な指標」（P113
～125）の表記が異なる箇所は、ご指摘を踏まえ修正し
ます。
　なお、指標については、直近の状況等を踏まえ、より適
切な指標となるよう素案から見直しを行います。

40 Ⅰ 3 13

　知的8所、精神10所との記載があるが、身体のグルー
プホームの設置の検討もぜひお願いしたい。

B

　ご意見は、素案の内容に含まれています。
　障害者総合支援法第5条第15項に定める身体障害者グ
ループホームについても、区では、都の制度に整備費用補
助を上乗せするなど、民間による設置促進を支援していき
ます。
　また、活用できる区有地や国、都所有地があるときはグ
ループホーム設置を視野に入れて検討し、社会福祉法人等
に対して必要な情報を提供するなど、設置を支援していき
ます。

41 Ⅰ 3 13

　身体障害者のグループホーム設置をお願いしたい。「ひ
まわりホーム」のような重度心身障害者でも入所できるグ
ループホームの設置促進を望む。

B

　ご意見は、素案の内容に含まれています。
　障害者総合支援法第5条第15項に定める身体障害者グ
ループホームについても、区では、都の制度に整備費用補
助を上乗せするなど、民間による設置促進を支援していき
ます。
　また、活用できる区有地や国、都所有地があるときはグ
ループホーム設置を視野に入れて検討し、社会福祉法人等
に対して必要な情報を提供するなど、設置を支援していき
ます。

42 Ⅰ 3 13

　第一次実行計画（素案）p.23　「障害者グループホー
ムの設置促進」については、民間任せではなく区立での設
置も視野に入れた数値目標を掲げてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　区では、都の制度に整備費用補助を上乗せするなど、民
間による設置促進を支援していきます。
　また、活用できる区有地や国、都所有地があるときはグ
ループホーム設置を視野に入れて検討し、社会福祉法人等
に対して必要な情報を提供するなど、設置を支援していき
ます。
　活用を検討中の払方町の国有地については、障害者グ
ループホームを認知症高齢者グループホーム等と併設する
方向で事業者を公募する予定です。

43 Ⅰ 3 14

　第一次実行計画（素案）p.23　「障害を理由とする差
別の解消の推進」については、精神障害者への障害者手当
の支給や、手話言語条例の制定など具体的施策を計画に加
えてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　心身障害者福祉手当制度は、東京都の条例と整合を図り
実施しています。障害者への経済的支援は、一義的には国
あるいは都の役割において広域的に行われるものと考えて
おり、引き続き、東京都に対して財源措置等について要望
していきます。
　また、手話を言語として普及、研究することのできる環
境を作るためには、自治体間で格差が生じないよう国とし
て法整備を行うことが重要と考えます。区では手話言語法
の制定について働きかけていくとともに、今後の動向を注
視していきます。

44 Ⅰ 3 15

　あゆみの家の改修工事については、定員拡充と医療的ケ
アを必要とする方の受入強化のための事業となっている
が、改修工事を行う際に、利用者や家族、職員に過重な負
担をかけないように配慮した計画であることを望む。
　また新規に改修するスペースだけでなく、改修後のあゆ
みの家の機能が全体的に向上し、利用者の活動の場として
より一層充実するための工事となるよう、あゆみの家全体
に対して使い勝手や不満がないか等点検し、計画に充分な
検討を重ね、工事のための時間と事業費が発展的に使われ
ることを強く希望する。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　あゆみの家の改修については、設計を行う段階で、利用
者や指定管理者の意見を聞きながら、十分な検討を行った
上で進めていきます。また、改修工事中についても、利用
者への影響を最小限に留められるよう関係各所と連携し安
全に配慮して実施していきます。

45 Ⅰ 3 15

　第一次実行計画（素案）p.23　「区立障害者福祉施設
の機能の充実」については、機能だけでなく施設の増設も
含めた充実が必要なので、計画事業名を「区立障害者施設
の充実」とし、生活実習所の移転新設や増設を具体化して
ほしい。 E

　ご意見として伺います。
　あゆみの家については、必要な施設改修を行い、生活介
護事業の定員を拡充します。また、高田馬場福祉作業所を
多機能型事業所とする際に、定員拡充も含めて検討してい
ます。なお、新宿生活実習所の施設の移転や大規模な改修
は今のところ予定はなく、今後も現在の建物を活用してい
く予定です。
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46 Ⅰ 3
そ
の
他

　保育所、特養、障害者施設と別個に建設するのではな
く、１つの建物の中でそれぞれの階に設置するような事は
できないのか。高齢者も幼児を見て元気が出たり一緒に草
花を育てたり双方のボランティアになれるのでは。
　オリンピックで外国の方が新宿区障害者センターを見た
ら狭さと動きにくさに驚かれると思う。国立大学（東大
等）に車椅子で行っても全く不便なく動けるのにセンター
でトイレを使うと介護者の動く場所もなく、センター祭等
車椅子では身動きも移動も困難である。災害の避難場所の
学校は言わずもがなである。
　新宿区内の施設（区役所も！！）を高齢化社会に向けバ
リアフリーにしてほしい。インクルージョンな新宿区にな
るよう願っている。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　「新宿区公共施設等総合管理計画」に基づき、「施設」
から「サービス」へ発想を切り替え、施設の複合化や共用
化など様々な方法により、区民の皆様にとって必要な機能
や公共サービスの確保を実現します。
　障害者福祉センターには、車椅子の方もご利用可能な基
準（2.25㎡）以上の広さを確保した多目的トイレを各階
に整備しています。センター祭等の際には多数の方にご来
場いただき、混雑でご不便をおかけすることもあるかと思
いますが、安全にご利用いただけるよう配慮していきま
す。
　また、学校施設全般のバリアフリー化については、現
状、十分とはいえないことも認識しており、それぞれの施
設の状況を鑑みて、適切な措置を行っていきます。
　区有施設には、高齢者や子ども連れの方、身体の不自由
な方、外国人等、新宿区に暮らし、活動する様々な方が訪
れます。そのため、バリアフリーを含めたユニバーサルデ
ザインが示す「誰もが移動しやすく、利用しやすい施設」
を念頭に、施設の改修・整備等を進めてきたところです。
今後も、区有施設の建替えや、大規模な改修等の機会をと
らえ、整備を進めていきます。

47 Ⅰ 3
そ
の
他

　生活介護の施設で、重度の知的障害者が通所できる所
は、「新宿生活実習所」だけであるが、すでに生活実習所
は定員に達しており、来年度からは定員オーバーになる。
施設の改修、もしくは、新たに同様の施設を作る等の対策
を至急計画してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　現在、重度の知的障害者の方が通所できる生活介護施設
は、「新宿生活実習所」及び「シャロームみなみ風」です
が、どちらの施設も来年度には定員に達する見込みです。
そこで、高田馬場福祉作業所と新宿福祉作業所において、
既存の就労継続支援Ｂ型事業に加え、生活介護事業を実施
します。今後、生活介護事業と就労継続支援Ｂ型事業の利
用希望者の推移を見ながら、多機能型事業所での事業間の
定員変更を検討していきます。なお。新宿生活実習所の施
設の移転や大規模な改修は今のところ予定はないため、今
後も現在の建物を活用していく予定です。

48 Ⅰ 4 16

　保育園の監査を行い、保育の質を正しく評価し、結果を
公表してほしい。スペースは法令を遵守した面積を確保で
きているか、保育士の配置は適正か、ケガや事故の対応は
問題無いか、保護者の意見に寄り添っているか、など。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　法令や基準の遵守状況については、都や区が指導検査の
際に確認を行っています。確認の結果は、東京都福祉保健
局がホームページにおいて「社会福祉法人・施設・在宅
サービス事業者情報」の中で公表しています。
　怪我や事故により、治療に要する期間が30日以上にな
る場合は、事業者は国や都への報告義務が課せられていま
す。事故報告は、内閣府のホームページにおいて、公表さ
れています。保育の質の維持・向上のために、区は事業者
に対して第三者サービス評価の受審勧奨と受審費用の補助
を行っています。評価にあたっては、保護者アンケートも
実施されており、結果は、東京都福祉ナビゲーションの
ホームページで公表されています。

49 Ⅰ 4 16

　育児・介護休業法改正により、育児休業期間が最長2歳
まで再延長になったにも関わらず、1歳、2歳の保育園の
募集人数が少なさすぎて入れない。矛盾しているように思
います。是非、1歳児、2歳児の募集人数を増員してほし
い！ C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　区では、人口推計や地域ごとの待機児童の状況などを踏
まえて、保育施設の整備を計画しています。この計画に基
づきながら、定員設定を１歳児からの園にしたり、0歳児
と1歳児の定員数に差を設けたりするなど、1歳児からで
も入園しやすい園の設置も進めているところです。
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50 Ⅰ 4 16

　新設保育園の事業者選定の過程を可視化してほしい。来
年度落合地区に新設される保育園事業者に決まった「ほっ
ぺるランド」は昨年板橋区でうつぶせ寝による死亡事故が
起きている。事業者側に過失があったという結果になるか
もしれない中、それでもその事業者を敢えて選ぶのはどう
いった理由からなのか、全く理解できない。

E

　ご意見として伺います。
　保育所の新設に際しては、区において審査会を設置し、
運営事業者が提出した事業計画や財務状況の確認、現に運
営している保育所の現地視察、事業者へのヒアリングを行
い、適切かつ適正に施設を運営できるかを審査し、事業者
を決定しています。
　また、東京都への計画承認や認可の申請においても、東
京都による内容審査や現地確認、東京都児童福祉審議会の
意見聴取が行われます。
　このような手続きを経て保育所を設置していることか
ら、現時点において、事業者選定の過程を可視化する考え
はありません。
　さらに、開設後についても、都や区が関係法令に基づ
き、人員配置基準や運営基準を満たし、適切に保育サービ
スが提供されているかを指導検査の中で確認し、必要に応
じた助言を行っています。確認の結果は、東京都福祉保健
局がホームページにおいて「社会福祉法人・施設・在宅
サービス事業者情報」の中で公表しています。
　なお、板橋区での事故については、区としても情報収集
を行っていますが、現在も調査中で原因は特定されていな
いことを確認しています。また、事故発生後、すぐに、区
内で同事業者が運営する施設を実地調査し、呼吸チェック
をはじめとする子どもの安全に配慮した保育が行われてい
ることを確認しています。

51 Ⅰ 4 16

　第一次実行計画（素案）p.24　「着実な保育所待機児
童対策等の推進」については、いわゆる隠れ待機児童も含
めた認可保育園の待機児童をゼロにする目標を掲げるべき
で、数値目標も再開発の関係で既に決まっているものだけ
でなく、区立での整備も含めて目標を引き上げてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　区では、国の調査要領に基づいて待機児童を集計してお
り、そのうえで平成31年4月時点での待機児童数０」を
目標に掲げ、その後も維持していくことを目指していま
す。保育所の整備は、「新宿区子ども・子育て支援事業計
画」に基づいて進めており、直近の申込状況や人口推計に
よる見直しに伴い、平成30年度の計画に、賃貸物件を活
用した私立保育所6所の整備を加えました。今後も保育
ニーズを的確にとらえながら、「新宿区子ども・子育て支
援事業計画」に基づいて、保育所の整備を進めていきま
す。なお、区立園についても定員の拡大など待機児童対策
を講じているところです。

52 Ⅰ 4 16

　保育園の新設立地の見直し
　住宅エリアは騒音等の苦情発生。今後は企業周辺
（DNPの旧社屋跡地、公園等）での新設が最適。

E

　ご意見として伺います。
　保育所整備については、「新宿区子ども・子育て支援事
業計画」に基づき、地域を指定して進めています。住宅
地、商業地に関わらず、周辺環境への負担を極力抑えるよ
うに設計することはもとより、地域住民等に対し、説明会
を開催するなど、理解を求めながら整備を進めているとこ
ろであり、今後も丁寧に対応していきます。

53 Ⅰ 4 17

　落合第四小学校内学童クラブのスペースの狭さ、危機管
理体制など今後どのように対応していくのか解決にむけ検
討してほしい。
　推奨児童保有スペースから著しく狭い環境を継続してい
るにも関わらず、危機管理をせず、何都合で人災を誘発す
るような環境を維持するのか。
　待機児童問題も解決しているとは言えない環境で、近隣
には新しいマンションが続々建設されている。保育園の定
員を拡充したら学童の定員も増えるのに、スペースは同
じって、どうなのか。
　児童館が徒歩十分圏内で無いこの地域、4年生以降の学
童あぶれ組はどうやって放課後の時間、子供を安全に過ご
させることができるのか。別の場所を開所するとなると時
間もお金もかかるが、幼稚園や学校内の部屋をもう2部屋
くらい常時使わせていただくなど、行政指導で対処をして
ほしい。
　狭いスペースならば、そこでも十分に楽しめる書籍を増
やし全員が読める環境に対して予算を付けるとか、常時使
える部屋を増やすとか、何らかの処置を講じてほしい。
　明確に学童申込み申請書に所内での事故怪我災害につい
ての負債は一切すべて新宿区が保証しますという一文を付
けるなどすれば、その提示をもって安心感として保護者に
伝わる。
　区が学童の運営業者を決定しているのであるから、学童
内で起きたすべての出来事において責任のある保障と態度
と指摘と改善を検討の上、協議願う。

E

　ご意見として伺います。
　落合第四小学校内学童クラブは、放課後子どもひろばと
の共用スペースである広い校庭や体育館をはじめ、図書室
開放なども活用できるため、新たなスペースが必要な状況
ではないと考えています。
　学童クラブの管理下で起きた事故や運営上の課題につい
ては、区も状況を把握し、事業者と連携し、対応していま
す。
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54 Ⅰ 4 17

　落合第四小学校地区には児童館がなく、子供たちの安心
安全な居場所がない。児童館をつくり、居場所を確保して
ほしい。

E

　ご意見として伺います。
　区には、各区立小学校のおおむね半径500m以内に、計
20か所の児童館・児童コーナーがあるため、新設は考え
ていません。また、小学生の放課後の居場所としては、区
立の全小学校29校に放課後子どもひろばを開設していま
す。

55 Ⅰ 4 17

　落合第四小学校地区に児童館がなく、安心して子供が遊
べる場所が少ない。是非児童館を作ってほしい！

E

　ご意見として伺います。
　区には、各区立小学校のおおむね半径500m以内に、計
20か所の児童館・児童コーナーがあるため、新設は考え
ていません。また、小学生の放課後の居場所としては、区
立の全小学校29校に放課後子どもひろばを開設していま
す。

56 Ⅰ 4 17

　学童クラブ待機児童数は把握されていないことに加え、
少子高齢化、核家族化、共働き増加、いじめや貧困、不登
校増加という社会の中で、学童クラブが不足していること
は問題である。子どもたちが学童クラブで過ごす放課後と
学校休業日の生活は、年間では学校で過ごす時間よりも長
時間であること、学童クラブは単なる遊び場ではなく、一
人ひとりの子どもたちの生活を通して育成支援をする場で
あるので、子どもたちの生き方にかかわる社会性の教育の
場になっていること、子どもたちの重要なセーフティー
ネットであることに留意して増設を進めてほしい。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　区では、小学3年生までと配慮を要する6年生までの児
童については、全員学童クラブで受け入れています。
　また、4年生以上の待機児童数について把握しており、
待機児童がいる学童クラブの近隣小学校で「ひろばプラ
ス」が未実施の場合は、「ひろばプラス」の実施を検討
し、放課後の居場所を確保していきます。

57 Ⅰ 4 17

　学童クラブ待機児童数は、学童クラブに入れないため初
めからあきらめて仕方なくひろばプラスに申請した方も含
めて「学童クラブに入りたいのに入れなかった方」をカウ
ントしてほしい。 E

　ご意見として伺います。
　学童クラブの申請をされていない方の希望について把握
することは難しいと考えています。

58 Ⅰ 4 17

　ひろばプラスと学童クラブは目的も法的にも全く別の事
業であり、ひろばプラスには、子どもたちの生活を通して
健全育成するという学童クラブの目的を果たすための国の
基準はなく、学童クラブの代わりとして機能を果たせる制
度ではない。実際に、ひろばプラスは定員がないため、ス
ペースや職員はそのままで、利用者が急激に増加してお
り、おやつ部屋が狭い、専任職員だけでは対応しきれな
い、などの問題が発生している。学童クラブを利用したい
人にひろばプラスを利用させるのではなく、学童クラブに
入りたい人は学童クラブに入れるように需要に合わせて学
童クラブを増やしてほしい。公園内や中学校、小学校の敷
地内、公民館や空き家などを活用したり、保育園増設の時
に学童クラブも作るなど、工夫して学童クラブを増設して
いる自治体もある。

E

　ご意見として伺います。
　「ひろばプラス」は、遊びと学びの支援を行う放課後子
どもひろばの特徴を活かしながら、おやつや出欠管理、連
絡帳等、学童クラブで行っている保護機能を付加した事業
です。職員は、登録人数に応じて配置しています。
　学童クラブと「ひろばプラス」の違いについては、利用
案内のチラシや区のホームページに掲載するとともに、学
童クラブや「ひろばプラス」の申請書配付時や、各小学校
の新1年生保護者会などで丁寧に説明しています。
　また、定員を大きく上回る学童クラブについては、児童
館スペースの活用などにより学童クラブの専用スペース拡
大（ピークの時間帯の優先利用など）を進めていきます。
　今後も保護者に学童クラブと「ひろばプラス」の違いを
十分にご理解いただいた上で、それぞれのニーズに合わせ
た選択ができるようにしていきます。

59 Ⅰ 4 17

　小学生の保護者に聞くと現在の区の説明（新入生説明会
や問い合わせの回答など）やHPの情報では、学童クラブ
とひろばプラスの違いが判らないという方が多い。実際に
ニーズにあった選択ができていないケースもあると聞く。
保護者に選択させるのならば、学童クラブとひろばプラス
の法的位置づけや目的や運営方法の違いを明確にし、保護
者が十分に理解して子どものニーズに合わせた選択ができ
るように現在の説明の内容や方法を改善してほしい。 D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　「ひろばプラス」は、遊びと学びの支援を行う放課後子
どもひろばの特徴を活かしながら、おやつや出欠管理、連
絡帳等、学童クラブで行っている保護機能を付加した事業
です。学童クラブと「ひろばプラス」の違いについては、
利用案内のチラシに掲載するとともに、学童クラブや「ひ
ろばプラス」の申請書配付時や、各小学校の新1年生保護
者会などで丁寧に説明しています。
　今後も保護者に学童クラブと「ひろばプラス」の違いを
十分にご理解いただいた上で、それぞれのニーズに合わせ
た選択ができるよう、説明内容や方法を工夫していきま
す。
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60 Ⅰ 4 17

　区内の学童クラブ30のうち定員オーバーは22であり
年々登録数は増加しており、国の基準以下のスペースに子
どもを詰め込んでいる状態であり、子どもはストレスと
なっている。実際ストレスと感じて「学童クラブに行きた
くない」という子どももいる。喧嘩が増える、けがをさせ
ないために子どもへの規制が増える、という状況がある。
学校内学童も多くが定員オーバーであるので、詰め込みに
より、学童クラブの目的を十分に果たせない状況となって
いるので、来年度にはスぺース拡充を実現、また放課後使
用していない学校・幼稚園のスペースを学童クラブ専用ス
ペースとして活用してほしい。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　定員を大きく上回る学童クラブについては、児童館ス
ペースの活用などによる学童クラブの専用スペースの拡大
（ピークの時間帯の優先利用など）を進めていきます。ま
た、小学校内学童クラブについても、必要に応じて、小学
校や幼稚園に新たなスペースを確保できないか、教育委員
会と協議していきます。

61 Ⅰ 4 17

　国の基準では一つの支援の単位は40名以下であるが、
新宿区では40名以下で運営されている学童クラブは、30
の学童クラブのうち３か所だけである。
　40名以上になると、子どもたち同士、子どもと職員と
の間の信頼関係が築きにくい、職員が子どもたちに対応し
きれない、子どもの気持ちに気が付けない、という問題が
起こっている。国の基準を守り、40名以下で運営し、40
名以上となった場合には、スペースを確保して二つの学童
クラブとして運営してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　40人を超える学童クラブでは、十分な職員を配置して
集団保育を行う体制を整えた上で、大勢の仲間と日常的に
交流できるメリットを活かしています。
　40人を上回った段階で一律に2つの支援の単位に分け
ることは、現段階では適当ではないと考えていますので、
当分の間は支援の単位を60人とします。

62 Ⅰ 4 17

　スペースと支援の単位は国の基準を守ってほしい。

E

　ご意見として伺います。
　40人を超える学童クラブでは、十分な職員を配置して
集団保育を行う体制を整えた上で、大勢の仲間と日常的に
交流できるメリットを活かしています。
　40人を上回った段階で一律に2つの支援の単位に分け
ることは、現段階では適当ではないと考えていますので、
当分の間は支援の単位を60人とします。

63 Ⅰ 4 17

　学童クラブを整備するためには国の補助金制度の活用な
ども積極的に検討いただき、充実のために必要なことは国
に働きかけていただきたい。子どもたちに不利益になるの
で、くれぐれも、国の基準や職員の資格についての規制緩
和を要求しないようお願いしたい。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　学童クラブの質の向上を図るため、整備費や運営費など
の財政支援を強化し、民間事業者の参入を促すよう、国に
対して要望しています。
　なお、基準等の規制緩和を要求する考えはありません。

64 Ⅰ 4 17

　落合第四小学校内学童クラブは、専用スペースに給湯室
や静養スペース、職員のロッカー、職員の事務スペース、
も含まれている。さらに、事務室や倉庫もない。共働き家
庭の子どもたちが、毎日「ただいま！」と帰ってくる生活
の場として、安心できる居場所となるには適切な環境・ス
ペースが必要であるため、子どもの居場所として利用でき
ないスペースを専用スペースの面積に含まないでほしい。

E

　ご意見として伺います。
　学童クラブの専用スペースの面積には、トイレ、事務室
等は含めていませんが、受付や給湯スペースが室内にある
場合等は、面積から除くことはしていません。そのため、
落合第四小学校内学童クラブについては、受付スペース等
も面積に含めています。

65 Ⅰ 4 17

　区内には専用スペースとは別に倉庫や事務室を整えてい
る学童クラブもあるが、小学生の心身の成長を考えれば、
区は子どもに我慢を強いるのではなく、学校と協力してス
ペースの活用を実現するべきである。協力については教育
委員会と子ども家庭部の立て割による弊害がみられるが、
同じ小学校に通う子どもたちの育ちにかかわることなの
で、十分協力してスペースの活用をしてほしい。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　定員を大きく上回る小学校内学童クラブについては、新
たなスペースを確保できないか、教育委員会と協議してい
きます。

66 Ⅰ 4 17

　落合第四小学校内学童クラブが狭すぎる！静かに宿題が
できないし、具合が悪くてもゆっくりやすめない。給湯ス
ペースや先生のスペースを除いた充分なスペース拡大をお
願いしたい。

E

　ご意見として伺います。
　学童クラブの専用スペースの面積には、トイレ、事務室
等は含めていませんが、受付や給湯スペースが室内にある
場合等は、面積から除くことはしていません。そのため、
落合第四小学校内学童クラブについては、受付スペース等
も面積に含めています。また、放課後子どもひろばとの共
用スペースである広い校庭や体育館をはじめ、図書室開放
なども活用できるため、新たなスペースが必要な状況では
ないと考えています。
　なお、定員を大きく上回る場合は、小学校や幼稚園に新
たなスペースを確保できないか、教育委員会と協議してい
きます。
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67 Ⅰ 4 17

　落合第四小学校内学童クラブは狭いため、こどもの面積
に含まれない「事務室」がなく、こどもの面積に含まれて
しまう「事務スペース」しかない。事務室がある他学童に
比べ、こども一人あたりの面積が少なくなっているので、
ますます狭い。教室より少し広い面積に70名が詰め込ま
れており、すし詰め状態が続いているので、早急に改善し
てほしい。

E

　ご意見として伺います。
　学童クラブの専用スペースの面積には、トイレ、事務室
等は含めていませんが、受付や給湯スペースが室内にある
場合等は、面積から除くことはしていません。そのため、
落合第四小学校内学童クラブについては、受付スペース等
も面積に含めています。また、放課後子どもひろばとの共
用スペースである広い校庭や体育館をはじめ、図書室開放
なども活用できるため、新たなスペースが必要な状況では
ないと考えています。
　なお、定員を大きく上回る場合は、小学校や幼稚園に新
たなスペースを確保できないか、教育委員会と協議してい
きます。

68 Ⅰ 4 17

　落合第四小学校内学童クラブは狭いのでスペースを確保
してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　学童クラブの専用スペースの面積には、トイレ、事務室
等は含めていませんが、受付や給湯スペースが室内にある
場合等は、面積から除くことはしていません。そのため、
落合第四小学校内学童クラブについては、受付スペース等
も面積に含めています。また、放課後子どもひろばとの共
用スペースである広い校庭や体育館をはじめ、図書室開放
なども活用できるため、新たなスペースが必要な状況では
ないと考えています。
　なお、定員を大きく上回る場合は、小学校や幼稚園に新
たなスペースを確保できないか、教育委員会と協議してい
きます。

69 Ⅰ 4 17

　落合第四小学校学区域内に児童館併設学童を作ってほし
い。児童館併設学童を利用しているお子さんは自由に使え
るスペースが多く大変満足しているが、落合第四小学校内
学童クラブは窮屈で子どもが行きたがらないという声があ
ると、その差は歴然としていました。同じ区内の子ども
達、格差が生じる事無く、豊かな放課後を過ごせる環境を
整えてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　落合第四小学校内学童クラブでは、放課後子どもひろば
との共用スペースである広い校庭や体育館をはじめ、図書
室開放なども活用しながら、のびのび過ごせる環境を整え
ています。
　このため、利用者アンケートでは、児童館併設学童クラ
ブも小学校内学童クラブも満足度は90％以上となってい
ます。

70 Ⅰ 4 17

　落合第四幼稚園の学童としての有効活用を検討してほし
い。利用者ニーズが低くなっている事は明白であり、放課
後や長期休業時など、真っ暗で閑散としており、スペース
が無駄だと感じる。土地が無い、スペースが無いというの
であれば、今利用できるスペースをどうしたら最大限活用
できるかを考えるべきなのではないか。
（今、落合地区は保育園新設ラッシュでである。要はやる
気があるか無いかだけの問題だと思う。）

E

　ご意見として伺います。
　落合第四小学校内学童クラブについては、放課後子ども
ひろばとの共用スペースである広い校庭や体育館をはじ
め、図書室開放なども活用できるため、新たなスペースが
必要な状況ではないと考えています。
　なお、定員を大きく上回る場合は、小学校や幼稚園に新
たなスペースを確保できないか、教育委員会と協議してい
きます。

71 Ⅰ 4 17

　学童クラブの監査を行い、保育の質を正しく評価し、結
果を公表してほしい。スペースは法令を遵守した面積を確
保できているか、指導員の配置は適正か、ケガや事故の対
応は問題無いか、保護者の意見に寄り添っているか、な
ど。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　監査は行っていませんが、保育の質については、各学童
クラブの巡回担当者（館・係）が、アンケートや連絡帳の
意見・要望が運営に反映されていることや、業務要求水準
を満たす職員配置や運営をしていることを履行確認してい
ます。確認の結果については、公表方法を検討していきま
す。
　また、怪我や事故により、治療に要する期間が30日以
上になる場合、国や都への報告義務が課せられており、事
故報告は、内閣府のホームページにおいて公表されていま
す。

72 Ⅰ 4 17

　学童クラブの入所希望者は全員、入れるようにしてほし
い。(条例で定める6年生まで。現状、四年生以上は定員
オーバーで入れない。)

E

　ご意見として伺います。
　定員に達している学童クラブでは、運用上4年生以上は
入所ができませんので、「ひろばプラス」などの利用をお
勧めしています。なお、定員に余裕のある学童クラブが近
隣にある場合には、あわせてご紹介しています。

73 Ⅰ 4 17

　学童クラブは定員オーバーが続いており、3年生までの
入所希望者は必ず入れるので、詰め込みとなっている。国
の基準を守れる広さを確保してほしい。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　定員を大きく上回る学童クラブについては、児童館ス
ペースの活用などによる学童クラブの専用スペースの拡大
（ピークの時間帯の優先利用など）を進めていきます。
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74 Ⅰ 4 17

　「事務スペース」しかないので、先生方が休憩できるエ
リアがない。また、先生方の着替えのスペースも、こども
のスペースに申し訳程度なカーテンで一時的に区切って使
用しており、就労環境も何とかしてほしい。 D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　就労環境に配慮し、スペースは工夫していきます。
　また、職員が休憩をとれるよう、労働環境を確認してい
きます。

75 Ⅰ 4 17

　落合第四小学校地区には児童館がないので、児童館を
作ってほしい。児童館を作り、学童クラブを併設すればス
ペースの問題を解消でき、中学・高校のこどもの居場所が
確保できる。

E

　ご意見として伺います。
　区には、各区立小学校のおおむね半径500m以内に、計
20か所の児童館・児童コーナーがあり、児童館・児童
コーナーの新設は考えていません。
　なお、落合第四小学校の近隣の中落合子ども家庭支援セ
ンターでは、中高生スペースを設けるとともに、午後6時
から7時まで、中高生が児童コーナーを占有的に利用でき
るようにしています。

76 Ⅰ 4 17

　学童クラブは、保育園と違い育休中は利用できないの
で、こどもが「あなたは明日からひろばに行って下さい」
と急に学童クラブに通えなくなる状況があり、こどものコ
ミュニティが一度リセットされてしまうので、育休中も学
童クラブを利用できるようにしてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　学童クラブは、児童館や放課後子どもひろばと併設と
なっており、日常的に学校の友達などと遊べる環境を整え
ています。そのため、学童クラブを退所しても、児童館等
で、学童クラブの友達とも引き続き遊ぶことができます。
　育休中については、保護者が自宅にいて、放課後の過ご
し方を子どもと相談したり、帰宅時間の約束などができる
環境ですが、育休中の受け入れが必要かどうかについて
は、23区の動向も踏まえて検討していきます。

77 Ⅰ 4 17

　育児休業中も学童クラブを利用できるようにしてほし
い。
　私が育児休業を取得していた為、子どもは学童クラブを
強制的に退所させられた。その後、4か月後に復職し、子
どもは学童クラブを再度利用を始めたが、「行きたくな
い。つまらない。自由じゃないから嫌だ」と馴染めず退所
する事となった。
　大人も理不尽な異動で振り回されたら、次の環境に慣れ
るまで数か月かかると思う。そしてやっと慣れたと思った
ところで、また元の部署に戻れと言われて気持ちの切り替
えがうまくできる人は多くはないのではないか？
　子どもの気持ちに寄り添う事が区長もできていない事
は、区長トークでも明らかでしたが、行政のトップがそれ
では下で働く人達ができない事も無理はないと感じた。
　寄り添い理解する事ができないのであれば、子どもたち
の言葉にもっと耳を傾ければよいのではないか。子どもの
意見を聞こうともせず、ただ大人の都合ばかりを押し付
け、窮屈な環境でも詰めこんでおけば良いと思っている行
政のもとで、のびのびと自由な発想ができる子どもに成長
できるとは到底思えない。日本の産業が衰退している背景
には、子どもの育ちの場を劣悪にしていった行政にも責任
がある事をきちんと理解し、その学びを次の施策に生かし
てほしい。

E

　ご意見として伺います。
　学童クラブは、児童館や放課後子どもひろばと併設と
なっており、日常的に学校の友達などと遊べる環境を整え
ています。そのため、学童クラブを退所しても、児童館等
で、学童クラブの友達とも引き続き遊ぶことができます。
　育休中については、保護者が自宅にいて、放課後の過ご
し方を子どもと相談したり、帰宅時間の約束などができる
環境ですが、育休中の受け入れが必要かどうかについて
は、23区の動向も踏まえて検討していきます。

78 Ⅰ 4 17

　第一次実行計画（素案）p.24　「放課後の居場所の充
実」については、今最も求められている「児童館・学童ク
ラブの充実」に計画事業名を変更し、児童館と学童クラブ
の増設を明確に計画事業化してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　それぞれのニーズに合った放課後の居場所が選択できる
よう、総合的に推進していく考えです。
　区には、各区立小学校のおおむね半径500m以内に、計
20か所の児童館・児童コーナーがあり、児童館・児童
コーナーの新設は考えていません。
　定員を大きく上回る学童クラブについては、児童館ス
ペースの活用などによる学童クラブの専用スペースの拡大
（ピークの時間帯の優先利用など）を進めていきます。さ
らに、4年生以上の待機児童がいる学童クラブの近隣小学
校で「ひろばプラス」が未実施の場合は、「ひろばプラ
ス」の実施を検討していきます。
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79 Ⅰ 4 17

【目的】子ども達の生きる力を伸ばす（将来やりたい仕事
を見つけ、様々な社会人との交流で視野を広げ、身近に相
談できる人を作る）
【概要】中学校の放課後に、地域・自治体・企業が連携
し、社会動向に沿った知識を体験させる。実証実験とし
て、今年度数校で3学期から実施すべく、サポート企業と
サポーターの地域住民を募集。
【活動テーマ案】テーマ/内容/サポート企業案
月曜日　①ネット募金で快適教室/学校の施設改修等を生
徒中心に計画しクラウドファンディングで資金調達/クラ
ウドファンディングサイト運営企業　②合唱教室/ポップ
ス、ゴスペル/音楽関連企業
火曜日　プログラミング教室/ロボット＆ウェブサイト＆
ゲーム/関連企業
水曜日　①やりたい仕事発見教室/様々な企業の社員が、
現在の仕事の具体的な内容を紹介し、生徒も体験　②新聞
から社会を知る教室/新聞社、製造会社、協会、他
木曜日　金融教室/奨学金の活用＆得するお金の知識/銀行
協会、他
金曜日　勝負遊び教室/<屋内>ボードゲーム、将棋、他<屋
外>各種スポーツ/関連企業
*企業に対しマーケティング・人材採用・CSRを絡めた活
動としてサポーター募集
*学校、特にPTA本部には極力負荷を掛けず、企業と地域
住民で運営

E

　ご意見として伺います。
　区では、学校と地域とが連携・協働して子どもたちの学
びを一層豊かなものとし、成長を支援するためのしくみと
して地域協働学校を推進しており、平成29年度には全
小・中学校が地域協働学校となりました。今後は、小中連
携型地域協働学校を実施するとともに、地域協働学校学校
運営協議会と地域との連絡会を設置して地域の企業や大学
等との連携を進め、地域が一体となって子どもたちの成長
を支援する取組を一層推進していきます。

80 Ⅰ 4 17

　保育園に入っている子どもたちの多くは区内の学童クラ
ブに入る。にもかかわらず学童クラブの増設の取組がなさ
れていないことは子どもたちの環境悪化につながってい
る。特に小学校内学童クラブの現状は悪化している。
　雨の日など1教室に80人もが押し合いへし合いになっ
ているところもある。しかし放課後使われていない図書室
や音楽室の居場所としての提供は全く行われておらず、体
育館も授業が終わらなければ使わせてもらえず非常に制限
されている。
　このような状況にもかかわらず、希望される全員が入れ
る学童クラブがありますと担当部署は常に話している。
　ますます増える保育園児、今学童クラブの増設に取り組
まなければもはや子どもたちの居場所とは呼べないものに
なってしまう。
　ぜひ実情を現地調査し指導員にもヒアリングし改善して
ほしい。

E

　ご意見として伺います。
　学童クラブの運営状況については、区職員が各学童クラ
ブを定期的に巡回し、現地を確認しています。
　小学校内学童クラブについては、放課後子どもひろばと
の共用スペースである広い校庭や体育館をはじめ、図書室
開放なども活用しながら、のびのび過ごせる環境を整えて
います。定員を大きく上回る学童クラブについては、小学
校や幼稚園に新たなスペースを確保できないか、教育委員
会と協議していきます。
　児童館併設学童クラブについても、定員を大きく上回る
場合は、児童館スペースの活用などによる学童クラブの専
用スペース拡大（ピークの時間帯の優先利用など）を進め
ていきます。
　また、4年生以上の待機児童がいる学童クラブの近隣小
学校で「ひろばプラス」が未実施の場合は、「ひろばプラ
ス」の実施を検討していきます。

81 Ⅰ 4 17

　学童に入りたい人は学童に入れるようにしてほしい。
　保護者が勤労している、していないにかかわらず、子ど
もが安全に守られ、健康に且つ文化的に育つ権利を阻むこ
との無いよう、区民と共に作り上げる指針を示してほし
い。

E

　ご意見として伺います。
　学童クラブでは、保護者の就労などにより家庭において
継続的な保護が受けられない小学生をお預かりしていま
す。
　なお、保護者の就労に関わらず利用できる子どもの居場
所として、全区立小学校で放課後子どもひろばを開設する
とともに、20か所の児童館・児童コーナーを整備してお
り、子どもたちが自由に集い、遊び、考え、子ども同士の
交流ができる安全・安心な遊びと学びの場となっていま
す。

82 Ⅰ 4 17

　【学童クラブの増設】
　保育園の待機児童が増えている中、数年すればその子供
たちは学童クラブを必要とする。
　学童クラブはひろばプラスやひろばとは全く異なる。学
童クラブを希望する子どもが、希望する学童クラブに入れ
るように、学童クラブを増設してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　それぞれのニーズに合った放課後の居場所が選択できる
よう、総合的に推進していく考えです。
　定員を大きく上回る学童クラブについては、児童館ス
ペースの活用などによる学童クラブの専用スペースの拡大
（ピークの時間帯の優先利用など）を進めていきます。ま
た、4年生以上の待機児童がいる学童クラブの近隣小学校
で「ひろばプラス」が未実施の場合は、「ひろばプラス」
の実施を検討していきます。
　学童クラブと「ひろばプラス」の違いについては、利用
案内のチラシや区のホームページに掲載するとともに、学
童クラブや「ひろばプラス」の申請書配付時や、各小学校
の新1年生保護者会などで丁寧に説明しています。
　保護者に学童クラブと「ひろばプラス」の違いを十分に
ご理解いただいた上で、それぞれのニーズに合わせた選択
ができるようにしていきます。
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83 Ⅰ 4 17

　【学童クラブの拡充】
　現在、区内では定員オーバーの学童クラブが多々ある。
やむを得ず、ひろばプラスへ流れる子ども達が多いのが現
状である。また、定員オーバー、不十分なスペース、指導
員の不足など、子ども達も指導員もストレスがかかる状況
にある。スペース、支援の単位は少なくとも国の基準を守
るようにしてほしい。
　学童クラブ、ひろばプラス、ひろばの特徴を、区のホー
ムページなどでわかりやすく理解できるような案内にして
ほしい。
　それぞれの手続きが、子育てしながら働く父母にとって
スムーズにできるよう、できるだけ簡素化するよう、工夫
してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　定員を大きく上回る学童クラブについては、児童館ス
ペースの活用などによる学童クラブの専用スペースの拡大
（ピークの時間帯の優先利用など）を進めていきます。ま
た、4年生以上の待機児童がいる学童クラブの近隣小学校
で「ひろばプラス」が未実施の場合は、「ひろばプラス」
の実施を検討していきます。
　40人を超える学童クラブでは、十分な職員を配置して
集団保育を行う体制を整えた上で、大勢の仲間と日常的に
交流できるメリットを活かしています。40人を上回った
段階で一律に2つの支援の単位に分けることは、現段階で
は適当ではないと考えていますので、当分の間は支援の単
位を60人とします。
　学童クラブ、「ひろばプラス」、放課後子どもひろばの
特徴については、区のホームページや、利用案内のチラシ
に掲載しています。また、学童クラブや「ひろばプラス」
の申請書配付時や、各小学校の新1年生保護者会などで丁
寧に説明しています。
　なお、保護者の手続きの負担を減らすため、「ひろばプ
ラス」と学童クラブの学校休業期間利用を一度に申請がで
きるようにする等、工夫していきます。

84 Ⅰ 4 17

　【学校内と児童館併設の学童クラブの格差をなくす】
　学校内学童クラブと児童館併設の学童クラブとの格差が
大きすぎる。
　学校内学童クラブの存続が仕方ない現状があるのなら、
学校・幼稚園（教育委員会）と連携し、学校・幼稚園の施
設開放など、既にある施設を十二分に活用してほしい。 E

　ご意見として伺います。
　児童館併設学童クラブが児童館の各室で友達と自由に過
ごせるのと同様に、小学校内学童クラブでは、放課後子ど
もひろばとの共用スペースである広い校庭や体育館をはじ
め、図書室開放なども活用しながら、のびのび過ごせる環
境を整えています。
　定員を大きく上回る学童クラブについては、小学校や幼
稚園に新たなスペースを確保できないか、教育委員会と協
議していきます。

85 Ⅰ 4 17

　【福祉や子育てに携わるプロフェッショナルが育つ街】
　学童クラブの指導員が働きやすい環境、成長していける
職場環境、また指導員自身が結婚して、子どもを持てるよ
うな賃金体系のために、補助金・予算の見直しをしてほし
い。 E

　ご意見として伺います。
　学童クラブの常勤職員については、東京都社会福祉協議
会の参考給料表（東京都の一般上級職員10年経験者の給
与の96％）を月額報酬の基準とした人件費をモデルと
し、各事業者から提案を受け、協議の上契約しています。
適切な労働環境・賃金を確保できる予算を確保していま
す。

86 Ⅰ 4 17

　【「児童館の新宿区」をもう一度目指す】
　18歳まで自由に過ごすことができる児童館は、新宿区
が誇るべき施設である。児童館の存続、再整備、新設を望
む。 E

　ご意見として伺います。
　区には、各区立小学校のおおむね半径500m以内に、計
20か所の児童館・児童コーナーがあり、今後も維持して
いく予定ですが、新設は考えていません。

87 Ⅰ 4 17

　ひろばプラスと同時に、学童クラブも充実してほしい。
「定員を上回る学童クラブについては、児童館スペースの
活用などによる学童クラブ専用スペースの拡大を進めてい
きます。」とあるが、ひろばプラス同様、数値目標の明記
を望む。アンケートの満足度85％というのは、設問に
よって操作可能なものであるから、目標としては不適当な
ものである。また、ひろばプラスの説明に学童クラブ機能
付き放課後子どもひろば、とあるが、これではここしか見
ない人はひろばプラスと学童クラブが同じものだと誤解し
てしまう。注釈の削除、または丁寧な説明をしてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　学童クラブ専用スペースの拡大については、利用動向に
応じて実施することから、数値目標は掲げていません。
　アンケートの満足度は、学童クラブの質を維持、向上す
るために必要なものと考えています。
　備考欄については、説明を変更します。
　学童クラブとの違い等については、学童クラブやひろば
プラスの申請書配付時や、各小学校の新1年生保護者会な
どで丁寧に説明しているほか、区のホームページや、利用
案内のチラシに掲載しています。

88 Ⅰ 4 17

　区内学童の多くが定員オーバーです。区はきちんとス
ペースを確保し、利用者の増加が見込まれる学童について
は拡充し、子どもたちの安全で安心な放課後の居場所づく
りをしてほしい。 C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　定員を大きく上回る学童クラブについては、児童館ス
ペースの活用などによる学童クラブの専用スペースの拡大
（ピークの時間帯の優先利用など）を進めていきます。

89 Ⅰ 4 17

　区内の児童館は老朽化を理由に廃止の方向と聞いた。と
んでもないことである。子どもたちの遊び場や居場所はど
んどん削られている。児童館は新宿区が他地域に自慢でき
るハードウエアであり、そこで育まれた文化は基調はソフ
トウエアです。これを守り、さらなる拡充をしてほしい。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　「新宿区公共施設等総合管理計画」の中で「児童館は、
行政需要に応じた施設の特色の検討、民営化の検討も行い
ながら維持していく。」としており、廃止の計画はありま
せん。
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90 Ⅰ 4
16
17

　新宿区も世田谷区にならい、保育園・学童の保育の質を
維持するために「保育の質ガイドライン」の作成を行って
ほしい。（世田谷区は保育園のみ作成しているが、その世
田谷区より一歩先を行く新宿区は「学童の拡充」を謳って
いるので、その保育の質に関するガイドラインの作成をし
てほしい。）

E

　ご意見として伺います。
　保育園については、区内の公立私立園問わず、一定の保
育水準を保ち、更なる向上の起点となるよう、国により保
育の基本的事項として定められた、保育所保育指針に基づ
いて、保育サービスが提供されています。
　また、学童クラブについては、保育の質の維持・向上を
図るため、区では業務に関して具体的な業務要求水準書を
作成しています。受託事業者が、業務要求水準書に則って
業務を行い、質の維持に努めていることを確認していま
す。

91 Ⅰ 4
16
17

　保育園・学童の定員、利用者数、面積、人件費率、職員
の平均勤続年数、報告のあったケガ・事故の件数を一覧と
して作成し、誰でもが見れるようにホームページに掲載し
てほしい。利用者数に関しては、最低1か月に1回更新
し、その都度Upしてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　保育園の定員、面積、職員の経験年数等については、子
ども・子育て支援法に基づき都道府県知事が公表すること
になっています。なお、 保育園・子ども園等の保育施設
の定員は、区のホームページに掲載している「入園(転園)
申込みのご案内」の中の「保育園・子ども園等一覧」に、
年齢別に記載しています。毎月10日頃に掲載する「入園
募集見込み数(クラス別)一覧」は定員の空きを示してお
り、年齢別定員から差し引いた数が、前月末の在籍園児数
となります。
  東京都はキャリアアップ補助金等に係る財務情報等も公
開することになっており、その中に人件費比率も掲載させ
る予定であるため、区は、東京都が構築するサイトへの情
報提供を行っていきます。
　学童クラブについては、1人あたりおおむね1.65㎡と
いう面積基準に基づき、各学童クラブの定員を定めていま
す。現在、定員と利用者数については、4月、長期休業前
の7月・12月の状況について区ホームページに掲載して
います。職員の平均勤続年数の公表については検討してい
きますが、人件費比率は職員の勤続年数や配慮児の数によ
ることから、その比率について公表することは考えていま
せん。
　また、保育園・子ども園、学童クラブにおいて、怪我や
事故により、治療に要する期間が30日以上になる場合、
国や都への報告義務が課せられており、事故報告は、内閣
府のホームページにおいて公表されています。

92 Ⅰ 4
16
17

　下落合二、三丁目地区の子供の数が増えているが、学童
も保育園も増えず、既存の箱に詰め込んだだけである。子
供たちはストレスがたまり、喧嘩やいじめ、怪我が増えて
いて、そこに預けざるを得ない親たちも心配でストレスに
なっている。
　魅力的な下落合地区に住んでいるのに、子育てしにくく
なっている。心身ともに健全な子育てができる環境を至急
整備してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　下落合地域の保育園については、新宿せいが保育園の子
ども園化に伴う定員拡大や、キッズタウン下落合保育園等
の開設など整備を進めてきました。今後も入園の申し込み
や待機児童の状況などから保育ニーズを的確にとらえ、
「新宿区子ども・子育て支援事業計画」の見直しを図りつ
つ、計画的に整備を進めていきます。
　また、学童クラブについては、下落合二、三丁目地区に
は、落合第四小学校内学童クラブがあります。放課後子ど
もひろばとの共用スペースである広い校庭や体育館をはじ
め、図書室開放なども活用できるため、新たなスペースが
必要な状況ではないと考えています。
　今後、定員を大きく上回る学童クラブについては、児童
館スペースの活用による専用スペースの拡大（ピークの時
間帯の優先利用など）を進めていきます。小学校内学童ク
ラブについても、新たなスペースを確保できないか、教育
委員会と協議していきます。
　また、4年生以上の待機児童がいる学童クラブの近隣小
学校で「ひろばプラス」が未実施の場合は、「ひろばプラ
ス」の実施を検討していきます。

93 Ⅰ 4 18

　（素案）P114（4）計画事業の主な指標18地域におけ
る子育て支援サービス推進の子育て支援講座の受講者の満
足度の32年度末の目標のところにある「80％」は（素
案）P25と同じように「80％以上」に変更してほしい。

Ｇ

　ご意見を踏まえて表記を統一します。
　第一次実行計画（素案）の「計画事業の内容」（P15
～104）に記載の「29年度末の現況（予定）」及び
「32年度末の目標」と「計画事業の主な指標」（P113
～125）の表記が異なる箇所は、表記を統一します。
　計画事業の指標については、設定した目標値以上の成果
がでるよう取り組んでいくことから、「以上」の表記はし
ないことに統一します。
　なお、指標については、直近の実績等を踏まえ、必要に
応じて、より適切な指標となるよう素案から見直しを行い
ます。
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94 Ⅰ 4 19

　ひきこもりを支援しない新宿

E

　ご意見として伺います。
　ひきこもりを防ぐためには、早期の相談や、必要な医
療・福祉サービスにつなげることが重要です。
　そのため、講演会の開催やパンフレットの作成により、
ライフステージに応じたこころの健康に関する普及啓発を
行っています。さらに、保健センターでは、本人やその家
族などに対し、保健師の訪問や面接等による相談や精神科
医による精神保健相談、うつ専門相談を行っています。
　また、教育委員会では、スクールソーシャルワーカーの
配置や教育センターにおける指導・支援等の不登校対策を
行っています。今後も小・中学生の不登校の未然防止や学
校復帰のための取組を推進していきます。
　困難を抱える子ども・若者への早期の支援につなげるた
め、義務教育修了や高校卒業を機に行政との接点が少なく
なる点に着目し、各部署の連携を強化するとともに、社会
等との関わりに課題を持つ若者への支援に取り組んでいき
ます。

95 Ⅰ 4 20

　（素案）P26　20発達に心配のある児童への支援の充
実について〈第三次計画〉17発達に心配のある児童への
支援の充実の29年度末の目標には「ペアレントメンター
の相談件数144件/年」と掲げられている。新たな総合計
画・実行計画での展開として30年度～「障害幼児一時保
育の充実やペアレントメンターの活用により、レスパイト
ケアの充実を図ります」とある。では新宿区第一次実行計
画（素案）策定の際に、検討してみたかどうかを説明して
ほしい。

F

　ご質問に回答します。
　ペアレントメンターについては、事業を開始した平成
28年度における実績は伸びませんでしたが、利用者から
は高い評価を受けています。保護者支援の充実が図れるこ
とから、周知や運営方法を工夫し、利用の拡大を図る取組
を行い、引き続き取り組んでいくこととしました。
　そのため、第一次実行計画においても、保護者の気持ち
に寄り添った支援を行うことを掲げ、ペアレントメンター
の活用を行っていきます。

96 Ⅰ 4 20

　第一次実行計画（素案）p.26　「発達に心配のある児
童への支援の充実」については、発達障害児の放課後支援
行う事業者に対する支援と連携を事業化してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　発達障害児の放課後支援としては、児童福祉法に基づく
放課後等デイサービスがあり、区はサービス利用を必要と
する児童の保護者に支給決定を行っています。事業者に
は、通所利用児童の支援に対し給付費を支給しています。
　また、事業者に対して、指導検査を通じて適正な事業運
営を指導し、研修等でサービス提供技術の向上の支援を行
うとともに、個々の事業所からの相談などを受け、連携を
図っています。

97 Ⅰ 4 22

　計画事業22に対し「本計画事業に関連する主な計画事
業、経常事業」が個別施策に該当する計画事業が特筆され
ている。子供の貧困の取組に対してのみ、これを特筆する
趣旨は理解できるが、各計画事業でも同様な表が求められ
るので、再考されたらと考える。 E

　ご意見として伺います。
　計画事業以外にも、区が経常的に実施する事業や取組の
うち、個別施策や計画事業を支える主な事業や取組を記載
しています。計画事業「22 子どもの貧困の連鎖を防止す
るための取組」以外にも、経常的な事業について、計画事
業との連携を図っている場合や、個別施策を下支えしてい
る事業などは、記載の上紹介しています。

98 Ⅰ 4 22

　年間60万円では、何ができるのでしょう。新設に喜
び、がっくりも大きい。
　ある自治体の例では、全児童の25%が就学援助制度の
対象になるが、実際は14%しか申請していないそうであ
る。
　どうか子どもの修学旅行不参加や給食時（新宿区は給食
ですが）、外で遊ぶ（弁当を持ってこれない）子がいない
か。（子どもも隠したがると思う）兆候をキャッチしたら
区役所から手を差し伸べる、申請しやすい配慮をしてほし
い。政策は子持ち家の台所を豊かにするようにしてほし
い。ここに税金の投入を望む。

E

　ご意見として伺います。
　計画事業「22 子どもの貧困の連鎖を防止するための取
組」では、区が実施する各種支援施策を一覧にしたガイド
を作成し、行政との接点を持たない家庭等にも確実に情報
を届け、申請しやすいように、区立の小・中学生を持つ全
ての世帯に配布します。
　就学援助については、新宿の小中学校は、28年度実績
で全児童・生徒の24.3％が認定されています。受給には
申請が必要ですが、区では申請漏れがないよう、区立学校
を通じて申請書と周知チラシを全児童・生徒に配付し、全
員から回収するといった工夫をしています。また、修学旅
行については、就学援助該当の方には必要な額を支給して
います。支援を必要とする様子が見受けられるお子さんに
ついては、今後も、学校で必要な声掛けを行うなどの配慮
をしていきます。

99 Ⅰ 4 22

　第一次実行計画（素案）p.27　「子どもの貧困の連鎖
を防止するための取組」については、給付型奨学金制度の
創設など新規事業を実施してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　高等学校等の進学・在学者対象を対象とした奨学金（貸
与型・無利子）については、国や都の支援金・給付金制度
の拡充により、高等学校等の修学に係る負担の軽減を図ら
れているため、給付型奨学金に移行する予定はありませ
ん。
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100 Ⅰ 4 23

　児童相談所を早期につくってほしい。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　平成33（2021）年4月の開設を目指し準備を進めて
いきます。

101 Ⅰ 4
そ
の
他

　奨学金の給付ができたがそれにもれた人たちや、給付型
だけではまかないきれないので、区でも奨学金制度を作っ
てほしい。

E

　ご意見として伺います。
　教育委員会では、高等学校（中等教育学校（後期課程）
を含む）・高等専門学校の進学・在学者を対象とした貸与
型（無利子）の奨学金事業を行っています。

102 Ⅰ 4
そ
の
他

　（素案）P135経常事業ひとり親家庭への支援
（No170）について<第三次実行計画>　18　ひとり親家
庭の生活向上支援の充実では29年度末の目標に、：ひと
り親家庭生活支援相談会出席者数40人と掲げられてい
た。では平成30（2018）年度からは「ひとり親家庭生
活支援相談会」を実施するつもりか。また目標値として出
席者数40人は維持していくつもりか。

F

　ご質問に回答します。
　「ひとり親家庭生活支援講演会・相談交流会」は、平成
30年度から経常事業「ひとり親家庭への支援」の一事業
として実施します。そのため、目標値は設定しません。
　今後も引き続き、個々の世帯状況に応じた継続的、計画
的な寄り添い型の支援を行っていきます。

103 Ⅰ 4
そ
の
他

　新宿区基本計画（素案）P23の3.施策の方向性子どもの
権利の尊重と（冊子）新宿区基本計画（骨子案）に対する
「パブリック・コメントでの意見要旨と考え方」にある考
え方（P16連番86）は「子ども自身及び保護者が子ども
の権利や人権についての理解を深める取組を進めるとして
います。」とある。では新宿区第一次実行計画（素案）の
計画事業番号または経常事業の記載の番号を掲げて、説明
してほしい。（再掲）という手法（やり方）を工夫して
「区民に分かりやすい」方がよい。

E

　ご意見として伺います。
　区では、教育・福祉・保健をはじめとする各分野におけ
る様々な計画事業・経常事業を、子どもの人権・権利を守
り、尊重することを基本的な考え方として推進していま
す。その例として、計画事業の、「地域における子育て支
援サービスの推進」では、虐待対応や防止など子どもの人
権を守るため様々な支援やサービスの提供を行うこととし
ています。経常事業では区立保育園（「区立保育所の管理
運営」）や区立子ども園（「区立子ども園の管理運営」）
における日々の保育等のなかで子ども自身と保護者が人権
についての理解を深める取組などを推進しています。

104 Ⅰ 4
そ
の
他

　保育士・学童指導員の処遇を改善してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　保育士の処遇改善は、公定価格の処遇改善等加算や東京
都のキャリアアップ補助金等を活用して実施しています。
　学童クラブの常勤職員については、東京都社会福祉協議
会の参考給料表（東京都の一般上級職員10年経験者の給
与の96％）を月額報酬の基準とした人件費をモデルと
し、各事業者から提案を受け、協議の上契約しています。
適切な労働環境・賃金を確保できる予算を確保していま
す。

105 Ⅰ 4
そ
の
他

　子ども子育て会議は1回2時間に対し、206,800円もの
税金を投入して行っている。会議時間を有効に進める為に
は、事前に資料を配布し質問事項を取りまとめ、当日はそ
れを基に話し合いを進めるべきと考えるが、要望しないと
質問を事前にあげる事すらできない状態であった。さらに
資料の共有自体が大変遅く、質問をまとめる時間を確保す
る事が大変であった。
　開催日時も働く保護者が仕事を休まずとも参加できる、
夜、もしくは週末での開催を検討すべきである。

E

　ご意見として伺います。
　今後の会議運営の参考とさせていただきます。

106 Ⅰ 4
そ
の
他

　子ども子育て会議の議事録は、会議開催後1か月以内に
ホームページに掲載してほしい。会議の議事録掲載まで2
か月以上を要している。議事録作成に2か月もかかる生産
性の悪い仕事は理解に苦しむし、文字起こし（会議録反訳
委託）に5万円もの税金を使っているのにどうしてなの
か。

E

　ご意見として伺います。
　今後の会議運営の参考とさせていただきます。

107 Ⅰ 4
そ
の
他

　区の職員の対応に問題を感じる事が多い。子ども子育て
会議でやり取りした方々が、一般常識を知らなすぎて話が
通じず苦労したし、上から目線でかなり横柄な態度を取ら
れ、2か月前で無いと仕事の調整ができない事を何度も説
明した際「あなたの働き方が特殊なんですよ。他の委員の
方は参加されますから」と言い放たれた。どういう教育を
されているのか。

E

　ご意見として伺います。
　職員研修で指導していきます。
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108 Ⅰ 4
そ
の
他

　子供関連活動の活動内容とメンバーの全面見直し
　育成会、地域協働学校、小・中学校PTAの地域活動
（コミスポ、おまわりさんと走ろう、他）、青少年活動推
進委員会、他多数

E

　ご意見として伺います。
　区では、次代を担う子どもたちがのびのびと健やかに育
つために、子どもの成長を地域でしっかり応援するまちの
実現に取り組んでいます。
　地区青少年育成委員会は、学校やPTA、その他の地域
団体と連携して、地域の実情に応じた健全育成のための事
業の実施や子どもたちが地域で安心して生活できる環境の
整備に取り組んでいます。
　また、地域協働学校やＰＴＡの活動は、地域が一体と
なって子どもたちの成長を支えるために、重要な役割を
担っています。
　さらに、青少年活動推進委員は、次代を担う自立した青
少年の育成を目的として、主に体験型学習の機会を子ども
たちに提供しています。
　今後も地域の様々な世代が交流する子育て支援活動とな
るよう各団体の活動を積極的に支援していきます。

109 Ⅰ 5 24

　第一次実行計画（素案）p.29　新たな計画事業として
「教員の多忙解消策の推進」という事業名で、「（仮称）
教員の多忙解消に向けた検討会」を設置し具体策を早急に
打ち出し実施してほしい。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　教育委員会では、学校に依頼する調査・アンケート等の
簡素化や、学校情報ネットワークシステムの整備による校
務事務の効率化等、教員の負担軽減に向けた取組を進めて
きました。
　また、平成29年度、教育委員会において教員の勤務実
態調査を行いました。今後、その結果を踏まえて、教育委
員会事務局の職員と学校の代表で構成するプロジェクト
チームを設置し、教員の業務改善等について検討していき
ます。

110 Ⅰ 5 24

　第一次実行計画（素案）p.29　「学校の教育力強化へ
の支援」については、少人数学級の全学年への拡大を計画
化することと、学習指導支援員の配置については計画的に
増員してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　学習指導支援員は、各学校からの申請に基づき各学校1
名以上を配置するとともに、年度途中の学校の状況に応じ
て配置できるよう配慮しています。学習指導支援員以外に
も多くの非常勤職員が配置されていることから、効果的な
活用について研究していきます。
　学校の教育力の強化については、総合的な取組が重要で
あると認識しています。
　35人学級等の少人数学級の拡大については、引き続
き、国や都へ要望していきます。

111 Ⅰ 5
25
①

　第一次実行計画（素案）p.30　「特別支援教育の推
進」では、現場の要請にすべて応えられるよう特別支援教
育推進員の派遣をさらに増やしてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　特別支援教育推進員については、発達障害等のある児
童・生徒の人数を予測して計画を策定しているところであ
り、平成29年度から第一次実行計画期間末の平成32年度
までに、小学校については29人から33人に、中学校につ
いては3人から4人に増員する計画としています。今後
も、支援を必要とする児童・生徒の状況を踏まえながら特
別支援教育を推進します。

112 Ⅰ 5
25
④

　（素案）P115（4）計画事業の主な指標　25④児童・
生徒の不登校対策のところに指標名に（素案）P31と同
じように「学校復帰率」も計画事業の主な指標として追加
する検討をしてほしい。 A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　「学校復帰率」についても主な指標として追加します。

113 Ⅰ 5
25
④

　第一次実行計画（素案）p.31　「児童・生徒の不登校
対策」では、スクールソーシャルワーカーを計画的に増員
するとともに、活動形態もアウトリーチの寄り添い型にし
ていってほしい。

E

　ご意見として伺います。
　スクールソーシャルワーカーについては、コーディネー
ターとして関係機関との連携を充実することを基本として
います。新宿区では子ども家庭支援センターの機能が充実
していることから、アウトリーチについては、現時点では
行う予定はありません。

114 Ⅰ 5
25
⑤

　第一次実行計画（素案）p.32　「専門人材を活用した
教育相談体制の充実」に挙げられている内容はこれまでも
取り組んでいることなので、これをあえて新規事業として
打ち出すのであればスクールカウンセラーの増員や常勤
化、スクールソーシャルワーカーの増員や活動の充実が示
されなければならない。 E

　ご意見として伺います。
　子どもを取り巻く状況の変化や、教育課題の複雑化・多
様化を背景に、こうした専門性をもった多様な人材が学校
運営に参画する「チームとしての学校の整備」を実行計画
事業に位置付けました。現在のところスクールカウンセ
ラーの配置やスクールソーシャルワーカーの派遣増員は予
定していませんが、専門人材のさらなる活用や福祉関係機
関等との連携強化を図ることで、一人ひとりの子どもの豊
かな学びを一層支援していきます。
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115 Ⅰ 5 26

　第一次実行計画（素案）p.32　「学校図書館の充実」
については、学校図書館支援員をさらに増員して毎日派遣
できるよう充実すること。

E

　ご意見として伺います。
　学校図書館支援員については、現在、各校週2回の配置
を基本としていますが、学校の要望に応じて、配置日を変
更・調整しながら対応しています。
　平成31年度からは小学校全校で放課後等開放を実施
し、子どもの読書活動をさらに推進します。

116 Ⅰ 5 28

　第一次実行計画（素案）p.33　「公立幼稚園における
幼児教育等の推進」については、預かり保育の全園実施を
めざし計画的に増やしてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　区立幼稚園の預かり保育は、地域バランスに配慮して現
在の4園で実施しています。
　区立幼稚園の預かり保育については、今後の利用状況を
見極めながら、内容の充実を図っていきます。

117 Ⅰ 5
32
③

　第一次実行計画（素案）p.36　「障害者理解教育の推
進」も含めさらに広い意味での人権教育が必要。性的少数
者や国籍・民族など多様性を認める教育を実施してほし
い。 B

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　基本計画「Ⅰ－5 未来を担う子どもたちの生きる力を伸
ばす教育の充実」(P.25～)においては、人権を尊重する心
を育むことを示しており、性の多様性に対する意識啓発に
ついても人権教育を通して行っていきます。

118 Ⅰ 5
33
②

　（素案）P115（4）計画事業の主な指標33②コミュニ
ケーション能力を高め国際理解を深める英語教育の推進の
32年度末の目標のところにある「90％」は（素案）P37
と同じように「90％以上」に変更してほしい。

Ｇ

　ご意見を踏まえて表記を統一します。
　第一次実行計画（素案）の「計画事業の内容」（P15
～104）に記載の「29年度末の現況（予定）」及び
「32年度末の目標」と「計画事業の主な指標」（P113
～125）の表記が異なる箇所は、表記を統一します。
　計画事業の指標については、設定した目標値以上の成果
がでるよう取り組んでいくことから、「以上」の表記はし
ないことに統一します。

119 Ⅰ 5
34
①

　第一次実行計画（素案）p.38　「部活動を支える環境
の整備」では、国や都のガイドライン待ちにならず、外部
コーチの派遣をレガスなど専門性の高い事業者に委託する
ことなどは2018年度から始めてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　現在、教育委員会では、区立中学校に123ある部活動
のうち、各校から指導員の派遣要請のあった54のすべて
の部活動について、外部指導員を配置しています。
　部活動運営の支援については、国・都や中体連のガイド
ライン等を踏まえて実施する必要があります。平成31年
度からの実施に向け、29年度から中学校長会等と検討を
進めていきます。

120 Ⅰ 5
そ
の
他

　大人（心理士）や指導員からのいじめをなくす。

E

　ご意見として伺います。

121 Ⅰ 6
36
②

　（素案）P116（4）計画事業の主な指標Ⅰ暮らしやす
さ1番の新宿　6セーフティネットの整備充実の数値につ
いてすべて29年度末の現況（予定）と32年度末の目標と
が同じ数値なのになぜ36②だけが29年度末の現況(予
定）180人/年が32年度末の目標250人/件であり、（素
案）P40も同じです。単純な記入ミスなのか。説明して
ほしい。

F

　ご質問に回答します。
　計画事業「36② 自立した地域生活を過ごすための支援
の推進」の指標「自立した地域生活を送る生活保護受給者
を対象とした支援の支援者数」については、第三次実行計
画において平成29年度末の目標を250人と設定し、事業
を行っています。しかし、平成28年度の実績（152人）
及び今年度のこれまでの推移を鑑み、29年度末の現況
（予定）を180人と推定したところです。
　しかし、当該事業については、生活保護受給者が地域で
自立した生活を送るための重要な事業と位置付けており、
今後も支援を必要とする方に積極的に支援を行って行くと
ともに、適時支援内容を見直しながら、平成30年度以降
も、年間の目標支援者数250人を維持し、事業を実施し
ていきます。

122 Ⅰ 6 37

　第一次実行計画（素案）p.40　「生活困窮者の自立支
援の推進」の生活相談窓口の相談員を増員し、アウトリー
チで地域に入り相談の掘り起こしの活動を行ってほしい。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　相談支援員を増員する計画はありませんが、地域の生活
困窮者の掘り起こしについては、今後も積極的に行ってい
きます。

123 Ⅰ 6
そ
の
他

　生活保護者世帯への夏の見舞金を出してほしい。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　夏季の特別な需要に対応するため、夏季加算の新設を東
京都を通じて国に要望しています。区として独自に支給す
ることは考えていません。
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124 Ⅰ 6
そ
の
他

　生活保護者世帯の夏季加算をしてほしい。（熱中症では
こばれました。）

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　夏季の特別な需要に対応するため、夏季加算の新設を東
京都を通じて国に要望しています。区として独自に支給す
ることは考えていません。

125 Ⅰ 6
そ
の
他

　生活保護世帯にせめて夏の電気代(エアコン）の補助金
を支援してほしい。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　夏季の特別な需要に対応するため、夏季加算の新設を東
京都を通じて国に要望しています。区として独自に支給す
ることは考えていません。

126 Ⅰ 6
そ
の
他

　生活保護者や生活困窮者は暑い夏でも電気代を気にし
て、クーラーをあまり使用できない。今年の夏は特に暑い
ので、クーラーを使用しないと脱水症状になったり、倒れ
たり、入院することになってしまう。新宿区として、夏の
クーラー代の援助をしてほしい。健康で暮らせる様にして
ほしい。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　生活保護受給者への支援として、夏季の特別な需要に対
応するため、夏季加算の新設を東京都を通じて国に要望し
ています。区として独自に支給することは考えていませ
ん。

127 Ⅰ 7
38
①

　基本政策 Ⅰ 暮らしやすさ１番の新宿について、いずれ
の個別施策にも該当しないが、「性的少数者が生活上困っ
ている制度上の問題を解決すること」を計画事業として示
すべきである。

E

　ご意見として伺います。
　区では、性自認や性的指向に関する相談窓口として
「“性と生”アドバイザー」による悩みごと相談室があ
り、当事者やそのご家族、関係者などが、安心して相談で
きる体制を整えています。また、多様な生き方を認め合う
社会づくりを目指し、講座や情報誌等における意識啓発を
行い、性の多様性への理解促進に努めていきます。

128 Ⅰ 7
38
①

　新宿区は、同性愛者の町と言われる新宿二丁目があるに
も関わらず、渋谷区や世田谷区が推し進めている「同性
パートナーシップ制度」がない。異性愛者が結婚をする・
しないを選択できるのに、同性パートナーにはその選択肢
がないことは、人権侵害だと考える。ぜひ新宿区でも同性
に限らず、パートナーシップ制度を作ってほしい。 E

　ご意見として伺います。
　区では、パートナーシップ制度の導入については考えて
いませんが、誰もが多様な生き方を認め合い、理解不足や
偏見による差別を解消し、安心して暮らせる社会の実現を
目指しています。性には多様性があることを、講座や情報
誌などによる啓発活動を進めるとともに、当事者の方やご
家族などの関係者が安心して相談できる体制を充実させて
いきます。

129 Ⅰ 7
38
①

　私は戸籍上は女性であるが、社会的に男性として働いて
いる。自分のセクシュアリティを強制的にカミングアウト
しなければならず、性別欄のせいで無理解・偏見にさらさ
れ、苦痛に感じている。不必要な性別の表記は、トランス
ジェンダーの人たちの生活を脅かすので、やめるよう検討
してほしい。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　すでに区の申請書等では不必要な性別欄の記入をなくし
たり、窓口等での支障事例などを調査し、課題や対応につ
いて全庁的に情報共有しています。
　区がこのような取組について情報発信していくことで、
理解促進に努めていきます。

130 Ⅰ 7
38
②

　第一次実行計画（素案）p.41　「区政における女性の
参画の促進」の「審議会等における女性委員の比率
40％」を50％目標としてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　国は、国の審議会等委員に占める女性の割合についての
成果目標を平成32年までに40%以上、60%以下と定め
ています。現在、目標としている女性委員の比率40%に
なかなか届かない現状がありますので、まずは40%の目
標達成を目指していきます。

131 Ⅰ 8 42

　商店街の助成は止めよ。
　計画事業　42町会　0.12億、
　経常事業№299　掲示板の維持、
　経常事業№385　民有灯及び商店街灯の支援

E

　ご意見として伺います。
　ご指摘の計画事業42「町会・自治会活性化への支援」
と「区の施策・事業の全体像（計画事業と経常事業）」の
№299「掲示板の維持管理」は商店街の助成に該当いた
しません。
　また、「区の施策・事業の全体像（計画事業と経常事
業）」の№385「民有灯及び商店街灯の支援」につい
て、商店街灯は安心・安全のまちづくりや地域の発展に寄
与していることから、引き続き事業を推進していきます。

132 Ⅰ 8 42

　第一次実行計画（素案）p.44　「町会・自治会活性化
への支援」では、特に若年層への対策として「ホームペー
ジやブログなどの作成を援助し、ＳＮＳを活用した加入の
促進」を加えてほしい。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　既存の「ブログ等作成アドバイザー」事業では、ブログ
だけでなく、FacebookやTwitterも含めた開設の支援を
行っていくとともに、新宿区町会連合会の公式HP「シン
ジュクイレブン」と連携し、町会・自治会の情報を発信し
ていきます。
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133 Ⅰ 8
そ
の
他

　町づくりは、町内に住む人が協力しなくては始らない。
町内会の会長と話し合って、進むことと思う。

B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　地域の実情に合ったまちづくりの推進は、町会・自治会
のみなさまのご協力がなければ成り立ちません。区では町
会・自治会への活性化支援策を進め、町会・自治会の加入
率の向上を図るとともに、町会・自治会のみなさまのご意
見を伺っていきます。

134 Ⅰ 8
そ
の
他

　（素案)P160（6）第三次実行計画との関連表(計画事
業）のところにある<第三次実行計画>　39生涯学習・地
域人材交流ネットワークの活用（地域振興部）は経常事業
化となっているが（5）区の施策・事業の全体像(計画事業
と経常事業（P129～）に記載の番号のどこになるか説明
してほしい。

F

　ご質問に回答します。
　第三次実行計画の計画事業で平成30年度に経常事業化
する予定の事業については、第一次実行計画（素案）の
「区の施策・事業の全体像（計画事業と経常事業）」には
掲載しておらず、平成30年度予算編成を踏まえ、計画策
定時に追加して記載します。
　なお、経常事業化する「生涯学習・地域人材交流ネット
ワークの活用」については、「区の施策・事業の全体像
（計画事業と経常事業）」の新宿未来創造財団運営助成の
中で活用を進めていきます。

135 Ⅰ 8
そ
の
他

　（素案）P160（6）第三次実行計画との関連表(計画事
業）のところにある<第三次実行計画>37②地区協議会へ
の支援（地域振興部）は経常事業化となっているが（5）
区の施策・事業の全体像（計画事業と経常事業）（P129
～）に記載の番号のどこになるか説明してほしい。事実上
の終了に等しいと考えるがどうか。

F

　ご質問に回答します。
　第三次実行計画の計画事業で平成30年度に経常事業化
する予定の事業については、第一次実行計画（素案）の
「区の施策・事業の全体像（計画事業と経常事業）」には
掲載しておらず、平成30年度予算編成を踏まえ、計画策
定時に追加して記載します。
　平成30年度からは、地区協議会が行う事業に対し助成
する「まちづくり活動支援補助金」と、コミュニティ団体
等の活動を支援する「地域協働事業助成」を統合し、地区
協議会をはじめ、町会・自治会やＮＰＯなど、区民が主体
となる様々な地域活動団体が行う取組に対して助成を行
い、地域の活性化や地域の絆づくりを支援していきます。

136 Ⅰ 8
そ
の
他

　第一次実行計画（素案）p.44　「地区協議会への支
援」と「自治基本条例に基づく地域自治組織の検討」を計
画事業に加えてほしい。

E

　ご意見に回答します。
　平成30年度からは、「地区協議会への支援」から、新
たな助成制度として経常事業に位置づけ、地区協議会に限
らず、町会・自治会など、地域の課題解決やコミュニティ
活動に取り組む団体等と連携が図れるよう、多様な主体に
対して助成を行っていきます。
　地域自治組織については、区民・議会・区の三者が一定
程度課題を整理し、共通認識を持って検討を進めることが
必要であると考えます。

137 Ⅰ 8
そ
の
他

　区民センターの利用料金見直し
　現在は習い事用途が利用料金の割引サービスの扱いと
なっており、あるべき姿と逆の構造。同時に空き状況か
ら、地域活動での施設利用が制限されている。

E

　ご意見として伺います。
　地域センターでは、コミュニティ活動を目的とし、会員
数5名以上かつ区民が過半数であること、また規約に基づ
く運営・活動を行っており、入会・退会が自由などの要件
を備えた団体に限り、登録団体として承認しています。
　登録団体は、使用料は一般利用よりも安価となり、一般
利用よりも先に利用の申請ができます。
　また地縁に基づく団体や青少年の健全育成を目的とする
団体が公益目的で使用する場合には、受付期間の特例を設
けるなど、地域活動への一定の配慮を行っています。

138 Ⅰ 9 45

　（素案）P46　45だれもが地域でいきいきと暮らせる
ための就労支援の推進の29年度末の現況（予定）と32年
度末の目標にある受注件数（事業所数）は1就労支援事業
④受注センター事業と考えてよいか。
<第三次実行計画>36障害者、高齢者、若年非就業者等に
対する総合的な就労支援の29年度末の目標には掲げられ
ていなかったのはなぜか。説明してほしい。 F

　ご質問に回答します。
　第一次実行計画（素案）に記載の「受注件数（事業所
数）」については、ご指摘のとおり、就労支援事業のう
ち、受注センター事業の現況及び目標を示したものです。
　第三次実行計画では、個人への一般就労支援に主眼を置
いて事業の進捗を図るため、就職者数を目標に掲げまし
た。加えて、今回の第一次実行計画の策定にあたっては、
区内の就労継続支援事業所の工賃アップや利用者の勤労意
欲の向上を目指して、事業所間ネットワークの強化支援を
実施することから、受注件数を目標に掲げました。
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139 Ⅰ 9 46

　第一次実行計画（素案）p.46　「高齢者や障害者等の
住まい安定確保」に「居住支援協議会の設置」「公的保障
人制度」「高齢者・障害者等への家賃助成」を加えてほし
い。

E

　ご意見として伺います。
　平成27年度に住宅・建築・福祉に携わる関係団体と区
が意見交換を行い、総合的な施策を検討する場として「新
宿区高齢者の住まい安定確保連絡会」を設置し、高齢者、
障害者の住まいの安定確保を図り、団体や事業者等と連携
しながら住宅確保要配慮者に対応しています。今後は、同
連絡会を活用するとともに、住宅セーフティネット法改正
を踏まえ、居住支援協議会の設置を含めた住宅確保要配慮
者の円滑な入居支援に向けた制度の在り方についても検討
していきます。
　連帯保証人が見つからず、入居が困難な方への支援とし
て、行政が直接保証人となるのでなく、民間保証会社との
連携で家賃等債務保証制度の助成等を行っています。
　高齢者や障害者世帯等の民間賃貸住宅への円滑な入居を
支援するため、家賃等債務保証料助成制度や住み替え居住
継続支援制度による助成事業を実施しており、新たに家賃
助成制度を創設する予定はありません。

140 Ⅱ 2 54

　（素案）P55　54多様な主体との連携による多世代へ
の防災意識の普及啓発の年度別計画の30年度のところに
ある・多世代への防災意識の普及啓発事業の検討では指標
として「実施回数」を「目標別参加人数」とする検討をし
てほしい。 E

　ご意見として伺います。
　平成28年度から平成30年度までは、ＮＰＯ等との協働
による防災イベントを実施するものです。なお、平成31
年度以降の事業内容については未確定のため、30年度に
検討を行います。そのため、具体的な指標を記載すること
はできません。

141 Ⅱ 2 57

　（素案）P56　57災害用備蓄物資の充実の32年度末の
目標の・備蓄物資等の充実及び更新のところにP119
（4）計画事業の主な指標と同じように「避難所用備蓄物
資の更新・新規配備品目数　更新：35品目　新規配備：
12品目」を追加してほしい。

A

　ご意見を踏まえて修正します。
　第一次実行計画（素案）の「計画事業の内容」（P15
～104）に記載の「29年度末の現況（予定）」及び
「32年度末の目標」と「計画事業の主な指標」（P113
～125）の表記が異なる箇所は、ご指摘を踏まえ修正し
ます。

142 Ⅱ 2 59

　（素案）P57　59マンション防災対策充実の32年度の
目標の「・マンションでの防災訓練　計12回」のところ
をP119（4）計画事業の主な指標と同じように「・地震
動シュミレーションによる防災訓練　計12回」とした方
がよい。

A

　ご意見を踏まえて修正します。
　第一次実行計画（素案）の「計画事業の内容」（P15
～104）に記載の「29年度末の現況（予定）」及び
「32年度末の目標」と「計画事業の主な指標」（P113
～125）の表記が異なる箇所は、ご指摘を踏まえ修正し
ます。

143 Ⅱ 2
そ
の
他

　第一次実行計画（素案）p.56　「災害時要援護者名簿
登録の推進と個別支援計画の策定」を計画事業としてほし
い。

E

　ご意見として伺います。
　災害時要援護者の名簿登録については、これまでと同
様、経常事業として関係機関を通じて登録勧奨を行いま
す。
　個別支援計画については、第一次実行計画で要配慮者災
害用セルフプランのひな形を作成・公開し、普及に取り組
みます。

144 Ⅱ
1
①
47
①

　（素案）P118（4）計画事業の主な指標　47①建築物
等耐震化支援事業の耐震改修工事費補助件数と耐震改修工
事費補助戸数は（素案）Ｐ47のどの部分にあたるのかご
説明ください。

F

　ご質問に回答します。
　P118の30年度から32年度末の3年間の目標を165件
（440－275件）としています。これは、P47の32年度
末の目標のうち耐震改修工事費補助159件（木造120
件、非木造39件）と除却・建替費補助6件を合算したも
のです。耐震改修工事費補助戸数については、直接的に対
応する部分はありませんが、耐震化の現状を示す指標の一
つとして記載しています。

145 Ⅱ
1
①
47
①

　災害に強いまちにするためにも建物の耐震化を一層進め
てほしい。

A

　ご意見を踏まえて、計画素案を修正します。
　首都直下地震の切迫性が高まる中、区としても、建築物
の耐震化を一層進めていくべきと考えており、普及啓発の
強化や、改修工事費補助等の支援制度の充実を図るなど、
スピード感をもって取り組んでいきます。

146 Ⅱ
1
①
47
①

　第一次実行計画（素案）p.47　「建物等耐震化支援事
業」は、枝事業概要の後に「そのため区内全域を重点地区
と同等の支援に充実します。」を加え、目標と年度別計画
の耐震改修工事費補助の(木造)(非木造)の数値を少なくと
も倍に変更してほしい。 B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　P47では、建物の耐震化に取り組むこととしていま
す。区は、切迫性が高まる首都直下地震に備え、区内全域
でスピード感をもって耐震化を図るためには、重点地区以
外でこれまで以上に耐震化を進めることが重要であると考
えています。このため、重点地区以外についても、国や東
京都の時限的な補助制度を活用し、重点地区と同様な支援
とします。
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147 Ⅱ
1
②
48
③

　第一次実行計画（素案）p.49　建物除去費用助成の地
域要件を撤廃してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　区では木造住宅密集地域の解消を図るため、木造住宅密
集地域のうち、災害に強いまちづくりが推進されている地
域を対象に助成を行っています。

148 Ⅱ
1
④
50

　細街路には趣のある路が多々あり、拡幅しないで防火対
策等で災害に配慮する事も必要である。また、細街路には
緑路という手段があり、必ず舗装である必要はない。ヒー
トアイランド対策等も考慮して近隣住民で決めてほしい。
現在の透水性舗装にはまだ寿命という課題があり、補修コ
ストが心配である。 E

　ご意見として伺います。
　路地景観の保全と防災性の向上の両立については、現
在、様々な検証を行っているところです。また細街路の拡
幅整備による拡幅部分については、道路状に整備するよう
に法律で定められています。区では災害時の緊急車両など
の通行に支障が出ないように、既存の道路部分の仕上げと
なるべく一体的になるような整備を条例に基づき指導して
います。
　また、区道における透水性舗装については、透水機能の
回復を定期的に行うなどの取組を進めています。

149 Ⅱ
1
④
51

　災害時対策の為の沿道建築物の耐震化よりも寧ろ無電柱
化が優先である。
　建築物はそれぞれの主体で対応してほしい。大きな地震
はいつ起きるかわからないし、起きれば耐震化の多くの家
も破壊されてしまう。各人・各町の判断で対応すれば良い
と思う。気象庁の予報も、根拠が不明確で当てにならな
い。

E

　ご意見として伺います。
　無電柱化については、今後、無電柱化推進計画を策定し
て計画的に進めていきます。

150 Ⅱ
1
④
51

　災害時の救急救命や消火活動、物資の輸送や復旧復興の
生命線となる緊急輸送道路では、早期の無電柱化が必要で
ある。無電柱化整備を重層助成で優先的に進めてほしい。
当面基盤整備に集中投資をし、ばらまき予算は5年位中止
してほしい。 E

　ご質問に回答します。
　無電柱化については、これまで三栄通りを完了させると
ともに聖母坂通り等3路線の整備を行っています。さらに
今後は、無電柱化推進計画を策定して計画的に進めていく
とともに引続き、都市防災機能の強化、安全で安心な道づ
くり等、選択と集中的な整備を進めていきます。

151 Ⅱ
1
④
52
①

　計画事業52①　道路の治水対策　1.4337億円
　透水機能舗装の性能、経年劣化（機能回復の効果とその
後の経年劣化を含む）、豪雨時の効果、機能回復の費用、
透水機能舗装化の費用対効果（他の方法との比較を含め）
を示してほしい。 F

　ご質問に回答します。
　透水性舗装は、短期的な集中豪雨などによる宅地内の浸
水被害を軽減する効果があります。また、透水機能の回復
に取り組んでいます。
　通常の道路舗装と同程度の費用であることから、区民生
活の軽減をを図ることができ、費用対効果があると考えて
います。

152 Ⅱ
1
④
52
③

　LED照明の眩しさ対策を求める。
　LED化により　1/10の省エネになると区長は地域説明
会で説明したが、実際どの程度の省エネになったのか、今
までの照明形式と省エネ効率、工事費用、工事費用を回収
する期間（工事費／電気料金の減少分）を実績と見通しで
示してほしい。照明の持続時間、維持管理費、この計画の
全体事業費予測を示してほしい。

　計画事業52③新規　道路・公園におけるバッテリー内
蔵型LED灯の整備　2.0677億円

F

　ご質問に回答します。
　水銀灯の街路灯をLED化することにより、電力消費量が
約4分の1になります。また、LED街路灯は電力消費量が
少ないため、電気料金が軽減するほか、LED街路灯の寿命
は水銀灯の約5倍と長いことから、ランプ交換の工事費用
の軽減効果も考えられ、維持管理経費も年間で約7千万円
の軽減につながります。

153 Ⅱ
3
①
60

　第一次実行計画（素案）ｐ.58　「安全安心推進活動の
強化」では、重点地区指定目標を15地区（毎年5地区）
と具体的に示してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　これまで町会や商店会等の地域団体を重点地区に指定
し、地域の防犯力向上に努めてきました。平成29年9月
現在113地区まで広がり、一定の効果があったと認識し
ています。
　平成30年度からは、防犯意識の高まりをベースとし
て、さらなる防犯活動の活発化を促進するため、重点地区
やそれに準じて防犯活動を展開している団体の連携・協働
の推進を計画しています。
　新たな計画は、重点地区などの連携・協働を推進するた
め、地域の実情に応じた講習会やイベント開催などを年2
回以上行う予定です。
　この事業を推進することにより、さらなる「暮らしやす
い安全で安心なまちの実現」に取り組んでいきます。
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154 Ⅱ
3
①

そ
の
他

　西落合1・2丁目は、準工地帯の為外来者が多く、治安
等に課題がある。我家も被害があり、敷地内に4台の防犯
カメラを設置している。西落合交番坂通りには、時々得体
のしれない人が歩いている。路上喫煙も見られる。準工地
帯での計画的住み分けを進めてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　憲法第22条第1項において「何人も、公共の福祉に反
しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有する。」
と定められており、行政で住み分けをさせることはできな
いと解しています。
　区では、都と協働で街頭防犯カメラ設置補助事業を実施
しています。平成29年度は、さらなる設置促進を図るた
め、設置団体の自己負担割合を半分（1/6から1/12）に
改めました。平成30年度からは、予算を増額し、設置団
体数を拡充する予定です。
　また、区民の方々と街を歩いて防犯上危険な箇所を把握
し、それを地図上に落とし込んだ地域安全マップを作成
し、注意喚起を促すことにより不安感の解消を促進してい
ます。
　このほか、区内において、不審者情報や事件情報があれ
ば、メールにて配信し、不審者などの情報提供していま
す。
　また警察においては、防犯講習や各種キャンペーンを通
じて、危険を回避する手段を案内しています。
　以上の取組の成果もあり、ここ数年、区内の刑法犯認知
件数も減少しています。区では、今後も暮らしやすい安全
で安心なまちの実現のため、各種治安対策を実施していま
す。
　なお、　路上喫煙については、主要な駅周辺以外にも路
上喫煙禁止パトロールを派遣し、重点的な巡回や路上喫煙
者への条例周知指導など、柔軟な対応を行っています。

155 Ⅱ
3
②
62

　第一次実行計画（素案）p.59　「②感染症の予防と拡
大防止」には新型インフルエンザ対策だけでなくおたふく
やロタウイルスなど各種予防接種への助成充実を事業化し
てほしい。 E

　ご意見として伺います。
　おたふくかぜワクチン、ロタウィルスワクチンの予防接
種については、国の定期接種化に向けての動向を注視して
いきます。

156 Ⅱ
3
③
63

　路上喫煙対策について、「マナーの基本」を重視すると
いう区の方針は、条例で定めた「路上喫煙による被害防止
に対する総合的な施策」として不十分と言える。
より効果的に路上喫煙および、それに伴う健康被害を減少
させるために、新宿区内での路上喫煙者に対する罰則規定
を設けると共に、罰則金の徴収をより簡便にするために、
パトロール員以外の区民による罰則金徴収を可能とするだ
けでなく、路上喫煙に関する通報窓口を一本化するなど、
根本的かつ具体的に効果的と思われる路上喫煙対策を行う
ことを強く願う。
　現状は、路上喫煙や路上喫煙を助長する灰皿などの設備
が公道に設置されている場合でも、道路種別（区道／都道
／国道）によって通報先が異なり、その報告が簡便とは言
い難く、路上喫煙者を見かけた場合でも、すぐに通報・対
応できる人員が配置されていないため、路上喫煙による健
康被害を防ぐべく、具体的かつ効果的な対応を盛り込んで
ほしい。

E

　ご意見として伺います。
　新宿区は、昼夜を問わず様々な多数の人が訪れる地域性
があり、罰則等を適用するにあたり公平性を保つことが困
難であることなどから、条例に罰則を設けていません。
　そのため、取締りではなく人を思いやり、迷惑をかけな
いというマナーの基本に立ち戻って路上喫煙を止めてもら
うことを条例の趣旨としています。
　具体的には路上喫煙禁止キャンペーンによる啓発、ポス
ター等や関係事業者への直接訪問による周知に加え、駅や
主要道路を中心とした路上喫煙禁止パトロールによる喫煙
者への指導等を行っています。
　これらの対策の結果、条例施行前は4％を超えていた路
上喫煙率は最新の調査では0.1％と大幅に低下しているこ
とから、効果が上がっていると考えています。

157 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　団地の防災通路をサラリーマンの人が、20名～30名毎
日通るので1階に住んでいるので困る。

E

　ご意見として伺います。
　区では、必要に応じて、区立住宅の管理に関する注意喚
起等を行っています。引き続き、区立住宅の適切な管理運
営に努めていきます。

158 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　建築紛争を事前に回避するため、狛江市のような事前協
議制を導入してほしい。
（平成27年の新宿区住宅まちづくり審議会でも区民委員
としてお願いした。） E

　ご意見として伺います。

159 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　一定規模以上のマンション等建築物には、ワンルームマ
ンション以外でも荷下ろし等ができる自動車停留空地を敷
地内に作るよう義務づけてほしい。停留空地も現状の広さ
や高さではなく、ちゃんと荷下ろしができるように東京都
の駐車場条例にあるくらいのものを。車道に止めて、自転
車専用レーンをふさぎ、自転車の方が車道にはみ出し危な
い目にあったり、渋滞の原因になったりしている。

E

　ご意見として伺います。
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160 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　一定規模以上のマンション等建築物には、事前にビル風
のシミュレーションをして、ビル風が強くなるようだった
ら、建物の形状を変えるとかしてビル風で通行人等が被害
を受けないようにしてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　都市開発諸制度を活用する大規模開発(一定規模以上）
については、風、日影、電波、交通量など近隣環境の維
持、向上に配慮した計画としています。
また、都市計画の説明会などにおいて、区民への計画説明
などを行っています。

161 Ⅲ 1
66
④

　新宿通りモール化は、東京五輪・パラリンピックに向け
た社会実験とあるが、それだけ課題が多いことと思うが、
トーンダウンした感じが否めない。「新宿通りモール化」
は歩行者優先道路の象徴であり、新宿区の“本気度”のリ
トマス試験紙的な存在である。 B

　ご意見の趣旨は、素案の方向性と同じです。
　「新宿区まちづくり長期計画」では、　「都市マスター
プラン」における都市交通整備の方針や新宿駅周辺地域ま
ちづくり方針、「まちづくり戦略プラン」における「エリ
ア戦略」の新宿駅東口エリアで、新宿通りのモール化の推
進を示しています。

162 Ⅲ 1
そ
の
他

　夏場の日差しを防ぐ為に多くの緑陰が必要である。緑陰
の下にパラソルカフェが連なる光景が特に東口に相応しく
思う。歌舞伎町を含む界隈のイメージアップにも繋がるで
しょう。地域主体で頑張ってほしい。街路樹整備・無電柱
化は自治体の仕事である。 D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　「新宿区まちづくり長期計画」のエリア戦略では、新宿
東口エリアの中で、エリアに潤いを与えるため、多様で視
覚に訴えるみどりの創出を図るとしています。
　歌舞伎町シネシティ広場では平成28年度からオープン
カフェの社会実験を行い、誰もが安心して楽しめる歌舞伎
町の賑わいづくりに取り組んでいます。

163 Ⅲ 2
67
③

　（素案）P64　67③まちづくりのプロジェクトの推進
(健全で魅力あふれるまちづくり）の32年度末の目標には
「・まちづくり自主ルール策定区域拡大」となっている。
　①（素案)P64の年度別計画の30年度のところには「・
歌舞伎町地区内のまちづくり自主ルール」とある。
　②P120（4）計画事業の主な指標の32年度末の目標の
ところにも「・歌舞伎町地区内のまちづくり自主ルール策
定区域拡大」とある。
　そこで「・歌舞伎町地区内のまちづくり自主ルール策定
区域拡大に変更してほしい。

A

　ご意見を踏まえて修正します。
　本事業は、歌舞伎町地区内のまちづくりを前提とした事
業となります。
　ご意見を踏まえて、①P64年度別計画の30年度記載の
「・歌舞伎町地区内のまちづくり自主ルール策定に向けた
調整」及び②P120（4）計画事業の主な指標の32年度末
の目標記載の「歌舞伎町地区内のまちづくり自主ルール策
定区域拡大」から、「歌舞伎町地区内の」の文言を削除し
表現の統一を図ります。

164 Ⅲ 2 67

　計画事業67歌舞伎町地区のまちづくり推進　2.8億円
　特定の街の為に、この様に多くのお金を使うべきではな
い。あるいは、全ての街にコミュニティの維持の為に同程
度のお金を使えるようにすべきである。

E

　ご意見として伺います。
　区は歌舞伎町を誰もが安心して楽しめるまちに再生する
取組「歌舞伎町ルネッサンス」を推進するため、3つのプ
ロジェクト（クリーン作戦、地域活性化、まちづくり）を
区、地元・事業者、歌舞伎町タウン・マネージメント（Ｔ
ＭＯ）、関係行政機関等との協働のもと総合的に展開して
います。今後も官民一体となって、継続して、総合的な施
策を展開していきます。

165 Ⅲ 3 69

　多様なライフスタイルに応じた質の高い住環境を実現さ
せる為には住み分けが必要になっている。地域特性に応じ
た住環境に誘導する為に用途地域の見直しが必要である。
落合地区は歴史的景観や高低差の大きい変化に富んだ地形
であり、みどりや水辺などの自然景観と調和したまちづく
りができる地域でありますがその景観が壊されつつある。
ぜひ景観に配慮した街づくりを進めてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　今後も景観まちづくり相談員や景観まちづくりガイドラ
インを活用した景観事前協議制度を通じ、地域の景観特性
をいかした良好な景観形成を図っていきます。

166 Ⅲ 4 70

　ユニバーサルデザインのまちづくりを推進するために条
例を制定し区の実施組織をつくってほしい。

E

　ご意見として伺います。
　新宿区ユニバーサルデザイン推進会議における議論等を
踏まえ、ユニバーサルデザインのまちづくりを推進してい
きます。

167 Ⅲ 4 70

　オリンピック・パラリンピックを控え、全ての人にやさ
しいユニバーサルデザインが道路・鉄道駅・遊技場・展示
場・商業施設・宿泊施設等で必要である。特に書類の活字
の大きさには工夫が必要である。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　ユニバーサルデザインまちづくりガイドラインやユニ
バーサルデザインガイドブックを活用し、普及啓発を行っ
ています。
　書類の活字については、大きさを始め、視覚障害者等に
配慮したカラーユニバーサルデザインを考慮しながら取り
組んでいきます。
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168 Ⅲ 5
71
①

　「補助第72号線の整備」では、職安通りに面し最後ま
で残った１軒は暴力団がらみだとささやかれている。“オ
リンピックまで”という区の意向を見透かして無理難題を
突き付けられないように、法律・条令に基づいて毅然と透
明な対応をしてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　第一次実行計画において、未開通区間となっている補助
第72号線第Ⅰ期区間（職安通り～大久保通り）の開通に
向けて用地買収・道路整備に取り組んでいきます。

169 Ⅲ 5
71
②

　「百人町三・四丁目地区の道路整備」は、以前にも「地
域の実態にそぐわない無駄な事業」と批判したことがあ
る。同地区は、ポケットパークだらけで、これ以上増やす
必然性はないし、防災名目で新たに道路を整備しなければ
ならない必然性はない。

E

　ご意見として伺います。
　百人町三・四丁目地区は、平成2年に都市計画決定し、
平成15年に変更決定した地区計画に基づき道路整備を実
施しています。

170 Ⅲ 5
72
①

　「道路の改良」では計画の4路線以外の路線で、区内の
現状をしっかり把握して傷みの激しい箇所の補修を柔軟に
実施してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　限られた予算の中で、計画的かつ効果的な維持補修を
行っています。今後も、適切かつ柔軟に補修を行っていき
ます。

171 Ⅲ 5
72
②

　「高齢者にやさしい道づくり」では戸山地区3路線、百
人町地区4路線が予算化されている。これ以外の路線で病
院前のバス停がある場合は、現状を調査して優先的に実施
することを提言する。 E

　ご意見として伺います。
　区では、本計画の中で現地調査のうえ実施していく予定
です。なお、ご指摘のバス停のベンチはバス事業者が設置
しています。

172 Ⅲ 5
72
③

　バリアフリーの道づくり（72-③）の事業費は、31年
度以降みられない。本事業は、基本計画やまちづくり長期
計画の中での主要施策と考えるので、区域全体の全体計画
を策定され事業展開されることを望む。 E

　ご意見として伺います。
　道路のバリアフリー化は、重点整備地区に限らず、道路
の維持補修などの機会を捉えて整備していきます。

173 Ⅲ 5
72
③

　「バリアフリーの道づくり」では新宿駅周辺の9路線予
算化されているが、計画にもれた路線について、区内の現
状をしっかり把握して、区民が困っている箇所について
は、第二次実行計画以降に待つのではなく柔軟に対応して
ほしい。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　道路のバリアフリー化は、重点整備地区に限らず、道路
の維持補修などの機会を捉えて整備していきます。

174 Ⅲ 5
73
①

　（素案）P121（4）計画事業の主な指標73①環境に配
慮した道づくりの遮熱性舗装の施工面積の29年度末の現
況（予定）のところにある「計15,792㎡」は（素
案)P69と同じように「3,200㎡　計15,792㎡に変更し
てほしい。

A

　ご意見を踏まえて修正します。
　第一次実行計画（素案）の「計画事業の内容」（P15
～104）に記載の「29年度末の現況（予定）」及び
「32年度末の目標」と「計画事業の主な指標」（P113
～125）の表記が異なる箇所は、ご指摘を踏まえ修正し
ます。

175 Ⅲ 5
73
①

　（素案）P121（4）計画事業の主な指標73①環境に配
慮した道づくりの木製防護柵の設置延長の29年度末の現
況(予定）のところにある「計1,523m」は（素案）P69
と同じように「200ｍ　計1,523m」に変更してほし
い。

A

　ご意見を踏まえて修正します。
　第一次実行計画（素案）の「計画事業の内容」（P15
～104）に記載の「29年度末の現況（予定）」及び
「32年度末の目標」と「計画事業の主な指標」（P113
～125）の表記が異なる箇所は、ご指摘を踏まえ修正し
ます。

176 Ⅲ 5
73
①

　「道路の環境対策」については、オリンピック対応とし
て、マラソンコース周辺道路の遮熱性舗装と木製防護柵事
業に集中しています。真夏のオリンピック対策として理解
できますが、このため通常の歩道の整備、とりわけ雨水透
過舗装のデコボコの改善整備が、3年先まで先送りされる
ことのないように、区内の現状をしっかり把握して傷みの
激しい箇所の補修を柔軟に実施してほしい。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　通常の歩道整備や透水性舗装の整備については、道路の
路面状況を踏まえ、「道路の改良」や「道路の治水対策」
等の他事業の中で整備を進めます。

177 Ⅲ 5
73
②

　LED照明の眩しさ対策を求める。
　LED化により　1/10の省エネになると区長は地域説明
会で説明したが、実際どの程度の省エネになったのか、今
までの照明形式と省エネ効率、工事費用、工事費用を回収
する期間（工事費／電気料金の減少分）を実績と見通しで
示してほしい。照明の持続時間、維持管理費、この計画の
全体事業費予測を示してほしい。

　計画事業73②　街路灯の省エネルギー対策　4.8477
億円

F

　ご質問に回答します。
　水銀灯の街路灯をLED化することにより、電力消費量が
約4分の1になります。また、LED街路灯は電力消費量が
少ないため、電気料金が軽減するほか、LED街路灯の寿命
は水銀灯の約5倍と長いことから、ランプ交換の工事費用
の軽減効果も考えられ、維持管理経費も年間で約7千万円
の軽減につながります。
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178 Ⅲ 5
そ
の
他

　富久町西交差点のコンビニ、牛丼店、焼肉店、四谷警察
署の前の歩道にコンクリートブロックで囲われた植込みが
3つあるが、真中のひとつが外苑西通りの横断歩道近くま
でせり出していて歩行者の邪魔をしている。歩行者がすべ
らず歩けるように植込みを半分くらいにしたらどうか。

F

　ご質問に回答します。
　ご意見を頂きました箇所は都道であるため、東京都の道
路管理部署にご意見の内容を伝え、現地の確認・対応を依
頼しました。

179 Ⅲ 5
そ
の
他

　最優先に無電柱化の推進がある。建設コストの削減を実
現して、精力的に進めてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　狭い区道では、効率的かつ効果的に進めていきます。

180 Ⅲ 6 76

　（素案）P73　76安全な快適な鉄道駅の整備促進の32
年度末の目標にある「・ホームドア設置補助（3駅）」は
（素案)P121（4）計画事業の主な指標と同じように「・
ホームドア設置補助(3件）」にした方がよい。

Ｇ

　ご意見を踏まえて表記を統一します。
　第一次実行計画（素案）の「計画事業の内容」（P15
～104）に記載の「29年度末の現況（予定）」及び
「32年度末の目標」と「計画事業の主な指標」（P113
～125）の表記が異なる箇所は、表記を統一します。
　ホームドア設置費の補助について、ホームドアの整備が
複数年にわたることや、駅によりホームの数も異なること
から、整備を行った駅数で表記を統一します。

181 Ⅲ 6
そ
の
他

　諏訪通りに駐車スペースがもうけられているが、自転車
で通るときあぶない。路上駐車がないようにしてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　警察や道路管理者と連携して、違法駐車をしないよう啓
発していきます。

182 Ⅲ 6
そ
の
他

　戸山公園（戸山口）の道路歩道で駐車禁止が守られてい
ない。見通しが悪く危険である。

E

　ご意見として伺います。
　警察や道路管理者と連携して、違法駐車をしないよう啓
発していきます。

183 Ⅲ 7 77

　第一次実行計画（素案）p.73　「豊かなみどりの創造
と魅力ある公園等の整備」に「緑被率の向上」を計画事業
とし、高い数値目標を掲げてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　「緑被率の向上」は、公園整備、民間緑化や道路緑化の
推進など数多くの事業により達成するものであることか
ら、それ自体を計画事業とはしませんが、「新宿区みどり
の基本計画」において、10年間で１％の緑被率向上を目
指すこととしています。

184 Ⅲ 7
77
③

　自動車道の拡張よりも、バリアフリーを兼ね備えた緑化
推進の為の歩道の造成を望む。
　自動車道の交通量は国道と都道に集中しているので、区
道に関しては一方通行道を多くし、アメリカハナミズキの
様な園芸種をやめ、自然固有種を主体とした区道の森林
化、生態系の再生を目的とした施工を望む。区内シルバー
雇用の増進や、コミュニティの緑化推進貢献によって地域
内コミュニケーションの場も提供できると思うがいかが
か。

E

　ご意見として伺います。
　「次世代につなぐ街路樹の更新」は、地域に親しまれて
いるサクラ等の街路樹の計画的な植替えを進めていきま
す。神田川や外濠のサクラや小滝橋通りの街路樹を診断
し、撤去、植替えを路線ごとに検討していきます。

185 Ⅲ 7
77
③

　（素案)P162（6）第三次実行計画との関連表（計画事
業）のところにある<第三次実行計画>　71③新宿りっぱ
な街路樹運動（みどり土木部）は終了となっているが（素
案）P74　77③次世代につなぐ街路樹の更新に引き継が
れたと考えてよいか説明してほしい。

F

　ご質問に回答します。
　第一次実行計画では、新宿りっぱな街路樹運動は終了し
ますが、経常事業の中で引き続き取り組んでいきます。

186 Ⅲ 7 80

　水辺や緑を上手に組み合わせた後世に自慢できる景観を
創ってほしい。区内の公園の空間づくりはあまり上手とは
言えない。余りにも小手先レイアウトであり、庭園設計士
の選択も課題である。 C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　公園の整備に当たっては、今後とも地域の皆様の意見を
踏まえながら、周辺の景観や歴史・文化といった資源など
にも配慮した魅力ある公園づくりを進めていきます。

187 Ⅲ 7
そ
の
他

　新宿御苑の散策路に「玉川上水・内藤新宿分水」として
水路ができたのはとてもよかったと思うが、水量が少なす
ぎ、落葉やごみが貯まってもすぐ掃除されていないのが残
念である。杉並区の蚕糸の森公園の水路や水量は参考にな
ると思う。掃除はボランティアを使うなど・・いかがか。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　「玉川上水・内藤新宿分水」の水源は、地下水を有効利
用しています。そのため、水量を増やすことは難しい状況
ですが、清掃などの維持管理については、ボランティアの
活用の可能性も含め、よりよい方法を検討していきます。

188 Ⅲ 8 82

　第一次実行計画（素案）77項「地球温暖化対策の推
進」の計画事業概要：平成30年2月に策定した「新宿区
第三次環境基本計画」に基づき、地球温暖化対策の推進に
取り組んでまいます。」は、素案中の文書として、時点が
間違っているのではないか。

F

　ご質問に回答します。
　「新宿区第三次環境基本計画」については、平成30年
2月の策定を予定しています。第一次実行計画素案では、
平成30年2月策定予定と記載すべきだったため、計画策
定時には適切な表現に修正します。
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189 Ⅲ 8 82

　計画事業82、83　温暖化対策／環境教育、省エネ
2.8725億
　CO2排出量の見通しと、温暖化対策の効果を示すことを

求める。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　区では、平成42（2030）年度において、CO2排出量

を平成25（2013）年度比で24％削減を目標としてお
り、基本計画においても指標のひとつとしています。個別
計画である「新宿区第三次環境基本計画」の進捗状況を点
検することを目的として毎年度作成している「新宿区環境
白書」の中で削減実績や温暖化対策の事業実績等を公表し
ていきます。

190 Ⅲ 8
82
①

　（素案）P77　82①区民省エネルギー意識の啓発の29
年度末の現況（予定）と32年度末の目標にある「みどり
のカーテン」区民による新規設置件数300件/年は（素
案）P122（4）計画事業の主な指標と同じように「みど
りのカーテン」区民による新規設置枚数　300枚/年にし
た方がよい。

A

　ご意見を踏まえて修正します。
　第一次実行計画（素案）の「計画事業の内容」（P15
～104）に記載の「29年度末の現況（予定）」及び
「32年度末の目標」と「計画事業の主な指標」（P113
～125）の表記が異なる箇所は、ご指摘を踏まえ修正し
ます。

191 Ⅲ 8
82
①

　家庭での省エネへの取組は残念ながら不十分である。原
因は、イ）無関心（特に高齢者）。ロ）利己主義（お金に
ふじゅうしていない）。ハ）お金がない（省エネ家電品・
創エネ設備が買えない）。ニ）面倒くさい。ホ）実行力が
ない。ヘ）巷での宣伝が少なく刺激がない。ト）助成金制
度を知らない。チ）危機意識の欠如等がある。対策に工夫
が必要である。

C

　ご意見を踏まえて、計画を推進します。
　家庭部門での省エネルギーの更なる推進が課題だと考え
ていますので、今後も周知啓発に努めていきます。

192 Ⅲ 9 84

　計画事業84　資源循環型社会の構築　38億円を経常事
業とせよ。

E

　ご意見として伺います。
　ごみの排出削減は目標を定め、その達成に向け効率的・
効果的な事業を計画的に進めることが重要だと考えていま
すので、計画事業としています。

193 Ⅲ 9
そ
の
他

　新宿区のリサイクル率は21％程度であるが、欧米では
60％前後にまで達している。明らかにゴミ対策が不十分
であることが判る。
　欧米ではごみ処理に徹底した対策をとってきたが、日本
はそのような行動がないし、ごみ回収手法にも重大な課題
がある。各家庭が白いビニール袋にごみを入れ、自宅前の
道路に置くため、カラスや猫が袋を破いて道路を散らか
し、不衛生・汚らしい。ごみ収集の際も、収集車には運転
手以外に作業員が2人ついて、走りながらビニール袋を集
め収集車のごみ受け口に投げ込む作業をするため、危険を
伴う。欧米では、収集車にロボットが装着されていて、運
転手が操作して、カートに入れてあるごみを車に放り込
む。ワンマンで実施されている。日本のゴミ処理体系の見
直しが必要である。

E

　ご意見として伺います。
　今後とも、街並みや道路の形態に合せて、効果的・効率
的で安全な方法によりごみの収集に努めていきます。

194 Ⅲ 10
86
③

　（素案）P123（4）計画事業の主な指標86③新宿ビジ
ネス会の参加者の満足度の29年度末の現況（予定）と32
年度末の目標にある「70.1%　80%」は（素案)P84と
同じように「70.1%（5回平均）　80%（9回平均）」
に変更してほしい。

A

　ご意見を踏まえて修正します。
　第一次実行計画（素案）の「計画事業の内容」（P15
～104）に記載の「29年度末の現況（予定）」及び
「32年度末の目標」と「計画事業の主な指標」（P113
～125）の表記が異なる箇所は、ご指摘を踏まえ修正し
ます。

195 Ⅲ 10
そ
の
他

　（素案）P162（6）第三次実行計画との関連表(計画事
業）のところにある<第三次実行計画>　79高田馬場創業
支援センターによる事業の推進（文化観光産業部）は経常
事業化となっているが（5）区の施策・事業の全体像（計
画事業と経常事業）（P129～）に掲載の番号どこになる
か説明してほしい。

F

　ご質問に回答します。
　第三次実行計画の計画事業で平成30年度に経常事業化
する予定の事業については、第一次実行計画（素案）の
「区の施策・事業の全体像（計画事業と経常事業）」には
掲載しておらず、平成30年度予算編成を踏まえ、計画策
定時に追加して記載します。

196 Ⅲ 11 87

　LED照明の眩しさ対策を求める。
　LED化により　1/10の省エネになると区長は地域説明
会で説明したが、実際どの程度の省エネになったのか、今
までの照明形式と省エネ効率、工事費用、工事費用を回収
する期間（工事費／電気料金の減少分）を実績と見通しで
示してほしい。照明の持続時間、維持管理費、この計画の
全体事業費予測を示してほしい。

　計画事業87　イベント、活性化、街路灯LED化
5.9661億円

E

　ご意見として伺います。
　区有灯の例でいうと、LED化をすることで、水銀灯と比
較して、電力消費量及びCO2排出量が約1/4になります。

また、電気料金が軽減するほか、ランプの寿命も約5倍に
なります。商店街路灯の補助にかかる事業費の予測につい
ては、第一実行計画策定時点で、平成30年度～平成32年
度の各年度で6,250万円の補助額を見込んでいます。
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197 Ⅲ 11 87

　商店街の助成は止めよ。
　計画事業87、88　商店街支援　6.7億

E

　ご意見として伺います。
　商店街は地域における消費活動を支える場であり、地域
コミュニティ及び安全安心の担い手の1つとして捉えてい
ます。このため、引き続き、魅力と活力ある商店街となる
よう支援を進めていきます。

198 Ⅲ 11 87

　第一次実行計画（素案）p.84　「魅力ある商店街の活
性化に向けた支援」では、「空き店舗対策」を引き続き計
画事業とし、他自治体が実施しているようなチャレンジ
ショップ事業や、子ども食堂など区民団体が行う事業の実
施場所として活用するなど、新たな事業を実施してほし
い。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　空き店舗対策については、融資制度及び情報提供を柱と
して新たに開業するための支援を進めています。今後は、
経常事業として引き続き支援を進めていきますが、開業以
外の用途の支援に関しては今後の参考とさせていただきま
す。

199 Ⅲ 12
90
①

　計画事業90①新宿フィールドミュージアム　84百万円
　ビル壁面の大型ビジョン（ユニカビジョン等）を使った
新宿クリエイターズフェスタ等のイベントは止めるべきで
ある。
　いつも都条例違反の騒音を出し、光害である。銀座は壁
面の大型ビジョンを撤去し、街並みの景観を維持している
と聞いている。新宿区も同様の措置を取ることを求める。

E

　ご意見として伺います。
　新宿クリエイターズ・フェスタでは、多彩なジャンルの
アート作品を新宿駅周辺で展示することで、多くの区民・
来街者が文化・芸術に触れる機会を創出しています。作品
の中には、映像アーティストによる作品もあり、新宿駅周
辺の大型ビジョンで放映することで多くの方にご観覧いた
だいています。今後も、音量や明るさなども考慮し、開催
していきます。
　イベントなど一時的な事業に伴う騒音等については、
「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」の一律
的な適用には必ずしもなじまないものです。しかしながら
騒音や光が周辺の生活環境に支障を及ぼさないように、イ
ベントの主催者等に対して働きかけていきます。

200 Ⅲ 12
そ
の
他

　（素案）P163（6）第三次実行計画との関連表（計画
事業）のところにある<第三次実行計画>86①文化体験プ
ログラムの展開（文化観光産業部）は経常事業化となって
いる。これについて①（素案)P87にコラム的に記載され
ている。

F

　ご質問に回答します。
　第三次実行計画の計画事業で平成30年度に経常事業化
する予定の事業については、第一次実行計画（素案）の
「区の施策・事業の全体像（計画事業と経常事業）」には
掲載しておらず、平成30年度予算編成を踏まえ、計画策
定時に追加して記載します。
　文化体験プログラムの展開については、文化芸術振興の
一環として平成16年度に区民が文化芸術に触れる機会の
拡大を目的として事業開始し、平成20年度から計画事業
として進めてきました。この間、区民の間に定着してきた
ため、第一次実行計画では来街者向けに新たに開始した
「和を伝えるプログラム」を計画事業とし、密接に関連す
る経常事業としてコラム的に掲載したものです。

201 Ⅲ 12
そ
の
他

　（素案）Ｐ36にある「創意工夫によるオリンピック・
パラリンピック教育の推進」は（素案）Ｐ137（5）区の
施策・事業の全体像（計画事業と経常事業）のNo205に
ほぼ同内容の記載がある。そこで、（素案）Ｐ151かＰ
152の文化観光産業部に追加してはどうか。

E

　ご意見として伺います。
　第一次実行計画では、計画的かつ優先的に取り組んでい
く事業を計画事業に位置付けて掲載しています。加えて、
経常的に実施する事業や取組のうち、個別施策を支える主
な事業や取組については、施策体系に位置付けるととも
に、事業内容や取組の方向性を記載しています。
　「創意工夫によるオリンピック・パラリンピック教育の
推進」については、個別施策「未来を担う子どもたちの生
きる力を伸ばす教育の充実」を支える主な経常事業とし
て、施策体系に位置付け、事業内容を記載しています。幼
稚園、小中学校におけるオリンピック・パラリンピック教
育が事業内容のため、所管は教育委員会事務局としていま
す。

202 Ⅲ 13 94

　第一次実行計画（素案）p.89　「新宿観光案内所の
サービス拡充」に「新宿駅東口に観光案内所を設置」する
計画を加えてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　新宿駅直近に適切な場所がないことから、新たに設置す
ることは困難な状況です。そのため、東西自由通路の整備
に合わせて、JR東日本が開設を予定している案内所にお
いて、新宿区の観光情報を発信してもらえるよう働きかけ
ていきます。
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203 Ⅲ 14 98

　（素案）P92　98図書館サービスの充実（区民にやさ
しい知の拠点）の計画事業概要のところにある「新宿区立
図書館基本方針」について説明してほしい。
①いつごろ策定され、区民にはどのように公表されるの
か。
②32年度末の目標のところにはすべて検討とあるが「新
宿区立図書館基本方針」の中に盛り込まれるのか。
③「図書館運営協議会」ではどのように取り扱われるの
か。

F

　ご質問に回答します。
①「新宿区立図書館基本方針」は平成20年1月に策定
し、平成28年3月に改定したもので、改定にあたっては
パブリック・コメントを実施し、区報及び区ホームページ
等で公表しました。
②実行計画（素案）の「図書館利用機会の充実」について
は図書館基本方針の「Ⅵ．図書館環境の整備」に、「電子
書籍等の導入」については「Ｉ．区民に伝える図書館」に
位置付けています。
③新宿区立図書館基本方針は策定段階から「図書館運営協
議会」が関わっており、今後も「図書館運営協議会」等の
意見を取り入れながら計画を推進していきます。

204 Ⅲ 14 98

　（素案）P92　98図書館サービスの充実（区民にやさ
しい知の拠点）の32年度末の目標のところにある「図書
館利用機会の充実の検討」について説明してほしい。
①四谷図書館が月曜休館から火曜休館になったことを踏ま
えて、「図書館利用機会の充実」とはどのようなことか。
②32年度末の目標に「図書館利用機会の充実の検討」と
あるが、では、いつごろを目途に決定して実施されるつも
りか。
③「図書館運営協議会」ではどのように取り扱われるの
か。

F

　ご質問に回答します。
①区立図書館の月曜一斉休館日を改め、火曜日休館の区立
図書館をさらに増やして休館日を分散することで、利用し
やすい図書館となるようにしていきます。
②次期指定管理者の指定後（H31年度以降）を予定して
います。
③「図書館運営協議会」等の意見を取り入れながら検討し
ます。

205 Ⅲ 14 98

　（素案）P92　98図書館サービスの充実（区民にやさ
しい知の拠点）の32年度末の目標のところにある「電子
書籍等の導入・利用方法の検討」について、説明してほし
い。
①「教育委員会事務局」が今考えている（イメージしてい
る）電子書籍等とはどういうものか。
②32年度末の目標に「電子書籍等の導入・利用方法の検
討」とあるが、では、いつごろを目途に決定して実施され
るつもりか。
③実施する際に、どのように区民（住民・利用者）に周知
するつもりか。
④決定する前に、区民（自治基本条例が定める）を対象に
したまたは区民向けにシンポジウム、討議会（ワーク
ショップ）、勉強会等を開催するつもりはあるか。

F

　ご質問に回答します。
①区民の自宅のパソコンや携帯端末で閲覧できる図書資料
や音楽データのうち、公立図書館向けに提供されているも
のです。
②平成30～平成32年度に、導入時期を含めて検討してい
きます。
③広報やホームページ、館内ポスター等で周知します。
④シンポジウム等は予定していませんが、ホームページや
様々な機会を活かして周知していきます。

206 Ⅲ 14 100

　基本計画（素案）では、「新中央図書館等の建設につい
ては、新宿区緊急震災対策を受けてスケジュールを改めて
判断することとしています。」となっている。
　今回示された第一次実行計画（素案）では、　計画事業
名　新中央図書館等の建設　となっている。
　計画事業概要では、「「区民にやさしい知の拠点」にふ
さわしい新中央図書館等の建設を目指します。建設にあ
たっては、早稲田大学から提案のあった研究教育施設との
合築等についても、引き続き検討を進めていきます。」と
なっている。
現状：新中央図書館等の建設検討
目標、年度別計画：新中央図書館の建設検討
　新築ではなく、旧戸山中学校校舎の改修とし、早稲田大
学との早稲田大学から提案のあった研究教育施設との合築
ではなく、区施設を建設すべきである。

E

　ご意見として伺います。
　新中央図書館の建設にあたっては、早稲田大学から提案
のあった研究教育施設との合築等についても、引き続き検
討を進めていきます。

207 Ⅲ 14 100

　新中央図書館を早く建設してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　新中央図書館の建設に向けては、建設計画や設計、建築
工事に一定の年月を要することなどから、東京2020オリ
ンピック・パラリンピックの開催と、その後の社会経済状
況も見据え、引き続き、建設に向けて検討していきます。
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208 Ⅲ 14 101

　第一次実行計画（素案）P.94　「スポーツ環境の整
備」の計画事業概要に「誰もが気軽にスポーツできるよう
施設を増設します。」を加えてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　区では、東京2020オリンピック・パラリンピックの開
催を契機にスポーツ施設を整備することにより、スポーツ
への区民の参加を促進するため、新宿区スポーツ施設整備
基金の設置を予定しています。そのため、計画事業
「101③ （仮称）新宿区スポーツ施設整備基金を活用し
たスポーツ施設の整備」を新たに追加します。
　施設の増設には大きな経費負担を伴いますので、区民の
皆様のご要望等を参考にしながらスポーツ施設の整備につ
いても検討していきます。

209 Ⅲ 14
101
①

　第一次実行計画（素案）p.94　「スポーツコミュニ
ティの推進」では、屋内外施設の計画的改修。運動場利用
料、照明料の減額の検討。障害者、高齢者の利用料減免の
検討を行うを加えてほしい。 E

　ご意見として伺います。
　屋内外施設については順次、計画的な修繕を行っていま
す。また、区有施設の利用料等については全庁的な受益者
負担の考え方に基づき設定されています。軽減等について
も全庁的な整合を図りながら検討していきます。

210 Ⅲ 14
そ
の
他

　スポーツをしているものとして、回数券（スポーツセン
ター、コズミック）だけでなく、パスポートも作ってほし
い。 D

　ご意見は今後の取組の参考にします。
　スポーツ施設は指定管理者により運営されていますの
で、ご要望について指定管理者と協議しながら検討しま
す。

211 Ⅲ 14
そ
の
他

　区のスポーツセンターの使用料を安くしてもらえると、
高齢者にとっては助かる。

D

　ご意見は今後の取組の参考にします。
　区有施設の利用料等については、全庁的な受益者負担の
考え方に基づき設定されています。高齢者がスポーツ施設
を今まで以上に利用しやすくなる方策について検討してい
きます。

212 Ⅲ 14
そ
の
他

　サークル活動の推進
　住人の体力向上と東京五輪に向けて、公園の半数をス
ポーツ推進公園にリニューアル（納戸公園、他）

D

　ご意見は今後の取組の参考にします。
　公園の整備に当たっては、それぞれの公園の規模や特
性、地域のご意見等を踏まえ、運動や健康づくりができる
施設の整備を検討していきます。
　なお、区内で活動する団体が自主的に実施するスポーツ
活動に対しては、新宿未来創造財団を通じて活動の支援を
しています。

213 Ⅲ 15 103

　地域における各国籍の自治組織を促し、各自治組織主体
による自治体内の管理ができるような体制づくりが必要で
ある。入国した外国人へ、自治組織を紹介する事により、
自治組織からあらゆるアドバイスが受けられるし、我国自
治体と各国籍自治組織の意思疎通は、共生に関わる課題解
決等に重要な役割を果たす。又、海外都市との交流・協力
による共有課題の解決等にも寄与すると思う。

E

　ご意見として伺います。
　新宿区多文化共生連絡会の運営において、外国人コミュ
ニティとの連携体制の強化を図っています。

214 Ⅲ 16 104

　個別事業の中で平和啓発事業の推進にふれているが、こ
れまでの取組に敬意を表する一方、今後は時代環境の変化
を受けとめ、新たな取組を展開していくためには、小、
中、高の生徒、学生世代はもちろんのこと、すべての住民
に「平和」とは何かを考え、行動する環境づくりに更に一
歩進めていきたいと思う。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　「新宿区平和都市宣言」は、すべての国の核兵器の廃絶
と世界の恒久平和の実現を希求したものであり、今後も引
き続きこの主旨に基づいて、平和都市の推進に向けた事業
を進めていきます。
　また、教育委員会では、平和のポスター作成などを通
し、平和教育を行っています。作成した児童・生徒の感想
からも、教育効果は高いと考えています。
　今後も、区民の皆さんの平和意識を高めるため、平和教
育の推進も含めた平和啓発事業に取り組んでいきたいと考
えています。

215 Ⅲ 16 104

　第一次実行計画（素案）p.96　「平和啓発事業の推
進」の「親と子の平和派遣事業」については募集人数を増
やす計画にしてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　平和派遣者の方々は、戦争の悲惨さや平和の大切さを周
りに伝える意義を学び、平和派遣報告会での発表や報告書
作成のほか、自主的に学校や地域で伝えるなど、平和啓発
活動の輪を広げています。したがって、派遣者を増やすの
ではなく、自主的な発表の場の支援などにより、多くの人
に戦争の悲惨さや平和の大切さを伝えていきたいと考えて
います。
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216 Ⅳ 1 107

　民間団体に関しては、自治会・町会に焦点が当たってい
るようだが、現在の状況で自治会が地域住民を把握し意志
要望を受け止めているとは考えにくい。ともすれば古くか
らの地域の有力者が役員となっている例が多いのではない
か。特に最近急増している集合住宅居住者は町会とは縁遠
い関係にある。一方地域には多様な団体が存在し、それぞ
れユニークで住民のニーズにマッチした活動を行ってい
る。そういう団体にも目を向けて、幅広に連携を図るよう
提案する。
　なお3か年計画では、民間資金に視線が当たっているよ
うだが、民間マンパワーの活用はもっと重要である。

E

　ご意見として伺います。
　区では、町会・自治会を紹介するパンフレット等の作成
のほか、東京都宅地建物取引業協会新宿支部や全日本不動
産協会新宿支部と連携して、賃貸住宅居住者等への町会・
自治会への加入促進を行っています。
　また、専門家（アドバイザー）によるコンサルタントを
利用し、賃貸マンションに対する町会・自治会への加入の
効果的なアプローチについての支援策を実施していきま
す。
　なお、平成30年度から創設する新たな助成制度では、
町会・自治会のほか、地域の課題解決やコミュニティ活動
に取り組む団体等と連携が図れるよう、多様な主体に対し
て助成を行います。これにより、様々な活動団体の情報を
地域で共有し、地域活動団体相互の連携・協力がさらに発
展していくことも期待しているところです。
　また、区では、民間の創意工夫やノウハウ、柔軟性をい
かして、より効果的・効率的に公共サービスを提供するた
め、指定管理者制度の導入や大学との包括連携協定による
事業の実施、区有施設等における命名権（ネーミングライ
ツ）の設定、公園・道のサポーターとの連携などにより、
民間の人材の活用を含め、民間活力の活用を更に進めてい
きます。

217 Ⅳ 1 107

　第一次実行計画（素案）p.98　「公民連携（民間活
用）の推進」の「ネーミングライツ」は、既に導入してい
る自治体では企業や商品名が目立ち、施設の機能などが分
かりにくい、どのような施設か分からなくなる、短期間で
施設名が変わると混乱を招くなどの問題点があるので、実
施を急がず慎重に検討してください。

E

　ご意見として伺います。
　ネーミングライツは、区有施設の名称に愛称や事業者名
を表示する権利です。
　ネーミングライツの導入により、区は施設に愛称等を付
与させる代わりに、その対価を得て、施設の持続可能な運
営に資することができます。また、契約事業者による施設
維持管理サービスの提供や施設のイメージアップなども期
待できます。
　ネーミングライツの導入に当たっては、施設の機能など
が分かりにくくならないように配慮していきます。

218 Ⅳ 1
そ
の
他

　（素案)P98◆定員の適正化などの取組のところに次の
①と②を本計画に掲載するつもりはあるか。
①1.　基本的な考え方　2.これまでの取組状況（参考)24
年度以降の定員適正化、計画の取組状況　3.第一次実行計
画に基づく定員適正化計画
②（別表）として○第一次実行計画に基づく定員適正化計
画
例えば、
1　短時間勤務再任用職員の活躍等により職員数の削減
2　事務事業の見直しによる職員数の削減

C

　定員の適正化の取組については、「１．基本的な考え
方.2.これまの取組状況、3,第一次実行計画期間中における
定員適正化計画を本計画に掲載する予定です。
　具体的な取組については、今後の職員定数査定や予算査
定の結果等を踏まえ、実行計画の策定に併せてお示しする
予定です。

219 Ⅳ 1
そ
の
他

　これまでの財政支出を根本から総点検する仕事も今後の
事業展開を考えるためには避けて通れない道である。住
民、地域からの声をベースに全うな討議を重ねていく必要
がある。

E

　ご意見として伺います。
　区では、施策及び事業の適切な進行管理を図り、効果的
かつ効率的な区政運営に資するため、行政評価を実施して
います。内部評価に加え、外部評価を行い、その結果を公
表しています。
　外部評価においては、学識経験を有する者、公募による
区民、区内各種団体の構成員で組織する外部評価委員会を
設置し、行政評価の客観性及び透明性を高めるとともに、
区民の行政評価に対する参画の機会を確保しています。
　区はこれまでも、行政評価や決算実績を踏まえ、徹底し
た事業見直しと経費削減に取り組み、健全な区財政の確立
を目指してきました。今後とも引き続き、良質な区民サー
ビスを提供し続けるために、積極的な施策の重点化も図る
とともに、社会経済情勢の変化にも機動的かつ的確に対応
できる行財政運営を推進していきます。

220 Ⅳ 1
そ
の
他

　公契約条例をつくり区民のくらしの向上をはかってほし
い。

F

　ご質問に回答します。
　「新宿区調達のあり方について（指針）」に基づき、工
事請負契約や委託契約において、「労働環境チェックシー
ト」を活用して、労働基準法等の順守事項と業務等に従事
する労働者の最低賃金について確認し、事業者に対する啓
発や必要に応じて改善指導を行う等、適正な労働環境の整
備に努めています。「労働環境チェックシート」によっ
て、その業務が適正な労働環境の下に行われているかにつ
いて確認をしています。
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221 Ⅳ 1
そ
の
他

　街イベント及び区役所の情報発信ツールの見直し
　区役所のサービス（マンション相談、他）や新宿区独自
の活動（育成会、他）神楽坂のイベント等を知って欲しい
情報が知られていない。区民センターや図書館に情報を発
信するサイネージ（電子掲示板）設置やメルマガなど新た
な発信方法を至急要検討。

D

　ご意見は今後の取組の参考にします。
　区内には、101本の区直営の掲示板があり、区の事
業・サービスについて掲示しています。その他、委託掲示
板や町会・自治会独自掲示板においても、地域のお祭りな
どの地域情報を掲示しています。
　区内10か所ある地域センターでは、区や関係機関の事
業やイベントを紹介するチラシやパンフレットなど、さま
ざまな地域情報を集めたコーナーを待合い室などに設置し
ています。また、図書館において区民等が情報を発信する
ことについては、「新宿区立図書館基本方針」の「Ⅲ.区
民が集う図書館」の中に位置づけており、下落合図書館で
は指定管理者がサイネージ（電子掲示板）を設置していま
す。
　区政情報の発信については、広報紙や区ホームページ、
SNS、アプリ「マチイロ」等既存の情報発信方法の普及
に努めるとともに、時代に合った情報発信手段を研究して
いきます。

222 Ⅳ 1
そ
の
他

　オリンピック・パラリンピックを機会に、道路等基盤整
備に財政投資を集中する必要がある。原則的にばらまき投
資（補助金）は我慢が必要である。

E

　ご意見として伺います。
　区は、第一次実行計画では、総合計画で示す5つの基本
政策に基づき施策を体系化し実施していきます。ご提案の
道路等基盤整備につきましても第一次実行計画（素案）に
もある通り、「道路空間等の安全・快適化に向けた取組」
の中で実施していきます。

223 Ⅳ 2 108

　（素案）P99　2公共施設マネジメントの強化として
108中長期修繕計画に基づく施設の維持保全には<第三次
実行計画>の29年度からそして30年度、31年度、32年
度にも「対象施設については、老朽化や緊急度等を総合的
に勘案して決定します。」となっている。そもそも、計画
事業概要のところにある「予防保全」の考え方に立った中
長期修繕計画を立案するところはどこか。そして、だれが
その中長期修繕計画を、納得して承知するのか。区長か、
区議会か、区民か、利用者か。何も中長期修繕計画を示さ
ずに、計画事業概要のところに適切な修繕を行い、修繕経
費を削減します。と書かれても納得できない。説明してほ
しい。

F

　ご質問に回答します。
　中長期修繕計画では、施設の機能維持に欠かせない設備
等について、部位ごとに推奨される修繕等の周期を定め、
定期点検等の結果を踏まえ、総務部施設課の技術職員が優
先度の高い対象施設の工事の順位付けを行います。
　その上で、施設所管課、総合政策部企画政策課及び、財
政課は、施設の老朽度や緊急度等を総合的に勘案し、各年
度の予算の編成に合わせて決定していきます。

224 Ⅳ 2 108

　第一次実行計画（素案）p.99　「中長期保全計画に基
づく施設の維持保全」については、施設の維持保全は経常
事業として築年数によって計画的に修繕がすすめられてい
るため、素案には施設名が掲載できず毎年のローリングで
しか明らかにできないのであれば、計画事業から削除する
べきである。

D

　ご意見として伺います。
　本計画事業では、施設の長寿命化を図るための「予防保
全」の考え方を示しており、対象施設については老朽度や
緊急度等を総合的に勘案して決定することとしています。
第一次実行計画策定時には、平成30年度の事業費と対象
施設を明記します。

225 Ⅳ 2 108

　『資産(建築物)の長寿命化』について、『外断熱』の有
効性を謳うべきであると考える。
　『外断熱』は、コンクリートの中性化対策、省エネ化、
外装材の高耐久化、非構造部の耐震化を同時に解決できる
ため、建築物の長寿命化対策を最も効率よく行うことがで
きる改修工法であるといえる。省エネ改修工事としての側
面もあり、『地球温暖化対策の推進』においても同時に寄
与することができるため、本計画における施策の先進性を
示すことができるのではないか。是非検討してほしい。

D

　ご意見は今後の取組の参考とします。
　区施設の半数以上が築年数30年以上と老朽化した施設
が増加していく中、継続的な区民サービスを提供できるよ
う、建物の長寿命化対策が必要不可欠です。予防保全工事
には多額の経費がかかることが見込まれますが、区の財政
状況を踏まえ、工事費の縮減や平準化を推進する必要があ
ります。
　今後、予防保全工事を計画していく中で、工法等につい
てもさまざまな手法を検討していきます。
　また、住宅の断熱性の向上は、家庭の省エネルギー化を
図る上で、効果的な手段だと考えています。基本計画では
省エネルギーの推進について記載しており、具体となる断
熱化については個別計画である「新宿区環境基本計画」で
記載しています。

226 Ⅳ 2 109

　健全な区財政の確立に関する計画事業は、重要な施策で
あり、とくに公共施設マネジメントに関し、昨年度策定さ
れた公共施設等総合管理計画をもとに計画展開と着手を行
うべきと考え、前倒しの実施を望む。 E

　ご意見として伺います。
　個別施設の検討は、本計画に基づき、それぞれの施設の
老朽化をみながら、行政需要、地域需要、財政状況等を総
合的に判断して進めていきます。

227 Ⅳ 2 109

　公共施設等総合管理計画を昨年度、費用をかけて作成し
たのだから、H30年度から調査を実施すべきと考える。

E

　ご意見として伺います。
　個別施設の検討は、本計画に基づき、それぞれの施設の
老朽化をみながら、行政需要、地域需要、財政状況等を総
合的に判断して進めていきます。
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228 Ⅳ 2 109

　公共施設等総合管理計画を抜粋挿入されている。基本構
想審議会、議会でもめた理由で挿入された意図は理解され
るが、計画事業の予算書に相当する計画書の中に予算計上
の理由書まで挿入されるのであれば、新規の各計画事業に
も理由書を添付する必要がある。P101は、削除すべきと
考える。入れるのであれば、個別名と概要を記してほし
い。

E

　ご意見として伺います。
　これまで実行計画では、「跡施設・跡活用、公有地の有
効活用などの取組」と題して、公共施設や公有地の有効活
用について、区民の皆様に説明をしてきました。
　今回の第一次実行計画の策定では、平成28年度に「新
宿区公共施設等総合管理計画」を策定したことから、「新
宿区公共施設等総合管理計画、公有地の有効活用」と題名
を変更して、同様に説明文を掲載したものです。
　ご意見にあるような意図はありません。

229 Ⅳ 2 109

　新宿は今後数年人口は増えると予測をされているので、
縮小に急がないようにしてほしい。

E

　ご意見として伺います。
　個別施設の検討は、本計画に基づき、それぞれの施設の
老朽化をみながら、行政需要、地域需要、財政状況等を総
合的に判断して進めていきます。

230 Ⅳ 2 109

　「公共施設等総合管理計画に基づく区有施設のマネジメ
ント」について私の住んでいる西早稲田3丁目には、西早
稲田リサイクルセンターがある。ここは西早稲田文化町会
も便利に使用している。使用度・必要度の高い施設なの
で、修繕しながら残してほしい。この計画では具体的に書
いてないので、とても不安である。是非ともこの施設は廃
止しないで残してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　「新宿区公共施設等総合管理計画」に基づく具体的な個
別施設の検討は、それぞれの施設の老朽化の状況をみなが
ら、行政需要や地域需要、財政状況等を総合的に判断して
進めていきます。
　なお、区の施設の現状や課題を見ると、今あるすべての
区有施設を現状のまま維持していくことは極めて困難な状
況であると認識しています。西早稲田リサイクル活動セン
ターは、「新宿区公共施設等総合管理計画」において「区
民等利用施設」に分類しており、この施設類型は供用開始
後30年以上経過した施設の割合が延床面積ベースで
72.0%と老朽化が高くなっています。
　老朽化が進む区有施設すべてを現在と同じ数・規模で建
替えることが困難な中、区は、本計画の基本理念や基本方
針に沿った様々な取組を通して、地域の施設の複合化や学
校施設の機能供用を図り、地域拠点を充実させることで幅
広い区民利用や多世代交流を進めていきます。また、行政
機能を持つ施設の集約化や民間との連携強化により多様な
ニーズに対応していきます。
　このように、誰もが安全に快適に利用できる公共サービ
スの提供と施設の管理を通して、区民に必要な公共サービ
スの維持・向上を図るとともに、区民同士の見守り・支え
合い意識をはぐくみ、区民が生活する拠点としてのコミュ
ニティの維持につなげていきます。

231 Ⅳ 2 109

　計画事業　109　公共施設等総合管理計画に基づく区
有施設のマネジメント　は財政の視点だけでなく、まちづ
くり戦略プラン／エリア戦略の中に位置づけ、地区計画レ
ベルの議論を住民と行い、住民の了解の下に計画を進め
よ。

E

　ご意見として伺います。
　「新宿区公共施設等総合管理計画」に基づく個別施設の
検討は総合計画に定められる施策の方向性に沿って行い、
その検討結果は総合計画の下に位置づけられる実行計画に
反映させていきます。「新宿区まちづくり長期計画」のエ
リア戦略では、区民、事業者、行政が連携し、まちづくり
を先導するエリアとして、「まちづくり推進エリア」を設
定し、エリアごとに戦略として重点的な取組等を示しま
す。
　「新宿区公共施設等総合管理計画」に基づき複合化や多
機能化を図る場合には、地域の方々や利用者の意見をふま
え、検討をしていきます。

232 Ⅳ 2 109

　第一次実行計画（素案）p.100　「公共施設等総合管理
計画に基づく区有施設のマネジメ ント」については、
「公共施設等総合管理計画」は個々の施設の現状を踏まえ
て総面積の22％の削減が必要と導き出されたのではな
く、全国一律の総務省ソフトを使って計算した数字でしか
なく、実態とかけ離れているため、この項は削除してくほ
しい。

E

　ご意見として伺います。
　「新宿区公共施設等総合管理計画」において、区有施設
にかかる将来更新費用を推計し、それに対する予算確保可
能額との比較から出た将来予算不足額を踏まえ、それを解
消するための1つの方策として、総面積の22％削減の目
標を設定しています。
　将来更新費用の推計にあたっては、区独自で推計するの
ではなく、各自治体間の比較ができることを重視し、総務
省が推奨している公共施設等更新費用試算ソフトを用いて
おり、現在の規模の施設を今後も維持していくと過程した
場合の将来更新費用を把握しました。
　個別施設の検討は、本計画に基づき、それぞれの施設の
老朽化をみながら、行政需要、地域需要、財政状況等を総
合的に判断して進めていきます。
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233 Ⅳ 2 110

　清風園ををもっと明るく元気がもらえるような場所にす
る為に以下の提案をする。

1）内装・設備を新しくして明るく使いやすくする。
2）高齢者だけではく、孫や家族、児童などの利用も日時
を限って（うるさいという意見の老人もいることが予想さ
れるから）可能にし高齢者が元気をもらえる場所にする。
3）トレーニングマシンを、必要なら専任者をつけて自主
的に運動をしたい高齢者が使えるようにしてほしい。
　現在投入コストに対して利用者の数が少なすぎるのでは
と思う。

E

　ご意見として伺います。
　P100の計画事業「110 高齢者活動・交流施設の機能
拡充」において、「地域支え合い活動」を推進するため、
活動の拠点となる高齢者活動・交流施設の機能拡充等を図
るとしています。今後は、「新宿区公共施設等総合管理計
画」の「次世代に負担を残さず、誰もが安全に、快適に利
用できる公共サービスの提供と施設の管理を実現する」と
いう基本理念に基づき、施設のあり方について、適切に検
討していきます。

234 Ⅴ 1 111

　第一次実行計画（素案）p.102　「オープンデータ活用
のための仕組みづくり」については「官・民・学」の連携
による活用と言うが、データの内容や活用の仕方によって
は様々な問題が生じるおそれがあり、とりわけ民間への
データ提供については慎重にする必要があるのではない
か。

D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
　平成28年12月の「官民データ活用推進基本法」の成立
を受け、国、地方公共団体及び民間企業においては、オー
プンデータの活用が法律として定められました。そして、
新宿区においても、地域課題を解決する手段の一つとして
のオープンデータの公開と活用の推進は、区の重要な施策
の一つとして位置づけています。
　一方で、オープンデータの公開及び活用にあたっては、
いただいたご意見にもあるとおり、データの信憑性の確
保、著作権を含む第三者の権利の保護など、考慮すべき
様々な事項があります。
　今後の区におけるオープンデータの公開と活用の推進に
あたっては、以上のような事項を十分に検証しながら、取
組を進めていきます。

235 Ⅴ 1 112

　第一次実行計画（素案）p.102　「クレジットカード納
付の導入」は、利便性のみが強調されているが、手数料が
発生することや情報漏えいの可能性などデメリットもあ
り、慎重に検討すべきである。 D

　ご意見は、今後の取組の参考とします。
導入にあたっては、個人情報や手数料負担についても十分
に検討していきます。

236 Ⅴ 1
そ
の
他

　素案Ｐ103の各取組に対する挿入文は、他のものと異
質である。様式を変更され記載の工夫願う。

E

　ご意見として伺います。
　第一次実行計画では、計画的かつ優先的に取り組んでい
く事業を計画事業に位置付けて掲載しています。加えて、
経常的に実施する事業や取組のうち、個別施策を支える主
な事業や取組については、施策体系に位置付けるととも
に、事業内容や取組の方向性を記載しています。

237 Ⅴ 1
そ
の
他

【目的】まちづくり（景観保全・集えるまちの創造）、健
康寿命促進、医療費抑制、人材育成、経済活性化、地域コ
ミュニケーションの活性化及びトラブル防止
【概要】全ての人に合った居場所（＋エリア）を創る！！
プロジェクト～神楽坂から始動！！～「カフェ」の要素に
役割をプラスし、区民の居場所と活動の場を増やし、街を
活性化させる。
①スクールカフェスタイル『学びの楽しさと仲間づくり』
<スクール>東京五輪に向けて英会話、社会を楽しむスマホ
教室、詐欺被害予防教室、他
②情報カフェスタイル『気付きの場所、必要な情報が必ず
見つかる場所』
<情報>シニアサークル、ママサークル、マンション管理組
合サークル、他
③ゲームカフェスタイル『体を動かし、脳への刺激で元気
ハツラツ』
<ゲーム>VR、デジタル釣りゲーム、他
街全体でコンセプトを構築し、店舗のリノベーションには
企業の協賛と自治体の助成で推進をサポート
*店舗外観は和とヨーロッパのカラフルなテイストをミッ
クス
*店舗内はユニバーサルデザイン対応（入口、トイレ、
他）
*子供からシニアまで交流できるエリアとツール（プロ
ジェクター、他）を整備
*対象店舗は、ドラッグストア、携帯キャリア店舗、薬
局、ゲームセンター、コンビニ、他

E

　ご意見として伺います。
　5つの基本政策を掲げ、健康寿命の延伸、景観保全、コ
ミュニティの活性化などに取リ組みます。
「Ⅰ　暮らしやすさ１番の新宿」
「Ⅱ　新宿の高度防災都市化と安全安心の強化」
「Ⅲ　賑わい都市・新宿の創造」
「Ⅳ　健全な区財政の確立」
「Ⅴ　好感度1番の区役所」
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238 Ⅴ 2
そ
の
他

　定員適正化・適材適所・役職適正配置に課題があると思
います。理系人材の採用が少なくないか？副区長に理系の
方がいるか？現場の仕事・作業の合理化が遅々として進ん
でいない。定員の適正化は、適材適所・省力を徹底的に考
慮のうえ計画してほしい。予算書には省力費を別枠で提示
してほしい。省力を考える際には、男女共同参画について
は取り敢えず無視してほしい。役職は昇格試験だけの判断
で昇進させないように配慮してほしい。係長・課長クラス
には海外の自治体の見学・執務等を経験させることも大切
と思う。是非配慮してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　新規採用者数は、総職員数の増加抑制を図るため、職種
別退職者の状況等を勘案しながら採用しているところで
す。なお、新宿区では、副区長２人体制を採っており、う
ち１名がみどり土木部、都市計画部を所管する技術系の特
別職です。
　予算書へ省力費を別枠で提示することは困難ですが、引
き続き計画的に業務の委託化の推進や事務事業の見直し等
により、定員の適正化を実現し、人件費の抑制に努めてい
きます。
　また、昇任選考は、筆記・面接選考だけではなく、日々
の勤務成績等を総合的に勘案し、合格者を決定していま
す。このうち管理職選考は、特別区人事委員会が23区共
通の制度として実施し合格者を決定していますが、その基
本的な考え方は同様です。
　職員の海外派遣は現在実施していませんが、昇任時研修
などに加え、他団体への派遣研修や管理職の大学院公共経
営研究科受講助成、人材育成センターでの講師経験など、
多様な人材育成の仕組みを用意し、管理・監督者としての
能力や資質の向上に努めています。

239 Ⅴ 3 115

　財政自主権を高め区の財源をしっかり確保してほしい。

E

　ご意見として伺います。
　区の歳入構造を、自主財源と依存財源に区分すると、自
主財源として、特別区税、繰越金や使用料及び手数料等が
あります。28年度決算においては、619億円で、前年度
と比べ41億円の増、特に特別区民税においては、納税義
務者数の増等により21億円の増となっています。
　区は、これまで財源確保策として、区税等の増収対策な
ど既存の歳入の確保に努めてきた他、土地信託配当金や土
地建物貸付収入、貴重な財源としてホームページバナー広
告などの税外収入の確保にも取り組んでいます。
　一方、依存財源の中には、特別区交付金、国庫支出金や
都補助金等があります。この中でも、特別区交付金につい
ては、市町村では固有財源である固定資産税や市町村民税
法人分について、特別区では、都税として課税収入された
ものを、調整財源として都から各区に交付される仕組みと
なっており、23区の財政自主権強化の点で根本的な課題
を有しています。制度の骨格からの改革が必要なことか
ら、特別区の自主性、自律性が確保できるよう、引き続
き、特別区長会を通じ、法改正や国への働きかけも視野に
入れ、改革に向けた取組を進めていきます。

240
そ
の
他
- -

　オリンピックはアマチュアスポーツの祭典と言われてい
た時代があったが、今ではその様な話は聞かない。現在で
は、オリンピックに出場する選手はスポーツを第一に考
え、必要があれば生活費を稼ぐ為の仕事をしている人が大
部分と思われる。したがって、今では、オリンピックはプ
ロスポーツの祭典である。
　前回のオリンピック（1964）の開催日を10月10日に
決めたのは、この日が晴れの特異日（過去の気象データを
集計して晴れる日が多い日）なのを選んだ。次のオリン
ピック（2020）は米国でのテレビ放映権が高く売れる時
期が選ばれ、その結果、暑く、スポーツには適さない時期
となった。オリンピックはスポーツの祭典ではなく、各ス
ポーツ界の思惑と、それを開発等に利用する政治の思惑の
糾合した駆け引きである。
　よって、オリンピックには税金を使ってはいけない。オ
リンピックの費用は全て入場料、放映権等の収入によって
賄うのが筋である。そこに使う税金は、IOC／JOCセレブ
の収入となるだけである。
　計画事業だけでも約5億75百万に達する。
・新宿フリーWiFiの整備等：1億2556万円
・自転車シェアリング：1億9971万円
・その他の関連計画事業93、94、95、96、102：約2
億5千万円
　さらに、過密な東京／新宿では住民の生活が乱される。
オリンピックを迷惑と感じている住民も多い。

E

　ご意見として伺います。
　区では、東京2020オリンピック・パラリンピックを、
国際観光都市・新宿を世界中に発信する絶好の機会である
とともに、新宿区の持続的な発展に大きく寄与する起爆剤
と捉えています。
　2年後に迫った大会開催に向け、メインスタジアムが位
置する地元自治体として、この大会が区民の皆様にとって
生涯の記憶として残る大会となるよう、開催後も見据えた
施策に総合的に取り組んでいきます。
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６ 新宿区第一次実行計画（素案）に関する 

地域説明会における意見・質問要旨と回答要旨 

 

 平成29年 8月 25日（金）から9月 8日（金）にかけて、次のとおり、区内10か所の地域セ

ンターで開催した、新宿区第一次実行計画（素案）に関する地域説明会における、質疑応答の要旨

をまとめたものです。 

 なお、地域説明会は、「区長と話そう～しんじゅくトーク」のテーマとして、開催しました。 

 

《記載内容は、以下の項目を設け整理しています。》 

 

項  目 説   明 

【基本政策】 

【個別施策】 

【計画事業】 

ご意見をいただいた内容が、施策体系のどの分野に該当しているかを

示しています。（番号のみを掲載していますので、該当する基本政策・

個別施策・計画事業は、施策体系表（P6～10）でご確認ください。） 

【意見・質問

要旨】 

基本的には、発言のまま記載しましたが、内容が重複する部分などは

要約している場合があります。 

【回答要旨】 

基本的には、発言のまま記載しました。 
必要に応じて、回答した内容について、【補足】として、追記してい

ます。（計画への反映等については、A～Gで示しています。A～Gの分

類については、実施結果概要（P1～4）をご確認ください。） 



№
基
本
政
策

個
別
施
策

計
画
事
業

意見・質問要旨

1

計
画
全
般

- -

　19年度に策定した第一次実行計画では、計画期間4か
年の総事業費は六百十何億、3か年で五百何億だったと思
うが、新たな第一次実行計画の総事業費を3か年で418億
としている理由を説明してほしい。

F

　平成19年度に策定した第一次実行計画の計画期間は4
年間だったのに対し、今回は3年間であり計画期間が異な
ります。また、計画事業から、経常事業化した事業もあり
ます。
　今回の第一次実行計画では、平成30年度からの新しい
基本計画を実現するために、最初の3か年でどのような事
業を実施するかということを示しました。総事業費につい
ては、各事業の必要経費を積み上げたものであり、前回の
第一次実行計画との違いは、実施する事業数や事業内容、
規模の違いと認識しています。

2

計
画
全
般

- -

　今回の第一次実行計画は、新規事業として37事業ある
が、総事業費418億のうち新規事業に何％を充てている
のか。

F

　別途回答します。

【補足】
　第一次実行計画（素案）の総事業費のうち、新規事業の
事業費の割合は、3.4％です。

3

計
画
全
般

- -

　第一次実行計画に関して計画事業と経常事業を一体的に
議論して考える必要がある。しかし、第一次実行計画素案
の「（5）区の施策・事業の全体像」に561の経常事業の
名称が示されているが、予算、金額が書かれていない。

E

　ここ数年間、一般会計は1,400億円程度で、介護保
険、国民健康保険、後期高齢者医療保険等を含め、約
2,200億円程度になっています。そこから、計画事業の
金額を引くと、経常事業の金額が算出できます。年度に
よって税収の増減や行政需要の変動があるので、調整しな
がら経常事業を実施していくことになっています。それも
踏まえ、よりわかりやすい財政状況を示していきたいと考
えています。
　毎年「新宿区の財政」という冊子を作成、配布していま
す。ホームページでも閲覧することができますので、ご覧
ください。

4

計
画
全
般

- -

　計画を聞き、区民の人たちが本当にこれをちゃんと理解
して実行に移せるのでしょうか。ハード面は達成できるこ
とが多いと思うが、ソフト面で不安に思う。

E

　実行計画も含めて、非常に幅広い分野で、かつボリュー
ムがある計画になっており、これら全てを本当に達成でき
るのかという心配もあると思います。実際に進めていく中
で、状況の変化や行政需要の変動を鑑み、事業内容や仕組
み等を見直しながら、3年間の計画期間の中で最大限の効
果を上げていきたいと考えています。

5

計
画
全
般

- -

　8月25日号の広報紙に第一次実行計画が項目ごとに
115の計画事業が掲載されており、そのうち18件につい
ては、事業名だけで事業費が計上されていないがなぜか。

F

　事業費が記載されていないものについては、どのような
基準で掲載したのか、詳細は総合政策部長から説明しま
す。

（総合政策部長）
　事業費が掲載されていない場合について、例えば、計画
事業「23 児童相談所移管準備」は、これから実際に児童
相談所の移管の準備をしていくこととなりますが、施設を
整備する金額はまだ積算していないため事業費を計上して
いません。
　また、計画事業「107 公民連携（民間活用）の推進」
は、民間の資金や智恵を活用して区の行政サービスの向上
を図っていく事業のため、区の予算を計上していません。
さらに、計画事業「109 公共施設等総合管理計画に基づ
く区有施設のマネジメント」、計画事業「110 高齢者活
動・交流施設の機能拡充」においては、区全体の施設をこ
れからどのような方法でマネジメントしていくかを検討し
ていますので、具体的な内容が決まり次第、計画として事
業費も計上します。

6 Ⅰ 1 2

　新宿区では、健康づくりと介護予防のために、年4回、
3か月ごとに介護予防教室の参加者を募集しているが、倍
率が高く、いわゆる待機老人が増えている。来年度からは
教室を増やすことを実現してほしい。
　介護予防教室も、民営化を進めればサービスの向上が図
られると思うので、工夫をしてほしい。

D

　介護予防教室については、以前から多くの意見をいただ
いており、今年度からは申込制の講座と予約なしでいつで
も参加できる講座の2種類に分けて実施しています。今年
度の実績を把握した上で、来年度以降の実施方法について
検討していきます。
　民営化については、公務員の定数を減らしている中、
様々な分野で外部委託や指定管理者制度を採用してきてい
ます。その中で従来からサービスが悪くなった、対応がよ
くなくなったなどの意見がある時にはしっかりと事業者に
話を伝えて安定的にサービスが実施できるよう取り組んで
いきます。

7 Ⅰ 1
そ
の
他

　医療費を払うことができない無年金者や年金の少ない方
がいるので、高度医療を受けられるような医療補助につい
て、個別施策Ⅰ-1に取り込んでほしい。

E

　高度医療を所得によって受けられるかどうかについて
は、個別に相談していただければ、今ある制度で活用でき
るものを探し、どういう支援ができるのかを相談して、必
要な支援につなげていきます。
　今回の計画の中では、健康寿命を伸ばすための取組も記
載しています。新規の事業へも多くの方に参加していただ
けるよう周知に力を入れ、取組をさらに充実させていきま
す。

回答要旨
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8 Ⅰ 1
そ
の
他

　旅行に行く際3,000円の補助があるというのを広報紙
で見たことがあるが、JTBでの予約が必要で、私たちが選
んだホテルよりもずっと高く、何の意味もなかった。これ
は、何のための金額なのか、考えを聞きたい。

F

　夏の保養所に関しては、ＪＴＢのみでしたが、近畿日本
ツーリストも使えることになっています。1人当たり
3,000円で2泊の補助をしてもなお、高額であるというこ
とについては、より使いやすい制度として実行できるよ
う、今後もサービスのあり方や改善策について、協力いた
だける事業者にも働きかけていきます。

9 Ⅰ 1
そ
の
他

　今回の計画とは違うが、8月に若葉湯が廃業したことに
より四谷地区に公衆浴場がなくなってしまった。家にお風
呂がない住民はまだ結構多いと思うので、その方々はどう
したらよいのか。

F

　若葉湯が廃業となったことは非常に残念だと思っていま
す。
　現在、公衆浴場の営業はかなりの労力が必要であり、収
益の面でも厳しいという話を聞いています。区としても施
設更新に対する助成や、改修資金の融資あっせん等を行う
ことにより、公衆浴場が存続していくことを願っていま
す。

10 Ⅰ 2 7

　地域包括センターで高齢者の情報を把握していると思う
が、地域センターで管理しているのか、それとも区役所で
すべて一括管理をしているのか。その情報の管理の場所を
教えてほしい。また、もしその情報を把握した場合、家族
などが照会をすれば開示をしてもらえるのか、情報の管理
の期間は何年なのか教えてほしい。

F

　情報開示については、家族の場合でも、どの程度の親等
であるのか、あるいは生計を一にしているのかなど、さま
ざまな状況によって判断も変わってきますので、個別に相
談していただければ説明します。保存期間については、少
なくともご存命の間は処分はしないことになっています。

11 Ⅰ 2
11
②

　約1億3,000万円かけて定員44人の特別養護老人ホー
ムが整備されるが、今後も毎年できれば1つくらいずつ整
備してほしい。ユニット個室は2万5,000円の負担が必要
なので、生活保護を受けている人は実質入ることができな
い。人生の最期の段階において、できれば全ての人に良好
な住環境を提供してほしい。 C

　特別養護老人ホームの整備については、介護保険料に影
響することから、近年は、介護保険事業計画の計画期間で
ある3年間に1所ずつ整備している状況です。今後も、待
機者がいる状況を踏まえ、整備について検討していきま
す。
　最終的に介護が必要な高齢者のひとり暮らしの方、ある
いは家族同士で支え切れなくなっている状況もあると思い
ますので、今後さらに進んでいく高齢化社会に対してしっ
かり準備をしていきます。

12 Ⅰ 2
そ
の
他

　落合の高齢化率がかなり進んでいるように思う。ひとり
暮らしもどのぐらいの割合なのか聞きたい。

F

　現在、落一地域におきましては、高齢化率が19.5%と
なっています。
　それから単身世帯の比率というものが61.6%というこ
とになっており、上がっているとは思います。

【補足】
　平成27年の国勢調査によると、区全域の一人暮らし高
齢者の割合は33.4%です。

13 Ⅰ 2
そ
の
他

　週刊誌の特集で「親の住まい、子の住まい、あなたのま
ちは大丈夫か」という2025年の予測があり、新宿区は首
都圏の自治体としては要介護難民危険度Ａの最低評価に
なっている。しかし、子育てするまちとしては新宿区が上
位になったこともある。新宿区として、このような評価の
根拠とかデータを出版社に確認する必要があると思うが、
区長はどう考えているか。 D

　週刊誌での評価により不安をおかけしてしまったという
ことは申しわけないと思っています。この根拠につきまし
ては、やはり分析のためにも必要だと考えますので、可能
であれば知る努力をしてみたいと思います。
　他の自治体の取組との比較もありますが、どのように対
処したらいいのかという数値目標も設定していきたいと考
えています。それと同時に、今回の基本計画、実行計画で
は、健康寿命を延ばす取組に非常に力を入れており、健康
活動に対してご理解とご協力、また参加をしていただける
ような取組を、これから少しずつ実施していきますので、
アドバイス、アイデアがございましたら意見を頂戴したい
と思います。

14 Ⅰ 2
そ
の
他

　私の母はけやき園に97歳で入った。年相応の認知症な
ので穏やかな日々を過ごしている。区長と、去年100歳
の写真を撮り、今年もこの忙しい地域説明会の合間を縫っ
て、けやき園を訪れていただくことは感謝する。でも、多
忙な区長のことを考えるとそろそろ訪問を辞退したほうが
いいのかなとも考えている。

F

　介護施設や家庭を訪問し、直接家族の方から苦労話を聞
いたり、私から労いの言葉をかけさせていただきながら、
少しでも家族の方の気持ちも和らいでいただければと思っ
ています。体力の続く限り、また仕事に影響の出ない限
り、継続していきたい思いますので、ご配慮いただいたこ
とに率直に感謝申し上げます。

15 Ⅰ 3
そ
の
他

　高田馬場に新宿区の精神障害者施設がある。1年か2年
預かって中で生活をさせて、就労支援などを全然しないで
預かることが、果たしていいことなのか。

D

　障害者生活支援センターは、まずは自立した生活ができ
るようにサポートしていくという目的でつくられた施設
で、就労支援の施設ではありません。今後のあり方につい
ては、現在の法人が今のところ安定した運営をしています
ので、就労支援の事業を現在の施設の床面積でできるかど
うか、他に連携施設をつくるかどうかということも踏まえ
て、事業者ともよく相談しながら、検討していきます。
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16 Ⅰ 4 16

　昨年、板橋区のほっぺるランドで1歳の子がうつ伏せ寝
で死亡をされているが、来年30年の5月に上落合のほっ
ぺるランドが開園予定となっている。この事故の検証が一
切行われていないのに、同事業者を新たな保育園の事業者
として選定したことは危機管理意識が低いと感じている。

E

　ほっぺるランドは、区内においても、複数の保育所や認
証保育所を運営しており、保護者や利用者の方からご意見
があった場合には改善のお願いをしています。非常に手広
く、数多くの事業所を運営する中で、昨年板橋区で不幸な
事故が発生しましたが、新宿区内では現在までのところ大
きな事故を起こしていません。
　当然、事業者としての運営のあり方を検証し、問題が発
生すれば適切なサービスを提供していただくようにしなけ
ればいけません。組織として、ミスを犯したときの対策が
きちんとできる事業者であるのかどうかをしっかり把握し
た上で指導をしていきたいと考えています。

17 Ⅰ 4 17

　子どもたちの放課後の居場所を中学校につくってほし
い。小学校で導入されるプログラムの教室や、企業からの
仕事の話であったり、いろいろな刺激を与えてあげること
で、登校拒否やいじめが少なくなるのではないか思う。

D

　子どもの居場所については、子ども家庭支援センターが
区内に4か所あり、中学生が自分たちで集まってバンド演
奏などの趣味活動をしています。また、子ども総合セン
ターにもかなり広いスペースがあります。地域センターに
も中学生が夜までいる機会があり、居場所となっていま
す。
　中学生の居場所は、部活動がなかったとしても学校の中
で何かできないかということも含めて、スクール・コー
ディネーターという地元の方に事業をコーディネートして
もらうことも考えられますので、教育委員会にも意見を伝
えます。

【補足】平成29年度、全区立小・中学校が地域協働学校
となり、福祉施設との連携によるボランティア活動や、地
域の事業所との連携による職業体験等、子どもたちの学び
をより豊かなものにするさまざまな取組みが行われていま
す。今後も子どもたちと地域との顔の見える関係を一層深
めていきます。

18 Ⅰ 4 17

　平成30年に西北地区だけで394名の保育園の定員が増
やされ、就学前人口が増えている中、本当に感謝している
が、それに対して学童クラブの定員が一切増えていない現
状がある。
　また、学童クラブは3年生までで定員に達すると、4年
生以上は利用できないため、待機児童に含まれる。計画に
保育所等の待機児童の解消とあり、学童クラブも含まれる
と思うので、学童クラブの拡充を検討してほしい。

B

　区内の出生数が増えてきている中で、今年度もいくつか
の学童クラブの拡充に取り組んでいますが、利用できる土
地や建物のスペース、投資できる予算、そこに携わる人材
の確保や、全体のバランスを見ながら考えていかなくては
いけないと思っています。
　その中で、第一義的にはゼロ歳から6歳の子どもを大人
がしっかりと保護、保育をしていくことを最優先に考えて
います。その上で、小学校１年生から3年生については可
能な限り学童クラブで全入の体制をとるということになっ
ています。4年生以降に関しては、学童クラブが定員に達
している場合、学童クラブと似た機能を持つ「ひろばプラ
ス」に参加いただくことにより対応しています。最大限の
努力はしますが、及ばないところについては次善の策を
とっているという現状の中、様々な工夫をしながらスペー
スや財源を確保できるよう努力をしていきたいと思いま
す。

19 Ⅰ 4 17

　子どもを学童クラブに入れているが、非常に狭くて、
70名の子どもがひしめき合っている状態がずっと続いて
いる。運営事業者は非常に工夫していただいているが、ス
ペースの問題はどうにもできず、子どもも学童クラブに行
きたがらない状況がある。
　近隣の学童クラブは、児童館が利用できる環境である
が、落合第四小学校地区は学童クラブに行けなくなったら
居場所がない。子どもを仕方なく塾や習い事を通わせるな
ど予定を無理やりつくって、学童クラブはつまらないから
行かないという子どもを何とか外出させている状態が続い
ているので、喫緊の課題として早く改善してほしい。

E

　場所によって学童クラブの面積が定員に対し狭いという
ことは認識しています。何とか定員をオーバーし過ぎない
よう、工夫しているところもありますが、スペースが限ら
れ、新しい部屋の確保が難しいのが現状です。部屋を増や
すと、他の人たちが使っている部屋を削ることになってし
まいますので、バランスを考えながら工夫していきたいと
思っています。

【補足】
　落合第四小学校内学童クラブについては、放課後子ども
ひろばとの共用スペースである広い校庭や体育館をはじ
め、図書室開放なども活用できるため、新たなスペースが
必要な状況ではないと考えています。
　なお、定員を大きく上回る場合は、小学校や幼稚園に新
たなスペースを確保できないか、教育委員会と協議してい
きます。

90



№
基
本
政
策

個
別
施
策

計
画
事
業

意見・質問要旨 回答要旨

20 Ⅰ 4 17

　学童クラブは、育児休暇をとると一度やめなくてはいけ
なくなってしまう。その場合、子どもの友達関係や暮らし
が全く変わり、子どもの心がついていけないという問題が
出てくる。親としては子どもが日々楽しく過ごしてほしい
ので、子どもの気持ちに沿った仕組みをお願いしたい。

E

　学童クラブに入った後は6年生まで継続したいと希望す
ることは親として当然のことと思います。限られたスペー
スと限られた人員の中で、できることは精いっぱいやって
いきたいと思います。一度に全部増やすことはなかなかで
きませんが、よりよい仕組みを検討していかなければいけ
ないという認識も持っています。少しお時間をいただきま
すが、子どもたちにとって少しでも良い形がとれるように
努力をしてみたいと思います。

【補足】
　学童クラブは、児童館や放課後子どもひろばと併設と
なっており、日常的に学校の友達などと遊べる環境を整え
ています。そのため、学童クラブを退所しても、児童館等
で、学童クラブの友達とも引き続き遊ぶことができます。
　育休中については、保護者が自宅にいて、放課後の過ご
し方を子どもと相談したり帰宅時間の約束などができる環
境ですが、育休中の受け入れが必要かどうかについては、
23区の動向も踏まえて検討していきます。

21 Ⅰ 4 17

　学童クラブの需要がすごく増えており、同じスペースで
子どもが詰め込まれている状態は非常に問題だと思う。第
一次実行計画の素案では、「定員を上回る学童クラブにつ
いては、児童館スペースの活用などによる学童クラブ専用
スペースの拡大を進めていきます」とあるので、ぜひお願
いしたい。また、落合第四小学校の学区に児童館がなく、
児童館が欲しいという声がいろいろなお母さんから聞こえ
ている。

E

　現在、複数の学童クラブにおいて、定員をオーバーして
いるところがあったので、専用スペースを確保して学童と
して現在運用させていただいているところです。
　小学校区1つ1つに児童館を全て配置するということの
ご希望については、今、ご指摘の落合第四小学校の学区域
において既に学校に学童クラブがありますが、放課後子ど
もひろばの場所も活用しながら、子どもたちの居場所を確
保していきたいと考えています。

22 Ⅰ 4 17

　保育園の待機児童対策をする際には、セットで学童保
育、学童クラブの充実も図ってほしい。また、場所があれ
ば対応するというのではなく、必要だという観点で施設を
点検して早急に対応してほしい。文京区は、何名増えたら
新設・増設するということをある程度決めて増設に踏み
切っているので、新宿区でもぜひその基準を決めてほし
い。

E

　保育園を増設するときに、ほぼ同数の学童クラブを増設
するということについては、子どもの増えていく人口推計
などや、現実の数字と需要をよくかんがみた上で検討して
いこうと考えています。
　情報は的確に把握しながら、対策をどのようにどの段階
で講じていくのか、しっかり考えていきます。

23 Ⅰ 4
そ
の
他

　落合第四小学校地区では、小学生の放課後の居場所がな
いというのが喫緊の課題になっています。以前から児童館
をつくってほしい、公園でボール遊びをさせてほしいと要
望しているが改善されない。子どもたちが伸び伸びと過ご
せる環境を、各小学校区の中に最低１つ作ってほしい。

E

　小学校区1地区ずつに運動ができる広場をつくることに
ついては、土地があったとしても、区で購入、あるいは賃
借をして場所を確保することは、なかなか難しいと思って
います。放課後の時間帯の学校使用や、公園でボール遊び
をすることなどが今は難しい時代です。既存の場所をどの
ように活用するかを工夫し、また、高齢者・障害者の方、
あるいは在宅で子育てしている方々と、いかにバランスよ
く時間や場所を分け合っていけるのかについても、考えて
いきます。

24 Ⅰ 4
そ
の
他

　新宿区では、3人目の子どもは保育料無償化と謳ってい
るが、3人全員が保育園にいることというのが条件にあ
り、制約等が厳しく実際無償となっている世帯はないので
はないかと感じています。3人目無償化とするならば、少
子化対策として制限を緩和していただきたいと思います。

D

　3人目の無償化については、実際には適用されている方
がいらっしゃるので、金額を個別にお問い合わせいただけ
れば、現状で受けられるサービスを確認します。
　国が無償化を謳ったとしても、財政負担は区に求められ
ることが非常に多くなっており、その負担のために他の予
算を削減することで財源を捻出しています。幼児教育の無
償化についても、国の補助が少し厳しくなってきている状
況ですが、区で上乗せをしてなるべく保育料を安く、無償
化する努力をしており、今後も国の動きも見ながら取り組
んでいきます。

25 Ⅰ 4
そ
の
他

　三世代交流館のミニＦＭが50メートル四方に縮小され
たらしいが、その理由は何か。

F

　落合三世代交流サロンのＦＭ電波の届く範囲が縮小され
たということにつきましては、別途回答いたします。

【補足】
　落合三世代交流サロンのＦＭ放送は主に館内に放送する
ことを目的としておりますが、サロンの近くでも受信する
ことができます。
　広く地域に向けて放送する場合には、電波法上の届け出
が必要となり、多額の費用もかかります。
　同サロンでも平成23年に総務省から指摘を受けたた
め、電波の出力範囲を小さくした経緯があります。
　なお、ＦＭ放送は土曜日のみに行っていますが、電波の
届く範囲は当日の天候や建物等の障害物によっても変わり
ます。
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26 Ⅰ 4
そ
の
他

　今回の計画に盛り込んでほしいというわけではないが、
子育て環境の意見を聞くと、親が働きたいから子どもを預
かってほしいという話が多いが、本当にそれが子どもに
とっていいことなのかもう少し長い目で検討しなければい
けないのではないかと思う。子ども同士が安心して遊べる
地域だということを、なかなかどの区も打ち出せていな
い。預かりの話とは別に、子ども同士が安心して遊ぶとい
う環境づくりは必要だと思う。ただ、それが本当に必要な
のかどうかも含めて、子どもから見た子育て環境の議論を
始めてほしい。

C

　ご指摘のとおり、一番大切なのは、子どもを特別な施設
に預けるのではなく、安心して遊ぶことができる、放課後
を過ごすことができる環境の整備が本来必要だと考えてい
ます。子どもたちが公園で遊んでいて危険な思いをせず、
周りで見ている親が不安にならなくて済むような状況をつ
くっていくことも必要だと思いますので、今後も取り組ん
でいきます。
　しかし、区の職員だけでそのような環境をつくることは
できませんので、区民の皆様には見守りの目を広げるため
に協力をいただきたいと思っています。現在、4団体くら
いが、子どもたちが広場で遊んでいるところを見守る「プ
レイパーク活動」にご協力していただいています。子ども
たちが安心して遊べる環境をつくるために協力していただ
いている方々に対しては、区として、情報交換をしたり、
何らかの支援をして、持続できるように工夫していきま
す。

27 Ⅰ 4
そ
の
他

　新宿区の施設は利用者の年代ごとに分断されていている
と強く感じている。高齢者の方の健康寿命を延ばすという
ことでは、子どもに何かを教えてあげたり、いろいろな幅
を越えて交流があるほうが、効果があるように考える。現
在、週に１回、中学校の体育館で夜に地域の方と卓球サー
クルというのをやっているが、年配の方々もとても元気
で、息子も一緒に教えてもらってとてもありがたく思って
いる。

C

　区の施設を改修したり、建て替えをする際には、単一の
機能を持った施設というのは基本的にはあまりつくらない
ようにしています。なるべく高齢者の施設と子育て支援施
設を一緒にして、世代間交流を推進していきたいと考えて
います。

28 Ⅰ 4
そ
の
他

　子ども食堂がＮＰＯや任意団体として色々なところにで
きているのはありがたいが、皆さんお困りなのはきっと食
材の調達ではないかと思う。どうやったら子どもたちに安
全で新鮮なおいしい食事を調達できるのかというのがテー
マになっていると思う。新宿区として、力を込めて推進し
てほしい。
　また、子ども食堂に対する寄付については、ただ寄付を
するだけだと確定申告に使えない。それで、確定申告に使
えるような控除を強化してほしい。

E

　子ども食堂の食糧調達については、なるべく安い値段で
販売してもらえるよう、地元で信頼関係がある小売店に行
くのが一番良いと考えています。ただ、小売店ではどうし
ても高い場合には、地域に根ざした営業活動をしている
スーパー等に相談されるのがいいかと思います。
　区としては、地域センターの調理室を貸したり、「子ど
も未来基金」を活用して、資金的な面での支援なども行っ
ています。また、「子ども未来基金」に寄付をいただいた
場合は、控除の対象となります。ＮＰＯが法人化していな
い場合は、審査の問題がありますので、活動実績を持って
ＮＰＯに認証されていくという手順を進めるよう、アドバ
イスをさせていただきます。

29 Ⅰ 4
そ
の
他

　高校生で不登校になってしまった子は、新宿区内にどの
ぐらいいるのだろうか。そういう子たちに対する教育の機
会均等という意味で、新宿区は今後も含めてどういうふう
に考えていくのか。

D

　高校生の不登校に対する施策ですが、区で使わなくなっ
た物件をフリースクールのようなところに、現在、2か所
貸し出しています。高等学校以上になると、区では予算措
置できませんので、サービスや受けられる援助を紹介する
ことで、ネットワークにきちんと引っかかるように、窓口
として丁寧に、情報の周知に努めていきます。

30 Ⅰ 5
25
①

　学校の発達障害児に対する理解が進んでいない。医師や
先生に相談をしても、柔軟な対応がしてもらえず、次にど
こに相談をすれば良いかわからない状況である。民間の相
談窓口は費用面の問題でなかなか利用できない。
　また、フリースクール等についても、発達障害児は電車
に乗れない場合もあり、近くで探すことも難しいため、区
に対応してほしい。 D

　発達障害への理解を深められるよう教員に研修をしてい
ますが、より徹底するよう伝えます。区立の小学校に関し
ては、普通教室で一緒に勉強をしながら、週数時間専門の
教員が課題に応じた指導を行う取組を今年度から本格実施
しています。
　さらに、親が信頼できる相談先となるよう、今年から実
際に障害児の育児経験を持つ方に相談や支援を行っていた
だくペアレントメンターという制度を開始し、参加者も増
えています。
　人材を確保し、必要なときに必要なことを相談できる体
制を目指していきます。

31 Ⅰ 5
25
③

　大久保地区というのは、外国の人が多いので、たくさん
の外国のお子さんがいますが、まちと外国人とのかかわり
合いというソフトの面の方向性については、区ではどのよ
うに考えているか。 F

　大久保小学校の場合、多いときでは50人を超える外国
にルーツを持つ児童が在籍しており、15カ国語で対応し
た日本語の通訳を通じ学校で教育を受けたり、日本語のサ
ポートを受けながら授業を受ける、そのような取組を行っ
ています。

32 Ⅰ 5 29

　「学校施設の改善」の中のトイレ改修は、今のお子さん
たちにとって本当に必要だと思う。
　過日、ある学校の体育館に行ったら、暑さで汗が流れる
中で子どもたちが一生懸命運動していた。学校ではご近所
への配慮から体育館の窓は閉鎖したり、体育館の場所に
よっては窓をあけても風が通らないケースもある。トイレ
の改修が終わったら、冷暖房が入っていない古い学校への
冷暖房設備の設置についても考えてほしい。

D

　学校施設におけるトイレの改修は、今後、計画的に進め
ていきます。
　既存体育館への空調設備の導入については、構造により
非常に設置が難しいケースもあるため、導入に際しては、
新築や建て替えなどの機会をとらえることが必要な学校も
あります。子どもたちの熱中症対策については、今後も引
き続き、必要な対応をとっていきたいと思います。
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33 Ⅰ 5
32
③

　オリンピック・パラリンピックの教育の推進について、
昨年、榎町の町連では、障害者理解を目的に、小学校向け
に1学校10時間～15時間障害者の方と一緒に学習をし、
子どもたちの障害者に対する理解が大変深まったようであ
る。この事業は本年度から全校で展開するとのことだが、
2020年問題や2050年問題に向けて、子どもたちの心を
耕し、地域で支え合える社会が実現するよう、区でも取り
組んでほしい。

C

　障害者理解教育に関しては、子どもたちが自ら調べて、
自ら体験してみて、自ら次のステップに進んでいくという
流れをつくっていきたいと考えています。
　区で実施している小中学生フォーラムでは、車いすの障
害者の方と一緒に学校などのバリアフリーチェックをし、
子どもたちに気づいたことを発表してもらい、意見交換を
する機会を持たせていただきました。そのような場所は、
区内各地に残念ながらまだ残っていると思います。障害者
理解教育に関しては、一過性ではなく続けていけるように
心がけていきます。

34 Ⅰ 5
そ
の
他

　踏み切りを越えて通学しなければならない学区割があ
り、朝のラッシュ時には踏み切りがなかなか開かず、ひど
い時には40分ぐらい閉まったままで先生が迎えにくると
いう話を聞いたことがある。学区割が今の交通事情と合っ
ていないのではないか。子どもにとっても、学校にとって
もより良い方法があるのではないか。 D

　立体化や地下化で踏み切りが減った場所もありますが、
電車の本数が増えて、長時間、踏み切りが渡れない状況の
場所もあります。
　いずれにしても、学区域を変える場合には、相応の検討
期間が必要です。長年その学校に通わせてきた家庭や地域
への配慮も必要でしょうが、一番考えなくてはいけないの
は実際に通っている子どもや保護者のことだと思います。
学区域は地域ででき上がっているものでもありますので、
ご意見は、教育委員会に伝えておきます。

35 Ⅰ 5
そ
の
他

　小学校、中学校の先生は東京都採用なのでばらつきが出
てしまう。1日も早く区で裁量権を持ってほしい。特別区
長会からも東京都に要望しているはずだが、なかなか進ま
ない。区が直接採用することによって、例えば放課後子ど
もひろばと民間でやっている3年生までの預かりを1つに
して経費を削減することによって、もっと何か充実させる
ことができないか。ぜひ一歩一歩進めてほしい。

D

　現在、多くの教員が都道府県単位で採用されています
が、区が採用した場合は限られた範囲での教員活動となる
ことでのメリット・デメリット両面があると考えていま
す。新宿の場合、外国籍や外国にルーツを持った子どもが
多いことから、知識や経験を積んだ教員が他の地区へ異動
してしまうのは大変困ることだと考えます。
　このような観点から、特別区長会としても東京都に対し
て、区である程度人材を確保できないのか、地域に根ざし
た教育ができる教員を確保できないか話をしていますの
で、今後も粘り強く東京都には権限の移譲や、区で採用す
る人件費の財源の移譲も含めて話をしていきます。
　また、学童クラブと放課後子どもひろばの統合について
は、場所の確保の問題や、子どもの成長段階に合わせて、
2通りの方法で実施しています。今後も、新宿区内におけ
る保育園の待機児童を解消するため、保育施設を増設しま
すが、当然共働きの家庭や、保育に欠ける状態の家庭の子
どもが発生しますので、その人数も踏まえた上で学童クラ
ブや放課後子どもひろばのあり方を絶えず検証をしていき
たいと思います。

36 Ⅰ 8 43

　第一次実行計画の計画事業に、地区協議会の事業につい
て記述がない。37年度までの基本構想には、地区協議会
の役割を重視して強力な支援を宣言していると思うが、区
長は地区協議会をどのように思っているのか。ＮＰＯ団体
や、地域活動をやっている団体と同じような協働事業とし
ての捉え方であるのか。

D

　地区協議会が地域全体の課題になっている様々な分野で
町会の区域を超えて活動していただいていることに対し、
大変感謝をしています。
　各地区協議会では、地域によって主たる目的が異なり、
それぞれ特化した活動に力を入れている中、どの地区協議
会に対しても同じ支援をしている現在のやり方がはたして
いいのかという観点があります。同時に、同じような活動
をしている住民の組織あるいはＮＰＯ法人など、様々な母
体があり、また、そこに属しない多くの方々も社会に対し
非常に有意義な活動をされているので、その方々にも平等
にスポットを当てていくということが重要ではないかなと
思っています。

37 Ⅰ 8 43

　地区協議会は今までは事前に一定の経費負担をしてもら
うとか、その他の事務負担もお願いしているわけだが、そ
れが変わって、事実上、区が個別にチェックをして経費負
担を決めるとか、あるいは事務のサポートはやめるとか、
変わっていくと聞いている。基本計画に矛盾するような施
策をやるというのは、おかしいのではないか。

D

　地区協議会の来年度以降の新しい制度への移行について
は、まだ地区協議会の連絡会の皆様と実際の運用について
協議しているところですので、今後もよりよい制度改正に
つながっていくよう努力を重ねていきます。

38 Ⅰ 8 43

　実行計画について、こちらに、項目的に今まで地区協議
会の実行予算が入っていたが、今回それが入っていないの
はなぜか。

F

　地区協議会の連絡会の皆さんと打ち合わせをしている最
中ですが、まちの様々な地域団体の皆様方に対しての助成
金としての見直しを図り、経常事業として来年度進めたい
と考えています。
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39 Ⅰ 8
そ
の
他

　基本政策5つと115の計画事業を達成するためには住民
も努力が必要なので、区から住民側に行動計画のようなも
のを少し具体的に示してもらえれば住民も行動できると思
う。

C

　住民の方々との協働なくして、これから高齢社会を乗り
切ることはできないと考えています。その一つとして、従
来の薬王寺ことぶき館の機能を拡充し、地域の人同士が支
え合いながら活動をする仕組みづくりに向け、新しい取組
の準備をしています。今後、そこでリーダーの育成や仲間
づくり、後継者を増やしていく仕組みをつくるきっかけづ
くりをしていきたいと考えています。説明する場面に区の
職員も出るべきというご意見もいただいたので、効果的な
方法について検討していきます。

【補足】
　地域における支え合い活動の拠点として、平成30年2
月6日に「薬王寺地域ささえあい館」を開館する予定で
す。

40 Ⅰ 8
そ
の
他

　地域の情報がなかなか入ってこないのを残念に思ってい
る。
　神楽坂のイベントや地域の情報について後から知ること
もあり、せっかく様々なイベントなどを実施しているが、
実施主体により情報が分断されてしまっているので集約し
て情報発信を行いたいと思っている。 D

　ご指摘の箪笥地域は、町会・自治会や小学校の数が非常
に多いこともあり、恐らく活動の主体がかなり多いため、
お互いに情報が網羅しづらい状況があると思います。例え
ば四谷地域ですと、28の町会・自治会、そして十数個の
商店会があるのですが、そこの皆さんが地域で行われる日
程を、四谷カレンダーというホームページ上のサイトをつ
くって、一括して情報共有できるような取組を地区協議会
の皆さんが行っています。労力はかかると思いますが、こ
のような手段を通じて、情報も共有することができるので
はないかと思います。

41 Ⅰ 9 44

　成年後見制度の中でも区長申し立てによる成年後見制度
があると聞いている。もし区長申し立てによる成年後見制
度がある場合、区長申し立てであるから公的なことという
ことで、申し立て理由があると思うが、その申し立て理由
の開示をすることができるのか、それとも区長申し立てだ
から教えてもらえないのか、どのような基準があるのか教
えてほしい。

F

　成年後見制度の申し立ての理由については、例えば家族
同士であっても、その家族の構成によってどのような立場
にあるかということによって判断の基準も変わってきます
ので、個別にご相談をいただければ説明します。

42 Ⅰ 9
そ
の
他

　今までの区所有の住宅は借り上げ住宅に比べれば費用が
半分ぐらいとなっており、コストパフォーマンスがよいと
感じるが、区長はどう考えているのか。

F

　借り上げ型の場合、建築する際に助成するなど、別のコ
ストが発生している場合があります。最終的に区で所有す
るタイプの住宅がいいのか、借り上げがいいのか考え方は
様々あると思います。借り上げの場合は、空き室になって
いる間も所有者に家賃を払い続けなければならないという
問題もあります。
　空き室の期間が長すぎるという問題に対しては、一旦退
去された物件になるべく早く人が入れるよう、改善をした
ところです。
　今後もより多くの方に住宅に入っていただけるように取
り組んでいきます。

43 Ⅱ 2
そ
の
他

　避難所を立ち上げるのは非常に大事な訓練だと思うが、
避難所と出張所の情報連絡、あるいは避難所同士の情報連
絡が一番必要だと思う。区としてはどのように考えている
のか。

F

　災害時には、区役所本庁舎が災害対策本部になり、特別
出張所には地域災害対策本部が設置されます。特別出張所
での設置方法や運営方法について議論しているところで
す。
　今後、各避難所と出張所の連絡、避難所同士の連携も必
要となり、福祉避難所の立ち上げなどもあるので、どのよ
うに相互の連絡を取っていくかについて、しっかりと調整
していきます。
　区では、防災行政無線のデジタル化を行い、各避難所と
特別出張所に無線により情報伝達できるシステム（パソコ
ン）を整備しています。災害時には、電源の確保、通信網
のケーブルや通信機器が安全に使える状態であるかなどの
確認も必要になりますので、有事の際を想定しながら、ど
のように活用するか、さらに検討を深めていきます。

44 Ⅱ 2
そ
の
他

　本日（8/29）午前6時2分に、ミサイルが飛んでくる
ので地下の安全なところに避難しろというような情報がテ
レビ各局で流れた。そういう非常事態に向けて東京都とか
新宿区でシェルターをつくるとか、そんな計画をこれから
考えられるかどうか教えてほしい。

F

　シェルターに関しては、区として整備することは非常に
困難であるという判断を現段階ではしているところです。
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45 Ⅱ 2
そ
の
他

　自主防災組織について、活動が活発ではない。課題とし
て、世代交代が一番重要ではないかと思うが、地域特性を
生かした自主防災組織の組織力の向上や維持のために、小
学生や中学生など、地域に住んでいる子どもたちを巻き込
んだ施策があったら、教えてほしい。

F

　ご指摘のとおり、新しい人がなかなか増えていかないと
いう悩みを感じている防災組織が、区内全域で多いと思い
ます。現在、全ての中学校で、まちの皆さんと一緒に防災
訓練を実施するという取組を行っています。しかし、中学
生がメインで訓練をしていますので、地域の人たちが遠慮
がちに、遠巻きに見ているような光景が見られるという報
告もあり、一緒に何か作業をするための配慮も必要だと考
えています。また、小学校も避難所として指定されてお
り、避難所運営訓練を年に一度皆様に行っていただいてい
ますが、これを小学生と一緒にどのように広げることがで
きるか、体格や、危険を回避する判断力や能力などに十分
配慮しながら考えていきたいと思います。小学生でしたら
引き取り訓練に合わせて防災訓練を実施する、あるいは、
何年かに一度ぐらいは、小学校で保護者も一緒になって訓
練ができるような仕組みをつくれないか検討しているとこ
ろです。

46 Ⅱ 2
そ
の
他

　8月にぼやが2、3回あったそうである。排煙の際に火
が熱いので温度が上がってしまったようだが、火災上の問
題としても、非常に問題があるかもしれない。

D

　火災については、お店がかわっていったときに、既に油
の膜が何層にも何層にも重なっていて、発火点になってい
ることがあります。非常に危険な状態ですので、新宿消防
署も全件チェックをしながら、火災が起きないよう取り組
んでいます。区としても何らかの形で啓発ができないか考
えていきます。

47 Ⅱ
1
①
47
①

　区長というお仕事は今聞くと大変で、改善する点は山の
ようにあって、色々なことで日々忙しいと思うが、何か問
題点とか、新宿区はこうしたいというものを教えてほし
い。

F

　区長に就任するに当たって一番やりたかったことの一つ
が、防災対策です。災害対策ですが、地震で一瞬にして多
くの命を失うということが全国でいまだ起きています。耐
震化についても、引っ越しまでして建て替えをするのは難
しいなど、様々な意見を聞いてきました。どのような対策
をとれば積極的に考えていただけるのかも考慮しながら、
新宿の防災対策を進めていきます。

48 Ⅱ
1
④
50

　中落合2丁目は、かなり道が狭いのにお花とか植木なん
かを置いたりして、あるいは車のところにポールというか
柱をつくっている人がいて、セットバックが十全に行われ
ていないので、1回見てほしい。 D

　新築をする場合にはセットバックをしなくてはならない
というのが法律で決まっていますが、具体的にご指摘の場
所を確認した上で、対応させていただきます。

49 Ⅱ
1
④
51

　左門町周辺は、最近観光スポットとなっている。於岩稲
荷田宮神社や映画「君の名は」の舞台となった須賀神社な
どを回っている。しかし、電線があって景観が良くないと
思うが、無電柱化はいつ頃行うのか。
　また、左門町はまだ道路がでこぼこである。水道管の工
事を行った箇所が盛り上げっており、その道を観光に訪れ
た方が通っている状況である。区役所の職員は業者に丸投
げせずに、工事の最終確認をしっかりと行ってほしい。

D

　無電柱化については、広い幹線道路だと進めやすいので
すが、住宅地等の狭い道路だと、トランスという地上に設
置する機器の場所の確保が難しいという課題があります。
沿道の権利者の方にご協力いただくとともに、公有地があ
れば提供して無電柱化を進めていきたいと考えています。
　道路については、様々な管があるため、工事が繰り返さ
れることもありますが、なるべく水道、ガス、通信などを
同時期に工事が進むよう事業者に対してお願いしていま
す。また、最終的に仕上げの段階においては、後から問題
が発生しないよう今後も担当に最後まで徹底して確認作業
を行うよう指導します。

50 Ⅱ 1
そ
の
他

　基本計画Ⅱ－１「災害に強い、逃げないですむ安全なま
ちづくり」とあるが、トイレに関する記載がない。出張所
にトイレをつくる、または区の施設の１階を全部トイレに
するなど具体的に検討してもよいのではないか。

F

　全ての庁舎にトイレがあるのですが、それが使い勝手が
いいかどうかという問題はあります。現在、トイレの様式
を、和式のものを洋式化していく事業を進めています。都
の補助制度への申請もしているところです。災害時の対策
としては、本庁舎の免震工事、制震工事をした際に、地下
に排泄物を貯められるスペースを設けました。避難所等へ
の下水道直結式のトイレの設置、排泄物を固形化する薬剤
の備蓄もしています。限られたスペースでいかに多くの人
に対応できる準備ができるのか、そうした工夫を今後も絶
え間なく続けていきます。

51 Ⅱ
3
①
61

　一番気になるのが違法ドラッグの売買についてである。
このイメージを払拭するように、考えていきたいと思って
いる。

C

　私が区長に就任させていただいて最初に行った仕事の１
つが、危険ドラッグの撲滅の条例の制定でした。現在、新
宿区内におきましては危険ドラッグを扱う店舗はゼロと
なっています。今、日本国内でもほぼ数店しか残っていな
い状態になっていますが、今はネットで販売しているよう
です。実は民泊のような、足がつかないところで密造され
ているという情報もありましたので、そのようなものもな
くしていきたいと考えています。
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52 Ⅱ
3
①

そ
の
他

　百人町一丁目について、8時を過ぎたころになると、売
春を目的とした女性が路地に出没する。この状況が朝まで
続いている。対策案として、1現状の実態調査、2パト
ロールの強化（住民と警察官または警備会社等で行う）、
3出没する場所には、禁止行為を周知する立て看板の設置
である。さらに、4 仮交番の設置、オリンピックが終わる
まで土地を無料で貸してくれる方もいる。私たちは困って
いるので、よろしくお願いしたい。

D

　繰り返し色々な人が集まってきますので、そのような場
所は1つずつ潰していかなくてはならないと思っており、
具体的な場所を警視庁にも伝え、パトロールなどで重点的
に回ってもらうなど、対策をとっていきたいと思います。
交番に関しても、近隣と調整がつくかどうかが重要となる
とともに、通報件数が多いため警察官が常駐することは難
しいと思います。赤色灯や青色灯が抑止力になるという防
犯対策もありますので、そのような技術を駆使しながら、
ご指摘のような状況に陥ってしまっている場所についての
改善を図っていきます。

53 Ⅱ
3
①

そ
の
他

　売春の問題は、たむろする部分を電柱を工夫して明るく
すると効果が出るが、場所を移動してしまったり、近隣へ
の影響が出たり問題もある。また、交番にも見張りを強化
してほしいとお願いしたが、人手が足りず難しい部分もあ
る。

D

　売春、あるいは犯罪行為については、警察が専門的です
ので、今後、区が情報を得たら、それを伝えて共有した上
で、どのような対策がとれるか、警察ともしっかり連携し
ていきます。

54 Ⅱ
3
③
63

　新宿区の路上喫煙の禁止に関して、条例が制定され10
年以上経つが、実態としてはゼロになっていない。現状、
有効な対策がされているのか。

F

　客引き対策と路上喫煙防止の啓発活動は、新宿駅周辺を
日中から夜間にかけて同時にパトロールしています。対策
を行う以前より路上喫煙率は大幅に低くなっていますが、
人通りの少ない場所などでの喫煙者がいることから、巡回
ルートなどを工夫し対応しています。また、一定以上の広
さのある公園には喫煙スペースをつくっていますが、仕切
が不十分な場所もあるため、受動喫煙防止に配慮した分煙
できる施設整備を進めてまいります。

【補足】
　安全安心パトロール（客引き対策）は15:00～22:00
の時間帯で新宿駅周辺、路上喫煙禁止パトロールは7:45
～20:00の時間帯で、新宿駅以外の駅周辺もパトロール
を実施しています。

55 Ⅱ
3
③
63

　早大正門、バスの降車場、グランド坂上での路上喫煙に
より非常に迷惑を被っている。たばこが嫌いな人、受動喫
煙、煙害を知っている人たちは非常に迷惑をしている。全
く対策を講じていないように感じるので、ぜひとも対策を
前進させてもらいたい。

B

　路上喫煙対策については、都内でもかなり早い段階で、
区内の路上喫煙を全面禁止しています。また、啓発のパト
ロールに回っていますが、1日中、区内全域を回ることは
難しいので、苦情の多いところを優先的に指導員が回るよ
うにしています。具体的な場所や時間帯を教えていただけ
たら、委託業者に伝えます。
　新宿における路上喫煙の喫煙率は大変下がってきていま
すが、ほぼ日常的に通報もあるので、今後も粘り強く対応
していきます。また、啓発用ポスターなどもつくり、区の
施設に掲載しています。また、住民の方々には、ご自分の
責任の範囲で張っていただけるようシールをお渡しするこ
ともできますので、ご相談ください。

56 Ⅱ
3
③
63

　路上喫煙対策の推進について、外国人は伝わっていない
と感じるが、英語でも表示はされているのか。
　さらに強く推進するために、罰則の検討や、シンガポー
ルなどの事例を見習って、新宿区も23区の中で率先して
対策を講じてほしい。

B

　新宿区の路上喫煙対策については、特に歌舞伎町地域、
新宿駅周辺は指導する対象者が多く、指導員を巡回させて
います。
　外国語の表記については、ごみの問題や生活習慣も同様
ですが、基本的には英語と中国語と韓国語で対応していま
す。
　自治体によっては、罰則を設けているところもあります
が、新宿の場合、路上喫煙対策を始めてから、喫煙率が大
きく下がっています。裏通りで吸う人や、人の敷地に入っ
て吸ってポイ捨てしてしまう人など、罰則を設けると今度
は悪質化するという副作用も考えられるため、今後もよく
考えていきたい思います。
　オリンピック・パラリンピックを開催した都市は、屋内
全面禁煙だという話が出ますが、諸外国の場合、屋外禁煙
にしていません。東京の場合は多くのところが路上喫煙禁
止を既に実施していますので、屋内全面禁止にするとどこ
でも喫煙できないことが1つ課題としてあります。今後、
東京都においてもどういう禁煙の仕方、受動喫煙対策が最
善なのか検討されると思いますので、区としても受動喫煙
や、歩きたばこの被害がないよう努力していきます。
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57 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　住宅宿泊事業法ができ、1年以内の施行かと思うが、民
泊について区の条例を、いつ、どのような内容で、つくっ
ていくのか。

F

　法律は、来年の6月施行になると思っています。都と協
議をし条例化していくので、時間が必要なため、厚労省へ
早期に政省令を出すよう働きかけているところです。条例
の中では、事業者の把握や騒音、ごみ問題が大きなポイン
トになってくると思います。都道府県等に届出をして認め
られた事業者に管理者を指定させ、ごみ出し等について正
しく管理してもらい、違反した場合は罰するなど、違法な
営業がないように、努力をしていきます。

【補足】
　平成29年12月11日に「新宿区住宅宿泊事業の適正な
運営の確保に関する条例」を公布しました。

58 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　暮らしやすい安全で安心なまちの実現という点で、日々
気になっているのが歩きスマホ、歩きたばこである。特に
小さい子どもにとって危険なケースが頻繁にあるので、子
どもが増えていく今後を考え、対策をとってほしい。

C

　ご指摘のとおり、本当に危険な状態で、歩きスマホや自
転車に乗りながらのスマホ操作で事故になった事例もあり
ます。歩きスマホに対しては啓発活動も行っていますが、
警察とさら連携を深め、動画をつくるなど不注意でどのよ
うな危険があるのかを理解していただく工夫をしていきた
いと考えています。
　たばこに関しては、約１億円かけて路上喫煙者に対して
啓発をするパトロールをはじめ、様々な啓発を行っていま
す。それでも隠れて吸ってしまう人もいて、パトロールし
きれず、すぐに効果が表れてはいませんが、今後も粘り強
く啓発活動、周知活動を進めていきます。

59 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　ごみの集積所などの不法投棄に対して、どこに注意した
らいいのかがわからない。管理者の名前がわからないワン
ルームマンションが多く、入れ替わりも頻繁なので、入居
時にごみ出しのルールは厳守することを伝えるように、区
から不動産業者に継続的にお願いしてほしい。外国人相手
の違法民泊も見受けられるようなので、そのような人たち
への指導もあわせてお願いしたい。

C

　基本的には建物の建設時に、規模によってごみ捨て場を
設置するよう指導しています。住んでいる方がルールを破
りごみを外に出しているとすれば、管理者から指摘ができ
るように、建物ごとに管理者を明示するよう、指導をして
いきます。
　民泊については、外ではなく部屋の中にごみを置いて
いってもらうように、事業者に伝えていきます。管理人が
いない場合は、事業者は適切な手続きを取った掃除事業者
やリネン会社を入れなくてはならないと法律で決まりまし
たので、業者には、正しくごみを出して、事業系のごみと
して費用を払っていただきます。できるだけ厳しく取組を
していきたいと考えています。

60 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　空き家の問題について、全然進展がない。非常に私自身
も不安で、治安対策、防犯の両方の面で、何か問題が起
こってからでは遅いと思うので、ある程度強権的にでもや
らないと危ないと思う。

D

　昨年1年間かけて空家対策のための調査を行いました。
区内の空家率は約0.9％です。現在、有識者の方にも入っ
ていただき、「新宿区空家等対策計画」の検討を進めてい
ます。今年度中に空家等対策計画をまとめ、来年度以降、
事業としてさらに進行していきます。

【補足】
　空家等は、第一義的には当該空家等の所有者等が適正に
維持管理する必要があります。管理不全な状態にある空家
等については、所有者等に対して改善指導を行っていま
す。

61 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　住宅を宿泊施設として利用する民泊に私は反対する。理
由としては、現在の住環境が維持できないこと、家賃相場
が上がること、新宿区には民泊を管理、取り締まる体制、
能力がないということの三点である。住宅専用地域以外
で、民泊を認める場合、何人の職員を配置し、あるいは何
人増員して民泊を監視するのか、教えてほしい。現在、ホ
テル・旅館が禁止されている住居専用地域での民泊は禁止
としてほしい。

E

　民泊に反対ということを、区として打ち上げることは残
念ながら法律上できないことになっています。住居専用地
域については、区としては禁止をしたいと考えていました
が、残念ながら、住居専用地域においても禁止をしてはな
らないという法律の規定になってしまいました。180日
の日数についても、制限することはできるが、それを極端
に短い期間しか宿泊できないようにすることを条例で定め
てはならないと、国が示しています。政省令が示されない
と東京都と区の協議を行うこともできないということに
なっていますので、早く区のルールを決め、管理体制を整
えることができるよう、国に求めていきたいと思います
し、納得のいかない部分には、さらなる改善を求めていき
たいと考えています。

【補足】
　平成29年12月11日に「新宿区住宅宿泊事業の適正な
運営の確保に関する条例」を公布しました。
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62 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　民泊問題なども、法律的にもしっかりとした条例など議
会で検討し、権限の強化をお願いしたい。

F

　民泊については、国のほうで住宅宿泊事業法というもの
を可決し、恐らく来年の6月には施行されることになりま
す。現在、区では、その可決の前の段階で、まず民泊の課
題についての精査を行ってきました。区として定めるべき
ルール、そして区がそれを取り締まることができる権限は
どこまであるのかについて注目をしてきましたが、国や都
との協議が必要であり、新宿区だけで規制等ができるもの
ではありません。
　ただ、ごみの問題、騒音の問題が一番の具体的な課題だ
と思います。政令に基づいて、また東京都と協議をしなけ
れば、区はそれを実行できないと法律に定められていま
す。今後、国がその政令を発して初めて都道府県が新宿区
と協議をすることができるようになるので、そこからのス
タートになります。　また、現在違法な運営をしている民
泊については、情報をしっかり国に上げて、違法な運営は
罰していただき、その中でルールを徹底させていくような
対処をしていきたいと考えています。

【補足】
　平成29年12月11日に「新宿区住宅宿泊事業の適正な
運営の確保に関する条例」を公布しました。

63 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　民泊の管轄は保健所なのか、どこが主な所管となってこ
れから進めていくのか教えてほしい。

F

　民泊については、本年6月に国が住宅宿泊事業法という
ものを可決いたしました。私は単なる反対ということでは
なく、適切に物件を管理することによって、住民の皆様の
不安感を抑えていきたいと考えています。管理会社を入れ
ることが法律で義務づけられていますので、ごみ出しにつ
いて、管理会社が適切に分別をして、決まった日に事業系
のごみとして費用を払っていただくというルールを確立し
ていきたいと考えています。東京都の窓口も決まったた
め、協議を早急に進め、国の法律が施行される前に、新宿
区の条例を施行したいと考えています。

【補足】
　平成29年12月11日に「新宿区住宅宿泊事業の適正な
運営の確保に関する条例」を公布しました。

64 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　大久保通りと職安通りの中間、大久保と百人町の周辺に
住んでいるが、そこに最近、外国人が店を出し、朝の9時
から夜の12時ごろまで商売している。テーブルを3脚出
して、人数にしたら20人ぐらい、11時ごろまで飲んだり
話したり、たばこを吸ったりして、近所に迷惑をかけてい
る。大久保通りと職安通りの間の住宅地に、そういった商
売をする店にこれからも許可を出すのか。現在の状況に対
し、住民が安心して暮らせるような、また、夜十分な睡眠
をとれるような注意ができるのか。

F

　許可については、法律の要件を満たしている場合、区と
しては拒否できないということがあります。しかし、周り
と調和する努力も当然必要になると思います。現地調査に
行って問題がある場合、一定の基準を超えている場合に
は、しっかり指導を行っています。また、定期的なパト
ロールも実施しており、指摘があったような場所について
は、新たにコースに加え、チェックをしたり、指導を行っ
ています。しかし、指導した瞬間は改善されても、また元
に戻してしまうといういたちごっこな部分もあるため、繰
り返し訪問し指導することによって、事態の改善を進めて
いきます。

65 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　百人町の騒音の問題であるが、1番目は第一種住宅地域
は基本的には住民が住むところにも関わらず、外国のカ
フェなどがテラスのようなものをつくり11時ぐらいまで
営業しているようである。東京都の騒音防止条例で規制す
るとこは難しいと思うが、感性の部分を取り上げて考えて
ほしい。

D

　飲食店などの騒音については、いたちごっこになってい
るところもありますが、今後も粘り強く対策していきま
す。
　

66 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　新宿区としては民泊について反対の立場はとっていない
ということだが、それで間違いないか確認したい。また、
現行の旅館業法の壁が厚くて合法でやろうと思っても、住
居専用地域では合法的な営業はできない現実があるが、そ
のようなことも解消されていくのか。また、新法に向けて
どういうスケジュールで、きちんとした民泊のビジネスと
しての展望を描いているのか確認したい。

F

　私自身は民泊は反対という考え方を持っています。ただ
し、今回法律で定められましたので、区として反対をする
ことはできないと考えています。今回、各自治体で規制を
する考え方についても国から示されており、住居専用地域
においても、合理的な説明がつく理由がない限りは、期間
に規制をかけてはならないことが法律に定められていま
す。区としては、住民の皆さんに迷惑をかけることがない
よう、生業としてきちんと届出や申告、納税をしていただ
き、問題を発生させた場合には、責任を持って解決に臨ん
でもらうことを基本的な考え方として、今回は法整備化に
基づき、それに対応した条例化をめざしていくことを考え
ています。

【補足】
　平成29年12月11日に「新宿区住宅宿泊事業の適正な
運営の確保に関する条例」を公布しました。
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67 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　四谷エリアの地域ネコ対策を保健所と協働で行ってい
る。ネコの不妊化手術を行う際の新宿区の助成金につい
て、動物病院により手術費用に差があるため、ボランティ
アが自己負担して対応している。
　助成金があるだけ本当に新宿区は恵まれているというこ
とは十分理解しているが、獣医師会に入っていない動物病
院や他区の動物病院でも使えるように助成金の広域化を行
うなど、もう少し使いやすい助成金の仕組みを考えてほし
い。

F

　ご指摘の内容については、他の地域で活動されている方
からも意見をいただいています。現時点ではすぐに事態が
動くことはなく、また将来的な予定も立っていない状況で
すが、実態についてはよく聞かせていただければありがた
いと思っています。
　これまでも、多くの皆様が私財を投じて、様々な苦労を
されていることも承知していますので、区としましても誠
意を持って、活動されている方が周りの皆様にも活動内容
を理解され、獣医師の方からも協力が得られて活動ができ
るよう、よりよい環境をつくっていきたいと思います。

68 Ⅱ
3
③

そ
の
他

　戸建ての空き家が結構目立ってきて、全くの空き家とし
て廃墟のようになってしまっているものもある。そのよう
な空き家を借り上げするなど、何かコミュニティとして使
えるような形に活用できないかというアイデアがあるが、
考えを聞きたい。

F

　空家に関しては、調査の結果、区全域の建物4万8,798
棟のうち、空家の建物としては441棟、0.9％でした。そ
の中で、手を施せばすぐ使える物件と、ある程度簡単な修
繕をすれば再利用が可能な物件を合わせると大体403棟
となっています。現在、空家対策に関する意見をいただく
ため、不動産業者や司法書士などの有識者を交えた会議を
つくっています。防災対策や防犯対策だけではなく、利活
用という観点からも非常に積極的に意見をいただいていま
すので、今年度中に空家対策の基本的な方針を定め、来年
度以降、それを具体的な政策として実行していくという段
階に入っています。

【補足】
　区では平成29年度に「新宿区空家等対策計画」を策定
し、総合的かつ計画的に対策を推進します。その中で、
「管理不全な空家やごみ屋敷等の解消」および「空家等の
適正管理の促進・発生の抑制」を方針として推進します。
管理不全な空家等に対しては専門家団体等との連携や、
法・条例等に基づいた対応等を実施していきます。また、
管理不全な空家等の発生を抑制するため、専門家団体と連
携した相談会を実施していく予定です。

69 Ⅲ 1
そ
の
他

　新宿駅南口は、タクシーまで全部駐停車禁止になってい
る。甲州街道は初台から四谷へ抜けるバスも一本もない。
タクシーが停まることも難しい。もし可能であれば、ＷＥ
バスに、そのようなところにも走行してほしい。

D

　南口でタクシーの駐停車ができなくなったということ
で、大変不便になったと聞いています。特に、バリアフ
リーが十分ではなく、新南口から直接的には行けないホー
ムがあるなど、さまざまな課題があると把握しています。
新宿駅の改良が少しずつ進んでいますが、バリアフリーに
ついても既に計画に入っているような話も仄聞しています
ので、ご意見を届けるとともに、どこのポイントで降りた
ら一番便利なのか等も含めて、ＪＲと情報交換をしていき
ます。

【捕捉】
　新宿ＷＥバスについては、今後、バスの需要が増大した
場合は、バス事業者へ運行ルートの検討などを働きかけて
いきます。

70 Ⅲ 4
そ
の
他

　靖国通りと職安通りについて、大型バスが常時停車して
いて、通行の妨げになっているが、どう思っているか。

F

　本年歌舞伎町に観光バス駐車場をオープンし、警察とも
連携しながら、路上に停車している車を駐車場に誘導する
よう対応しています。区で全額経費を支出しているので、
これ以上負担が増えないようにしていかなければなりませ
ん。観光施策を推進していくうえで、今後も国や東京都に
対し、地元にかかる経費負担について、粘り強く訴えてい
きたいと考えています。

71 Ⅲ 5
73
②

　新宿区は街灯のＬＥＤ化を進めているが、全般的にまぶ
しい感じがしている。新宿区のＬＥＤ化でも、照明の専門
家の意見を聞きながら進めてほしい。

F

　区では、区道の街路灯や商店街路灯のＬＥＤ化の取組を
進めてきました。
　区としては、電気料金の財政負担を極力少なく抑えてい
くこと、環境に対する負荷も和らげていくことという2つ
の考え方でＬＥＤ化を進めています。今後、様々な意見も
聞きながら、場所によって慎重に見極めていきながら進め
ていきます。

72 Ⅲ 5
そ
の
他

　北新宿の図書館を自転車で使っている。図書館を出て北
へ行く道路がガタガタで雨が降ると水がたまる。すぐ見て
対応するという答えだったが、恐らく今もって何にもなさ
れていない。落二小の裏門から東側にずっと来ると、左側
に公園があり、ちょっと来るとお米屋さんがあるが、その
間の道がやはりガタガタである。細かく目を通して、直す
べきところは早く手入れをしてほしい。

D

　ご指摘の場所については、しっかり確認した上で対応し
ていきたいと思います。道路に修繕が必要な箇所がある場
合は、ご指摘いただければ大概その日のうちに修繕はして
いますので、またご指摘ください。
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73 Ⅲ 5
そ
の
他

　古いガードパイプが一か所に集中的に設置されていると
ころがあり、道路が狭くなって危険な状況であるため撤去
が必要な場所があるかと思う。以前は必要であったもの
も、現在では必要性を判断すべきものもあるので、区で
ルール決めをしてほしい。

D

　ガードパイプについては、ある方が安心だという人も必
ずいますし、一方で、大分老朽化しているという話もいた
だいています。既存のものを撤去や移設する際には、地域
の皆様に承諾を得てからでないとなかなかできないと思い
ます。どういう合意形成をしたらいいかということについ
ては、区である程度助言できると思いますし、住民の方だ
けに任せるということではなく、出張所と所管の道路課の
ほうで連携して対応していきます。

74 Ⅲ 5
そ
の
他

　落合地区の道路はかなりでこぼこがある。歩道も結構細
いし、電柱もあったりで、非常に邪魔で転んでしまうよう
なこともある。一般にはこの地区の歩道とか道路は、人の
歩くような状態になっていない感じがしている。この町に
ついて、どうしたら道路の状態を改善することができるの
か、我々が意見を言えばそれでいいのか、あるいは区のほ
うから指示があるのかどうかを教えてほしい。

F

　道路の整備状況があまりよくないことについては、本当
に申しわけなく思っています。具体的な場所について意見
をいただければ、当日か、遅くとも翌日には必ず現地に赴
き、傷んでいる場合には応急処置をします。区の直営の作
業員もおり、常々対応しています。
　以前、地区協議会を通じて地域のまちづくりの会で道路
に関する意見書も頂戴しました。物理的に難しい場合もあ
り、中には別の手段を提案できることもありますので、き
ちんと振り分けをしながら取り組んでいきます。

75 Ⅲ 5
そ
の
他

　三栄通りは、雨の日には歩道を歩けない状況であり、失
敗例だと思っている。道路課長は膨大な予算をかけて再整
備するとまで言っている。 F

　三栄通りは無電柱化整備に当たり、多額の経費と近隣住
民の方への迷惑もおかけしましたので、再整備するという
政策判断は区としてはいたしません。

76 Ⅲ 5
そ
の
他

　職安通りから大久保通りにかけた線路沿いの道路が今度
開通するということだが、大久保や高田馬場には様々な公
共施設などがあり、自転車を置く場所にみんな困ってい
る。線路の下や道路の地下などは使えないのではないか。

D

　自転車駐輪場については、駐輪場の台数も増やす取組も
進めてきましたが、土地が狭く、高いという状況もありま
す。ご提案の線路下に関しては、鉄道が走っているので、
なかなか難しい工事が予想されます。
　現在、ＪＲの新宿駅の地下に自由通路を整備する壮大な
工事を行っていますので、各鉄道事業者ともよく相談をし
ながら、どのような場所であればあまり経費をかけずに駐
輪場を設置できるのか、今後も研究を進めていきます。

77 Ⅲ 6
75
②

　マンションの前など自転車が放置してあって、歩くのも
大変な状態である。一時、あまりにもひどい時に区の担当
課に電話して移動してもらったが、また近くに放置自転車
が繰り返されている。良い解決方法はないか。

F

　放置自転車も、路上喫煙と同規模の予算をかけて撤去作
業や啓発作業もしていますが、住宅地では即時撤去の対象
にできないケースもあります。
　放置自転車は基本的には個人がマナーを守らないと解決
できないテーマであり、放置自転車による危険や迷惑につ
いて周知していかなくてはと考えています。区に与えられ
た権能の中で、撤去や、駐輪場の確保をしながら取り組ん
でいきます。
　現在、シェアサイクルのポートを区内100か所に増や
す計画を立て、自転車を共有するという認識を持ってもら
える取組を試験的に行っています。23区の中でも、文京
区、港区、中央区、千代田区、江東区、今後は渋谷区も取
り組むこととなっており、相互利用もしながら問題を少し
でも解消できるように進めていきます。

【補足】
　駐輪場がないマンション等には、敷地内に自転車を駐輪
するよう指導するとともに、マンション等の建設時に駐輪
場を設置するよう指導しています。
　また、シェアサイクルについては、平成29年10月1日
から渋谷区も相互利用を開始しました。

78 Ⅲ 6
75
④

　自転車のシェアリングは、どの程度の予算が継続的に必
要になるか。また、契約を破棄した場合、撤退した場合の
ペナルティーはどうなっているのか。今後どれぐらいの維
持管理費がかかるのか教えてほしい。

F

　自転車シェアリングについては、計画期間が終了した後
は、イニシャルコストも含めて事業者がすべてを負担する
ことで契約をしています。その契約を履行してもらえな
かった場合のペナルティにつきましては、改めて説明しま
す。

【補足】
　運営事業者が撤退した場合、区からの補助金の返還を求
めることになります。

79 Ⅲ 6 76

　高田馬場駅は、ホームが狭くて危ない、いつ人身事故が
起きてもおかしくない状態である。具体的に進めてほし
い。

D

　高田馬場駅は、西武鉄道、ＪＲ、東京メトロの3つの鉄
道事業者が路線として入り込んでいます。どのタイミング
でどのように工事をしていくのか、考えていかなくてはな
らないと思っています。
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80 Ⅲ 6
そ
の
他

　市谷台町に住んでいるが、近くの歩道には音声信号機が
無いため、赤信号で歩道を渡ろうとしたことがある。危険
なので、音響式信号機が無い場所には設置してほしい。

C

　音声の信号機について、他の方からも希望が寄せられて
いて、警視庁には話をしているところです。市谷台町の件
についても、至急場所を確認した上で、要望を警視庁に伝
えます。
　以前、同じような要望があった時には、警視庁と協議し
設置することになりましたが、財源不足や入札に応じてく
れる事業者がいなかったことから、実現まで2、3年か
かってしまいました。命にかかわる安全の話ですので、ス
ピーディーに対応してほしいと要望していきます。

81 Ⅲ 6
そ
の
他

　学生の方々がよく横一列に広がって歩いているため、狭
い歩道が余計狭く感じられる。学校、あるいは各種学校の
教員とか学校関係者の方々には、社会教育として歩行者の
ルールを守るように徹底してほしい。 C

　ご指摘があった対象が外国人留学生に対する場合には日
本語学校を中心に、特定の学校の学生に対するものである
場合は、該当の学校に伝えています。また、新宿区内全域
で起きているので、ルールを守って通行してほしいという
ことを各学校に伝えていきたいと思います。これまでも
行っていますが、効果が出るよう粘り強く取り組んでいき
ます。

82 Ⅲ 6
そ
の
他

　目白通りから聖母通りの方に行くには、バスだけは右折
可能である。目白通りから西から東へ行く時に、聖母坂と
ぶつかる時に乗用車が右折できるようにしてほしい。
　聖母通りへ出たい人が山手通りの南から行くと途中で、
目白通りの1つ手前で右に入れるようになっていて、聖母
病院の横に出るルートが車の数がものすごく多くなり、道
も狭いから非常に危ないので困っている人が非常に多い。

D

　現在、右折禁止となっており、不便であると同時に、そ
こを避けるために住宅地を通る生活道路に車が入ってき
て、その周辺の方々が大変危険な思いをしていることにつ
いて、ご指摘の状況も含めて交通管理者である警察に伝え
ていきます。

83 Ⅲ 6
そ
の
他

　目白駅からバスで61番とか65番というのが西の方へ来
るが、聖母病院前というバス停があり、その次の目白5丁
目までがバスが動き出して4秒間です。もとのほうへ戻し
てほしい。

D

　目白5丁目と聖母病院の停留所が非常に近いということ
については、運行しているバス事業者に意見を伝えますの
で、情報提供ありがとうございました。

84 Ⅲ 6
そ
の
他

　若葉町や坂町は坂が多く、年配の方は病院等へ行くため
にタクシー使わなければならない。区が経費を負担して地
域バスを運行してほしい。

F

　地域バスに関しては、以前に利用意向調査を行いました
が、ニーズがありませんでした。現在のＷＥバスでは、区
でバスを購入し、民間事業者が運用していますが、採算面
では厳しい状況です。自治体でバスを運営することは大変
難しいと考えています。同時に、区がそのような産業に参
入することは、現在稼働しているバスの客を奪ってしまう
ということにもなるため、今ある路線も減少する可能性が
あることも心配する必要があります。
　ご指摘のとおり、区内には坂が多い地域もあり、地域バ
スを運行する場合には、四谷地域だけでなく他の地域につ
いても多くの要望があり、収拾がつかなくなります。今後
も、区民の皆様と一緒に、他にどういう方法があるか考え
ていきます。

85 Ⅲ 8 83

　ゴーヤによる「みどりカーテンプロジェクト」は、多く
の人が参加しやすいように、休日も開催されている。平日
は区の職員が事業についての説明に来たが、休日にはいな
かった。区の職員が前面に立って区民に説明をしなければ
このようなプロジェクトは浸透しないと思うので、ぜひ休
日も来てほしい。 D

　休日であっても、職員がしっかりと事業の説明をし、質
問に答えられる体制をとるべきだと思いますので、今後、
工夫をしていきたいと考えています。

【補足】
　本事業は指定事業として指定管理者が効果・効率的に事
業を実施し、成果を上げています。区は指定管理者と連携
し、本事業が区民の皆様に一層浸透するよう努めていきま
す。

86 Ⅲ 8
そ
の
他

　新宿ならではのビル風を利用して資源エネルギーを開発
するなど、そういう方向性を考えてほしい。

D

　ビル風を利用した再生エネルギーについては、牛込の央
通り商店会で街路灯をつくった際に、風車とソーラーパネ
ルをセットにして街路灯の電力を確保する事業を行ってい
ました。これは東京都の補助事業だったのですが、工夫を
している地域もありますので、そのような機会を通じて広
げていくことができればと考えています。

87 Ⅲ 8
そ
の
他

　環境情報センターを中心にして我々も環境問題について
勉強しながら取り組んでいるが、区は、最近、環境問題に
ついては何か熱が冷めているような感じがする。区の環境
対策に対する考えを聞きたい。

F

　環境問題について最近、区は熱が冷めているのではない
か指摘がありましたが、そういうことはありません。区民
利用施設の１つとして環境学習情報センターがあります
が、そこでの環境学習、あるいは環境ＮＰＯネットワーク
の方々の活動拠点としては、当面は残っていくと思いま
す。
　特に、センターを拠点としながら、「まちの先生見本
市」という形で各学校を巡回しながら環境活動をしている
ＮＰＯ、企業、住民団体等の協力のもとで環境教育を行っ
ていますが、参加団体数も毎年増加しており、今後もその
熱が冷めないように、精いっぱいサポートしていきたいと
考えています。
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88 Ⅲ 9
84
②

　「ごみ発生抑制を基本とするごみの減量とリサイクルの
推進」の事業について、他の計画事業と比較して、38億
円という多額な事業費が計上されているのはなぜなのか。

F

　計画事業「84 ごみ発生抑制を基本とするごみの減量と
リサイクルの推進」の事業費については、必要経費の積み
上げにより算出していますが、詳細は総合政策部長から説
明させていただきます。

（総合政策部長）
　計画事業「84 ごみ発生抑制を基本とするごみの減量と
リサイクルの推進」の3か年の総事業費は約38億円です
が、このうち約37億円を占めているのが資源回収です。
古紙やびん・缶、ペットボトル等の資源回収を行うための
経費であり、このうち年間約12億円が収集する際の車両
の雇上げに係る経費です。

89 Ⅲ 9
そ
の
他

　自宅の前がごみ集積所になっているが、最近非常にごみ
出しのルールを守らない人が多く困っている。また、例え
ば職安通りなどにはいつもごみが置いてあり、汚く感じ
る。新宿区は単身者や外国人も多く、どのようにルールを
守ってもらうようにするのか今後の解決策を考えてほし
い。

B

　集積所を自宅付近に設置している方にはかなりの負担が
かかっている実情があります。不法投棄が繰り返されてい
る場合には、ふれあい指導班がごみから誰が出したものか
を調べ、ルールを守ってもらうよう直接話をしています。
また、今年度から、防犯カメラを設置し、行政から指導を
することも始めたところです。
　外国人対策としては、10か国語のチラシをつくり、指
導が必要と思われる地域に配布しています。また、日本語
学校にもごみ出しのルールについて生徒への周知をお願い
しています。
　今後も様々な手法でさらにごみ出しのルールが徹底でき
るように努力をしていきます。

90 Ⅲ 9
そ
の
他

　事業系のごみを回収に来るトラックが、朝3時に来ると
いうことがあったが、新宿の清掃事務所のほうに回る順番
を考えたらとお願いし、今は朝７時ぐらいに来てくれてい
る。 D

　ごみの収集の件については、恐らく事業系のごみなの
で、民間の回収業者かと思いますが、新宿清掃事務所にい
ただいた意見を事業者に伝えて改善をしてもらったのだと
思います。

91 Ⅲ 9
そ
の
他

　国際化が進むと外国の方などが増えると思うが、ごみの
問題がとても気になる。家の中にごみを3日も4日も置い
ておかなければいけないために、違う日にごみが出され、
すごく汚いまちだなと思っている。回収を1回でも増やし
てもらえないか。

D

　ごみの回収の回数を増やせないかという点については、
予算、コスト、労働力など様々な面から、現在は可燃ごみ
で週2回の収集となっており、事業自体は毎日、曜日をず
らして各地域で行っています。ごみの減量化をしていくこ
とが、1つ重要ではないかと考えており、3Ｒ推進協議会
を通じ啓発活動をしたり、ごみ半減の啓発を「新宿区一般
廃棄物処理基本計画」の中で取り組んでいます。新宿区
は、若年層の人口が多く、そのうちの外国人留学生の割合
も高いため、ごみのルールなど、必要な行政情報が行き渡
らないという現実もあります。今後も新しいツールも探し
ながら、マナーを守ってもらう活動に取り組んでいきま
す。

92 Ⅲ 12
そ
の
他

　文化の発信ということで、エンターテイメントシティを
大きく掲げていると思うが、文化や芸術を発信していくと
いう力は、まだ弱いのかなというのを感じている。世田谷
や杉並にも小劇場があり、豊島区も最近積極的に良質な文
化芸術の取組を行っている。岐阜県の可児市には文化創造
センターがあるが、とても画期的な活動をしているので、
ぜひ参考にして、検討してほしい。

D

　新宿の場合、文化センターが1つと、区民ホールが角筈
と箪笥と四谷にありますが、その他民間が運営している施
設もあります。自由度の高い民間の施設がきちんと事業と
して成り立つような環境づくりをこれからめざしていきた
いと考えています。他の自治体の事例も学びながら、いろ
いろなことにチャレンジしていきたいと思います。

93 Ⅲ 12
そ
の
他

　新宿区には、文化センターの大ホールや、地域センター
の小ホールがあるが、中劇場がない。もし今後、都市計画
の中に劇場をつくるということがあったら、客席700か
ら800ぐらいの中劇場にしてほしい。花伝舎に入ってい
る芸能人団体協議会の方々と相談をしてほしいと思う。

D

　文化センターについては、現在計画はありませんが、建
て替え等を契機に、経費や劇場としての機能のあり方につ
いて検討していきたいと思います。文化芸術振興会議とい
う会議体もありますので、意見をしっかりと伝えていきま
す。

94 Ⅲ 12
そ
の
他

　新宿御苑のせせらぎは観光スポットの目玉になると思
う。都心にあれだけの水がちょろちょろ流れているところ
はない。流れをもう少し大きくして、清水が流れるように
したらどうか。新宿御苑を観光スポットとして見直してほ
しい。

D

　玉川上水をはじめ、新宿の様々な魅力の再発見とＰＲの
仕方については、ご指摘のとおり工夫が必要だと考えてい
ます。既存の魅力ある場所を積極的にＰＲできているかど
うかについて今後も考えながら、新宿の観光情報の発信に
努めてまいりたいと思います。
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95 Ⅲ 13 92

　フリーＷｉ-Ｆｉの事業に関して、新宿区として支出し
て行う意義を教えてほしい。区としての費用対効果はどの
程度か。フリーＷｉ-Ｆiはいろいろな民間事業者が行って
いて、民間への圧迫になるという考え方もあると思う。

F

　区がフリーＷｉ-Ｆｉを区内全域に整備してほしいとい
う要望を多数いただいていますが、ランニングコストもか
かるので、全てはできません。民間事業者が、利用者に対
してメリットを提供するかわりに収益を得ていくという仕
組みや循環はつくっていかなくてはいけないと考えていま
す。公共施設以外については、基本的には地元の商店と事
業者で話し合い、なるべく低ランニングコストでできるよ
うにと事業者の方に伝えたり、商店街の方々へは、どんな
手法があるか紹介しています。現段階においては、計画事
業の基数以上に増やすという考え方は持っていません。

96 Ⅲ 13 92

　観光客のためだけではなく、新宿区全域に無料の公衆無
線ＬＡＮを整備してほしい。有線のケーブルテレビか無線
ＬＡＮを区内全域に無料で提供することは、災害対策の面
からも費用対効果がすぐれていると思うが、考えを聞きた
い。また、無線ＬＡＮの維持管理に関して、今後どれぐら
いの維持管理費がかかるのか教えてほしい。

E

　新宿フリーＷｉ－Ｆｉについては、現在計画に記載して
いるもの以降は増やしていく予定は現在のところありませ
ん。
　災害時については、スマホ、タブレットといった端末で
はなくてもっと違う媒体が欲しいという方もいます。ま
た、防災無線に関しても、音が小さい、逆に大き過ぎるな
ど、多種多様な意見があり、そうした意見を総合的に判断
しながら、手段、チャンネルなど、今後も対策を整えてい
きたいと思います。
　維持費に関しては、これから台数も増えていきますの
で、詳細な数字につきましては、別途、回答をさせていた
だきます。

【補足】
　無料公衆無線LAN環境の維持費について、平成30年度
は、アクセスポイント35基の回線使用料やネットワーク
保守費用として年間14,632千円を計上しています。平成
31年度以降は、アクセスポイント38基の回線使用料や
ネットワーク保守費用として年間16,376千円を計上して
います。

97 Ⅲ 13
そ
の
他

　片仮名や平仮名をつかった、子どもや高齢者にもわかり
やすい、まちのキャッチコピーのようなものがあればいい
なと思う。楽しいイメージになるよう曲をつけるのもいい
と思う。落合でやっているようなミニＦＭ放送などを使っ
たまちづくりのＰＲなどはどうか。

D

　キャッチフレーズについて、新宿の場合、多様性という
ものが1つキーワードになっていますが、多数の要素があ
り、何が新宿の特徴なのかというのがわかりにくいという
指摘をよくいただきます。頭に残るフレーズがあるという
のは強みだと思いますので、これぞ新宿というものが何か
生み出せないか挑戦していきたいと考えています。
　ミニＦＭ放送については、落合で行っているスタジオを
何度か拝見しました。他区のやり方等も研究し、どのよう
な方法で、どういった効果を出しているのか、検討してい
きます。

98 Ⅲ 14 100

　中央図書館の建設は、35憶円もかけるのならば新たに
建て直す必要はないと考えている。また、早稲田大学との
合築には反対する。
　大人が利用しやすい図書館システムをつくるために、図
書館の主たる管理を教育委員会から区長部局、例えば生涯
学習スポーツ課へ移管することを求めたい。

E

　早稲田大学との協定もあり、現在の計画となっていま
す。オリンピック・パラリンピックまで建築費等の高騰
や、区内におけるさまざまなサービスの需要というものも
かなり変化をしてきている環境はありますが、今すぐ何か
着手するという段階にはないかと考えています。
　また、中央図書館の教育委員会から区長部局への移管に
ついては、学校図書館のあり方も含めて、今後どのように
充実させるのかという役割分担の問題もあります。
　さらに、通常の図書館と中央図書館をどういう形で連携
していくかという課題を整理しなければなりません。
　よって、当面の間は、教育委員会で管理をしつつ、今の
9館体制と、中央図書館の所在地等については、当面は変
更無しとの認識をしております。

99 Ⅲ 14
そ
の
他

　生涯にわたり学習・スポーツ活動などを楽しむ環境を充
実しますとあるが、新宿区は生涯学習については、力を入
れていないのではないか。他の区では様々な講習会、講演
会が開催されているが、区報やレガスニュースを見ていて
も、新宿区はあまり開催されてないように感じる。

C

　精いっぱい取り組んできたつもりですが、今後も努力を
していきます。
　区では生涯学習の窓口となっているレガスのほかにも、
様々な団体が講座を区民に向けて開催してくれています。
協定という枠組みの中で、新宿区内の大学や専門学校と提
携して講座を開催するなどの取組もしていますが、情報を
届ける工夫をしていないと周知されませんので、今後は工
夫していきたいと思っています。もう少し組織的に機能的
に取り組めるよう検討していきます。
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100 Ⅲ 14
そ
の
他

　北新宿多目的広場の使用について、そこを利用している
少年野球チームが、朝の5時半から夜の7時までずっと占
有している状態である。この団体を使用禁止とした上で、
今後の他の団体の利用には時間制を採用してほしい。ここ
までの占有とか騒音というのは区のほうでも想定できな
かったと思うが、使用禁止や時間制の採用などを検討して
ほしい。

D

　朝の5時半というのは、常識外のことだと思いますの
で、きちんと現場で直接指導します。
　時間制については、一定のルールで使用しているところ
は把握していますが、長時間占有していることの事実確認
や利用実態について調べた上で、今後対応を考えていきま
す。

101 Ⅲ 15 103

　多文化共生は、互いに認識していくという意味では賛成
である。ところが、それをその地区に活かす、生活の中に
入れることになると日本の文化も混乱してしまう。しっか
りと日本の精神、文化というものを柱に置いた上で、進め
ていく必要がある。

C

　定住する外国籍の人や、日本にも外国にもルーツがある
子どもが、その言語や教育のハンディキャップをなくして
いく努力をすることによって、社会から脱落をしない状態
をつくっていきたいと考えています。
　新宿に住んでいる外国人は今、130か国を超えて、人
口の約12％となっています。その約4割の方は日本語を
学びに来ているという理由で在留許可をとっている留学生
です。仕事をしながら一緒に日本語を学ぶ方も多くいま
す。そうした人たちが日本に来て、生活のルールや日本の
法律、日本の文化の良さを学び、また感じ取って国に帰っ
ていただくことで、恐らく日本に対する海外からの目も変
わっていくと思います。交流としての相互理解が、多文化
共生の眼目にあると考えています。

102 Ⅲ 15 103

　大久保地区というのは、外国の人が多いので、たくさん
の外国のお子さんが在籍しているが、まちと外国人とのか
かわり合いというソフトの面の方向性については、区では
どのように考えているか。

F

　外国の方たちとまちとがどのように調和するかというこ
とについては、地域の中で商店会や町会・自治会の活動に
参加していただくために、お互いの違いを理解し、特徴と
して捉えることが大切であるという認識を住民の皆様に
持っていただけるよう取り組んでいきます。
　新宿の場合は、留学生の資格で入ってきている方が、約
4割になっており、1年か2年で帰国してしまうので、日
本語学校としっかり連携をしながら日本のルールを教えた
り、健康診断や転入手続も学校単位で行っていただいてい
ます。今後もしっかり多文化共生の中で、お互いに不便や
不安を感じないように、取り組んでいきます。

103 Ⅳ 1
そ
の
他

　今度の選挙の区割りで、生活の地域と選挙の地域という
のに実は非常に違和感を感じる。

E

　選挙区の分割については、された側の住民としては非常
に困惑が禁じ得ないと思っていますので、今後もこのよう
なことが起こらないよう、国に伝えていきたいと考えてい
ます。

104 Ⅳ 1
そ
の
他

　新宿区の入札と発注方法についてと、街路灯のＬＥＤ化
について住民監査請求をしたが、契約から1年を経過した
ので却下された。監査委員の4名のうち2名は与党の区議
会議員と議会事務局長であり、これでは区の事業は身内が
監査するようなものである。区民の声委員会にも申し立て
たが、住民監査請求と同様に事実のあった日から1年以上
経過した事項は調査しない旨の通告があった。基本政策Ⅳ
の「健全な区財政の確立」ができるような制度の運用を求
める。

E

　住民監査請求は、内容によりますが、原則として請求の
対象となる財務会計上の行為から1年を経過したときはす
ることができません。
　監査委員の選任については、区民の皆様の代表である区
議会の同意を得て議決され、選任されているものです。

105 Ⅳ 2 109

　計画事業「109 公共施設等総合管理計画に基づく区有
施設のマネジメント」の、32年度末の目標と年度別計画
3年間の事業費欄が空欄になっているのはなぜか。

E

　公共施設等総合管理計画については、まず、さまざまな
施設を分野ごとに分け、将来、民間・公どちらでできる事
業の施設なのかといった分類をしました。今後はそれに基
づき、実際に区民の皆さんの需要を踏まえ、施設ごとの個
別の管理計画を策定していきます。具体的な施設ごとの計
画を策定する際には、区民の皆様にご理解いただけるよ
う、丁寧な説明を行います。

106 Ⅳ 2 109

　今後は、新宿区の人口が増え、高齢化が進んでいき、区
有施設の維持管理費が足りなくなっていく。小学校の中に
高齢者の施設があったり、区役所の中に学童クラブがあっ
たりとスペースを複合施設化するのもいいのではないか。
時代のニーズに合わせ変化させて、区有施設を複合化して
いくということが、1つの解決策だと思う。そうしたこと
に積極的に取り組むという考えがあるのか聞きたい。

B

　区有施設の複合化は視野にあります。広い面積を持つ学
校施設の場合、実際に通う子どもたちの教育をどこで行う
かという問題もありますが、学童クラブや放課後子どもひ
ろばでの活用、地域の人が利用するスペースとして貸出を
するなどもできると思います。将来的には、人口は増える
が子どもは減少することが予測されているので、必要な
サービスを一時民間施設に移した場合でも、機能を維持し
ながら集約できるようにしたいと考えています。
　また、区役所を含め区の施設も築50年を超えていま
す。建てかえが必要な時期になってきますが、行政が民間
と一緒に協力するＰＦＩ方式は望ましくないという考え方
もあれば、限りある資源を有効に使うために民間の力も活
用すべきという考え方もあります。現在のところ結論が出
ていないところもあり、様々な可能性を検討ながら、公共
施設の総合的な管理を考えていきます。
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107 Ⅳ 2 109

　公共施設の削減や維持など、具体的な方向性は今後どの
ように進めていくのか、現状で決まったことがあれば説明
してほしい。

F

　現段階では公共施設の統廃合について、まだ1つも決
まっていません。
　今後、新たに施設をつくるときには、単一の機能を持つ
ものではなく、複数の機能を持たせていこうという意見が
あります。また、建設・管理に当たっては、民設民営とい
う手法もあります。
　施設の活用については、将来的な需要やランニングコス
トの問題も含めて、総合的に判断をしていく方針です。

108 Ⅳ 2 109

　地域包括ケアという考え方にはすごく賛同している。角
筈地域は坂が多く高低差のある地域でもあると思うので、
高齢者の方が坂をおりるための地域バスのようなものが
あったらいいと思う。
　高齢者の方たちが、閉じこもらず、地域の方と交流する
ために、近所に集まれる場所があるといいと思うが、「公
共施設マネジメントの強化」というところで、公共施設を
数字の面だけで減らしていってしまうというのは、向かっ
ている方向と逆行しているのではないかと危惧している。

D

　例えばここ西新宿にはシニア活動館があり、地域の色々
な方が使っています。また、淀橋第三小学校の跡地には芸
能花伝舎があり、地域とうまく連携しています。公共施設
のマネジメントを強化することの中には、区が持っている
資産を民間に貸し出し、区が従来行っていたサービスを、
民間活力を活かして提供していくことも考えています。区
として、新たに土地を購入するとしても、一か所だけに特
別なサービスを行うわけにはいきません。様々な立場の
様々な世代の方に対するベストミックスをつくることは、
なかなか難しいと考えています。様々な選択肢がある中、
どのようにすれば区民の皆様へサービスが行き渡るのかを
考えていきます。

【捕捉】
　区には、高齢者等が行う社会貢献活動や高齢者相互の交
流の拠点とするとともに、介護予防、健康及び福祉の増進
を図る施設として、シニア活動館や地域交流館などの施設
があります。

109 Ⅳ 2
そ
の
他

　新宿区役所自体を、新宿駅に超高層ビルを建ててそこへ
移るというのはどうか。

E

　新宿区役所は、本庁機能だけでも4か所に分かれ、作業
場の確保や書類の管理、接遇など様々な面で分散してお
り、そこには非常に問題意識を持っています。しかしなが
ら、経費をかけた免震・制震工事が平成27年に完了しま
したので、これから先、どのような工夫ができるのかを区
の中でしっかり検討しなくてはならないと思っています。

110 Ⅳ 2
そ
の
他

　市ヶ谷商業について、区に管理が移管されるような話を
聞いているが、今後、あの建物をどのように活用していく
のか。コミュニティとつながりのあるような形で使われる
のが非常にいいと思っているが、いかがか。

F

　市ヶ谷商業跡地に関しては、優先度や緊急性を踏まえ、
全庁的に検討した結果、高齢者、子ども・防災、教育の分
野でのニーズが高かったため、東京都にその活用方法につ
いて、申し入れをしています。ただし当該地は、非常に接
道が悪く、建てかえをしてもあまり大きな建物は建てられ
ないこと、また、現在牛込第一中学校として使用中の隣の
敷地に道をつくらないと解体工事の車両が入らないことな
ど、さまざまな課題があります。そのような中、方針を決
めるためには少し時間がかかりますが、その過程では、住
民の皆様へ説明を行うとともに、意見を伺う機会をつくっ
ていきたいと考えています。

111 Ⅳ 2
そ
の
他

　薬王寺ことぶき館のお風呂については、ことぶき館を改
修するに当たり、お風呂は廃止するという方針が示された
が、その際は薬王寺には柳湯という公衆浴場があり、そこ
を利用すればいいとのことであった。結果的に存続するこ
とになったが、7月に突然廃業する旨の張り紙が掲示され
て本当に驚いた。柳湯が廃業してしまうと地域に公衆浴場
がなくなってしまうため、薬王寺ことぶき館に規模は小さ
くてもお風呂があれば安心できる。
　また、薬王寺ことぶき館では、お風呂は廃止するという
方針が示されたが、信濃町の施設は大規模改修された際に
お風呂は残った。住民から見れば不平等に見える。そうい
うことのないよう、決定に際しては住民の意見を事前に聞
いてほしい。

C

　皆様のおかげで、何とか柳湯が存続をしてくださること
になりました。
　区としても、公衆浴場の環境は大変厳しいと認識してお
り、そこで働く人が働きやすい設備の投資が必要なことか
ら、この数年間の中で浴場の設備、施設等に対する支援を
手厚くしています。
　今後もまちの中で公衆浴場を残していく工夫をしながら
取り組んでいきたいと思っています。ただ、後継者を見つ
けることが難しい時代になってきましたので、その中でど
うやってまちの中の資源とも言える貴重な業種が存続でき
るのか、今後も知恵を一緒に絞っていきます。
　また、意思決定のあり方について、今ある設備を使いな
がら、より多くの人に多様なサービスを届けられるよう考
えなくてはならないと思っています。実際の利用者の方々
に対して、今後も丁寧な説明と情報提供を行いながら、よ
り皆様に愛着を持ってもらえるような施設運営、サービス
の運用ができるように努力していきます。
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112 Ⅳ 2
そ
の
他

　都立の市ヶ谷商業高校の跡地の使い道について進捗状況
はどうなっているか、東京都と新宿区どちらが主体的にそ
の活用の仕方を決められるのかを聞きたい。また、今年の
12月に基本計画案をまとめるということだが、それに盛
り込まれるのか、またそのスケジュールについて教えてほ
しい。

F

　市ヶ谷商業の跡地の今後の取り扱いの進捗状況について
は、区では全庁的に跡地の使い道に関する検討会議を行い
ました。その結果、東京都に対して、高齢者、子ども・防
災、教育などに資するニーズが高い旨を伝え、その考え方
に東京都からも理解を示していただいています。今後、方
針を検討していく際には住民の皆さんと話し合いさせてい
ただいた上で最終的に決定したい思っています。
　なお、スケジュールについては、恐らく12月、翌年1
月に策定する基本計画、実行計画の中に反映することは間
に合わないと考えています。方向性を決めた場合には、設
計などのタイムスケジュールも入ってきますので、どこま
で示せるかは、今後の進捗状況にもよります。現時点では
内部で調整を行っているところですので、今後も情報提供
を適宜行いながら、よい結果を導き出していきたいと考え
ています。

113 Ⅳ 2
そ
の
他

　高齢者の方たちは、都庁へは行けても、新宿区役所は、
途中で手すり等のバリアフリールートが遮断されてしま
い、行けなくなる。
　また、区役所はもう古いと思う。10年間の長期計画の
中で、新宿区が世界一の都市として先行したという立派な
庁舎をつくってほしい。

E

　区役所本庁舎は、一昨年、多くの経費をかけて、制震・
免震工事が終了したばかりで、あと20年程度は使用でき
る予定になっています。手すりの問題など、利用者が非常
に不便を感じているところについては、絶えず見直しをし
ていきます。
　今後、大規模改築、あるいは建て直しをしなければなら
ない施設も出てきますので、どのタイミングで行うのが一
番ふさわしいのかという判断が必要になります。特に区役
所本庁舎は、大災害が起きた際には災害対策本部になるの
で、崩れるようなことがあると災害復旧の拠点が失われて
しまうことになります。バックアップ施設もありますが、
やはり本庁が一番効果的かつ的確に機能できますので、
しっかり担保しながら、将来に夢を描いていきたいと思い
ます。

114 Ⅴ 1
そ
の
他

　6月末に子ども・子育て会議があった時に、開催の連絡
が遅い上に、仕事をしている午後の時間帯での開催であっ
たため、日程の調整が大変だった。また、このような会議
を開くのに1回20万円以上かかる。効率的に経費と時間
が削減できるので、ぜひ区が開催する会議等にスカイプな
どの導入を検討してほしい。
　また、個別施策にＩＣＴの活用とあるが、子ども家庭課
の方と話した際にテレワークを知らなかったので、庁内に
おけるICTへの理解を進めていただくことが必要だと思
う。

E

　区も様々な会議体がありますので、できるだけ多様な手
段で参加できる方法を考えていかなくてはならないと思っ
ています。スカイプの利用については、技術的な問題や、
区役所が築50数年になるので、インフラ等の設備をどの
程度準備できるのか、それに伴う経費がどれくらいかかる
のかという問題があります。今の時代にあった方法でどこ
までできるか研究していきます。
　また、国策として推進しているテレワークに対する知識
がなかった職員がいたということについて、率直におわび
を申し上げたいと思います。区民の皆さんがごく普通に
持っている知識について、なるべく共有できるよう今後も
職員研修の中で指導していきます。

115 Ⅴ 1
そ
の
他

　区民に区政の情報が伝わっていくようなシステムになっ
ているのか疑問に思う。広報する方法のメインは新聞の折
り込みの区報の配布だと思うが、最近の若者は新聞を読み
ません。何部発行し、実際に読んでいる人がどの程度いる
のか把握できているのか。

D

　区政情報の根幹は「広報しんじゅく」であり、新聞折り
込み11万2,000部、希望による個別宅配4，500部のほ
か、駅、コンビニエンスストアにも置いています。これを
月に3回発行していますが、ホームページや、フェイス
ブック、ツイッター、ＬＩＮＥ、といったＳＮＳも活用し
ています。ホームページやＳＮＳについてはアクセス数は
多いのですが、情報が膨大で欲しい情報が載っている場所
を探しにくいとの声もあるので、見直しをしながら運用し
ていきたいと考えています。
　広報紙が手元に届いても、必ずしも読まれているわけで
はないことは認識しています。アンケートによると、
46％の方が「広報しんじゅく」から情報を得ていると回
答していますが、一定の年代以上の方が回答しています。
新宿区内は比較的若い人が多く、若い人の4割を外国籍の
方が占めているので、他の自治体と分析の手法を変えなく
てはいけないと考えています。分析の方法についても、今
後しっかり研究していきます。
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